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(注)１．本書に記載の「香港ドル」または「HK$」は香港ドルを、「人民元」は中国の法定通貨を、「円」は日本円を指す。本

書において便宜上一定の香港ドルまたは人民元金額は（香港ドルの場合は）2016年５月６日の株式会社三菱東京UFJ銀

行が建値した対顧客電信直物売買相場の仲値である１香港ドル＝13.84円により、（人民元金額の場合は）2016年５月

６日の中国外貨取引センター公表の仲値である１人民元＝16.46円により円に換算されている。

２．当行の会計年度は、１月１日に始まり12月31日をもって終了する１年間である。

３．本書中の表において記載されている計数は、単位未満の数値を原則として四捨五入しているため、合計は計数の総和

と必ずしも一致しないことがある。

４．本書において、別段の記載がある場合を除き、下記の語は以下の意味を有するものとする。

「当行」 招商銀行股份有限公司

「当グループ」 招商銀行股份有限公司およびその子会社

「CBRC」 中国銀行業監督管理委員会

「CSRC」 中国証券監督管理委員会

「香港証券取引所」 香港聯合交易所有限公司

「IFRS」 国際会計基準およびその解釈を含む、国際会計基準理事会が公布した国際財務報

告基準

「MOF」または「財政部」 中華人民共和国財政部

「PBOC」、「中央銀行」ま

たは「中国人民銀行」

中国の中央銀行である中国人民銀行

「中国GAAP」 現在、企業会計基準および金融機関会計規則（2007年）からなる中国の会計規則

「上海証券取引所」 上海証券交易所

 

５．本書には、当グループの財政状態、経営成績および事業の展開に関する一定の将来の見通しの記述が含まれている。

当行は、将来の見通しの記述を特定するため、「予定である」、「可能性がある」、「予想している」、「しようと

する」、「努めている」、「計画している」、「予測している」、「目指している」といった用語および類似の表現

を用いている。かかる記述は、現在の計画、見積りおよび予想に基づくものである。当行は、かかる将来の見通しの

記述に反映された予想が合理的なものであると考えているが、かかる予想が実現するかまたは正確であると判明する

保証はない。そのため、かかる予想を当グループの約束であるとみなすべきではない。投資家は、かかる記述に過度

に依拠するべきではなく、投資リスクについて一層の注意を払うべきである。かかる将来の見通しの記述は、将来の

事由または当グループの将来の財政状態、事業もしくはその他業績に関連するものであり、実際の結果とは大きく異

なる原因となる可能性のあるいくつかの不確実性に影響されるものであることに留意されたい。
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第一部【企業情報】

 

第１【本国における法制等の概要】

 

１【会社制度等の概要】

 

(1)【提出会社の属する国・州等における会社制度】

 

中国会社法、特別規定および必須条款

中国で設立され、かつ香港証券取引所における上場を目指している有限株式会社は、主に以下の３つの中国法令の適
用を受ける。

・1993年12月29日の全国人民代表大会の常任委員会において制定され、1994年７月１日に施行され、1999年12月25
日、2004年８月28日、2005年10月27日および2013年12月28日に改正された中国の会社法（以下「中国会社法」とい
う。）

・1998年12月29日の全国人民代表大会の常任委員会において制定され、1999年７月１日に施行され、2004年８月28
日、2005年10月27日、2013年６月29日および2014年８月31日に改正された中国の証券法（以下「中国証券法」とい
う。）

・1994年８月４日に国務院が採択した株式会社による株式の海外募集および上場に関する特別規定（以下「特別規
定」という。）

・1994年８月27日に中国証券委員会および旧国家経済体制改革委員会によって合同で制定され、海外で上場する有限
株式会社がその定款に組み込まなければならない必須条款（以下「必須条款」という。）

以下は、中国会社法、中国証券法、特別規定および必須条款の規定の概要である。「会社」とは、海外上場外資株を有
する中国会社法に基づき設立された株式会社を意味する。

 

設立

「株式会社」とは、中国会社法のもとで設立された法人であり、等しい額面金額を有する株式に分割される登録資本
を有する会社である。株式会社の株主の責任は、保有株式の範囲に限定され、会社はその所有する資産総額に等しい金
額を限度に債権者に対して責任を負う。会社は、２人以上200人以下の発起人により設立することができ、発起人の半
数以上は、中国国内に居住する者でなければならない。

中国会社法のもとで、会社は、適用ある法律およびその定款に従って他企業に投資することができる。

発起人は、関連する拠出金が全額払込まれた後30日以内に会社の創立総会を招集し、総会の15日前に株式のすべての
引受人に対して通知を行うかまたは会日を公告するものとする。創立総会は会社の株式資本の50%超を有する発起人お
よび引受人の出席によって開催することができる。創立総会では、発起人が提案した定款の採択、取締役の選任および
監査役の選任等の事項が決定される。総会の決議には、出席した引受人の有する議決権の過半数の賛成を要する。

創立総会の終了後30日以内に、会社の取締役会は、登記当局に対し会社の設立登記を申請しなければならない。会社
が正式に設立され法人格を有するのは、管轄の工商行政管理局により営業許可証が発行された後である。募集設立の方
法により設立された会社は、国務院の関連する証券規制当局の承認書を管轄の工商行政管理局に提出しなければならな
い。

会社が設立されなかった場合に、会社の発起人は、以下の事項について連帯責任を負う。

(ⅰ) その手続きに関連して発生した全費用および負債の支払

(ⅱ) 引受人に対する申込金および同一期間の銀行預金金利に相当する利息の返還の連帯債務

さらに、発起人は、会社の設立過程における発起人の義務不履行の結果、会社が被った損害について責任を負う。

 

登録資本金

中国会社法によれば、有限株式会社が発起設立された場合、その登録資本金は、会社登記当局で登録された全発起人
の引受株式資本総額に等しい。

発起人は、金銭または非金銭資産、工業所有権、非特許技術、土地使用権もしくは法的に譲渡可能で、その評価額に
基づいて金銭で評価しうるその他の財産等の現物を拠出することにより、資本出資を行うことができる。
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株式の割当ておよび発行

株式発行は、平等および公正原則に基づいている。同一の種類の株式は等しい権利を有する必要がある。株式の発行
毎に、払込金額を含むそれぞれの株式の割当条件は同一種類の他の株式と同じでなければならない。会社は、株式を額
面金額でまたはそれを上回る金額で発行することができるが、額面金額を下回る金額でこれを発行することはできな
い。

会社は、株式を海外で公募するためにCSRCの承認を取得しなければならない。特別規定に基づき、会社は、CSRCの承
認を得て、海外上場外資株の発行に関する引受契約において、引受株式数の計上後に発行予定の海外上場外資株総数の
15%を上回らない数の同株式を保有することに合意することができる。

 

記名式または無記名式株式

外国投資家に発行され、海外上場される株式は、記名式で、人民元建てかつ外国通貨で引受けられなければならず、
適格投資家が購入する株式は、「海外上場外資株」と称されている。会社が中国において発行する株式は、記名式また
は無記名式で登録することができる。ただし、会社が発起人または法人に発行する株式はすべて、記名式でなければな
らない。

会社は、記名式で発行された株式全部について株主名簿を作成しなければならない。各株主の仔細、各株主が保有す
る株式の数および各株主が当該株式の保有者となった日などの情報は、株主名簿に記載しなければならない。

会社はまた、発行済みの無記名式株式の金額、各無記名式株式の記番号および各無記名式株式の発行日を記載しなけ
ればならない。

 

登録資本金の増加

会社は、新株式を発行することにより登録資本金を増加させることができる。かかる発行に関する以下の事項は、か
かる会社の株主総会の承認が必要である。

・募集される新株の数および種類

・募集価格

・募集の開始および終了日

・既存株主に募集される新株式の数および種類

会社が国務院の関連証券規制当局により承認された株式公募を実施する場合、会社は財務諸表が記載された目論見書
を発行し、申込簿を作成しなければならない。会社が新株式の払込手続を完了した場合は、会社は、国家工商行政管理
総局に登録資本金の増加を登記し、公告を行わなければならない。

 

登録資本金の減少

会社は以下の手続にしたがい、その登録資本金を減少することができる。

・会社は、その時点の貸借対照表およびその財産目録を作成しなければならない。

・登録資本金の減少は、株主総会において、株主により承認されなければならない。

・会社は、登録資本金の減少を承認する決議の採択後、債権者に対して10日以内に減資を通知し、30日以内に減資の
新聞公告を行わなければならない。

・会社の債権者は、法令により定められた期間内において、会社に対し、債務の弁済または当該債務を補填する担保
の供与を要求することができる。

・会社は、関連する工商管理局で登録資本金の減少を登記しなくてはならない。

 

株式の買戻し

会社は、(i)会社の登録資本金を減少するため、(ii)自己株式を有する他の会社との合併するため、(iii)自己株式を
奨励として従業員に交付するため、または(iv)会社の合併もしくは分割承認決議に反対票を投じ、その後自らが保有す
る株式の買戻しを会社に要求する株主からのみ、自己株式を買戻すことができる。必須条款は、会社が定款にしたがっ
て行為し、かつ関係規制当局の必要な承認を取得しなければならない旨を規定している。

自己株式の買戻しが上記(i)によるものである場合は、買戻された自己株式についてこれを10日以内に消却すること
を要し、またもし買戻しが上記(ii)または(iv)の理由でなされる場合は、６ヵ月以内に自己株式の当該部分を譲渡する
かもしくは消却しなければならない。自己株式の買戻しが上記(iii)によるものである場合は、買戻される自己株式は
会社の発行済株式総数の５%を上回ることができず、また１年以内に従業員に譲渡されなければならない。
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株式の譲渡

会社の株式は、中国会社法、中国証券法および特別規定などの関連法令にしたがって譲渡することができる。

会社の取締役、監査役および上級役員は、これらの者が保有する当該株式とその変動を会社に申告しなければならな
い。任期中、これらの者のいずれかにより各年に譲渡される株式は、これらの者の保有株式総数の25%を超えることが
できない。これらの者により保有される当該株式は、当該株式が証券取引所に上場および取引される日から１年以内に
これを譲渡することができない。これらの者のいずれかがその職でなくなった後半年以内は、かかる者はその保有株式
を譲渡してはならない。

中国会社法は、個人株主の株式保有割合について制限を課していない。

必須条款の要求により、株式の譲渡は株主総会の会日前30日間または配当分配のために設定した基準日前５日間の期
間中は株主名簿に登録できない。

 

株主

中国会社法および必須条款に基づき、株主は以下の権利を有する。

・株主総会に本人として出席して議決権を行使し、または自らに代わって出席して議決権を行使するために代理人を
選任すること

・その株式保有割合に応じて配当およびその他の形の分配される利益を受取ること

・定款、株主総会議事録および財務報告書を検査し、提案をし、会社の業務について質問を行うこと

・適用法令にしたがい株式の譲渡を行うこと

・その保有割合に応じて解散時に会社の残余資産を受取ること

・会社の定款に定めるその他の株主の権利を行使すること

株主の義務には、(i)会社の定款を遵守する義務、(ii)引受けた株式に関する払込金の支払義務、(iii)各株主が引受
けた株式の金額の範囲で会社の負債およびその他債務に責任を有すること、ならびに(iv)関連法令および会社の定款に
指定された株主の義務が含まれる。

 

株主総会

中国会社法に基づき、株主総会は以下の権限を行使することができる。

・会社の事業方針および投資計画を決定すること

・取締役または監査役（従業員代表監査役を除く。）を選任および解任し、取締役または監査役の報酬を決定するこ
と

・取締役会および監査役会の報告書を審議および承認すること

・年次予算案および決算を審議および承認すること

・利益分配案および損失補填案を審議および承認すること

・登録資本金の増加または減少を承認すること

・社債発行を承認すること

・合併、分割、企業形態の変更、解散または清算を承認すること

・定款の変更を承認すること

株主総会は、年次株主総会と臨時株主総会からなる。年次株主総会は、毎年１回開催されるものとする。中国会社法
に基づき、取締役会は、以下のいずれかの事由の発生後２ヵ月以内に臨時株主総会を招集する必要がある。

・取締役の数が中国会社法に規定される数を下回るかまたは定款に規定される数の３分の２を下回る場合

・会社の累積損失額が、その総払込資本金の３分の１に達する場合

・会社の株式の合計10%以上を有する株主による請求がある場合

・取締役会が当該会議を必要と判断する場合

・監査役会が当該会議を提案する場合

・定款に規定されるその他の場合

株主総会は、取締役会により招集され、取締役会会長が議長となる。特別規定および必須条款に基づき、会社は、株
主総会の45日前までに総会の目的事項および総会の日時場所を記載した通知を行うことを要する。会社は、総会予定日
の45日ないし50日前の期間中に国内株主向けに株主総会の公告を行うことができる。特別規定および必須条款に基づ
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き、総会への出席を予定する株主は、総会の20日前までに、会社に対して出席確認書を提出しなければならない。会社
の株式総数の３%以上を有する株主は、中国会社法に基づき、株主総会において審議されるべき暫定動議を提出する権
利を有する。

特別規定および必須条款は、株主総会の会日の20日前までに株式の議決権の50%以上を有する株主が書面により総会
出席の意向を確認する場合は、株主総会を開催することができる旨を規定している。他方、かかる50%の最低限が達せ
られない場合においては、出席確認の期限から５日以内に会社が総会の目的事項および日時場所を公告する場合にの
み、株主総会を開催することができる。

株主総会に出席する各株主は、その保有する株式１株につき１議決権を有する。株主は、自らの代わりに株主総会に
出席し、議決権を行使する代理人を任命することができる。株主総会で提案された普通動議は、本人または代理人によ
る出席株主の議決権の過半数の賛成によってのみ採択されうるものとする。ただし、特別決議の可決については本人ま
たは代理人による出席株主の議決権の３分の２以上の賛成を要する。特別決議には、以下が含まれる。

・定款の改正

・合併、分割または解散

・登録資本金の増加もしくは減少、会社のいずれかの種類の株式、社債およびその他有価証券の発行

・株主総会が会社としての会社に重大な影響を及ぼす可能性があり、特別決議により承認されるべきだと普通決議に
より決定したその他の事項

特定の種類株式の株主の権利の変更または廃止の場合、必須条款は特別の種類株主総会を開催することを要求してい
る。内資株の保有者およびＨ株式の保有者は、異なる種類株式の保有者とみなされる。

 

取締役会

会社は、５名から19名の構成員により構成される取締役会を有するものとする。中国会社法に基づき、取締役の任期
は３年を超えることができない。取締役は、再選された場合、連続して任期を務めることができる。中国会社法に基づ
き、取締役会は、以下の権限を行使することができる。

・株主総会を招集し、株主に対して報告を行うこと

・株主総会において株主により決議された事項を実行すること

・事業計画および投資計画を決定すること

・年間予算案および決算を作成すること

・利益分配案および損失補填案を作成すること

・合併、分割、企業形態の変更または解散についての計画を作成すること

・登録資本金の増加もしくは減少案または社債発行案を作成すること

・会社の内部管理組織を決定すること

・会社のマネージャーの選任または解任、マネージャーの推薦に基づく会社の副マネージャーおよび財務主管の選任
または解任ならびにこれらの者の報酬を決定すること

・会社の基本運営システムを決定すること

これらに加え、必須条款は、会社の取締役会が定款の変更案の作成にも責任を有することを定めている。

 

取締役会会議

中国会社法に基づき、会社の取締役会は、少なくとも毎年２回定例会議を開催しなければならない。定例の取締役会
会議の通知は、当該会議の会日の10日前までになされる。取締役会は、臨時取締役会を招集するための通知期間および
方法を決定することができる。

中国会社法に基づき、取締役会会議の開催のためには取締役の過半数が出席しなければならない。取締役は、取締役
会会議に自ら参加するか、または自己に代わって参加する別の取締役を任命することができる。すべての取締役会の決
議は、取締役の過半数の賛成により可決されることを要する。取締役会会議で可決された決議はすべて当該会議の議事
録に記録され、会議に出席した取締役によって署名されることを要する。取締役会の決議が適用ある法令、定款または
株主総会決議に違反し、その結果、会社に重大な損害をもたらす場合、決議の可決に参加した取締役（決議に反対し、
当該議事録にその反対の投票が記録されている者を除く。）は、会社に対して個人として責任を負う。

 

取締役会会長

取締役会会長は、取締役会の議決により選任され、過半数の取締役から承認されなければならない。会長は、次の権
限を行使することができる。
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・株主総会の議長を務め、取締役会会議を招集し、その議長を務めること

・取締役会の決議の実施を調査すること

 

取締役の資格

中国会社法に基づき、以下に定める者は、取締役を務めることはできない。

・民事行為能力を有しないか、または民事行為能力が制限されている者

・収賄、汚職、財産の横領または社会経済秩序破壊の罪を犯し、刑事処分を受けた者であり、かつ、その刑期満了日
から５年以上が経過していない者

・犯罪により政治的権利を剥奪されていた者で、かつ、かかる剥奪の完了日から５年以上が経過していない者

・破産し清算された会社または企業の取締役、工場長またはマネージャーで、かかる会社または企業の破産または清
算に個人として責任を負い、かつ、かかる会社または企業の清算の完了日より３年以上が経過していない者

・違法業務により営業許可を取消された企業の法的代表者で、個人として当該取消について責任を負い、かつ、当該
取消日より３年以上が経過していない者

・比較的高額の不履行債務を有する者

 

監査役会

会社は、３名以上の構成員からなる監査役会を設置しなければならない。監査役会は、以下の権限を行使する。

・会社の財務の状況を調査すること

・取締役および上級役員を監督し、かかる者が法令および定款を遵守してその職務をしていることを確保すること

・取締役および上級役員に対して、会社の利益に悪影響を与える行為の是正を要求すること

・臨時株主総会に議案を提出すること

・株主総会招集の提案を行うこと

・法令または定款に違反する行為をなす取締役または上級役員に対して訴えを提起すること

・定款に規定されるその他の職務を遂行すること

監査役会の構成員には、会社の従業員および株主から選出された代表者が含まれる。取締役および上級役員は、監査
役を務めることができない。監査役の任期は３年だが、再選された場合、監査役は連続して任期を務めることができ
る。中国会社法および必須条款に基づいて取締役となることのできない欠格事由は、監査役に対しても適用される。

 

総経理および役員

会社は、取締役会により選任または解任される総経理を有することが求められている。会社の総経理は、取締役会に
対して責任を負い、以下の権限を行使することができる。

・会社の事業を監督および管理し、取締役会決議を実行すること

・会社の年間の事業および投資計画の実行を組織化すること

・会社の内部管理システムの構築案を起草すること

・会社の基本管理システムを策定すること

・会社の内部規則を策定すること

・副総経理および財務主管の任命および解任を提案し、他の役員（取締役会により任命または解任されることを要す
る者を除く。）を任命または解任すること

・取締役会または定款により付与されるその他の権限を行使すること

中国会社法および必須条款に基づく取締役の欠格事由は、総経理およびその他上級役員に対しても適用される。

会社の定款は、会社、会社の株主、取締役、監査役、総経理およびその他の役員に対して拘束力を有するものであ
る。かかる者は、会社の定款にしたがって、権利の行使、仲裁の申請および法的手続の申立てを行う権限を有する。

 

取締役、監査役およびその他の上級役員の義務

会社の取締役、監査役、総経理およびその他の上級役員は、中国会社法に基づき、関連法令および定款を遵守し、会
社に対して忠実義務および注意義務を負わなければならない。特別規則および必須条款は、取締役、監査役、総経理お
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よび上級役員が会社に対して信認義務を負うことを規定し、かかる者がその義務を忠実に履行し、会社としての利益を
保護し、かつ自身の利益のためにその地位を濫用しないことを要求している。取締役、監査役、総経理および上級役員
はまた、秘密保持義務を負い、適用法令または株主が要求する場合を除き、一定の情報を漏洩することを禁止されてい
る。

会社の取締役、監査役、総経理または上級役員がその職務を履行するに当り何らかの法令または定款に違反し、その
結果会社が損失を蒙った場合、かかる者は会社に対して個人として責任を負う。

 

財務および会計

会社は、関連法令および国務院の財務規制当局により規定される規則を遵守した財務会計システムを構築しなければ
ならない。

会社はまた、各事業年度の終了時に財務書類を作成しなければならない。会社は、会社の年次株主総会の少なくとも
20日前までに、会社の財務書類を株主の閲覧に供しなければならない。上場会社はまた、会社の財務書類を公告により
公表しなくてはならない。

会社は、適用ある中国法令により、株主に利益を分配する前に会社の税引後利益について以下の引当を行う必要があ
る。

・会社の税引後利益の10%を会社の法定準備金に繰入れること。ただし、会社の法定準備金の累計額が会社の登録資
本金の50%を上回る場合は当該繰入れは不要である。

・会社の株主総会の承認を条件に、かつ法定準備金への所要金額の繰入れ後に会社の税引後利益から任意の金額を任
意積立金に繰入れることができる。

会社の法定準備金が過年度からの累積損失を補填するのに十分でない場合、当期の利益は法定準備金に繰入れる前に
当該損失を補填するために充当されなければならない。

累積損失（もしあれば）の補填ならびに法定および任意一般準備金への繰入れ後の税引後利益の残高は、定款により
別段に規定されていない限り、株主にその持株数に応じて分配されることができる。

会社の準備金は、法定準備金、任意積立金および資本準備金からなる。会社の資本準備金は、株式の額面金額超過金
および国務院の関連金融規制当局により要求されるその他の金額からなる。

会社の準備金は、以下の目的のためにのみ充当することができる。

・損失の補填

・事業拡張

・増資。ただし法定準備金が登録資本金に振替えられる場合は、当該振替後の法定準備金は会社の登録資本金の25%
を下回ることができない。

 

会計監査人の任命および解任

特別規定は、会社に対して、会社の年次財務書類の監査およびその他の財務報告書の検討のため、独立した資格のあ
る公認会計士事務所を任用することを要求する。

会社が現任の会計監査人を解任するか、または再任しない場合、会社は、特別規定により会計監査人に対して事前の
通知をなすことを要求され、会計監査人は、株主総会において株主に対し意見を述べることができる。会社の会計監査
人が辞任する場合、会計監査人は会社が何らかの不適当な行為を行ったかどうかを株主に対して述べる義務がある。会
計監査人の任命、解任または不再任は、株主総会において決定され、かかる決定はCSRCに提出しなければならない。

 

利益配当

特別規定は、Ｈ株式の株主に対して支払われる配当金およびその他の分配は、人民元により宣言および計算され、外
貨により支払われる旨を規定する。必須条款に基づき、これらの株主に対する外貨による配当およびその他の分配の支
払いは、Ｈ株式の株主のために会社により任命された受領代理人を介して行われなければならない。

 

定款の変更

会社の定款は、株主総会に出席している議決権の３分の２以上の賛成をもってのみ変更することができる。定款の変
更により工商行政管理局における会社の登録情報が変更される場合、会社はかかる変更を登録しなければならない。

 

合併および分割
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すべての合併および分割は、株主総会において会社の株主の承認を受けなければならない。会社はまた、合併または
分割について政府の承認を求めなければならない。中国法に基づき、合併は、取得会社が買収対象会社を吸収した後に
買収対象会社が解散される方法または取得会社および買収対象会社の合併による新設会社の設立後に取得会社および買
収対象会社が解散される方法のいずれかの方法により実施することができる。

株主総会において会社の株主が合併案を承認する場合、会社は合併契約を締結し、会社の貸借対照表および財産目録
を作成しなければならない。会社は、合併承認決議から10日以内に合併について債権者に通知して、30日以内に新聞に
おいて合併の公告をしなければならない。債権者は、一定の期間内に、残債務の弁済または当該債務にかかる担保の提
供を会社に対して請求することができる。

分割の場合、会社は同様に、当行の貸借対照表および財産目録を作成し、債権者に通知しなければならない。

 

解散および清算

中国会社法および必須条款に基づき、会社は、以下のいずれかの事由が生じた場合において解散および清算される。

(i)定款に規定する営業期間が満了したかまたは会社の解散事由として定款で規定する事由が発生した場合

(ii)株主総会が特別決議により解散を承認する場合

(iii)会社の解散または分割をもたらす合併または分割の発生

(iv)会社が法律または行政規則の違反により閉鎖命令を受けた場合

(v)会社が事業または経営上の一定の重大な困難を経験し、これにより、もし会社が引続き存在し、当該困難が他の
方法により解決できないと株主の利益が重大な損失を受けるとの理由による株主からの申請により、人民法院が
会社の解散を宣言した場合

会社が上記(i)、(ii)、(iv)および(v)の事由により解散される場合、株主総会において、会社は、当該事由の発生か
ら15日以内に清算委員会の委員を任命しなければならない。清算委員会が指定された時までに設置されないときは、会
社の債権者は、清算を実施するための清算委員会の委員を任命するために人民法院に申請することができる。

清算委員会は、解散する会社の債権者に対して、その設置から10日以内に会社の解散を通知し、その設置から60日以
内に会社の解散の新聞公告を行わなければならない。債権者は、法律の定める期限内に清算委員会に対してその債権を
届出なければならない。

清算委員会は、清算期間中以下の権限を行使する。

・会社の資産を精査し、貸借対照表および財産目録を作成すること

・債権者に通知し、または公告を行うこと

・会社の未成事業の清算

・すべての未払税金および清算過程で発生した税金の支払

・会社の金銭債権債務の決済

・会社の債務を弁済した後の残余財産の処理

・民事訴訟において会社を代表すること

解散の場合、会社の資産は、清算関連の全費用、雇用者賃金、雇用者保険・法律上の補償、税残債務および一般債務
の支払に充当される。残余財産は、会社の株主にそのそれぞれの持分に応じて分配される。会社の資産がその負債の弁
済または消滅に十分でない場合、清算委員会は人民法院に破産の申立てを行い、清算手続を人民法院に移行させる。

会社が清算手続にある場合、会社は清算に関連しない事業に従事することができない。

清算手続結了により、清算委員会は、株主総会または人民法院に確認のため清算報告書を提出することを要する。
清算委員会はまた、工商行政管理局に登録の抹消を申請し、当該抹消による解散の公告を行わなければならない。

清算委員会の委員は、誠実かつ適用ある法律を遵守してその職務を遂行しなければならない。清算委員会の委員は、
その故意または重大な義務の不履行から生じる損失について会社およびその債権者に対して責任を負う。

 

海外上場

会社は、株式を海外で上場させるには、CSRCの承認を得なければならない。海外上場は、特別規定にしたがって行わ
れなければならない。

 

株券の喪失
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中国会社法に基づき、記名式株券が喪失、盗取または破損した場合、その株主は中国民事訴訟法の関連規定にした
がって、人民法院に対し、かかる株券の無効宣言の申立てを行うことができる。当該宣言がなされた場合、株主は、会
社に対して、代替株券の発行を申請することができる。

 

(2)【提出会社の定款等に規定する制度】

以下は、当行の定款の主要な規定を要約したものである。

 

当行取締役およびその他の役員

当行株式の割当および発行を行う権限

当行定款には、株式の割当および発行を行う権限を当行取締役に付与する条項はない。

当行資本を増加させるには、当行取締役会は、株主総会における特別決議による承認のため増資案を提出しなければ
ならない。

 

株式投資を行う権限

当行の直近の監査済純資産価値の10%以下相当額の株式投資は、当行取締役会により承認されるものとし、当行の直
近の監査済純資産価値の10%超相当額の株式投資は、当行の株主総会により承認されるものとする。

 

当行または当行の子会社の資産を処分する権限

当行取締役会は、株主総会に対して説明責任を負う。

処分を予定する固定資産の対価の予想価格と、当該処分案の直前４ヵ月間に処分が完了したすべての当行の固定資産
の対価総額との合計額が、株主総会において検討される直近の貸借対照表に示される当行の固定資産価額の33%を超え
る場合、当行取締役会は株主総会における株主の事前の承認を得ずに当行の固定資産を処分し、または処分に同意して
はならない。

当行による固定資産処分の有効性は、前段落の違反による影響を受けない。

当行定款の目的上、固定資産の処分とは、かかる資産に対する権利の移転を含むが、かかる資産に対する担保権の設
定は含まない。

 

報酬および職位の喪失に対する補償金

当行は、株主総会における株主の事前の承認を得た上で、各当行取締役または各当行監査役とそれぞれの報酬を規定
する契約を書面により締結する。かかる報酬には、以下が含まれる。

・当行の取締役、監査役または業務執行役員としての業務に対する報酬

・当行の子会社の取締役、監査役または業務執行役員としての業務に対する報酬

・当行および当行の子会社の経営に関するその他業務の提供に対する報酬

・職位の喪失または退職に対する補償金

上述の規定に従って締結された契約に基づく場合を除き、当行取締役または当行監査役は、上記事項に関して自らに
支払われるべき利益につき、当行に対していかなる訴訟も提起することはできない。

報酬に関する当行と当行の取締役または監査役との間の契約には、当行が買収された場合、当行の取締役または監査
役が、株主総会における株主の事前の承認を得ることを条件として、職位の喪失または退職に関する補償金その他の支
払金を受領する権利を有する旨が規定される。本項における「当行の買収」は、以下のいずれかの意味を有する。

・何者かによる、当行の全株主に対する株式公開買付け

・何者かによる、当行定款に規定された意味における支配株主となることを目的とした株式公開買付け（下記「少数
株主の権利」を参照されたい。）

該当する取締役または監査役が上記規定に従わない場合、同人がそのように受領した一切の金額は、当該買収申込を
受けて所有する株式を売却した株主に帰属する。かかる金額を当該株主に対して按分比例により分配する上で生じた費
用は、該当する取締役または監査役が負担し、当該取締役または監査役が受領するべき金額からは控除されない。

 

当行取締役、当行監査役およびその他役員に対する貸付
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当行は、信用融資を関係者に提供してはならない。当行は、貸付の条件が通常の商業的条件である場合のみ、貸付ま
たは保証を関係者に提供することができ、また、当行が関係者に提供する保証貸付の条件が、他の借入人に対する同種
の貸付の条件より有利ではない条件でない限り、関係者に対して保証貸付を提供してはならない。関係者とは、

・当行の取締役、監査役、業務執行役員もしくは当行の信用事業担当従業員またはかかる各人の直系親族

・上記のいずれかの者が持分を有しているか業務執行役員の地位を有している会社、企業またはその他経済主体

を意味する。

上記規定に違反して当行が提供した貸付は、貸付期間にかかわらず、当該借入人により直ちに返済されるものとす
る。

 

当行株式の取得に対する資金援助

当行定款の例外に服するものの、当行および当行の子会社は、いかなる時も、いかなる手段によっても、当行株式を
取得しようとしまたは取得を予定している者に対して、いかなる種類の資金援助（以下に定義する。）も行わない。か
かる当行株式の取得者には、株式の取得により直接的もしくは間接的に何らかの債務（以下に定義する。）を負担する
者も含む。当行および当行の子会社は、いかなる時も、いかなる手段によっても、かかる取得者に対して、当該取得者
が負う債務を軽減または免除する目的での資金援助を一切行わない。

以下の行為は、禁止行為とはみなされない。

・資金援助が当行の利益のために誠実に行われ、その主たる目的が当行株式の取得にない場合、または資金援助が当
行の主要計画の付随的な一部となっている場合の当行による資金援助

・配当による当行の資産の分配

・配当としての株式の分配

・当行定款に基づいた、当行の登録資本金の減資、当行株式の買戻しまたは当行の株式資本構成の調整

・事業の範囲内および通常の業務における当行による貸付の提供（ただし、当行の純資産がこれにより減少してはな
らず、または純資産がこれにより減少する場合においては、資金援助は分配可能利益から供与されなければならな
い。）。

・従業員持株制度に拠出するための当行による資金の供与（ただし、当行の純資産がこれにより減少してはならず、
または純資産がこれにより減少する場合においては、資金援助は分配可能利益から供与されなければならな
い。）。

上記規定に関して、

・「資金援助」とは以下の意味を含む（ただし、これらに限定されない。）。

- 贈与

- 保証（債務者の債務の履行を担保するための保証人による債務負担または資産の提供を含む。）、補償（当行

自身の債務不履行に起因する補償を除く。）または免責もしくは権利放棄

- 貸付の供与または当行が先履行義務を負う契約の締結、かかる貸付もしくは契約の当事者の変更またはかかる

貸付もしくは契約に基づく権利の譲渡

- 当行が支払不能に陥ったときもしくは純資産を有さないとき、または当行の純資産の著しい減少につながるよ

うな、当行によって付与されるその他の形態での資金援助

・「債務負担」には、債務者の財務状態の変更、契約または取決めの締結（それらが執行可能か否か、およびそれら
が債務者単独でもしくはその他の者と共同で負担するものであるか否かを問わない。）またはその他の方法による
債務負担を含む。

 

当行または当行の子会社との契約における利害関係の開示

当行の取締役、監査役、総裁、業務執行副総裁およびその他の業務執行役員が、締結されたかまたは提案されている
当行の契約、取引または取決め（ただし、当該者自身に関する当行との役務提供契約を除く。）につき、直接または間
接に何らかの重大な利害関係を有する場合、当該者は、かかる契約、取引、取決めまたはそれらの提案がそれ以外の場
合に当行取締役会の承認を要するか否かにかかわらず、当該利害関係の性質および程度を可及的速やかに当行取締役会
に開示しなければならない。

利害関係を有する当行の取締役、監査役、総裁、業務執行副総裁またはその他の業務執行役員が、当該利害関係を当
行定款に従い開示しており、かつかかる契約、取引または取決めが、当該者が定足数に算入されず、かつ議決権を行使
していない当行取締役会において承認を受けた場合を除き、当該者が重大な利害関係を有する契約、取引または取決め
は当行の請求により取消すことができる。ただし、利害関係を有する取締役、監査役、総裁、業務執行副総裁またはそ
の他の業務執行役員の義務違反に気付かずに行為した善意の当事者に対してはこの限りではない。
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本規定の目的上、当行の取締役、監査役、総裁、業務執行副総裁またはその他の業務執行役員は、当該者の関係者の
いずれかが利害関係を有する契約、取引または取決めに利害関係を有するとみなされる。

当該契約、取引または取決めの締結が当行によって最初に検討されるよりも前に、当行の取締役、監査役、総裁、業
務執行副総裁またはその他の業務執行役員が、通知に明示された理由によって契約、取引または取決めについて利害関
係を持つ旨記載した書面による一般的な通知を当行取締役会へ付与し、当行がそれ以降、かかる契約、取引または取決
めを締結する場合、かかる通知は、本項の目的上、その通知においてかかる開示がなされている範囲内において、当該
者の利害関係の十分な開示であるとみなされる。

 

報酬

当行取締役の報酬については、株主総会において株主による承認を受けなければならない。上記「報酬および職位の
喪失に対する補償金」を参照されたい。

 

任命、解任および退任

当行の取締役会会長およびその他取締役の任期は３年とする。取締役の任期は、取締役の資格が国務院の金融規制当
局により承認された日から開始するものとする。取締役の任期満了時に新たな取締役が任命されない場合、新たに任命
された取締役が就任するまで、法令、行政規則、部門規則および当行定款の規定に従って前取締役が引き続き職務を果
たすものとする。

取締役は、株主総会において任免される。取締役の指名、選任および任命の一般手続きは以下のとおりである。

・当行定款に規定された取締役の最大員数の範囲内で、当行取締役会の指名委員会または当行の議決権付発行済株式
総数の３%以上を保有する株主が取締役候補者を指名する。

・取締役候補者は、当行取締役会の承認を受領後、書面による提案により、審議のため株主総会に推薦される。

・各取締役候補者は、株主総会前に、指名を受諾するとの書面による誓約を発行する。

・取締役会は、株主が投票の際に候補者に関する十分な知識を有していることを確保するために、法令および当行定
款に従って、株主総会招集前に取締役候補者の詳細な情報を開示する。

・追加取締役が一時的に指名される場合、取締役会の指名委員会またはかかる指名を行う条件を満たす株主は、候補
者を、検討のために取締役会に、および選任または置換のために株主総会に対して提案することができる。

・株主およびその関係者は、取締役候補者と監査役候補者を同時に指名してはならない。株主およびその関係者によ
り指名された取締役（または監査役）候補者が取締役（または監査役）として承認された場合、かかる株主は、か
かる取締役（または監査役）の任期が満了し、当該者が置換されるまでは監査役（または取締役）候補者を指名し
てはならない。原則的に、同一の株主およびその関係者が指名する取締役候補者の人数は、国家により別段に規定
されない限り、取締役全体の３分の１を上回ってはならない。

当行の議決権付発行済株式総数の３%以上を保有する株主は、当行定款に規定された手続きに従って株主総会におい
て当行取締役の候補者を指名することができる。当行監査役会は、独立非業務執行取締役の候補者を指名することがで
きる。

当行取締役会は、11名ないし19名の取締役により構成され、そのうち少なくとも３分の１は独立取締役とする。当行
取締役会は、会長を１名および副会長を１名ないし２名置く。会長および副会長は、全当行取締役の過半数により選任
および解任される。

以下の者は、当行の取締役、監査役、総裁、業務執行副総裁またはその他の業務執行役員を務めることができない。

・法的能力のない者または法的能力が制限されている者

・汚職、贈収賄、財産の侵害もしくは横領によりまたは社会的もしくは経済的秩序を乱したことにより処罰を受けた
者であり、かつ、かかる刑期終了日から５年以上が経過していない者、または政治的権利を剥奪されていた者であ
り、かかる剥奪の終了日から５年以上が経過していない者

・支払不能となり清算された会社または企業の元取締役、元工場長または元マネージャーであり、かかる会社または
企業の破産に対して個人的に責任を負い、かつ、かかる会社または企業の破産または清算の完了日から３年以上が
経過していない者

・法律違反により営業許可の取消を受けた会社または企業の法律上の代表者を務め、かつかかる違反に対して個人的
に責任があり、かつかかる営業許可の取消日より３年以上が経過していない者

・相当程度の額の債務を有し、かかる債務について不履行である者

・刑法違反により司法当局の犯罪捜査下にあり、かつ当該捜査が終了していない者

・法律および行政規制により、企業の指導者として行為できない者

・自然人以外の者
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・関連管轄当局により有価証券関連法令の規定に違反したとの宣告を受けた者で、かかる宣告が詐欺行為または不誠
実行為の判明を含んでおり、かつかかる宣告から５年以上が経過していない者

当行の取締役、監査役、総裁、業務執行副総裁または業務執行役員が善意の第三者に対して当行に代わってなす行為
の有効性は、その現在の地位、選任における規則違反または資格の欠如により影響を受けることはない。

 

借入権限

中国の適用法令を遵守するとの条件に基づき、当行は、資金調達および借入を行う権限を有する。かかる権限は、社
債の発行、当行の事業または資産の一部または全部に関する抵当もしくは担保権設定ならびに中国の法律および行政規
則により認可されるその他の権利を含むがこれらに限定されない。当行定款には、(a)当行による社債の発行を提案す
る権限を当行取締役に付与する規定および(b)社債の発行につき特別決議による株主総会での株主の承認を要する旨を
定める規定以外に、取締役会が借入権限を行使する方法についての明確な規定がなく、またかかる権限を変更できる方
法について明確な規定がない。

 

当行定款の変更

当行は、株主総会における特別決議により、その定款を変更することができる。変更が関連する中国の政府当局の承
認に服する場合には、かかる変更は、承認の取得後に発効する。当行定款の変更が登記されなければならない場合、関
連する法律に従いかかる登記が行われる。

 

発行済の株式または種類株式の権利の変更

いずれかの種類株式の株主に付与された権利（「種類株主の権利」）は、株主総会における株主の特別決議および当
行定款に従い開催される当該種類株主の種類株主総会における承認を受けない限り変更または廃止することはできな
い。

以下の各号の状況に該当する場合、種類株主の権利は変更または廃止されたとみなされる。

・当該種類株式の増減または当該種類株式が享受するのと同等もしくはそれ以上の議決権、分配権もしくはその他特
別な権利を伴う種類株式の増減。ただし、当行の国内株主名簿に記載された当行株式が海外投資家に譲渡され、国
務院証券当局の承認を得て、かかる譲渡株式が海外の証券取引所での上場および取引が可能となる場合を除く。

・当該種類株式の全部もしくは一部のその他の種類株式への交換、または別の種類株式の全部もしくは一部の当該種
類株式への交換もしくは交換権の設定。ただし、当行の国内株主名簿に記載された当行株式が海外投資家に譲渡さ
れ、国務院証券当局の承認を得て、かかる譲渡株式が海外の証券取引所での上場および取引が可能となる場合を除
く。

・当該種類株式に付される未払配当金または累積配当金に対する権利の解除または縮小

・当該種類株式に付される配当優先権または清算優先権の縮小または解除

・当該種類株式に付される転換権、オプション、議決権、譲渡権、引受権または当行有価証券の取得権の拡大、解除
または縮小

・当該種類株式に付される、特定の通貨により当行から支払金を受領する権利の解除または縮小

・当該種類株式が享受するのと同等またはそれ以上の議決権、分配権その他特別な権利が付される新たな種類の株式
の創出

・当該種類株式の譲渡もしくは所有に対する制限またはかかる制限の強化

・当該種類もしくは別種類の当行株式を引受けまたは当該種類もしくは別種類の当行株式に転換する権利の発行

・別の種類の株式に対する権利または特別な権利の拡張

・提案された再編により異なる種類の株主に異なる程度の当行の負債に関する責任を負担させることとなる当行の再
編

・当行定款に含まれる「種類株主決議の特別手続」に関する規定の変更または廃止

利害関係を有する株主（以下に定義する。）は、種類株主総会における議決権を有さない。

種類株主総会決議は、当該種類株主総会において出席する種類株主の議決権総数の３分の２以上の賛成をもって可決
されるものとする。

当該種類の株主名簿に登録されているすべての種類株主に対して、当該種類株主総会における議事ならびに会日およ
び会場を通知した種類株主総会の招集通知が、種類株主総会の会日の45日前までに書面により付与される。

種類株主総会の招集通知は、当該種類株主総会における議決権を有する種類株主に対してのみ送付すれば足りる。
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種類株主総会は、全株主を対象とする株主総会の方法と可能な限り同じ方法により運営される。当行定款上の株主総
会の運営方法に関する規定は、種類株主総会についても適用される。

内資株および当行Ｈ株式の株主は、異なる種類株式の株主とみなされる。

以下の各号のいずれかに該当する場合、種類株主総会における承認のための特別手続きは適用されない。

・株主総会において特別決議による株主の承認を受け、当行が、12ヵ月毎の間隔で個別または同時に内資株および海
外上場株式を発行し、発行される内資株および海外上場株式が当該時点におけるそれぞれの発行済株式数の20%以
下に相当する場合

・内資株および海外上場株式を設定する際に作成された当行の発行計画が、国務院の証券規制当局による認可を受け
た日から15ヵ月以内に実施される場合

・当行の国内株主名簿に記載された当行株式が海外投資家に譲渡され、国務院証券当局の承認を得て、かかる譲渡株
式が海外の証券取引所での上場および取引が可能となる場合

当行定款の種類株主の権利に関する規定上、「利害関係を有する株主」とは以下の各号の株主をいう。

・当行の全株主を対象とする株式の買戻しまたは証券取引所における公開取引による株式の買戻しの場合は、当行定
款の意味における支配株主

・相対契約による株式の買戻しの場合は、当該契約に関係する株主

・当行の組織再編の場合は、再編案に基づき同一の種類の株主に課せられた義務よりも軽い義務を負う株主、または
同再編案において同一の種類の他の株主の一般的利害関係とは異なる利害関係を有する株主

 

決議－過半数を要する

株主総会における決議は、普通決議と特別決議とに区分される。

普通決議の採択には、当該総会に出席している株主（代理人を含む。）により表象される議決権の過半数の賛成票が
投じられなければならない。

特別決議の採択には、当該総会に出席している株主（代理人を含む。）により表象される議決権の３分の２以上の賛
成票が投じられなければならない。

 

議決権

当行の普通株主は、株主総会に出席するかまたは出席する代理人を指名する権利および株主総会において議決権を行
使する権利を有する。株主（代理人を含む。）は、株主総会において、保有する議決権付株式の数に応じて議決権を行
使することができ、各議決権付株式には１個の議決権が付される。

株主総会においては、適用ある法律および上場規則に基づき議決権数により決議が採決されるものとし、当行は採決
結果を公表するものとする。

総会議長の選出または総会の延会について議決権数による採決が要求された場合は、直ちにこれを実施する。その他
の件について議決権数による採決が要求された場合は、議長が指示する時点においてこれを実施し、それ以外の議事の
審議を処理することができる。議決権数による採決の結果は、当該議決権数による採択が要求された事項についての総
会の決議とみなされる。

総会での議決権数による採決においては、２議決権以上有する株主（株主の代理人を含む。）は、すべての票を統一
的に行使する必要はない。

 

年次株主総会の要件

当行取締役会は、会計年度終了後６ヵ月以内に年次株主総会を招集しなければならない。

 

会計および監査

当行は、法律、行政規則ならびに管轄当局によって策定された規則に従い、財務会計制度および内部監査制度を確立
する。

当行取締役会には、監査委員会および関連当事者取引管理委員会を置き、当該委員会は当行取締役会に報告を行い、
当行取締役会に対して責任を負う。監査委員会および関連当事者取引管理委員会はそれぞれ３名以上の委員からなり、
当行定款に規定される授権事項の範囲内で行為し、かつかかる責任および権限を有するものとする。

当行取締役会は、法律、行政規則または関連する地方政府および中央政府の当局が公布するその他の規制文書により
要求される当行が作成した年次財務報告書を、各年の年次株主総会において株主に提出する。
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当行の年次財務報告書は、かかる年次株主総会の開催日の20日前に当行において株主の縦覧に供される。各株主は、
財務報告書の写しを入手する権利を有する。

当行の年次財務書類は、中国の会計基準および法令に従って作成されるほか、IFRSまたは海外の当行株式の上場地の
証券取引所の適用ある会計基準に従って作成することができる。二種類の会計基準に従って作成された年次財務書類間
に重大な相違がある場合は、かかる相違についてそれらの年次財務書類の注記に記載する。当行が税引後利益を分配す
る際には、中国の会計基準に従って作成された財務書類に記載された税引後利益からのみ分配することができる。

当行が公表もしくは開示する中間決算または中間財務情報の作成および提示もまた、中国の会計基準および法令に
従って作成されるほか、IFRSまたは海外の当行株式の上場地の証券取引所の適用ある会計基準のいずれかに従って作成
されることができる。

当行は、各会計年度に、年次財務報告書を一度および中間財務報告書を一度公表する。年次財務報告書は、当該会計
年度の終了後４ヵ月以内に公表される。中間財務報告書は当該会計年度の上半期終了後２ヵ月以内に公表される。

 

株主総会の招集通知および総会における議事

株主総会は、年次株主総会と臨時株主総会とに分類される。株主総会は当行取締役会により招集される。

当行は、以下の状況のいずれかの発生から２ヵ月以内に臨時株主総会を招集する。

・当行取締役の人数が中国会社法に規定された人数または当行定款が要求する人数の３分の２を下回った場合

・当行の未補填損失額が当行の払込資本金総額の３分の１に達した場合

・当行の議決権付株式の10%以上を保有する株主が書面により臨時株主総会の招集を要求した場合

・当行取締役が必要と判断した場合または当行監査役会が要求した場合

・法律、行政規則、部門規則または当行定款に規定されるその他の場合

当行が株主総会を招集するときは、会日の45日前までに、当該総会の議事ならびに会日および会場を通知する書面に
よる招集通知を株主名簿に記載された株主全員に対して付与する。総会に出席する意思を有する株主は、会日の20日前
までに、書面により当行に総会出席の旨を回答する。

当行が株主総会を招集する場合、当行取締役会、当行監査役会または当行の発行済議決権付株式総数の３%以上を保
有する株主は、新たな議案を書面により提出する権利を有するものとし、当行は、株主総会における株主の責務の範囲
内の議案を株主総会の議案に含めるものとする。

当行は、株主総会会日の20日前までに株主より受領した書面による回答に基づき、当該総会に出席する意思を有する
株主により表象される議決権付株式数を算定する。総会に出席する意思を有する株主により表象される議決権付株式数
が、当行の議決権付株式総数の半数以上である場合、当行は総会を開催することができる。この条件が満たされない場
合、当行は、５日以内に、公告により株主に対して当該総会の議事、会場および会日につき再度通知を行う。当行は、
かかる通知の公告後に総会を開催できる。

株主総会の招集通知は、以下の要件を満たしていなければならない。

・書面によること

・株主総会の場所および日時を指定すること

・株主総会の議案を説明すること

・議案について、株主が十分な情報に基づき決定を下せるよう、必要な情報提供および説明を行うこと。上記の一般
性を制限することなく、当行による他社との合併、株式の買戻し、株式資本の再編またはその他の組織再編に関す
る議案が提案された場合、提案された取引の条件の詳細を提案された契約（もしあれば）の写しともに提示しなけ
ればならず、かつ当該提案の理由および効果を適切に説明しなければならない。

・議題に関して当行の取締役、監査役、総裁またはその他の業務執行役員が有する重要な利害関係の性質および範囲
の開示、ならびにかかる利害関係がかかる者の株主としての能力に及ぼす影響が同一の種類の株主の利害関係と異
なる場合は、その影響を記載すること

・総会における決議を提案する特別決議案の全文を記載すること

・総会に出席し議決権を行使することのできる株主は、自身に代わり総会に出席し議決権を行使する１名以上の代理
人を指名する権利を有し、かつ代理人は株主である必要がないことを明示すること

・当該総会に関する議決権行使委任状の提出時期および提出先を明示すること

・株主総会の出席資格を有する株主の基準日を記載すること

・総会について連絡先担当者の氏名および電話番号を記載すること

インターネットまたはその他の方法により株主が出席可能な株主総会については、株主総会の招集通知に、インター
ネットまたはその他の方法による投票のための時刻および手順を明記しなければならない。株主総会の招集通知は、手
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交または株主名簿に記載されている住所宛の料金支払済郵便により株主（株主総会において議決権を行使する権利を有
するか否かを問わない。）に交付される。内資株の所有者については、公告を掲載することにより株主総会の招集通知
を行うことができる。Ｈ株式の株主向けには、適用法および上場規則により許可される場合、株主総会通知および関連
書類は当行および香港証券取引所のウェブサイトで公表することができる。

内資株の株主に対する公告は、会日の45ないし50日前の期間において、国務院証券規制当局が指定する１社以上の新
聞上でなされるものとする。

かかる公告がなされた場合、内資株の株主は当該株主総会の通知を受領したものとみなす。通知を取得する権利を有
する者に対して偶発的に招集通知が送達されなかったこと、または当該者が通知を受領していないことにより、当該株
主総会決議が無効となることはない。

次の各号の事項は、株主総会において普通決議により決議される。

・当行取締役会および当行監査役会の業務報告

・当行取締役会により作成された利益処分案および損失処理案

・当行取締役会および当行監査役会の構成員の任命および解任、報酬ならびにその支払方法

・当行の年次予算案および最終予算、貸借対照表、損益計算書ならびにその他の財務書類

・当行の年次報告書

上記以外の事項は、適用ある法令に従って、または当行定款の別段の規定によって特別決議により採択される。

次の各号の事項は、株主総会において特別決議により決議される。

・増資または減資ならびにあらゆる種類の株式、新株引受権証書およびその他これらに準ずる有価証券の発行

・当行社債の発行

・当行の分割、合併、企業形態の変更、解散または清算

・当行定款の改正

・株式報奨制度

・直近の会計期間にかかる当行の監査済の総資産の30%超の金額を有する当行の重要な資産の１年以内の購入もしく
は売却または１年以内の保証の提供

・その他、当行定款に規定され、またはその性質上当行に重大な影響を及ぼす可能性があるため特別決議により採択
されるべき事項であるとして株式総会において普通決議により決定される事項

 

株式譲渡

国務院証券当局の承認を条件として、当行の国内株主名簿に記載された当行株式が海外投資家に譲渡されることがで
き、かかる譲渡株式は、海外の証券取引所での上場および取引が可能となる海外の証券取引所におけるかかる譲渡株式
の上場または取引は、かかる海外の証券取引所の規制手続きおよび規則にも準拠するものとする。

当行定款に従って、全額払込済の当行Ｈ株式すべては自由に譲渡可能である。香港証券取引所に上場している当行Ｈ
株式については、当行定款に規定されている要件が満たされない限り、当行取締役会は譲渡証書の受諾を拒否すること
ができ、かつかかる拒否について理由の説明を行う必要はない。

株主名簿のいかなる部分に対する修正または改正も、かかる株主名簿が保持されている場所の法律に従って行われ
る。

株式譲渡による株主名簿に対するいかなる変更も、株主総会の期日前の30日以内、または当行の配当基準日前の５日
以内には行うことができない。当行株式の上場地の法令および証券規制当局の関連規則が株主名簿の変更登録について
別段に規定している場合には、かかる規定が適用されるものとする。

 

当行自己株式買戻しに関する当行の権能

当行は、当行定款に定める手続に従って得られた必要な承認ならびに関連する政府当局の必要な承認を得た上で、以
下の状況において当行株式の買戻しを行うことができる。

・当行の登録資本金を減少する場合

・当行の株式を保有する他社と合併する場合

・報酬として従業員に株式を付与する場合

・株主が当行の合併または分割に関する株主総会決議に異議を唱え、当該株主が保有する株式の買戻しを請求する場
合
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・適用ある法律または行政規則により認められたその他の状況

当行は、管轄政府当局の承認を受けて以下の方法のいずれかにより株式を買戻すことができる。

・株主全員に対するその持分に応じた株式の買戻しの申出

・証券取引所における公開取引による株式の買戻し

・相対契約による株式の買戻し

・適用ある法令により規定されるかまたは国務院証券規制当局に承認されたその他の方法

当行が相対契約によって自己株式を買戻す場合、当行定款に従って、事前に株主総会の承認を得る必要があり、買戻
価格は株主総会が承認した最大価格以下でなければならない。当行は、上記と同様に得られた株主の事前承認により、
締結済みのかかる契約を解除もしくは変更し、またはかかる契約による権利を放棄することができる。

当行が買戻した株式は、適用ある法律または行政規則が規定する期間内に消却または譲渡されなければならない。

当行が清算手続中でない限り、当行は、当行発行済株式の買戻しに関して下記の条項に準拠しなければならない。

・当行が額面金額で自己株式を買戻す場合、その支払いは当行の分配可能利益またはかかる目的で発行される新株式
の発行手取金からなされる。

・当行が額面金額にプレミアムを付した額で自己株式を買戻す場合、その額面金額分の支払については当行の分配可
能利益またはかかる目的で発行される新株式の発行手取金からなされる。額面金額を超過する部分についての支払
は、以下のように処理される。(i)買戻される当行株式が額面金額で発行されていた場合には、かかる支払は当行
の分配可能利益からなされる。あるいは、(ii)買戻される当行株式が額面金額を超過する価額で発行されていた場
合には、かかる支払は当行の分配可能利益またはかかる目的で発行される新株式の発行手取金からなされるが、新
株式の発行手取金から支払われる金額は、買戻された当行株式の発行時に当行が受領した超過金総額を上回っては
ならず、また買戻し時点における当行の資本剰余金勘定（すなわち資本準備金勘定）の金額（新株式の額面超過金
を含む。）を上回ってはならない。

・(i)当行株式の買戻権取得、(ii)当行株式の買戻契約の変更および(iii)株式買戻契約に基づく当行の義務の免除の
対価としての当行による支払いは、当行の分配可能利益から行われる。

・当行の登録資本金が関連規則に従い消却済株式の額面総額分減じられた後、額面金額で株式を買戻すために分配可
能利益から控除した金額は、当行の資本剰余金勘定（すなわち資本準備金勘定）に振替えられる。

 

当行の子会社が当行株式を所有する権限

当行定款に、当行の子会社による当行株式の保有を制限する条項はない。

 

配当およびその他の利益分配方法

当行は、以下のいずれかの方法で配当を分配する。

・現金

・株式

・現金と株式の組合せ

当行は、主に現金で配当を分配する。現行の適用法令、自己資本比率に関する規制当局の要件、ならびに当行の通常
の事業活動、事業の発展ならびに主要な投資および買収に係る資本要件を満たすことを条件として、当行は、原則とし
て、当該年度について中国会計基準に従って監査された税引後純利益の30%以上を現金で分配する。

内資株の所持人に支払われる当行が宣言した現金配当またはその他支払金は、人民元により宣言および計算され、人
民元により支払われる。当行Ｈ株式の所持人に支払われる現金配当またはその他支払金は、人民元により宣言および計
算され、香港ドルにより支払われる。

当行は、当行Ｈ株式の受取代理人を任命し、かかる受取代理人は当該株主の代理として、宣言された配当金および当
行Ｈ株式に関して支払われるその他すべての金員を受領する。当行Ｈ株式の保有者の代理として任命された受取代理人
は、香港の「受託者条例」に基づく信託会社として登録された会社とする。

当行は、会計年度の途中で配当を分配することができる。株主総会における別段の決議がない限り、当行取締役会は
中間配当分配計画を承認する権限を有する。

当行が、前会計年度に利益を計上したが当行取締役会が前会計年度末の後に現金利益配当を提案しなかった場合、当
行取締役会は、配当分配を行わない理由および配当分配に充当されなかった留保利益の使途を定期報告書において詳細
に説明するものとし、かかる定期報告書には、独立取締役の独立意見書が添付されるものとする。当行取締役会は、当
行の株価が当行の株式資本の規模に相応でなくなったと考える場合、配当分配に関する上記の要件を満たすことを条件
として、株式による配当分配計画を提案することができ、株主総会による承認後に実施するものとする。当行は、関連
規定に従って、定期報告書に現金配当分配方針の実施状況およびその他関連情報を開示しなければならない。
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代理人

基準日に株主名簿に記載された全株主は、関連法令および当行定款に従って株主総会に出席し、議決権を行使する権
利を有する。株主は、自らが株主総会に出席することができ、また、その代理として出席して議決権を行使するための
代理人を任命することもできる。当行の株主総会に出席しかつ議決権を行使できる株主は、自らに代わり出席しかつ議
決権を行使する代理人として１名以上の者（株主であると否とを問わない。）を指名する権利を有する。かかる代理人
は、

・株主総会において株主として発言する株主と同一の権利を有し、

・株主総会において議決権数により議決権を行使する権利を有する。

議決権行使代理人を任命する議決権代理行使委任状は、委任者または書面により正式に権限を付与された委任者の代
理人の署名を付した書面によるものとする。委任者が法人である場合、議決権代理行使委任状には社印を押捺するかま
たは適法に授権された代理人が署名を行うものとする。議決権行使代理人を任命する議決権代理行使委任状、またかか
る議決権代理行使委任状に委任状に従い委任者に代わる者の署名が付されている場合は、かかる委任状またはその他の
授権書の公証人による認証謄本を、議決権行使代理人が採決を提案する株主総会の開催時刻または議決権の行使の予定
時刻の24時間以上前に、当行の所在地、または当該目的のために株主総会の招集通知に指定されたその他の場所に届出
るものとする。

委任者が法人である場合、当該法人の法定代表者、または当該法人の取締役会もしくはその他の意思決定機関により
授権された者が、委任者の代表者として当行の株主総会に出席することができる。

当行の株主総会に出席し議決権を行使する議決権行使代理人を任命するために株主が使用する目的で取締役が当該株
主に対し発行する書式は、議決権行使代理人に対し、株主総会で決議される個々の議案に対する当該株主が自身の意思
に基づく賛否または棄権の指示ができるようなものでなければならない。当該書式には、株主からの明示的な指示がな
ければ、議決権行使代理人が適当とみなすところに従い議決権を行使できる旨を記載するものとする。

議決権代理行使委任状の条件に従い付与された議決権は、委任者の死亡もしくは行為能力の欠如にかかわらず、また
は議決権代理行使委任状もしくは議決権代理行使委任状作成時の権限の取消しにかかわらず、または議決権代理行使委
任状が交付された株式の譲渡にかかわらず、有効であるものとする。ただし、当行がかかる議決権代理行使委任状が使
用される株主総会の開会に先立ち、かかる死亡、行為能力の欠如、取消しまたは譲渡について書面による通知を受領し
ていないことを条件とする。

 

株式払込請求および失権手続

当行定款に、株式払込請求および失権手続に係る条項はない。

 

株主の権利(株主名簿閲覧の権利を含む。)

当行の普通株主は、以下の権利を享受する。

・所有株式数に応じて配当その他分配を受領する権利

・株主総会を要求し、招集し、主宰し、株主総会に出席し、または株主総会に出席する代理人を任命する権利、

・株主総会において所有株式数に応じて議決権を行使する権利

・当行の事業運営の管理を監督し、それに関して提案または質問を提起する権利

・法令、当行の株式の上場地の規制当局の関連規則および当行定款に従い株式を譲渡、寄付、質入れまたは処分する
権利

・以下の権利を含む、当行定款に従い関連情報を入手する権利

- 費用の支払を条件として、当行定款の写しを取得する権利

- 合理的な費用の支払を条件として、以下の書類を閲覧し複写する権利

（a）株主名簿の全部

（b）当行の取締役、監査役、総裁またはその他業務執行役員に関する情報

（c）当行の株式資本

（d）前会計年度末以降当行が買戻した株式の種類毎の額面総額、株式総数、最高支払価格および最低支払
価格、ならびにかかる目的上当行が支払った総額を示す報告書

（e）株主総会議事録、取締役会決議および監査役会決議

（f）当行社債の副本
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（g）当行の財務報告書

・当行の解散または清算時にその所有する株式数に応じて当行の残余資産の分配に参加する権利

・株主が当行の合併または分割に関する株主総会決議に異議を唱え、当該株主が保有する株式の買戻しを請求する場
合

・適用ある法令または当行定款により付与されるその他の権利

 

株主総会および種類株主総会の定足数

当行は、かかる総会の会日の20日前に受領した、総会に出席する権利および意思を有する株主の書面による回答を受
領しており、かつ、かかる株主が保有する議決権が当行の議決権付株式数の過半数になる場合に株主総会または種類株
主総会を開催することができる。この条件が満たされない場合、当行は、５日以内に、株主に対して当該総会の議事、
会場および会日につき再度通知を行う。当行は、かかる通知の公告後に株主総会を開催できる。

 

少数株主の権利

当行定款は、適用ある法律、行政規則または当行株式の上場地の規制当局の要件により支配株主に対して課される義
務に加え、議決権行使の際に、下記のような当行の他の株主全般または当行の少数株主グループの利益を侵害する決定
をなしてはならないことを規定している。

・当行取締役または当行監査役を、当行の最善の利益の下に誠実に行為しなければならないという義務から免除する
こと

・方法を問わず、当行取締役または当行監査役が、（本人の利益のためまたは他者の利益のために）当行資産（当行
にとって利益となる機会を含むがこれに限定されない。）を剥奪することを承認すること

・当行取締役または当行監査役が、（本人の利益のためまたは他者の利益のために）他の株主の権利を剥奪すること
を承認すること。かかる権利には分配の権利および議決権を含むがこれらに限定されない（ただし、当行定款に
従って株主総会における株主の承認を受けた当行の再編に基づく場合を除く。）。

上記の目的上、「支配株主」とは以下の条件のいずれかを満たす者を意味する。

・単独でまたは他者と共同で、当行取締役の過半数を選任する権利を有する者

・単独でまたは他者と共同で、当行の議決権の30%以上を行使する権能またはかかる行使を支配する権能を有する者

・単独でまたは他者と共同で、当行株式の30%以上を所有する者

・単独でまたは他者と共同で、当行をその他の方法で事実上支配する者

 

清算手続

当行は、以下のいずれかの事由が発生した場合、解散し、清算される。

・株主総会において解散決議が可決された場合

・当行の合併または分割に伴い解散が必要となった場合

・当行が、支払期限の到来した債務を弁済できず法律上の破産宣告を受けた場合

・当行が、法律または行政規則違反により事業免許の取消し、閉鎖または解散を命じられた場合

・当行が、中国会社法第182条（「会社が業務または経営において深刻な危機に陥り、引き続き存続することで株主
利益に重大な損失をもたらし、かつ他の方法での問題の解決が不可能である場合には、かかる会社の発行済株式に
かかる議決権の10%以上を保有する株主は人民法院にかかる会社の解散を請求することができる。」）に従って裁
判所により解散された場合

当行の清算および解散は、中国会社法および中国の商業銀行法の関連規定に従って行わなければならない。

当行取締役会が、破産以外の理由で当行の清算を決定する場合、当行取締役会は、当該提案を審議するために招集さ
れる株主総会の通知に、当行の状況を精査した結果、当行取締役会は当行が清算の発表から12ヵ月以内にその債務を全
額返済できると判断している旨の記述を記載する。

当行の清算決議が株主総会により採択されたときに、当行取締役会の職務および権限は直ちに停止する。

清算委員会は、株主総会の指示に従い、毎年最低１回株主総会に対し、清算委員会の収支、当行の事業および清算の
進捗状況について報告し、かつ、清算完了時に株主総会に対し最終報告を提出すべく行為しなければならない。

 

当行および当行株主にとって重要なその他の条項
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総則

当行定款は、国務院の銀行規制当局による承認日に効力が生じる（ただし、その時々に、国務院の銀行規制当局の承
認を条件として改正される。）。それ以降、当行定款は当行の組織および活動、ならびに当行と各株主の間の権利およ
び義務、さらに株主間の権利および義務を規制する法的に拘束力を有する公文書となる。

当行はその業務上および事業展開上の必要性に鑑み、かつ当行定款の関連規定に従い、増資を承認することができ
る。

当行は、以下の方法により株式資本を増加させることができる。

・不特定の投資家に対する新株式の募集

・既存株主に対する新株式の発行

・既存株主に対する新株式の交付

・特定の投資家に対する新株式の募集

・資本準備金の株式資本への転換

・適用ある法律および行政規則により認められたその他の方法の利用

一切の新株式発行による増資は、当行定款に従い承認された後、適用ある法律および行政規則に規定される手続に
従って行われる。

当行の普通株式の各株主は、以下の義務を負うものとする。

・法律、行政規則および当行定款を遵守すること

・引受株式数および引受けの方法に応じて払込金額を支払うこと

・適用ある法令により許可されない限り、株式資本の払戻をしないこと

・株主の権利の濫用により当行もしくは他の株主の利益を損なわないこと、または法人の有限責任の地位の悪用によ
り当行の債権者に対して詐欺を働かないこと。当行のいずれかの株主がその株主の権利の不適切な利用により当行
または他の株主の権利に損害を与えた場合には、当該株主は当行または他の株主に対して補償を行う義務を負う。
当行のいずれかの株主が、当行の有限責任の地位または法人としての当行の独立の地位の悪用により、その債務の
支払を回避し、それが当行の債権者の利益を著しく損なう場合には、当該株主は当行のかかる債務に対して連帯責
任を負う。

・適用ある法律および行政規則または当行定款により課されるその他の義務を負うこと

株主は株式引受時に当該株式の引受人が合意した以外に、株式資本にさらに拠出する義務は負わない。

 

当行監査役会

当行は監査役会を設置するものとする。当行の取締役、総裁およびその他の業務執行役員は当行監査役を兼任しては
ならない。当行監査役会は、５名ないし９名の当行監査役から構成され、当行監査役のうち１名が議長を務める。当行
監査役の任期は３年とし、再選により更新することができる。社外監査役の任期は合計６年以内とする。当行監査役会
の議長の任免は、当行監査役の過半数の同意により決定される。当行監査役会決議は、当行監査役の３分の２以上の賛
成票により決定される。

当行監査役会は、社外監査役、当行の従業員代表およびその他監査役で構成される。株主代表および社外監査役は株
主総会において任免され、当行の従業員代表監査役は、従業員代表会議、従業員会議またはその他の民主的手続きによ
り任免される。

当行監査役会は、株主に対して説明責任を負い、法律に従って以下の権限を行使する。

・当行の財務活動、特に当行の発展戦略、経営に関する意思決定、内部統制およびリスク管理を検討・監督し、当行
の内部監査部の作業を指示する。

・取締役会が採択した穏健な経営理念および価値基準ならびに当行の実情に沿った適切な発展戦略の策定をを監督す
る。

・当行取締役の選出および任命の手続きならびに当行取締役、総裁およびその他業務執行役員の職務の履行における
行為を監督し、当行の取締役、監査役、総裁およびその他上級役員の職務履行状況の全体的な評価を行い、最終的
な評価結果を銀行規制当局および当行の株主総会に報告し、適用ある法律、行政規則または当行定款に違反する当
行取締役、総裁またはその他業務執行役員に対して指定期間中の是正を要求し、かかる者に対して関連負債の請求
を提案する。

・当行全体の報酬管理規則および方針ならびに上級役員の報酬案の客観性および合理性を監督する。
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・当行取締役、総裁またはその他業務執行役員に対して、必要に応じて書面または口頭で提案もしくは注意喚起を行
い、面接もしくは照会を行い、または回答を要求し、当行取締役、総裁およびその他業務執行役員に対して、重要
な財務上の決定およびその実施に関する不正行為を是正するよう要求し、必要に応じて監督当局に報告する。

・当行取締役会が作成した定期報告書を検討・精査し、当該報告書の真実性、正確性および完全性に関して書面によ
る意見を提出する。また、当行取締役会が株主総会に提出することを企図する財務報告および営業報告等の財務情
報を検討し、疑義があれば、当該情報の再検討を支援するため公認会計士または開業監査人を当行名義で任命す
る。また、利益分配計画を検討し、そのコンプライアンスおよび合理性に関する意見を提出する。

・臨時株主総会の招集を提案し、当行取締役会が当行定款に規定する株主総会の招集・主宰義務を履行しない場合に
は、当該株主総会を招集し、主宰する。

・株主総会に提案を行う。

・当行の取締役、総裁またはその他業務執行役員に関して当行を代理して質疑を行い、中国会社法に従って当行の取
締役、総裁または業務執行役員に対して訴訟を提起する。

・当行の重要な決定に関する報告を事前に受け、当行の業務状況、財務状況、重要な契約、重要な事由および事例、
監査上の問題ならびに人事の重要な変更に関する情報を要求する。また、当行の業務の不正の調査を行う。

・必要に応じて、辞職する当行取締役、総裁および業務執行役員に対する監査を行う。

・当行の状況に関して銀行規制当局と定期的に連絡する。

・適用ある法律、行政規則、部門規則または当行定款に規定された権限ならびに株主総会により付与されたその他の
権限を行使する。

監査役は、当行取締役会、取締役会専門委員会および上級業務執行役員の会議に列席することができ、当該会議にお
いて決議すべき事項に対して質疑を行い、または提案を出すことができる。取締役会に列席した監査役は、当該会議の
結果を監査役会に報告する。

各当行監査役は、毎年、当行監査役会会議の３分の２以上に自らが出席するものとする。

 

当行総裁

総裁は、当行取締役会に対して責任を有し、以下の権限を行使する。

・日常的な管理、業務および財務の責任者となり、職務を当行取締役会に報告する。

・当行取締役会決議、当行の年間計画および投資案の執行を組織する。

・当行の内部組織構造の設立計画を起草する。

・当行の基本的な経営システムを起草する。

・当行の具体的な規制システムを策定する。

・当行の業務執行副総裁および当行本店の最高財務責任者の候補者を指名してその任命または解任を当行取締役会に
提案し、当行の社内部門および支店の責任者等の他の業務執行役員（取締役会による任免が必要な者を除く。）を
任命または解任する。

・従業員の給与、厚生、報奨および懲罰制度を決定し、従業員の任免を決定する。

・業務執行役員ならびに社内部門および支店の責任者に対して、事業活動を行う権限を付与する。

・臨時取締役会会議の招集を提案する。

・支店の設立、解散および合併を決定し、支店長に日常的な業務および管理に従事する権限を付与する。

・取り付け騒ぎ等の重大な事由の発生に際して、緊急措置を講じ、その後、国務院の銀行規制当局を含む管轄政府当
局、当行取締役会および当行監査役会に直ちに報告する。

・当行定款または当行取締役会により付与されたその他の権限を行使する。

当行の総裁は、当行取締役会会議に出席するものとする。ただし、総裁は、自らが取締役を兼任していない限り、か
かる会議において議決権を有さない。

当行の総裁は、その職務を遂行し、権限を行使する際、適用ある法令および当行定款の要件に従って誠実かつ勤勉に
行為しなくてはならない。

 

当行取締役会

当行取締役会は、株主総会に対して説明責任を負い、当行の経営および管理に最終的な責任を負い、以下の権限を行
使する。
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・株主総会を招集する責任を負い、株主総会において自らの業務について株主に報告する。

・株主総会決議を執行する。

・当行の事業計画、投資計画および重要な資産処分計画を決定する。

・当行の発展戦略および資本管理戦略を策定し、人材戦略および情報技術戦略等の付随的戦略に特別に留意し、かか
る戦略の実施を監督する。

・当行の年次予算案および最終年次予算を編成する。

・当行の利益分配案および損失補填案を策定する。

・当行の登録資本の増減、社債またはその他有価証券の発行および上場に関する計画を策定する。

・当行の重大な買収、当行株式の買戻し、当行の合併、分割、形態の変更または解散もしくは清算の提案を策定す
る。

・当行の株主総会の授権の範囲内で、社外投資、資産の売買、資産の担保差入れ、社外補償および関連当事者取引に
関する事項を決定する。

・当行の内部管理枠組みの確立を決定する。

・当行の総裁および取締役会秘書役を任免し、総裁の勧告に従って当行の業務執行副総裁および最高財務責任者を含
むその他業務執行役員を任免し、その報酬および懲戒処分に関する事項を決定し、当行の上級役員の経営義務の有
効な履行を監督および確保する。

・当行の利益の総裁の報奨基金に充当される割合を決定する。

・当行の基本的な経営システムを確立する。

・当行定款の改正案を策定する。

・当行の取締役および上級役員が遵守しなければならない職業規範および価値基準を策定する。

・当行の情報開示を担当し、当行の会計および財務報告の真実性、正確性、完全性および適時性に最終的な責任を負
う。

・各株主総会において、当行の監査を行う会計事務所の任命、解任または再任を提案する。

・総裁の業務報告を検討し、総裁の実績を精査する。

・当行のコーポレート・ガバナンスを定期的に評価し、改善する。

・当グループの連結財務会計管理に関する当行の戦略全般を策定し、連結財務会計管理の特定の実施計画を検討・策
定し、定期的な検討（内部取引の検討を含む。）および評価機構を構築する。

・当行の資本管理およびレバレッジ比率管理にかかる主な責任を負い、リスク選好および自己資本比率の目標を定
め、資本計画の実施を検討・監督し、先進的資本測定方法の採択を検討・承認し、国務院銀行監督当局が要求する
資本管理義務を履行する。

・業務執行経営陣が策定した貸倒引当金の管理制度およびその重要な変更を検討し、承認する。

・当行の重大な損失の説明責任機構を構築し、改善する。

・当行と株主（特に主要株主）との間の利益相反の特定、検証および管理機構を構築する。

・預金者およびその他利害関係を有する当事者の正当な利益を保護する。

・適用ある法令および当行定款に規定されたその他の権限ならびに株主総会により承認された権限を行使する。

当行取締役会の定例会議は、四半期に１回以上開催されなければならず、当行取締役会会長により招集される。各当
行取締役は、毎年、当行取締役会会議の３分の２以上に自ら出席するものとする。すべての当行取締役および当行監査
役に対し、定例会議開催日の14日前までに会議の通知がなされるものとする。緊急事態の場合には、臨時取締役会を開
催することができる。

当行取締役会会議は、当行取締役の半数以上が出席する場合に限り開催される。各当行取締役は１議決権を有する。
ある決議に対する賛成票と反対票が同数である場合、当行取締役会会長が決定票を有するものとする。

 

紛争解決

当行Ｈ株式の株主と当行の間、当行Ｈ株式の株主と当行の取締役、監査役、総裁もしくはその他の上級業務執行役員
の間、または当行Ｈ株式の株主と当行の内資株の株主の間において、当行定款に基づき、または中国会社法もしくはそ
の他の関連ある法令もしくは規制規則により付与されもしくは課される権利義務に基づいて、当行の業務に係る紛争ま
たは請求が発生した場合には、当事者はかかる紛争または請求の解決を仲裁機関に委ねるものとする。
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申立人は、その仲裁を、中国国際経済貿易仲裁委員会においてその規則に従い実施するか、香港国際仲裁センターに
おいてその証券仲裁規則に従い実施するかを選択することができる。申立人が紛争または請求を仲裁に付した後は、被
申立人は申立人が選択した仲裁機関に従わなければならない。

申立人が香港国際仲裁センターにおける仲裁を選択した場合、紛争もしくは請求にかかるいかなる当事者も、香港国
際仲裁センターの証券仲裁規則に従い審理が深圳で行われるべきことを申請することができる。

紛争または権利の請求が仲裁に付される場合、関連する法律および行政規則に別段の定めがない限り、中国法が適用
される。

紛争または請求が仲裁に付された場合、当該請求または紛争の全部が仲裁に付されなければならず、また、同一の事
由により請求原因を有する者または当該紛争もしくは請求の解決のためにその参加が必要となる者であって、当行の従
業員または株主、取締役、監査役、総裁もしくはその他の上級業務執行役員である者は、仲裁に従わなければならな
い。株主の確定および株主名簿に関する紛争は、仲裁により解決される必要はない。

仲裁機関の裁定は、最終的かつ確定的であり、全当事者に対して拘束力を有する。
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２【外国為替管理制度】

中国の法定通貨は人民元であり、外国為替管理の対象となっているため、外国為替に自由に交換することができな
い。PBOCの権限下にある国家外貨管理局は、外国為替管理規則の執行を含む、外国為替に関連する一切の事項を管理す
る機能を付与されている。

1994年、経常勘定項目における人民元の条件付交換が実施され、また、人民元の公式交換レートおよび人民元の市場
交換レートが統一された。1996年１月29日、中国国務院は「中華人民共和国外国為替管理規則」(以下「外国為替管理
規則」という。)を公布し、これは1996年４月１日に施行された。外国為替管理規則は、すべての国際的支払および移
転を経常勘定項目および資本勘定項目に分類する。資本勘定項目とは異なり、経常勘定項目の取引は国家外貨管理局の
承認を得る必要はない。続いて外国為替管理規則が、1997年１月14日に改正され、中国は国際的な経常勘定の支払いお
よび移転を制限してはならないことが明確になった。

1996年６月20日、PBOCは「外国為替決済、売却および支払業務取扱管理規則」(以下「決済規則」という。)を公布
し、これは1996年７月１日に施行された。決済規則は、経常勘定項目に関する外国為替の交換について残存する規制を
廃止した。ただし、資本勘定項目に関する外国為替取引については、継続して既存の制限がなされる。

2006年12月25日、PBOCは、個人外国為替管理行政措置を公布し、これは2007年２月１日に施行された。同措置によ
り、個人の外国為替管理に関する行政手続きが簡素化され、個人による外国為替の決算および購入が年間ベースの金額
に従うこととなった。

1994年１月１日より、人民元についての従来の二重為替相場制は廃止され、需要および供給により決定される統制変
動相場制となった。PBOCは、毎日、人民元対米ドルの為替レートを設定し、かつ公表した。この為替レートは、前日の
銀行間外国為替市場における人民元および米ドルの取引価格を参照して決定された。PBOCはまた、国際外国為替市場の
交換レートを参照して、他の主要通貨に対する人民元の交換レートを公表した。外国為替取引において、指定外国為替
銀行は、特定の範囲内において、PBOCが公表した交換レートに従い、適用交換レートを自由に決定することができた。

2005年、PBOCは、2005年７月21日以降、中国は市場の需給に基づき、かつ通貨バスケットを参照した管理変動相場制
を導入することを発表した。人民元の為替レートはこれにより、米ドルにペッグされたものではなくなった。PBOCは、
各営業日ごとに、人民元に対して、銀行間外国為替市場で取引された外国通貨の終値を発表し、翌営業日の人民元に対
する取引の中心レートを定める。

PBOCが2002年11月16日に公布した「指定外国為替銀行による外国為替決済および売却業務取扱管理暫定措置」に従っ
て、中国の企業（外資系企業を含む。）のすべての経常勘定取引から生じる外国為替による収入（指定外国為替銀行に
おける外国為替口座において保持し、預託することが認められている金額を除く。）は、指定外国為替銀行に対して売
却しなくてはならかった。中国国外の当事者からの借入れまたは債券および株式の発行による外国為替収入(例えば、
当行が株式売却により受領した外国為替収入)は、指定外国為替銀行に対する売却を要求されなかったが、指定外国為
替銀行の外国為替口座に預託されることがあった。

「指定外国為替銀行による外国為替決済および売却業務取扱管理暫定措置」は失効し、それに代わり「銀行による外
国為替決済および売却業務取扱管理措置」が施行された。「銀行による外国為替決済および売却業務取扱管理措置」お
よび2014年12月25日に公布された「銀行による外国為替決済および売却業務取扱管理措置の施行細則」に従って、経常
勘定項目における外国為替収入は、外国為替の売却または決済業務を行う適格金融機関に維持または売却することがで
きる。経常勘定項目における外国為替支出は、有効な書類により、金融機関自身が保有する外国為替をもって、または
国家外貨管理局の外国為替の支払および購入に関する管理規定に従って外国為替の売却もしくは決済業務を行っている
金融機関から購入した外国為替をもって支払うものとする。金融機関は、外国為替の決済または売却業務を行う場合に
は、「自らの事業を知り、顧客を知り、デューデリジェンスを行う」という原則に従うものとする。

直接投資および資本拠出を含む資本勘定項目に関する外国為替の交換は、依然として規制対象となり、国家外貨管理
局の事前の承認を取得しなければならない。

Ｈ株式の配当は、人民元建てで確定されるが、香港ドルにより支払われる。
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３【課税上の取扱い】

 

Ｈ株式の保有者の所得に対する課税およびキャピタルゲインに対する課税は中国および当該保有者の居住する法域に
おける法律および実務の適用を受け、課税の対象となる。以下は、現行の法律および実務に基づく一定の関連する税務
上の取扱いを要約したものであるが、変更される可能性があり、法律意見および税務意見となるものではない。以下の
議論はＨ株式への投資に関連して発生しうるあらゆる税務上の取扱いを網羅したものではない。従って、投資家は、Ｈ
株式への投資の税務上の取扱いについて税務顧問と相談する必要がある。以下の議論は本書作成日時点において効力を
有する法律および関連する解釈に基づいており、いずれも変更される可能性がある。

 

(1)中国における租税

以下は、グローバル・オファリングに関連してＨ株式を購入し、これを資本資産として保有する投資家による当該Ｈ
株式の保有および処分に関連した中国における一定の税務上の取扱いの概要である。当該概要は、Ｈ株式を保有するこ
とによる重大な税務上の取扱いすべてを扱うことを企図するものではなく、また特定の投資家個々の状況を考慮してい
ない。本概要は、本書作成日現在効力を有している中国の税法に基づく。これらはすべて、今後変更される(または解
釈が変更される)可能性があり、かかる変更は遡及的効力を有することがある。

 

配当に対する課税

個人投資家

「中国個人所得税法」(1993年10月31日、1999年８月30日、2005年10月27日、2006年６月29日、2007年12月29日およ
び2011年６月30日改正)(以下「個人所得税法」という。)に基づき、中国に居住していない外国人に対して中国籍の企
業が支払う配当は、適用される租税条約により軽減されるかまたは国務院の金融当局によって特別に軽減もしくは免除
されない限り、通常、一律20%の税率で賦課される中国源泉所得税の課税対象となる。さらに、2006年８月21日付の中
国本土と香港特別行政区の所得に対する二重課税および脱税の防止に関する取決め（以下「租税取決め」という。）に
おいて、香港の居住者である個人および法人に適用される源泉徴収税は10%の税率で課され、または当該個人もしくは
法人が配当を支払う中国企業の株式の25%以上を保有する場合には５%とさらに軽減された税率で課されることが規定さ
れている。

1993年７月21日に中国国家税務総局（以下「SAT」という。）は、中国の企業により、Ｈ株式等の外国人に対して外
国証券取引所において上場されている株式に関連して支払われる配当は、中国の源泉所得税の課税対象にならない旨を
規定する「外国投資企業、外国企業および外国人が受領する譲渡益ならびに株式(持分)配当に対する課税に関する国家
税務総局通達」(以下「課税通達」という。)を発布した。課税通達に基づき、これまでのところ、税務当局は、他の中
国企業のＨ株式を含む海外株式については配当の支払に対する源泉徴収課税を行っていない。しかしながら、2011年１
月４日にSATは課税通達を撤回し、現時点では、課税通達に規定されたものと同様の免税を規定する有効な法令はな
い。従って、管轄税務当局により追加的に免除されなければ、当行が中国居住者ではない当行Ｈ株式の個人保有者に支
払う配当につき20%または10%（場合により）の源泉所得税が課されることになる。

 

企業

2007年３月16日、全国人民代表大会は、新たな「中国企業所得税法」（以下「新企業所得税法」という。）を制定し
た。これは、2008年１月１日付で施行され、同日付で「外国投資企業および外国企業に関する中国所得税法」および
「中国企業所得税法に関する暫定規則」を置換した。新企業所得税法に基づき、中国に施設を有さない非居住者の法人
に対して中国籍の企業により支払われる配当は、通常、一律20%の税率で賦課される中国源泉所得税の課税対象とな
る。 2007年12月６日に国務院により制定され、2008年１月１日付で施行された「企業所得税法補足規定」（以下「補

足規定」という。）により、かかる非居住者の法人に適用される源泉所得税の税率は10%に引き下げられた。さらに、
2008年２月５日にSATが公布した「新企業所得税法の精神に関する宣伝提綱」には、中国に施設を有さない非居住者の
法人に対して中国籍の企業により支払われる配当には源泉所得税が課されることが明確に規定されている。上記に記載
のとおり、中国企業の株式の25%以上を保有する香港の居住者は、５%の優遇税率で源泉徴収税を課されることができ
る。しかしながら、当行の株主のうち、25%以上を保有する株主はいないため、かかる５%の源泉徴収税率は、当行の株
主には適用されない。したがって、非居住者の法人である当行Ｈ株式の株主は、当行の配当の分配時には10%の税率で
源泉所得税を課される。

 

租税条約

中国内に居住せず、中国との間に二重課税の防止に関する租税条約を締結している国に居住している当行Ｈ株式の保
有者は、配当の支払につき課税される源泉所得税の軽減を受ける場合がある。中国は現在、多くの外国と二重課税の防
止に関する租税条約を締結しているが、これには、オーストラリア、カナダ、フランス、ドイツ、日本、マレーシア、
オランダ、シンガポール、英国および米国が含まれる。

EDINET提出書類

招商銀行股イ分有限公司(E05986)

有価証券報告書

 25/406



中国と日本との間の租税条約では、中国は当行が日本の居住者であるＨ株式保有者に対して支払った配当について
は、当該配当の10%を超えない範囲で租税を課すことができる。

 

中国のその他の税務上の取扱い

印紙税

「印紙税に関する中国暫定規定」(1988年10月１日施行および2011年１月８日改正)に基づき、印紙税は、中国国内に
おいて作成または受領され、中国において法的拘束力を有し、かつ同国の法律の保護を受ける文書に対してのみ課税さ
れる。従って、中国人以外の投資家による中国国外でのＨ株式の取得・処分は、中国印紙税の適用を受けない。

 

遺産税

中国の法律に基づく遺産税の納税義務は、中国人でないＨ株式保有者については発生しない。

 

(2)香港における租税

配当

当行によって支払われる配当については、香港でいかなる税金も支払う必要がない。

 

キャピタル・ゲイン税

香港には、キャピタル・ゲイン税は存在しない。ただし、香港で取引、専門職または事業を行い、かかる取引、専門
職または事業から香港で所得を得る者による財産の売却の取引利益は、香港の利益税を課せられる。現在、法人の利益
税は課税対象利益の17.5%の税率で課せられる。個人の利益税の最高税率は16%である。

香港証券取引所で行われたＨ株式の売却益は、香港において発生したとみなされる。従って、香港で証券の売買事業
を行う者が認識した香港証券取引所で行われたＨ株式の売却益は、利益税に服する。

 

印紙税

香港の印紙税は、現在、Ｈ株式の対価またはＨ株式の市場価値のいずれか高い方に対する0.1%の従価税率で課税され
ており、Ｈ株式の売買は、買い手については購入毎に、売り手については売却毎に、香港の印紙税の納税義務がある
（すなわち、現在、Ｈ株式の標準的な売買取引については、合計0.2%の税率で課税される。）。このほか、株式の譲渡
証書毎に、現在５香港ドルの固定税が支払われる。売買当事者の一方が香港外の居住者であり、支払うべき当該従価税
を支払わない場合、未払税は譲渡証書（もしあれば）に対して課され、譲受人が支払うものとする。印紙税が納税期日
までに支払われない場合には、支払うべき印紙税の最大10倍の罰金が課されることがある。

 

遺産税

2005年歳入（遺産税の廃止）条例により、2006年２月11日以降に死亡した者について遺産税は廃止された。

 

(3)日本における課税

適用ある租税条約、所得税法、法人税法、相続税法およびその他の日本の現行の関連法令に従い、またこれらの法令
上の制限を受けるが、日本の個人または日本法人の所得（および、個人に関しては相続財産）が上記の中国および／ま
たは香港税制に関する記述に述べられた中国および／または香港の租税の対象となる場合、かかる中国および／または
香港の租税は、当該個人または法人が日本において支払うこととなる租税の計算上税額控除の対象となる場合がある。
なお、「第８ - ２ 日本における実質株主の権利行使方法 - (5)本邦における配当等に関する課税上の取扱い」も参照

されたい。

 

４【法律意見】

当行の社外法律顧問である君合律師事務所（Jun He LLP）により、以下の趣旨を含む法律意見が提出されている。

（１）当行は、中国法のもとで有限責任の会社として適法に設立され、有効に存続している。

（２）本書「第一部 企業情報」中の中国の法令に関する記述はすべて、あらゆる重要な点において正確である。
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第２【企業の概況】

 

１【主要な経営指標等の推移】

（単位：別段の記載がない限り、百万人民元）

12月31日終了年度

2015年 2014年 2013年

2012年

（修正再表示） 2011年

正味営業収益(2) 202,302 166,525 133,118 113,818 96,666

（百万円） (3,329,891) (2,741,002) (2,191,122) (1,873,444) (1,591,122)

税引前利益 75,079 73,431 68,425 59,558 47,122

（百万円） (1,235,800) (1,208,674) (1,126,276) (980,325) (775,628)

当行株主帰属純利益 57,696 55,911 51,743 45,268 36,129

（百万円） (949,676) (920,295) (851,690) (745,111) (594,683)

資本金 25,220 25,220 25,220 21,577 21,577

（百万円） (415,121) (415,121) (415,121) (355,157) (355,157)

株主資本合計 360,806 314,404 265,465 200,328 165,010

（百万円） (5,938,867) (5,175,090) (4,369,554) (3,297,399) (2,716,065)

総資産 5,474,978 4,731,829 4,016,399 3,408,099 2,794,971

（百万円） (90,118,138) (77,885,905) (66,109,928) (56,097,310) (46,005,223)

１株当たり配当

（単位：人民元） 0.69 0.67 0.62 0.63 0.42

（円） (11) (11) (10) (10) (7)

１株当たり利益

（単位：人民元）

-基本的 2.29 2.22 2.30 2.10 1.67

（円） (38) (37) (38) (35) (27)

-希薄化後 2.29 2.22 2.30 2.10 1.67

（円） (38) (37) (38) (35) (27)

営業活動による正味資金
の流入 400,420 272,173 119,153 264,633 111,781

（百万円） (6,590,913) (4,479,968) (1,961,258) (4,355,859) (1,839,915)

投資活動による正味資金
の流出 (371,603) (175,979) (231,669) (34,209) (59,353)

（百万円） (-6,116,585) (-2,896,614) (-3,813,272) (-563,080) (-976,950)

財務活動による正味資金
の流入（流出） 124,885 21,879 11,012 18,447 1,460

（百万円） (2,055,607) (360,128) (181,258) (303,638) (24,032)

現金および現金同等物-
12月31日現在 635,843 471,471 349,949 452,855 219,151

（百万円） (10,465,976) (7,760,413) (5,760,161) (7,453,993) (3,607,225)

従業員数 76,192 75,109 68,078 59,340 45,344

当行株主帰属平均総資産
利益率（税引後）（%） 1.13 1.28 1.39 1.46 1.39
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当行株主帰属平均自己資
本利益率（税引後）
（%） 17.09 19.28 22.22 24.78 24.17

加重法によるTier1資本
比率（%） 9.93 9.60 9.27 8.34 8.22

加重法による自己資本比
率（%）(3) 11.91 11.74 11.14 11.41 11.53

 

(1) 上記の主要な経営指標（従業員数を除く。）は、グループ・レベルの数値である。従業員数は、当行レベルの数値

である。

(2) 正味営業収益は、正味受取利息、正味受取手数料、その他正味収益ならびに関連会社および合弁事業に対する投資

収益の和である。

(3) 2012年６月にCBRCが公布した「商業銀行資本管理措置（試行）」に記載された先進的測定手法に従って計算され

た、2015年12月31日現在の当グループの自己資本比率およびTier 1自己資本比率は、それぞれ12.57%および10.83%

であり、加重法による値をそれぞれ0.66パーセンテージ・ポイントおよび0.90パーセンテージ・ポイント上回って
いた。

 

２【沿革】

当行は、法人株主が100%所有する中国初の商業銀行として、1987年３月31日に中国の深圳経済特区で設立された。当
行の設立時の登録資本金は100百万人民元であった。1989年に当行は登録資本金を400百万人民元に増加した。1994年お
よび1999年に、当行はさらに私募による株式発行を２度行い、登録資本金を4.2十億人民元に増加した。1994年、当行
は株式会社に組織を変更した。

2002年４月９日、当行は、当行の新規株式公開および上海証券取引所への上場に関連して当行Ａ株式を1.5十億株発
行した。かかる新規株式公開に先立ち当行の法人株主が所有していた4.2十億株は、自由に譲渡できない非流通株式の
形態であった。2006年２月、当行は株式構造の改革を完了し、すべての非流通株式をその改革に関連して取決められた
一定の売買制限に服する当行Ａ株式に転換した。

2008年９月30日、当行は、永隆銀行有限公司（以下「WLB」という。）の発行済株式持分の約53.12%の取得を完了し
た。WLBは、1933年に設立され、最も早い時期から香港に所在している中国の現地銀行の１つである。同行は、「穏健
な進展、誠実なサービス」のモットーに常に従ってきており、個々の顧客に応じた心のこもったサービスを顧客に提供
している。同行およびその子会社の主要業務は、預金受入、貸付、クレジットカード、荷為替手形、外国為替、先物お
よび有価証券仲介、資産管理サービス、保険業、金融リース、不動産信託ならびに受託サービスからなる。

2008年10月８日、当行のニューヨーク支店が正式に営業を開始した。当行ニューヨーク支店は、ホールセール・バン
キングの事業許可を付与されており、米中間の経済・貿易協力を促進するために国際決済および貿易金融に注力する銀
行として位置づけられた。

2009年１月15日、当行はWLBの強制取得を完了し、WLBは当行の完全所有子会社となった。WLBは、2009年１月16日付
で香港証券取引所における株式上場を廃止した。

当行は、CSRCの承認を得て、2010年にＡ株式の株主に対して新株を発行し、株主割当発行に基づく引受けおよび支払
の最終日（2010年３月11日）現在、合計2,007,240,869株のＡ株式が有効に引き受けられていた。株主割当発行のもと
で発行されたＡ株式は、2010年３月19日付で上場および取引が開始された。当行は、CSRCおよび香港証券取引所の承認
に基づき、2010年にＨ株式の株主に対して新株449,878,000株を発行し、株主割当発行に基づく払込済Ｈ株式は、2010
年４月９日に上場および取引が開始された。当行は、CSRCの承認を得て、2013年にＡ株式の株主に対して新株を発行
し、株主割当発行に基づく引受けおよび支払の最終日（2013年９月３日）現在、合計2,962,813,544株のＡ株式が有効
に引き受けられていた。株主割当発行のもとで発行されたＡ株式は、2013年９月11日付で上場および取引が開始され
た。当行は、CSRCおよび香港証券取引所の承認に基づき、2013年にＨ株式の株主に対して新株680,423,172株を発行
し、株主割当発行に基づく払込済Ｈ株式は、2013年10月２日に上場および取引が開始された。詳細については、「第５
－１－(2)発行済株式総数及び資本金の推移」を参照されたい。
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３【事業の内容】

当行は1987年に設立され、中国の深圳に本店を置く、中国において大きな規模および強みを持つ全国的な商業銀行で
ある。当行は、主に中国市場に重点を置いている。当行の販売網は、主に中国で経済的発展の著しい長江デルタ、珠江
デルタおよび環渤海などの地域ならびに他地域のいくつかの大都市および中規模都市を網羅している。現在、当行は、
111の国（中国を含む。）と地域に、1,963行の国内外のコルレス銀行を有している。当行は、2002年４月に上海証券取
引所に、2006年９月に香港証券取引所にそれぞれ上場した。

当行は、様々な法人向けおよび個人向け銀行商品およびサービスを顧客に提供しており、自己勘定および顧客のため
に資金運用業務を維持している。複数の機能を有するデビットカード「オールインワン・カード」、包括的オンライン
銀行サービス・プラットフォームである「オールインワン・ネット」、二通貨クレジットカード、サンフラワー資産運
用サービス、プライベート・バンキング・サービス、モバイル・バンキングおよび「掌上生活」アプリなどのモバイ
ル・インターネット金融サービス、国際キャッシュ・マネジメント、手形業務、オフショア・ファイナンスおよびその
他のトランザクション・バンキング・サービスならびに資産管理、資産保管および投資銀行サービスといった当行の数
多くの革新的な商品およびサービスは、中国の消費者に広く認知されている。

当行の主要な業務は、個人向け金融業務（資産管理、プライベートバンキング、クレジットカード、個人向け貸付お
よび個人預金を含む。）、法人向け金融業務（法人向け貸付、手形割引、法人顧客預金、トランザクション・バンキン
グ業務、オフショア銀行業務および投資銀行業務を含む。）ならびに金融機関向け金融業務（金融機関向け金融、資産
管理業務、資産保管業務および金融市場業務を含む。）からなる。

 

個人向け金融業務

2015年に、当行の個人向け金融業務の利益への貢献度は急成長を続け、価値の貢献度は安定して高まった。個人向け
金融業務の税引前利益は、前年から19.54%増の34.792十億人民元であった。個人向け金融業務の利益が当行の税引前利
益合計に占める割合は、前年から7.73パーセンテージ・ポイント上昇して50.47%となった。個人向け金融業務による正
味営業収益も急成長を続け、前年比30.04%増の89.186十億人民元となり、これが当行の正味営業収益に占める割合は、
前年から2.93パーセンテージ・ポイント増加して46.44%になった。うち、個人向け金融業務からの正味受取利息は、前
年から22.78%増加して62.406十億人民元となり、当行の個人向け金融業務からの正味営業収益の69.97%を占めた。個人
向け金融業務からの正味非利息収益は、前年から50.81%増の26.780十億人民元となり、個人向け業務からの正味営業収
益の30.03%を、また、当行の正味非利息収益の44.96%を占めた。2015年には、当行の個人向け金融業務におけるバンク
カード（クレジットカードを含む。）からの受取手数料は9.353十億人民元であり、（同一基準で計算した場合）前年
から24.86%増加した。個人向け資産管理からの受取手数料は、前年から83.86%増加して17.079十億人民元となり、個人
向け金融業務からの正味受取手数料の66.04%を占めた。

当行は、国内の同業者と対照的に、個人向け金融業務の発展を常に優先させてきており、個人向け金融の業務制度の
構築を推進している。当行は、業務管理制度、商品体系、サービス体系およびリスク防止制度（これらは随時改善され
る。）を活用して、優良で確固たる広範な個人顧客基盤を発展させてきた。当行は、資産運用、プライベート・バンキ
ング、個人向け貸付および消費者金融といった中核的な個人向け業務において極めて高い競争力を有している。

 

法人向け金融業務

2015年に、当行は、法人向け金融業務について外的な課題および機会に積極的に対応し、顧客基盤の構築および戦略
的事業変革に注力し、トランザクション・バンキングおよび投資銀行業務という２つの主要事業体系の構築を加速させ
ることによって、当行の差別化された競争力をさらに強化した。2015年、当行の法人向け金融業務からの税引前利益
は、当行の税引前利益の18.14%に相当する12.508十億人民元であった。利下げによって利息スプレッドが縮小し、信用
貸付に対する外部需要が停滞し、輸出入が減少している中で、当行の法人向け金融業務の正味営業収益は、前年から
3.78%減少して74.491十億人民元となり、当行の正味営業収益の38.79%に相当した。うち、法人向け金融業務からの正
味受取利息は58.256十億人民元（前年から4.27%減）であり、法人向け金融業務の正味営業収益の78.21%を占めた。ま
た、法人向け金融業務の正味非利息収益は、前年から1.99%減少して16.235十億人民元となり、法人向け金融業務の正
味営業収益の21.79%および当行の非利息収益の27.25%を占めた。

 

金融機関向け金融業務

当行が金融機関向け金融部門を2013年下半期に設置してから、同部門の事業ラインはすべて急成長を遂げた。当行の
金融機関向け金融業務の利益は引き続き安定した成長を遂げ、価値の貢献も高まった。2015年における当行の金融機関
向け金融業務の税引前利益は、前年から41.88%増の22.983十億人民元であった。これは、当行の税引前利益の33.34%を
占め、前年から9.55パーセンテージ・ポイント増加した。正味営業収益は26.448十億人民元であり、前年から40.29%増
加し、当行の正味営業収益の13.77%を占めた。特に、正味受取利息は前年から24.25%増の11.466十億人民元であり、正
味非利息収益は前年から55.66%増の14.982十億人民元であった。
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４【関係会社の状況】

 

親会社

当行には、親会社は存在しない。

 

連結子会社および関連会社

名称 住所 登録資本 主たる事業内容

当行の

議決権割合

子会社

招銀国際金融

控股有限公司（注
１）

香港ハーコート・ロード
12、バンク・オブ・アメ
リカ・タワー18階

1803-04

1,000百万香港ドル 財務顧問サービス 100%

招銀金融租賃

有限公司（注２）

中国上海市

世紀大道201号

渣打銀行大厦９階

6,000百万人民元
ファイナンス・

リース
100%

永隆銀行有限公司

（注３）

香港デ・ボー・ロード・

セントラル45
1,161百万香港ドル 銀行業 100%

招商基金管理

有限公司（注４）

中国深圳市福田区

深南大道7088号

招商銀行大厦28階

210百万人民元 資産管理 55%

 

名称 住所 登録資本 主たる事業内容

当グループの

議決権割合

関連会社

専業責任保険代理
有限公司

香港デ・ボー・ロード・

セントラル19

環球大厦８階804B室

３百万香港ドル 保険引受け 27.00%

北京中関村瞪羚投
資基金管理有限公
司

中国北京市海淀区

中関村南大街34号

中関村科技開発大厦

タワーＣ、11階

30百万人民元 ファンド管理 25.00%

上海朱雀甲午投資
センター

中国上海市浦東新区

牡丹路60号1203-B室
86.5百万香港ドル 投資 49.00%
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名称 住所 登録資本 主たる事業内容

当グループの

議決権割合

合弁事業

招商信諾人寿保険
有限公司（注５）

中国深圳市福田区

深南大道7088号

招商銀行大厦31階

1,450百万人民元 生命保険業 50.00%

銀聯控股有限公司

（注６）

香港クイーンズ・ロー
ド・セントラル183

中遠大厦18階

150百万香港ドル
退職年金制度の信
託、管理および保
管サービス

13.33%

銀聯通宝有限公司

（注７）

香港ワンチャイ、

グロスター・ロード58-
63、永亨金融

センター10-12階

10.024百万香港ド
ル

ATMネットワーク・
サービス

2.88%

香港人寿保険有限
公司

香港クイーンズ・ロー
ド・セントラル183

中遠大厦15階

420百万香港ドル 生命保険業 16.67%

銀和再保険有限公
司

香港クイーンズ・ロー
ド・

セントラル10、２階

200百万香港ドル 再保険業 21.00%

アイテック・ソ
リューションズ・
リミテッド

香港ワンチャイ、

グロスター・ロード77-
79、フォルティス・

タワー17階

６百万香港ドル 電子文書加工 50.00%

深圳市招銀協同基
金管理有限公司

中国深圳市

南山区海徳三道、

天利中央商務広場

タワーＡ33階

10百万人民元 ファンド管理 51.00%

深圳市協同禾盛併
購基金

中国深圳市

南山区海徳三道、

天利中央商務広場

タワーＡ33階

484.16百万人民元 投資 5.16%

深圳市聯招信息科
技有限公司

中国深圳市南山区

高新技術産業園区

科興科学園タワーA-4

40百万人民元
コンピュータ－・
ネットワーク・
サービス

50.00%

招聯消費金融有限
公司（注８）

中国深圳市

前海深港合作区

前湾一路鯉魚門街１号

前海深港合作区管理局

A棟201

2,000百万人民元 消費者金融 50.00%

深圳市招銀前海金
融資産交易中心有
限公司

中国深圳市

前海深港合作区

前海路１号

A棟201

100百万人民元
金融資産取引プ
ラットフォームお
よび諮問サービス

49.00%

 

注：

(1)招銀国際金融控股有限公司（以下「CMBICHC」という。）（旧江南財務有限公司および旧招銀国際金融有限公司）
は、PBOCの銀複[1998]405号文書により承認された当行の完全所有子会社である。2014年、当行はCMBICHCに対して
750百万香港ドルの追加資本拠出を行った。CMBICHCの資本は1,000百万香港ドルに増加し、当行の持分に変化はな
かった。

2015年７月28日、当行の取締役会は「招銀国際金融控股有限公司の増資および再編に関する決議」を検討し、可決
し、当行の主要な子会社であるCMBICHCに400百万米ドル（またはその相当額）を拠出することに合意した。かかる
拠出は2015年12月31日までには完了せず、2016年１月20日付で完了した。
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(2)招銀金融租賃有限公司（以下「CMBFLC」という。）は、CBRCの銀監複[2008]110号により承認された当行の完全所有
子会社であり、2008年４月に営業を開始した。2014年、当行はCMBFLCに対して、2,000百万人民元の追加資本拠出
を行った。CMBFLCの資本は6,000百万人民元に増加し、当行の持分に変化はなかった。

(3)永隆銀行有限公司（WLB）は、契約によって2008年に取得された当行の完全所有子会社である。かかる取得は、2009
年１月15日をもって完了した。香港証券取引所におけるWLBの株式の上場は、2009年１月16日付で廃止された。

(4)当行は、2012年に、当行の関連会社であった招商基金管理有限公司（以下「CMFM」という。）に対する21.6%の持分
を、INGアセット・マネジメントB.V.から63,567,567.57ユーロの対価で取得した。上記の現金対価の決済後、CMFM
に対する当行の持分は、2013年に33.4%から55.0%に増加した。その結果、当行はCMFMに対する支配権を獲得し、
CMFMは2013年11月28日付で当行の子会社になった。

(5)当グループは、招商信諾人寿保険有限公司（以下「CIGNA＆CMBライフ」という。）に対する50.00%の持分を保有し
ており、ライフ・インシュアランス・カンパニー・オブ・ノースアメリカ（以下「INA」という。）がCIGNA＆CMB
ライフに対する50.00%の持分を保有している。CIGNA＆CMBライフは、当行レベルでは唯一の合弁事業である。当行
とINAは、かかる合弁事業の利益、リスクおよび損失を上記の持分比率に基づき分配する。当行のCIGNA＆CMBライ
フに対する投資は、合弁事業に対する投資として会計処理される。

(6)当行の子会社であるWLBは、同社の普通株式の14.29%を保有し、支払配当金の13.33%を受領する権利を有している。

(7)当行の子会社であるWLBは、同社を設立した５名のうちの１つであり、同社を共同支配している。WLBは、同社の普
通株式の20.00%を保有し、支払配当金の2.88%を受領する権利を有している。

(8)当行の子会社であるWLBと、中国聯通股份有限公司の子会社である中国聯合網絡通信有限公司（以下「CUNC」とい
う。）は、招聯消費金融有限公司（以下「MUCFC」という。）を共同で設立した。CBRCは、2015年３月３日付で
MUCFCの営業を承認した。WLBおよびCUNCは、MUCFCに対する持分をそれぞれ50.00%保有しており、上記の株式持分
比率に基づいてリスクおよび損益を共有する。

 

５【従業員の状況】

2015年12月31日現在の当行の従業員数は76,192人（派遣社員を含む。）であった。さらに、当行は、439人の退職者
に対して支払いを行わなければならない。当行の現従業員の職務別内訳は以下のとおりである。

個人向け業務 41.05%

法人向け業務 21.73%

一般管理 12.96%

研究開発 1.82%

販売支援 1.00%

運営業務 21.44%

 

2015年に当グループが支払った給与および賞与は21,548百万人民元であった。給与および賞与には、業績に基づく賞
与が含まれる。

業績に基づく賞与およびその他の従業員福利制度については、「第６－１ 財務書類」に掲げる財務書類に対する注

記37を参照されたい。
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第３【事業の状況】

 

１【業績等の概要】

「第２－３ 事業の内容」および「７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

「７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。

 

３【対処すべき課題】

2016年には、国内外の経済および金融情勢は、引き続き複雑で大きく変動することが予想される。国際的には、米国
の金融政策の正常化およびバルク商品価格の低下によって、一連の根深い問題が引き起こされる見込みである。ヨー
ロッパの景気の回復は、地政学的な要因のため見通しは明るくない。また、新興経済諸国はボラティリティの影響をさ
らに受けやすくなることが予想される。そのため、世界経済が低迷から抜け出すのは困難であり、国際金融市場および
国境を越えた資本移動はさらに鈍化する見込みである。国内では、中央政府が、「過剰生産能力の削減、在庫調整、レ
バレッジ解消、費用削減および弱点の克服」という５大任務を達成するための明確な目標を定めた。経済調整が極めて
重要な段階に入り、商業銀行の貸借対照表は直接影響を受けるであろう。預金金利の完全自由化後に金融機関離れが銀
行の収益をさらに圧迫し、また、金融市場への新規参入者によって業界を越えた競争が激化する見通しである。

厳しい事業環境によって、当行は多くの課題に直面することが予想される。リスク統制面では、マクロ経済の減速が
資産の質に直接影響を及ぼし、引当金の積立てに対する圧力が増す見込みであり、また、複雑で大きく変動する経済情
勢によって金融市場のボラティリティが増大し、商業銀行のリスク統制能力がさらに大きな課題に直面するであろう。
事業経営面では、経済の構造調整によって、従来的な信用融資に対する顧客のニーズが減少し、資産投資にさらに圧力
がかかることとなるであろう。さらに、金利の引下げの結果、優良顧客に対する銀行の交渉力が制限され、債務の増加
が金融機関離れからより大きな圧力を受けることが予想される。収益の増加面では、金融環境の悪化によって、規制当
局が商業銀行のリスク統制、資本管理および指標の規制上の基準を引き上げる可能性があり、このことが、資産および
債務、特に資産の質の悪化による引当支出の増加の悪影響を受けた正味利息収益率と相俟って、銀行の収益の減速につ
ながることは避けられないであろう。

ただし、同時に、経済および金融制度の改革ならびに産業の高度化によって、銀行は数多くのさらなる成長機会に恵
まれている。推進力の源から判断すれば、経済改革のための政策の調整、資本フローおよび資源の再編ならびに自発的
な市場の進化および調整という３大推進力によって、商業銀行にとって、以下の８つの大きな成長機会が生じることが
予想される。住宅部門には依然として開拓の余地があり、また、個人向け銀行業務の成長の余地は拡大が見込まれる。
資産管理市場はさらに拡大し、市場の垣根を越えた多様な資本の分散が加速するであろう。多層的な資本市場はさらに
成熟し、上場企業の投資価値を合理的に反映するようになり、投資銀行業務に豊かな機会をもたらすことが予想され
る。経済成長の安定化に投資が重要な役割を果たし、一定地域におけるインフラ建設には、より急速な成長およびさら
なる資産配分の余地が残っている見込みである。中国企業の「走出去」プロセスの加速および人民元の国際化は、クロ
スボーダー・ファイナンスに貴重な機会をもたらすであろう。地域の協調的発展が急増し、地域交通の一体化、都市化
建設、公共サービスおよびその他分野において大きな市場の可能性がある。新興産業が成熟し、産業内で見逃せない構
造的機会が生じるであろう。最後に、国有企業改革による配当金が徐々に解放され、それによって、銀行業務の変革お
よび顧客再編のための多くの機会がもたらされる見込みである。

より深いレベルでは、企業の融資ニーズは、「下端から上端へ」、「債務から資本へ」および「単一市場から複数市
場へ」という構造的変化を遂げつつある。「下端から上端へ」とは、融資を必要とする企業が、ライフサイクルの最終
段階にある伝統的な成熟企業からライフサイクルの初期段階にあるハイテクの革新的企業へと徐々に移行してきたこと
を意味する。「債務から資本へ」とは、企業の資金調達方法が、従来的なデット・ファイナンスへの過度の依拠からエ
クイティ・ファイナンスへと移行してきた（以前はしばしば金融機関離れと呼ばれた。）ことを意味する。「単一市場
から複数市場へ」とは、資金調達経路が、以前の単一市場および単一の資金調達方法から、エクイティおよびデット・
ファイナンス、国内および国外における資金調達、オフショアおよびオンショア・ファイナンスならびに人民元建てお
よび外貨建てでの資金調達を組み合わせた多面的な市場および複数の資金調達方法へと変化してきたことを意味する。
伝統的な信用融資に対する需要は減少したが、新興の資金調達需要が銀行事業にとって新たな成長の推進力となりつつ
ある。

当行は、新たな状況における課題と好機に直面し、「アセットライト銀行業務」および「一つの体に二つの翼」とい
う変革戦略を一貫して実施し、リスク管理を強化し、構造調整を深め、制度改革を推進していく。当行は、現在の経営
環境において、2016年には自己資金による貸付では約11%の成長および自己資金による預金では約９%の成長を達成する
計画である。また、当行はリスク資産を過度に増加させず、資産構成を積極的に最適化し、資本稼働率を高め、既存の
信用資源を利用することで「リスク資産を優良資産に転換する」ように努めていく。当行は、2016年中に以下の取組み
を企図している。第一に、当行は、既存資産の質の悪化を防ぐべく、全般的なリスク管理能力および基本的な管理能力
の向上に向けた打開策として不良資産を稼働させることで資産の質の管理を強化していく。第二に、当行は、既存のリ
スク資産を減らし、優良資産を活用することで与信構成の調整を図るために構造改革を深化させ、インターネット・プ
ラットフォームを通じて基礎的な個人顧客の獲得能力を高め、「顧客リスト」管理を実施して与信手続きおよび法人向
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け金融の文化を最適化し、「リスク資産の維持または削減」によって資源利用率を高めていく。第三に、当行は、「組
織構造」だけでなく「業務体系」にも現れているように、「顧客中心」の業務体系の構築に向けて、当行全体での第二
レベル支店の制度改革を推進し、本店の組織構造を最適化し、制度の最適化を実施し、付随的手続きを整備していく。

 

４【事業等のリスク】

 

当行の事業に関するリスク

当行が、当行の貸付ポートフォリオの質を効果的に維持できない場合には、当行の財政状態および経営成績は重大な
悪影響を受ける可能性がある。

当行の債権分類および引当方針は、一定の他の国または地域の銀行に適用される債権分類および引当方針と一定の点
において異なることがある。

IAS39号またはIAS39号の適用にかかる解釈指針に対する将来の改正により、当行は、貸付引当に関する実務を変更し
なければならない可能性がある。

当行の貸付のかなりの割合が１年以内に期限が到来する。当行は、国内コマーシャル・ペーパーの発行などの法人向
け直接金融によって競争にさらされる可能性があり、当行の受取利息の安定性が悪影響を受ける可能性がある。

増強されたリスク管理および内部統制の方針と手続きの実施ならびに当行のリスク管理および内部統制を支援する一
定のITシステムの導入が有効でない場合には、当行の事業および見通しは重大な悪影響を受ける可能性がある。

当行は、当行の従業員または第三者による詐欺その他の不正行為を発見し、防止することができない可能性がある。

当行が当行の顧客預金の増加率を維持できない場合、または当行の顧客預金が大幅に減少した場合、当行の業務およ
び流動性は悪影響を受ける可能性がある。

当行は、一定のコミットメントおよび保証に関連した信用リスクにさらされている。

当行は、当行のデリバティブ取引において相手方リスクにさらされている。

当行の事業は、当行のITシステムが適切に機能し、改良されることに大きく依存している。

当行の最大株主は、当行に対して重大な支配力を行使することができる。

当行は、中国国内外の規制当局による様々な規制要件の対象となっており、当行がかかる要件（もしあれば）を完全
に遵守できない場合には、当行の事業、財政状態、経営成績および世評に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

一定の中国の規制により当行が分散投資を行う能力は制限され、その結果、特定の種類の投資資産の価値が減少し、
当行の財政状態および経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

中国の銀行業界に関するリスク

当行は、中国の銀行業界における競争の激化に直面している。

中国の銀行業界の成長率は持続しない可能性がある。

当行事業および業務は高度に規制されており、当行の事業、財政状態、経営成績および将来の見通しは、規制上また
はその他の政府方針の変更によって重大な悪影響を受ける可能性がある。

当行の経営成績は、PBOCが金利規制の自由化をさらに進めた場合、重大な悪影響を被る可能性がある。

当行は、金利変動および他の市場リスクにさらされており、これらは当行の支配の及ばない可能性がある。

当行の信用リスク管理の有効性は、中国で入手できる情報の質および範囲の影響を受ける。

当行は、本書に記載された公式の政府刊行物から得られた中国、中国経済または銀行業界に関する事実、見通しおよ
び統計の正確性および比較可能性を保証することはできない。

中国の商業銀行への投資は、投資家の投資価値に悪影響を与える可能性のある保有制限に服する。

当行の事業、財政状態、経営成績、見通しおよび当行への投資の価値は、中国の銀行業界に対する否定的なメディア
報道によって悪影響を受ける可能性がある。

 

中国に関するリスク

中国の経済、政治および社会情勢ならびに政府の方針は、当行の事業に影響を及ぼす可能性がある。

中国の法制度は、投資家が利用できる法的保護を制限する可能性がある。

投資家にとって当行および当行の経営陣に対する訴状送達および判決の執行が困難となる可能性がある。
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Ｈ株式保有者は、将来中国において課税される可能性がある。

配当金の支払には、中国法に基づく制限が課せられる。

当行は、通貨の換算および為替レートの将来の動向に関して中国政府の制限に服する。

税制上の優遇措置の変更は、当行事業および経営成績に悪影響を及ぼす可能性がある。

将来中国において伝染病が発生すれば、当行の事業活動、財政状態および経営成績に重大な悪影響を及ぼす可能性が
ある。

 

信用リスク、市場リスク、通貨リスク、金利リスク、流動性リスクおよび業務リスクに関する当行のリスク管理につ
いては、「第６－１ 財務書類」に掲げる財務書類に対する注記54を参照されたい。

 

５【経営上の重要な契約等】

当年度中、当行は、当行の事業に重要な影響を及ぼす契約を締結しなかった。

 

６【研究開発活動】

該当事項なし。

 

EDINET提出書類

招商銀行股イ分有限公司(E05986)

有価証券報告書

 35/406



７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

経営状況全般の分析

2015年には、中国経済は「新常態」に入った。これは、複雑なマクロ経済情勢、多大な下方圧力およびリスクの頻発
を特徴としている。景気の減速、金利の自由化および金融業界の開放の加速を背景として、当グループは、「アセット
ライト銀行業務」および「一体両翼」という変革戦略を引き続き実施し、構造調整を推進し、健全な発展機運を維持し
た。このことは、以下の点に反映されている。

収益がわずかに増加した。2015年には、当グループの正味受取利息は136.729十億人民元、正味非利息収益は65.573
十億人民元となり、それぞれ前年から16.66%および32.95%増加した。しかしながら、資産に対する減損損失が大幅に増
加した影響を受けて、当行の株主帰属純利益は57.696十億人民元と、前年から3.19%の増加であった。当行株主に帰属
する平均総資産利益率（ROAA）および平均自己資本利益率（ROAE）はそれぞれ1.13%および17.09%となり、前年からそ
れぞれ0.15パーセンテージ・ポイントおよび2.19パーセンテージ・ポイント低下した。

バランス・シートが着実に拡大した。2015年末現在、当グループの資産合計は5,474.978十億人民元で、年初から
15.71%増加した。顧客貸付金は合計2,824.286十億人民元であり、年初から12.35%増加した。当グループの負債合計は
5,113.220十億人民元であり、年初から15.77%増加した。顧客預金合計は3,571.698十億人民元であり、年初から8.09%
増加した。

不良債権は増加し、不良債権引当率は安定していた。2015年末現在、当グループの不良債権残高は、年初から19.493
十億人民元増の47.410十億人民元であった。不良債権比率は1.68%であり、年初から0.57パーセンテージ・ポイント上
昇した。不良債権引当率は178.95%であり、年初から54.47パーセンテージ・ポイント低下した。

 

損益計算書の分析

主要な財務成績

（単位：百万人民元）

2015年

2014年

（修正再表示）

正味受取利息 136,729 117,202

正味受取手数料 53,419 39,494

その他の正味収益 12,018 9,671

営業費用 (67,670) (61,081)

保険請求引当金 (287) (332)

関連会社投資収益 2 2

合弁事業投資収益 134 156

資産に対する減損損失 (59,266) (31,681)

税引前利益 75,079 73,431

法人所得税 (17,061) (17,382)

当期純利益 58,018 56,049

当行株主帰属純利益 57,696 55,911

 

2015年の当グループの税引前利益は、前年から2.24%増の75.079十億人民元であった。実効法人所得税率は22.72%で
あり、前年から0.95パーセンテージ・ポイント低下した。

2015年の当グループの税引前利益に対する主な損益項目の増減による影響を下表に示す。
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税引前利益の増減

（単位：百万人民元）

2014年税引前利益 73,431

2015年における増減

正味受取利息 19,527

正味受取手数料 13,925

その他の正味収益 2,347

営業費用 (6,589)

保険請求引当金 45

資産に対する減損損失 (27,585)

関連会社および合弁事業に対する投資収益 (22)

2015年税引前利益 75,079

 

正味営業収益

2015年、当グループの正味営業収益は、前年から21.48%増の202.302十億人民元であった。正味受取利息が正味営業
収益合計に占める割合は、前年より2.79パーセンテージ・ポイント低下して67.59%となり、同じく正味非利息収益が占
める割合は、前年より2.79パーセンテージ・ポイント上昇して32.41%となった。

当グループの過去５年間の正味営業収益の構成を下表に示す。

（単位：%）

2015年

2014年

（修正再表
示） 2013年 2012年 2011年

正味受取利息 67.59 70.38 74.30 77.65 78.94

正味受取手数料 26.40 23.72 21.92 17.34 16.17

その他の正味収益 5.94 5.81 3.71 4.96 4.83

関連会社および合弁事業に対する投資収益 0.07 0.09 0.07 0.05 0.06

合計 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00
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正味受取利息

2015年の当グループの正味受取利息は136.729十億人民元で、前年から16.66%増加した。

表示期間における当グループの資産および負債の平均残高、受取／支払利息ならびに平均収益率／費用率を下表に示
す。利付資産および有利子負債の平均残高は、日次残高の平均である。

 

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年

2014年

（修正再表示）

平均残高 受取利息

平均

収益率(%) 平均残高 受取利息

平均

収益率(%)

利付資産

貸付金 2,691,458 159,885 5.94 2,400,646 150,929 6.29

投資 1,174,151 48,175 4.10 873,418 37,749 4.32

中央銀行預け金 604,403 8,598 1.42 563,026 8,318 1.48

銀行およびその他金融
機関に対する債権 498,585 18,064 3.62 603,612 31,040 5.14

合計 4,968,597 234,722 4.72 4,440,702 228,036 5.14

 

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年 2014年

平均残高 支払利息

平均

費用率(%) 平均残高 支払利息

平均

費用率(%)

有利子負債

顧客預金 3,350,298 60,448 1.80 3,056,634 64,102 2.10

銀行およびその他金融
機関に対する債務 1,050,196 29,339 2.79 960,520 42,669 4.44

発行債券 171,336 7,150 4.17 92,385 3,921 4.24

中央銀行からの借入金 30,612 1,056 3.45 4,000 142 3.55

合計 4,602,442 97,993 2.13 4,113,539 110,834 2.69

正味受取利息 / 136,729 / / 117,202 /

正味利息スプレッド / / 2.59 / / 2.45

正味利息収益率 / / 2.75 / / 2.64

 

2015年には、金利の引下げの影響を受けて、利付資産の平均収益率および有利子負債の平均費用率はそれぞれ4.72%
および2.13%であり、前年からそれぞれ42ベーシス・ポイントおよび56ベーシス・ポイント低下した。ただし、負債構
成の継続的な最適化によって、有利子負債の平均費用率は著しく低下した。2015年の当グループの正味利息収益率およ
び正味利息スプレッドは、前年よりそれぞれ11ベーシス・ポイントおよび14ベーシス・ポイント上昇して、それぞれ
2.75%および2.59%となった。
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下表は、表示期間における当グループの金額および金利の変動による受取利息および支払利息の増減の内訳を示して
いる。金額の変動は、平均残高（日次残高の平均）の変動に基づいて測定され、金利の変動は、平均金利の変動に基づ
いて測定される。金額と金利の双方の変動による受取利息および支払利息の増減は、金額の変動による受取利息および
支払利息の増減とみなされている。

（単位：百万人民元）

2015年対2014年

増加／（減少）要因

金額 金利 純増／（減）

資産

貸付金 17,358 (8,402) 8,956

投資 12,348 (1,922) 10,426

中央銀行預け金 618 (338) 280

銀行およびその他金融機関に対する債権 (3,801) (9,175) (12,976)

受取利息の増減 26,523 (19,837) 6,686

負債

顧客預金 5,516 (9,170) (3,654)

銀行およびその他金融機関に対する債務 2,519 (15,849) (13,330)

発行債券 3,294 (65) 3,229

中央銀行からの借入金 918 (4) 914

支払利息の増減 12,247 (25,088) (12,841)

正味受取利息の増減 14,276 5,251 19,527
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表示期間における当グループの資産および負債の平均残高、受取／支払利息ならびに年間換算平均収益率／費用率を
下表に示す。利付資産および有利子負債の平均残高は、日次残高の平均である。

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年７月－９月 2015年10月－12月

平均残高 受取利息

年間換算

平均収益率

(%) 平均残高 受取利息

年間換算

平均収益率

(%)

利付資産

貸付金 2,709,322 40,190 5.89 2,821,656 38,983 5.48

投資 1,293,552 12,852 3.94 1,259,927 12,074 3.80

中央銀行預け金 640,596 2,218 1.37 578,060 2,047 1.40

銀行およびその他金融機関
に対する債権 514,153 3,278 2.53 433,144 4,721 4.32

合計 5,157,623 58,538 4.50 5,092,787 57,825 4.50

 

 2015年７月－９月 2015年10月－12月

平均残高 支払利息

年間換算

平均費用率

(%) 平均残高 支払利息

年間換算

平均費用率

(%)

有利子負債

顧客預金 3,473,271 14,859 1.70 3,400,699 13,413 1.56

銀行およびその他金融機関
に対する債務 1,150,982 6,590 2.27 1,010,954 6,367 2.50

発行債券 154,120 1,796 4.62 232,183 2,095 3.58

中央銀行からの借入金 27,804 238 3.40 44,677 380 3.37

合計 4,806,177 23,483 1.94 4,688,513 22,255 1.88

正味受取利息 / 35,055 / / 35,570 /

正味利息スプレッド / / 2.56 / / 2.62

正味利息収益率 / / 2.70 / / 2.77

 

2015年第４四半期の当グループの正味利息スプレッドは2.62%であり、2015年第３四半期から６ベーシス・ポイント
上昇した。利付資産の年間換算平均収益率は、2015年第３四半期から横這いの4.50%であり、有利子負債の年間換算平
均費用率は、2015年第３四半期から６ベーシス・ポイント低下して1.88%となった。

2015年第４四半期には、当グループの正味利息収益率は、2015年第３四半期より７ベーシス・ポイント上昇して
2.77%となった。
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受取利息

2015年、当グループは234.722十億人民元の受取利息を計上した。これは利付資産額の増加を主な要因として、前年
比で2.93%の増加となった。貸付金からの受取利息は、引き続き当グループの受取利息の最大の構成要素であった。

 

貸付金からの受取利息

2015年、当グループの貸付金からの受取利息は、前年から5.93%増加して159.885十億人民元となった。

表示期間における当グループの貸付金の平均残高、受取利息および平均収益率の区分別内訳を下表に示す。

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年 2014年（修正再表示）

平均残高 受取利息

平均

収益率(%) 平均残高 受取利息

平均

収益率(%)

法人向け貸付金 1,483,592 76,943 5.19 1,448,378 82,168 5.67

個人向け貸付金 1,087,562 78,076 7.18 860,497 63,630 7.39

割引手形 120,304 4,866 4.04 91,772 5,131 5.59

貸付金 2,691,458 159,885 5.94 2,400,646 150,929 6.29

 

2015年における当行の貸付金の満期別では、短期貸付の平均残高は1,317.558十億人民元であり、受取利息は87.863
十億人民元であり、平均収益率は6.67%に達した。中長期貸付は、平均残高が1,140.707十億人民元、受取利息が64.167
十億人民元および平均収益率が5.63%であった。短期貸付の平均収益率が中長期貸付の平均収益率を上回ったのは、短
期貸付のうち、クレジットカード貸越および小規模企業向けローンの収益率が比較的高かったことに主に起因してい
た。

 

投資からの受取利息

2015年の当グループの投資からの受取利息は、前年から27.62%増加して48.175十億人民元となり、また、投資平均収
益率は、前年から0.22パーセンテージ・ポイント低下して4.10%となった。

 

銀行およびその他金融機関に対する債権からの受取利息

2015年、当グループの銀行およびその他金融機関に対する債権からの受取利息は、前年から41.80%減少して18.064十
億人民元となった。また、銀行およびその他金融機関に対する債権の平均収益率は、前年から1.52パーセンテージ・ポ
イント減の3.62%であった。これは主に、売戻契約に基づく保有金融資産額の減少および銀行間貸付の利回りの低下に
よるものであった。

 

支払利息

2015年、当グループの支払利息は97.993十億人民元であり、前年より11.59%減少した。これは主に、有利子負債の費
用率の低下によるものであった。
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顧客預金に対する支払利息

2015年、当グループの顧客預金に対する支払利息は前年から5.70%減少して60.448十億人民元となった。これは主に
顧客預金構成の最適化によるものであり、その結果、平均費用率が前年から0.30パーセンテージ・ポイント低下した。

表示期間における当グループの法人顧客および個人顧客からの預金の平均残高、支払利息および平均費用率を下表に
示す。

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年 2014年

平均残高 支払利息 平均費用(%) 平均残高 支払利息 平均費用(%)

法人預金

要求払 1,027,006 6,965 0.68 864,524 6,186 0.72

定期 1,211,447 39,038 3.22 1,169,137 41,381 3.54

小計 2,238,453 46,003 2.06 2,033,661 47,567 2.34

個人預金  

要求払 711,460 2,971 0.42 588,039 2,799 0.48

定期 400,385 11,474 2.87 434,934 13,736 3.16

小計 1,111,845 14,445 1.30 1,022,973 16,535 1.62

顧客預金合計 3,350,298 60,448 1.80 3,056,634 64,102 2.10

 

銀行およびその他金融機関に対する債務の支払利息

2015年の当グループの銀行およびその他金融機関に対する債務の支払利息は29.339十億人民元であり、前年から
31.24%減少した。これは主に、銀行間借入金利の低下によるものであった。

 

発行債券に対する支払利息

主に発行債券が増加したため、2015年の当グループの発行債券に対する支払利息は、前年から82.35%増加して7.150
十億人民元となった。

 

正味非利息収益

2015年、当グループは、65.573十億人民元の正味非利息収益を計上した。これは、前年から16.250十億人民元
（32.95%）の増加であった。具体的には、個人向け銀行業務からの正味非利息収益は前年から50.81%増の26.780十億人
民元となり、当グループの正味非利息収益の40.84%を占めた。法人向け銀行業務からの正味非利息収益は前年から
1.99%減の16.235十億人民元となり、当グループの正味非利息収益の24.76%を占めた。金融機関向け業務からの正味非
利息収益は前年から55.66%増の14.982十億人民元となり、当グループの正味非利息収益の22.85%を占めた。その他業務
からの正味非利息収益は前年から40.95%増の7.576十億人民元となり、当グループの正味非利息収益の11.55%を占め
た。
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表示期間における当グループの正味非利息収益の主要な構成要素を下表に示す。

（単位：百万人民元）

2015年

2014年

（修正再表示）

受取手数料 57,798 43,341

差引：支払手数料 (4,379) (3,847)

正味受取手数料 53,419 39,494

その他の正味非利息収益 12,154 9,829

正味非利息収益合計 65,573 49,323

 

正味受取手数料

2015年、当グループの正味受取手数料は前年から35.26%増加して53.419十億人民元となった。これは主に、代理手数
料ならびに保管およびその他信託業務からの手数料の増加によるものであった。

表示期間における当グループの正味受取手数料の主要な構成要素を下表に示す。

（単位：百万人民元）

2015年

2014年

（修正再表示）

受取手数料 57,798 43,341

バンクカード手数料 9,562 7,692

決済および清算手数料 3,799 4,116

代理手数料 13,681 7,017

信用コミットメントおよび貸付業務からの手数料 4,215 4,204

保管およびその他信託業務からの手数料 18,644 13,033

その他 7,897 7,279

支払手数料 (4,379) (3,847)

正味受取手数料 53,419 39,494

 

バンクカード手数料は、主にPOS収益の増加によって、前年から1.870十億人民元（24.31%）増加した。

決済および清算手数料は、主に信用状の決済収益が減少したため、前年から317百万人民元（7.70%）減少した。

ファンドおよび保険契約の代理分配からの手数料が急増したことが主因となって、代理手数料は、前年から6.664十
億人民元（94.97%）増加した。

信用コミットメントおよび貸付業務からの受取手数料は、前年から11百万人民元（0.26%）増加した。

保管およびその他信託業務からの受取手数料は前年から5.611 十億人民元（43.05%）増加した。これは主に、受託資

産運用商品などの資産運用業務の収益が急増したためであった。受託資産運用からの収益は、前年から42.75%増の
8.913十億人民元であった。

その他の受取手数料は、前年から618百万人民元（8.49%）増加した。
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その他の正味収益

2015年、当グループのその他の正味収益は、前年から24.27%増加して12.018十億人民元となった。これは主に、売買
目的金融資産の公正価値の変動および売却可能金融資産の売却による利益の増加によるものであった。

表示期間における当グループのその他の正味収益の主要な構成要素を下表に示す。

（単位：百万人民元）

2015年

2014年

（修正再表示）

トレーディングによる純利益/（損失）

外国為替 2,398 2,467

有価証券、デリバティブおよびその他のトレーディング
業務 3,073 1,618

損益を通じて公正価値評価される金融商品純利益/（損失） (118) (359)

売却可能金融資産売却純利益/（損失） 611 (145)

ファンド投資利益 4 21

賃貸収入 534 476

手形スプレッド収益 4,519 4,238

保険営業収益 498 475

貴金属取引純利益 188 539

その他 311 341

その他の正味収益合計 12,018 9,671

 

営業費用

2015年、当グループの営業費用および管理費は、前年より10.79%増加して67.670十億人民元となった。費用収益比率
は、前年より2.87パーセンテージ・ポイント低下して27.55%であった。当グループは、費用の予算編成方法の改善、資
源配分の最適化および日次費用管理の強化などの様々な措置を通じて、費用管理を強化し、費用効率を効果的に改善
し、事業展開のために営業費用をよりよく利用した。そのため、費用の管理および統制は十分な成果を上げ、営業費用
の伸びは、営業利益の伸びと比べて緩やかとなった。人件費は、従業員数の増加により、前年から7.59%増加した。そ
の他の一般管理費は前年から12.51%増加し、減価償却費および賃貸料は、前年からそれぞれ15.59%および14.72%増加し
た。当行は、研究開発投資を常に重視してきた。2015年の当行の研究開発費は、前年から6.69%増となる4.133十億人民
元であった。
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表示期間における当グループの営業費用の主要な構成要素を下表に示す。

（単位：百万人民元）

2015年

2014年

（修正再表示）

人件費 31,394 29,179

事業税および課徴金 11,929 10,425

固定資産および投資不動産の減価償却費 4,086 3,535

賃貸料 3,842 3,349

その他一般管理費 16,419 14,593

営業費用合計 67,670 61,081

 

資産に対する減損引当金

2015年の当グループの資産に対する減損引当金は、前年から87.07%増加して59.266十億人民元となった。表示期間に
おける当グループの資産に対する減損引当金の主要な構成要素を下表に示す。

（単位：百万人民元）

2015年

2014年

（修正再表示）

資産に対する減損引当金繰入額／（戻入額）

貸付金 57,507 31,254

投資 1,002 35

銀行およびその他金融機関に対する債権 257 57

その他資産 500 335

資産に対する減損引当金合計 59,266 31,681

 

資産に対する減損引当金の中で最大の構成要素は、貸付金に対する減損引当金であった。2015年、貸付金に対する減
損引当金は57.507十億人民元であり、前年から84.00%増加した。これは主に、資産の質の悪化に対する引当金の増加と
景気後退局面における生産設備過剰産業に関連する信用リスクの増大に備えた引当金の積増しによるものである。貸付
金に対する減損引当金に関する詳細については、下記「貸付金の質の分析」を参照されたい。
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貸借対照表の分析

資産

2015年12月31日現在、当グループの資産合計は5,474.978十億人民元で、前年末から15.71%増加した。資産合計の増
加は主に、当グループの顧客貸付金および投資未収金の増加によるものであった。

表示日現在の当グループの資産合計の構成要素を下表に示す。

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

金額 割合(%) 金額 割合(%)

顧客貸付金（総額） 2,824,286 51.59 2,513,919 53.13

貸付金に対する減損引当金 (84,842) (1.55) (65,165) (1.38)

顧客貸付金（純額） 2,739,444 50.04 2,448,754 51.75

投資 1,438,017 26.27 996,217 21.05

現金、貴金属および中央銀行預け金 600,441 10.97 670,007 14.16

銀行およびその他金融機関に対する預
け金 63,779 1.16 55,986 1.18

銀行間貸付および売戻契約に基づき購
入した金融資産 529,617 9.67 469,065 9.91

未収利息 24,934 0.46 23,560 0.50

関連会社および合弁事業に対する投資 2,786 0.05 1,484 0.03

有形固定資産 31,835 0.58 27,445 0.58

投資不動産 1,708 0.03 1,684 0.04

無形資産 3,595 0.07 3,292 0.07

繰延税金資産 16,020 0.29 10,291 0.22

のれん 9,954 0.18 9,953 0.21

その他資産 12,848 0.23 14,091 0.30

資産合計 5,474,978 100.00 4,731,829 100.00
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貸付金

2015年12月31日現在の当グループの貸付金の総額は2,824.286十億人民元で、前年末から12.35%増加した。貸付金の
総額が資産合計に占める割合は51.59%で、前年末より1.54パーセンテージ・ポイント低下した。

下表は、表示日現在の当グループの顧客貸付金の商品別内訳を示したものである。

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年12月31日 2014年12月31日

金額 割合(%) 金額 割合(%)

法人向け貸付金 1,507,770 53.39 1,467,585 58.38

割引手形 89,815 3.18 75,007 2.98

個人向け貸付金 1,226,701 43.43 971,327 38.64

顧客貸付金合計 2,824,286 100.00 2,513,919 100.00

 

法人向け貸付金

2015年12月31日現在、当グループの法人向け貸付金合計は、前年末より2.74%増加して1,507.770十億人民元となっ
た。法人向け貸付金合計は、顧客貸付金全体の53.39%を占め、かかる割合は前年末より4.99パーセンテージ・ポイント
低下した。2015年に、当グループの法人向け貸付金は、主に顧客の多様な資金需要を満たすことで実体経済の発展を支
援するために付与された。当グループは、信用リスクの効果的な制御を前提として戦略的顧客および優良な融資プロ
ジェクトに対する貸付金を増加させ、貸付金総額の管理および構造調整を実施しつつ法人向け貸付構成をさらに最適化
した。

 

割引手形

2015年12月31日現在の割引手形は、前年末より19.74%増の89.815十億人民元となった。当グループの割引手形事業の
発展については、当グループは、融資スケジュールに基づき、手形金融の規模を柔軟に調整するとともに、構成の最適
化、業務の一元化、資金回転の加速および取引量を通じた利益などのいくつかの措置を講じて手形資産全体の利益を増
加させた。

 

個人向け貸付金

2015年12月31日現在の個人向け貸付金の総額は1,226.701十億人民元で、前年末から26.29%増加した。個人向け貸付
金の総額が貸付金全体に占める割合は43.43%で、前年末より4.79パーセンテージ・ポイント上昇した。2015年に、当グ
ループは小規模企業という個人顧客基盤をさらに強化した。また、市場の需要に対応し、信用リスクを制御するため、
主に住宅ローンおよびクレジットカード・ローンからなる個人向け貸付ならびに個人消費ローンを緩やかに増加させる
ことで貸付構成をさらに最適化した。
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投資

投資

当グループの投資は、損益を通じて公正価値評価される金融資産、デリバティブ金融資産、売却可能金融資産、満期
保有目的投資および投資未収金を含む上場および非上場の人民元建ておよび外貨建ての金融商品により構成される。

当グループの投資ポートフォリオの会計区分別内訳を下表に示す。

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

金額 割合(%) 金額 割合(%)

売買目的金融資産 50,809 3.53 33,022 3.31

損益を通じて公正価値評価される金融
資産 8,272 0.57 7,168 0.72

デリバティブ金融資産 10,176 0.71 9,315 0.94

売却可能金融資産 299,559 20.83 278,526 27.96

満期保有目的投資 353,137 24.56 259,434 26.04

投資未収金 716,064 49.80 408,752 41.03

投資合計 1,438,017 100.00 996,217 100.00

 

売買目的金融資産

2015年12月31日現在の当グループの売買目的金融資産の正味価値は、前年末から53.86%増加して50.809十億人民元と
なった。かかる投資は主に債券市場取引の機会を捉えるために実行された。2015年には、中国のマクロ経済の成長およ
びインフレ率は引き続き底を打ち、新株発行の加速および地方債務の置換が短期流動性および中長期の資産配分需要に
それぞれ影響を及ぼした。かかる状況において、中央銀行は、市場の流動性を補充するために預金準備率および貸出の
基準金利を適宜引き下げ、金利の自由化プロセスを全面的に完了した。銀行間市場の金利は2014年から引き続き下降局
面にあり、中長期債の金利は低下を続け、高格付債の金利スプレッドは引き続き縮小した。当グループは市場リサーチ
を強化し、それに基づいて市況に沿った積極的なトレーディング戦略を採用した。当グループは、取引のエクスポー
ジャーを適度に拡大しつつ、債券および金利スワップのスプレッド取引を積極的に行い、それによって比較的良好なト
レーディング収益を達成した。

下表は、当グループの売買目的金融資産ポートフォリオの内訳を示したものである。

（単位：百万人民元）

2015年12月31日現在

2014年12月31日現在

（修正再表示）

中国政府発行債券 17,543 5,351

政策銀行発行債券 9,622 6,165

商業銀行およびその他金融機関発行債券 5,860 6,458

その他
(注)

17,784 15,048

売買目的金融資産合計 50,809 33,022

 

注：その他債券、株式投資、ファンド投資および紙証文による貴金属を含む。
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損益を通じて公正価値評価される金融資産

下表は、当グループの損益を通じて公正価値評価される金融資産ポートフォリオの内訳を示したものである。

（単位：百万人民元）

2015年12月31日現在

2014年12月31日現在

（修正再表示）

中国政府発行債券 304 299

政策銀行発行債券 3,874 3,970

商業銀行およびその他金融機関発行債券 655 766

その他 3,439 2,133

損益を通じて公正価値評価される金融資産合計 8,272 7,168

 

売却可能金融資産

2015年12月31日現在の当グループの売却可能金融資産の正味価値は、前年末から7.55%増加して299.559十億人民元と
なった。売却可能金融資産への投資は、主に業績改善のために行われた。

2015年には、経済成長の安定化と実体経済の資金調達コストの低減を目的として、中央銀行は預金準備率および貸出
の基準金利を数度にわたって引き下げ、年初以降、MLF（中期貸出ファシリティ）およびPSL（担保補充貸出）などの金
融政策ツールを利用して市場の流動性を調整し、その結果、2014年と比べて銀行間市場の流動性は改善した。当グルー
プは、市場の動向に応じて、主に利付債券および高格付債券への投資を拡大する機会を捉え、保有債券の年限を緩やか
に長期化し、それによって資産負債構成を最適化した。

下表は、当グループの売却可能金融資産ポートフォリオの内訳を示したものである。

（単位：百万人民元）

2015年12月31日現在

2014年12月31日現在

（修正再表示）

中国政府発行債券 94,429 77,265

PBOC発行債券 94 99

政策銀行発行債券 68,822 91,223

商業銀行およびその他金融機関発行債券 66,235 34,190

その他債券 66,728 73,828

株式投資 2,906 2,215

ファンド投資 1,012 317

売却可能金融資産合計 300,226 279,137

差引：減損引当金 (667) (611)

正味売却可能金融資産 299,559 278,526
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満期保有目的投資

2015年12月31日現在の当グループの満期保有目的投資の純額は、前年末から36.12%増加して353.137十億人民元と
なった。満期保有目的投資は、当グループの資産および負債の戦略的配分のために長期保有される。2015年を通じて債
券市場が全般的に強気であったことから、当グループは銀行口座の金利リスク管理および流動性リスク管理の必要に応
じて投資ポートフォリオの年限を合理的に長期化し、上半期において債券の利回りが比較的高い時期に中長期の固定利
付債に対する投資を穏やかに増加した。かかる投資は中国政府、政策銀行および地方政府の発行債券に重点を置いたも
ので、その結果、同区分の投資が急速に増加した。

下表は、当グループの満期保有目的投資の内訳を示したものである。

（単位：百万人民元）

2015年12月31日現在

2014年12月31日現在

（修正再表示）

中国政府発行債券 171,028 109,919

政策銀行発行債券 165,890 133,197

商業銀行およびその他金融機関発行債券 14,214 9,410

その他債券 2,100 6,979

満期保有目的投資合計 353,232 259,505

差引：減損引当金 (95) (71)

正味満期保有目的投資 353,137 259,434
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投資未収金

投資未収金とは、当グループが保有している、中国内外で公開市場価格を有さない非上場中国証書式国債およびその
他債券投資である。2015年12月31日現在、当グループの正味投資未収金は、前年末比75.18%増の716.064十億人民元で
あった。これは主に、非標準的債券投資の増加によるものであった。

下表は当グループの投資未収金の内訳を示したものである。

（単位：百万人民元）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

標準的債券投資   

中国政府発行債券 747 594

商業銀行およびその他金融機関発行債券 11,154 21,229

その他債券 20,389 21,335

非標準的債券投資

与信

信託受益権 78,067 111,636

仲介資産運用プラン 101,702 86,836

ファンド資産運用プランほか 58,615 40,450

非与信

保険資産運用プラン 48,198 56,330

信託受益権 - 402

仲介資産運用プラン 143,351 24,557

ファンド資産運用プランほか 254,858 45,451

投資未収金合計 717,081 408,820

差引：減損引当金 (1,017) (68)

正味投資未収金 716,064 408,752

 

簿価および市場価格

損益を通じて公正価値評価される金融資産および売却可能投資として分類される債券投資はすべて、市場価格または
公正価値で表示されていた。当グループの投資ポートフォリオ内の投資未収金には成熟した取引市場がないことから、
当グループはその市場価格または公正価値について評価を行っていない。

表示日現在の当グループの投資ポートフォリオにおける満期保有目的上場投資の簿価および市場価格を下表に示す。

（単位：百万人民元）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

簿価

市場価格/

公正価値 簿価

市場価格/

公正価値

満期保有目的上場投資 352,615 372,158 256,074 261,326
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有価証券投資

株式

コード 名称 通貨

当初投資額

（単位：

千）

期末現在

保有株式数

（単位：株）

期末現在

簿価

（単位：千）

期末現在

有価証券

投資合計に

対する割合

（単位：%）

期中利益

／（損失）

（単位：

千）

USY39656AA40中国工商銀行股份有限公司 米ドル 50,000 N/A 53,015 23.85 1,332

XS1257592037交通銀行 米ドル 34,000 N/A 34,720 15.62 720

00388.HK 香港交易及結算所有限公司 香港ドル 4,830 1,003,512 199,097 11.56 -

XS1328130197中国建設銀行 米ドル 25,000 N/A 25,189 11.33 189

WLGF II V 永隆グロース・ファンド 人民元 127,000 127,000 126,583 8.67 -

V ビザ・インク 米ドル 2,049 217,444 15,682 7.06 -

03988.HK 中国銀行股份有限公司 香港ドル 46,932 15,182,000 52,530 3.05 -

01288.HK 中国農業銀行股份有限公司 香港ドル 32,323 10,000,000 31,600 1.83 -

MA マスターカード 米ドル - 38,400 3,741 1.68 -

00941.HK 中国移動有限公司 香港ドル 24,726 319,500 27,940 1.62 -

期末現在のその他有価証券投資 香港ドル 202,912 N/A 220,548 12.82 21,478

期末現在のその他有価証券投資 米ドル 2,500 N/A 2,013 0.91 -

 

注：

(1)上表では、当グループが保有する上位10証券を期末現在の簿価順に示している。

(2)その他有価証券投資とは、上位10証券以外への有価証券投資を指す。

 

外貨建て債券への投資の分析

2015年12月31日現在、当グループが保有する外貨建て債券の残高は7.454十億米ドルであった。うち、4.242十億米ド
ルは当行が、3.212十億米ドルはWLBおよびその子会社が保有していた。

2015年12月31日現在、当行が投資していた外貨建て債券の発行者別内訳は以下のとおりであった。すなわち、外貨建
て債券の46.17%は中国政府および中国企業により発行され、13.48%は外国政府および機関により発行され、15.22%は外
国の金融機関により発行され、25.13%は外国の非金融企業により発行された。当行は外貨建て債券への投資について92
百万米ドルの減損引当金を計上し、外貨建て債券投資の変動評価益は470,000米ドルであった。
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当行が支配持分を所有する会社およびその他被投資会社

非上場金融機関に対する持分

会社名

当初投資額

（単位：

千）

持分率

（単位：%）

期末現在

保有株式数

（単位：株）

期末現在

簿価

（単位：千）

期中利益/

（損失）
(1)

（単位：

千）

期中

株主持分

の変動

（単位：

千）

株式取得

方法

WLB 32,081,937 100.00 231,028,792 30,313,858 2,404,037 3,214,831 株式投資

CMBICHC 855,545 100.00 1,000,000,000 855,545 290,306 217,146 発起による

設立時保有

CMBFLC 6,000,000 100.00 N/A 6,000,000 1,549,897 1,723,195 発起による

設立時保有

CMFM 708,193 55.00 115,500,000 882,274 383,184 716,899 株式投資

CIGNA＆CMBライフ 646,443 50.00 725,000,000 1,391,417 148,543 351,658 株式投資

招聯消費金融有限公司に対する

投資

1,000,000 50.00 1,000,000,000 995,000 (5,000) - 株式投資

台州銀行股份有限公司 306,671 10.00 180,000,000 345,708 120,600 - 株式投資

中国銀聯股份有限公司 155,000 3.75 110,000,000 155,000 5,500 - 株式投資

EPSカンパニー（香港）リミテッ

ド

HK$8,400 2.10 2 HK$8,400 HK$1,950 - 株式投資

煙台市商業銀行股份有限公司 189,620 3.77 99,800,000 149,700 - - 株式投資

銀聯控股有限公司 HK$20,000 13.33 20,000,000 HK$71,149 HK$21,474 HK$(23) 株式投資

銀聯通宝有限公司 HK$2,000 20.00 20,000 HK$8,502 HK$792 - 株式投資

香港人寿保険有限公司 HK$70,000 16.67 70,000,000 HK$130,062 HK$6,389 HK$30,007 株式投資

銀和再保険有限公司 HK$21,000 21.00 42,000,000 HK$82,851 HK$5,025 HK$15,344 株式投資

専業責任保険代理有限公司 HK$810 27.00 810,000 HK$3,875 HK$1,222 HK$(78) 株式投資

アイテック・ソリューション

ズ・リミテッド

HK$3,000 50.00 3,000,000 HK$2,922 HK$45 - 株式投資

香港貴金属交易所有限公司 HK$136 0.35 136,000 HK$136 - - 株式投資

徳和保険顧問有限公司 HK$4,023 7.83 100,000 HK$11,254 - - 株式投資

聯豊亨人寿保険有限公司 6,000

マカオ・

パタカ

6.00 60,000 6,000

マカオ・

パタカ

- - 株式投資

中人保険経紀有限公司 HK$570 3.00 N/A - - - 株式投資

 

注：

(1)期中利益／（損失）は、報告期間にかかる当グループの株主帰属純利益に及ぼす影響を表す。
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デリバティブ金融商品

2015年12月31日現在、当グループが保有していたデリバティブ金融商品の主な区分および金額を下表に示す。詳細に
ついては、「第６－１ 財務書類」に掲げる財務書類に対する注記54(f)を参照されたい。

（単位：百万人民元）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

公正価値 公正価値

想定元本 資産 負債 想定元本 資産 負債

金利デリバティブ 1,195,623 839 (538)  360,545 420 (629)

通貨デリバティブ 1,141,846 9,332 (7,035)  1,020,501 8,879 (9,615)

その他デリバティブ 217 5 (2)  1,039 16 (2)

合計 2,337,686 10,176 (7,575)  1,382,085 9,315 (10,246)

 

2015年下半期において、金利および為替の制度改革の進捗に伴い、人民元のデリバティブ市場は急速に発展した。当
グループは、金利スワップなどの金利デリバティブの自己勘定取引を積極的に増加させ、金利デリバティブ取引市場に
おけるシェアを大幅に拡大し、かかる取引活動からより多くの収益を生み出すため、銀行間市場における金利変動から
生じる機会を積極的に捉えた。2015年８月以降、人民元高傾向に歯止めが掛かり、人民元の為替レートが大幅に変動し
ている状況において、当グループは、人民元建ての外国為替スワップ取引およびオプション取引の変動性がもたらした
市場機会を積極的に捉え、それによってデリバティブの自己勘定取引を積極的に増加させ、外国為替デリバティブ取引
市場におけるシェアを大幅に拡大し、最終的にはかかる取引活動からかなりの収益を生み出した。

 

のれん

中国の企業会計原則に従い、2015年末に、当グループはWLBおよびCMFMの取得により生じたのれんについて減損テス
トを実施し、減損引当金は不要であると判断した。2015年12月31日現在、当グループののれんの減損引当金残高は579
百万人民元であり、のれんの簿価は9.954十億人民元であった。
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負債

2015年12月31日現在の当グループの負債合計は5,113.220十億人民元で、前年末から15.77%増加した。これは主に、
顧客預金、銀行およびその他金融機関からの短期借入金、買戻金融資産処分手取金ならびに未払債券が堅調に増加した
ためである。

表示日現在の当グループの負債合計の内訳を下表に示す。

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

金額 割合(%) 金額 割合(%)

顧客預金 3,571,698 69.85 3,304,438 74.82

銀行およびその他金融機関からの預金 711,561 13.92 697,448 15.79

中央銀行からの借入金 62,600 1.22 20,000 0.45

銀行およびその他金融機関からの短期借入金 178,771 3.50 94,603 2.14

損益を通じて公正価値評価される金融負債 20,227 0.39 13,369 0.30

デリバティブ金融負債 7,575 0.15 10,246 0.23

買戻金融資産処分手取金 185,652 3.63 66,988 1.52

未払給与 6,524 0.13 6,068 0.14

未払法人税 12,820 0.25 11,656 0.26

未払利息 39,073 0.76 45,349 1.03

未払債券 251,507 4.92 106,155 2.40

繰延税金負債 867 0.02 771 0.02

その他負債 64,345 1.26 39,678 0.90

負債合計 5,113,220 100.00 4,416,769 100.00
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顧客預金

2015年12月31日現在、当グループの顧客預金合計は3,571.698十億人民元であり、前年度末から8.09%増加した。顧客
預金は当グループの負債合計の69.85%を占めており、当グループの主な資金源であった。

下表は、表示日現在の当グループの顧客預金の商品別および顧客別の内訳を示したものである。

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

金額 割合(%) 金額 割合(%)

法人預金

要求払 1,167,467 32.69 973,646 29.46

定期 1,194,064 33.43 1,237,765 37.46

小計 2,361,531 66.12 2,211,411 66.92

個人預金  

要求払 835,062 23.38 644,836 19.52

定期 375,105 10.50 448,191 13.56

小計 1,210,167 33.88 1,093,027 33.08

顧客預金合計 3,571,698 100.00 3,304,438 100.00

 

2015年12月31日現在、当グル―プの顧客預金合計に占める要求払預金の割合は56.07%であり、前年末から7.09パーセ
ンテージ・ポイント増加した。うち、法人向け要求払預金は法人預金の49.44%を占め、これは前年末から5.41パーセン
テージ・ポイントの増加に相当した。また、個人向け要求払預金の割合は個人預金の69.00%を占め、これは前年末から
10.00パーセンテージ・ポイントの増加に相当した。
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株主資本

（単位：百万人民元）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

資本金 25,220 25,220

資本準備金 67,523 67,523

投資再評価準備金 6,188 1,902

ヘッジ準備金 241 (163)

剰余準備金 34,009 28,690

法定一般準備金 64,679 53,979

利益剰余金 145,887 121,665

利益処分予定額 17,402 16,897

外貨建て財務書類の換算差額 (343) (1,309)

当行株主帰属資本合計 360,806 314,404

少数株主持分 952 656

株主資本合計 361,758 315,060

 

預金および貸付事業の市場シェア

2015年12月にPBOCにより発行された「金融機関による与信に関する収支計算書」によれば、中国の中小規模の銀行
（都市銀行および地方銀行を含む。）の中での当行の市場シェアおよび順位は、2015年末現在の預金および貸付金全体
に関して以下のとおりであった。

 

項目 市場シェア(%) 順位

預金合計（人民元建て） 6.79 1

国内貯蓄預金合計（人民元建て） 6.28 1

貸付金合計（人民元建て） 6.59 2

国内個人消費ローン合計（人民元建て） 15.11 1

 

注：2015年から、PBOCは「金融機関による与信に関する収支計算書」の作成に当たって、中小規模の都市銀行につい
ての総計を別途公表することをを取りやめ、本書における市場シェアの計算に用いられる分母は、すべての中小規
模の銀行（都市銀行および地方銀行を含む。）に拡大された。分母が変更されたため、当行の市場シェアは前年よ
り減少した。2015年以降、PBOCは、預金および貸付金について新たな統計制度を導入している。そのため、本書に
おける預金には非預金受入金融機関からの短期借入金および海外の金融機関からの短期借入金が含まれ、貸付金に
は非預金受入金融機関に対する債権が含まれており、分母が前年より拡大している。
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貸付金の質の分析

当年度中、当グループの信用資産の規模は着実に拡大し、不良債権は増加した。引当率は安定していた。2015年12月
31日現在、当グループの顧客貸付金合計は前年末比12.35%増の2,824.286十億人民元、不良債権比率は前年末比0.57
パーセンテージ・ポイント増の1.68%、不良債権引当率は前年末比54.47パーセンテージ・ポイント減の178.95%であ
り、貸付全体に対する引当率は3.00%で前年末から0.41パーセンテージ・ポイント上昇した。

 

５区分の債権分類による貸付金の内訳

表示日現在における当グループの５区分の債権分類を下表に示す。

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

金額 割合(%) 金額 割合(%)

正常 2,703,082 95.71 2,439,368 97.03

要注意 73,794 2.61 46,634 1.86

破綻懸念 31,233 1.11 17,343 0.69

実質破綻 11,050 0.39 7,580 0.30

破綻 5,127 0.18 2,994 0.12

顧客貸付金合計 2,824,286 100.00 2,513,919 100.00

不良債権合計 47,410 1.68 27,917 1.11

 

５区分の債権分類制度においては、当グループの不良債権は、破綻懸念債権、実質破綻債権および破綻債権に分類さ
れる。景気減速の影響から、当グループの不良債権および要注意債権は増加した。2015年末現在、当グループの不良債
権は合計47.410十億人民元に上り、前年末から69.82%増加した。具体的には、不良債権の増加は主に破綻懸念債権に起
因している。2015年、破綻懸念債権の割合は前年末から0.42パーセンテージ・ポイント上昇して1.11%となった。2015
年末現在、要注意債権は73.794十億人民元であり、貸付全体に占める割合は2.61%と、前年末から0.75パーセンテー
ジ・ポイント上昇した。
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貸付金および不良債権の商品別内訳

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

貸付金

残高

割合

(%) 不良債権

不良債権

比率
(1)
(%)

貸付金

残高

割合

(%) 不良債権

不良債権

比率
(1)
(%)

法人向け貸付金 1,507,770 53.39 34,333 2.28 1,467,585 58.38 20,466 1.39

運転資本貸付金 768,942 27.23 19,220 2.50 762,925 30.35 12,574 1.65

固定資産貸付金 370,599 13.12 3,810 1.03 350,416 13.94 1,324 0.38

貿易金融 219,706 7.78 3,406 1.55 231,298 9.20 2,106 0.91

その他
(2) 148,523 5.26 7,897 5.32 122,946 4.89 4,462 3.63

割引手形
(3) 89,815 3.18 - - 75,007 2.98 - -

個人向け貸付金 1,226,701 43.43 13,077 1.07 971,327 38.64 7,451 0.77

小規模企業向け
ローン

310,777 11.00 4,744 1.53 338,813 13.48 3,612 1.07

住宅ローン 499,455 17.69 2,258 0.45 329,178 13.09 871 0.26

クレジットカー
ド・ローン

313,244 11.09 4,296 1.37 219,888 8.75 2,069 0.94

その他
(4) 103,225 3.65 1,779 1.72 83,448 3.32 899 1.08

顧客貸付金合計 2,824,286 100.00 47,410 1.68 2,513,919 100.00 27,917 1.11

 

注：

(1)各区分の不良債権の同区分の貸付金総額に対する百分率を表す。

(2)主に、ファイナンス・リース、M&A融資および法人向け抵当貸付などのその他法人向け貸付金からなる。

(3)当行では、会計処理の目的上、延滞となった割引手形を法人向け貸付に振り替える。

(4)新たな区分による「その他」の区分は主に、一般消費ローン、商業住宅ローン、自動車ローン、住宅リフォーム・
ローン、教育ローンおよび金融資産を担保とするその他個人向け貸付金からなる。

 

2015年、当グループは個人向け貸付業務を着実に発展させ、貸付構成を調整し、クレジットカード・ローンと住宅
ローンを増やし、小規模企業向けローンの付与を適度に減速させた。その結果、個人向け貸付金が全体に占める割合は
4.79パーセンテージ・ポイント上昇して43.43%となった。景気後退により一部の個人の借入人の返済能力が悪化する
中、個人向け貸付の不良債権比率は1.07%と、前年末から0.30パーセンテージ・ポイント上昇した。

当グループは、法人向け貸付ポートフォリオの最適化を進め、M&A融資、クロスボーダー・ファイナンスおよびサプ
ライチェーン・ファイナンスなどの戦略的事業の発展を推進したため、2015年に法人向け貸付が占める割合は4.99パー
センテージ・ポイント低下した。「景気の減速、困難な構造調整、過去の経済刺激政策の影響の消化および新たな政策
の模索に同時に対処する」という中国経済の４つの時期が重なった悪影響により、当グループの法人向け貸付金の不良
債権比率もそれに伴って上昇した。2015年末現在、当グループの法人向け貸付金の不良債権比率は、前年末から0.89
パーセンテージ・ポイント上昇して2.28%となった。うち、「その他」の区分に含まれる不良債権の増加は、主に一部
の主要顧客の返済能力の悪化によるものであった。
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貸付金および不良債権の業種別内訳

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

貸付金

残高

割合

(%) 不良債権

不良債権

比率
(1)
(%)

貸付金

残高

割合

(%) 不良債権

不良債権

比率
(1)
(%)

法人向け貸付金 1,507,770 53.39 34,333 2.28 1,467,585 58.38 20,466 1.39

製造業 332,147 11.77 15,238 4.59 360,270 14.33 9,628 2.67

卸売・小売 251,373 8.90 10,279 4.09 301,395 11.99 6,547 2.17

不動産開発 213,080 7.54 1,174 0.55 179,983 7.16 460 0.26

輸送・倉庫・

郵便サービス

159,349 5.64 1,387 0.87 148,473 5.91 741 0.50

建設 101,270 3.59 772 0.76 102,314 4.07 396 0.39

電力・ガス・

水道

112,337 3.98 78 0.07 101,064 4.02 - -

鉱業 58,308 2.06 3,923 6.73 64,960 2.58 1,629 2.51

リース・

商業サービス

84,240 2.98 186 0.22 52,152 2.07 110 0.21

水保全、環境

および公益事業

33,531 1.19 125 0.37 30,421 1.21 150 0.49

情報通信、ソフ
トウェア・ IT
サービス

30,101 1.07 134 0.45 22,313 0.89 55 0.25

その他
(2) 132,034 4.67 1,037 0.79 104,240 4.15 750 0.72

割引手形 89,815 3.18 - - 75,007 2.98 - -

個人向け貸付金 1,226,701 43.43 13,077 1.07 971,327 38.64 7,451 0.77

顧客貸付金合計 2,824,286 100.00 47,410 1.68 2,513,919 100.00 27,917 1.11

 

注：

(1) 各区分の不良債権の同区分の貸付金総額に対する百分率を表す。

(2) 主に金融、農業、林業、畜産業、漁業、宿泊および飲食、医療、社会福祉などからなる。

 

2015年、当グループは実体経済の発展を促し、リスク資産ポートフォリオを継続的に最適化し、景気循環の影響を受
けにくい消費者産業、国家の戦略的新興産業および地方の大型インフラ・プロジェクトを優先した。過剰な生産能力を
有する産業、不動産業、地方政府の資金調達プラットフォームおよび貿易金融といった主要分野について、差別化され
たリスク防止および管理戦略が策定された。また、当グループは、リスク、収益および費用の全体的なバランスを維持
するために、信用資源の配分も最適化した。2015年における法人向け貸付の不良債権の増加分のうち、84%は主に製造
業、卸売・小売業および鉱業という３つの産業に関連していた。資産構成を継続的に最適化したことで、上記の産業に
関連する貸付金合計は減少した。
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貸付金および不良債権の地域別内訳

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

貸付残高 割合(%) 不良債権

不良債権

比率(%)
(1)

貸付残高 割合(%) 不良債権

不良債権比

率(%)
(1)

本店 381,327 13.50 4,790 1.26 290,911 11.57 2,658 0.91

長江デルタ 539,925 19.12 10,733 1.99 479,535 19.07 9,895 2.06

環渤海 368,137 13.03 4,274 1.16 344,987 13.72 2,675 0.78

珠江デルタおよび
台湾海峡西側

463,440 16.41 5,071 1.09 385,848 15.35 3,675 0.95

中国東北部 140,913 4.99 3,012 2.14 128,884 5.13 1,823 1.41

中国中部 292,361 10.35 9,956 3.41 263,511 10.48 4,331 1.64

中国西部 345,113 12.22 8,862 2.57 322,046 12.81 2,409 0.75

海外 57,773 2.05 - - 69,523 2.77 - -

子会社 235,297 8.33 712 0.30 228,674 9.10 451 0.20

顧客貸付金合計 2,824,286 100.00 47,410 1.68 2,513,919 100.00 27,917 1.11

 

注：

(1) 各区分の不良債権の同区分の貸付金総額に対する百分率を表す。

 

2015年、当グループは、地方支店に対して区分ごとに差別化した監督管理を実施した。リスク集中地域については、
当グループは、貸付承認基準を選択的に厳格化し、与信権の管理を動的に調整することで、地域のシステミック・リス
クの発生の防止を図った。2015年末現在、珠江デルタおよび台湾海峡西側ならびに本店に対する貸付残高の割合が比較
的大幅に増加した。2015年には、当グループの不良債権の増加分の62%は主に中国西部および中国中部に関連してい
た。

 

貸付金および不良債権の担保別内訳

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

貸付残高 割合(%) 不良債権

不良債権

比率(%)
(1)

貸付残高 割合(%) 不良債権

不良債権比

率(%)
(1)

無担保貸付 671,321 23.77 7,999 1.19 544,936 21.68 3,000 0.55

保証付貸付 444,698 15.75 19,587 4.40 450,713 17.93 11,077 2.46

抵当付貸付 1,241,633 43.96 16,250 1.31 1,059,962 42.16 12,651 1.19

質権付貸付 376,819 13.34 3,574 0.95 383,301 15.25 1,189 0.31

割引手形 89,815 3.18 - - 75,007 2.98 - -

顧客貸付金合計 2,824,286 100.00 47,410 1.68 2,513,919 100.00 27,917 1.11

 

注：

(1) 各区分の不良債権の同区分の貸付金総額に対する百分率を表す。

 

2015年末現在、抵当付貸付の割合は、前年末から1.80パーセンテージ・ポイント上昇した一方、無担保貸付の割合
は、主にクレジットカード・ローンの増加により前年末から2.09パーセンテージ・ポイント上昇した。
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単一の借入人上位10社に対する貸付

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年12月31日
現在の貸付残高

(先進的測定

手法による)

純資本に

占める割合(%)

貸付全体に

占める割合(%)

Ａ 輸送・倉庫・郵便サービス 8,400 2.08 0.30

Ｂ 卸売・小売 6,585 1.63 0.23

Ｃ 輸送・倉庫・郵便サービス 5,534 1.37 0.20

Ｄ 金融業 4,644 1.15 0.16

Ｅ 輸送・倉庫・郵便サービス 4,572 1.13 0.16

Ｆ 電力・ガス・水道 4,000 0.99 0.14

Ｇ 輸送・倉庫・郵便サービス 3,940 0.98 0.14

Ｈ 輸送・倉庫・郵便サービス 3,934 0.98 0.14

Ｉ 情報通信、ソフトウェア・ITサービス 3,570 0.89 0.13

Ｊ 輸送・倉庫・郵便サービス 3,502 0.87 0.12

合計 48,681 12.07 1.72

 

2015年12月31日現在、当グループの最大の単一借入人の貸付金残高は8.400十億人民元で、当グループの純資本の
2.08%を占めた。単一の借入人上位10社に対する貸付金残高は合計48.681十億人民元で、当グループの純資本の12.07%
および貸付金総額の1.72%を占めた。

 

貸付金の延滞期間別内訳

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

貸付金額 割合(%) 貸付金額 割合(%)

３ヵ月未満の延滞 35,396 1.25 27,480 1.09

３ヵ月以上１年未満の延滞 32,247 1.14 19,542 0.78

１年以上３年未満の延滞 11,847 0.42 4,751 0.19

３年以上の延滞 878 0.03 931 0.04

延滞貸付金合計 80,368 2.84 52,704 2.10

顧客貸付金合計 2,824,286 100.00 2,513,919 100.00

 

2015年末現在の当グループの延滞貸付金は80.368十億人民元であり、前年末から27.664十億人民元増加し、貸付金全
体に占める割合は、前年末から0.74パーセンテージ・ポイント増の2.84%であった。延滞貸付金のうち、抵当付および
質権付貸付の割合は46.17%であり、保証付貸付の割合は33.36%であった。無担保貸付の割合は20.47%であり、その大半
はクレジットカードの延滞債権であった。当グループは、延滞貸付金について慎重な分類基準を適用しており、90日以
上の延滞貸付金に対する不良債権の比率は1.05であった。

 

再編された貸付金

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

貸付金額 割合(%) 貸付金額 割合(%)

再編された貸付金
（注） 4,531 0.16 996 0.04

うち、90日超の延滞 2,506 0.09 534 0.02
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注：再編された貸付金とは、再編後の不良債権をいう。

 

当グループは、貸付金の再編を厳格かつ慎重に統制した。2015年末現在、当グループの再編された貸付金が貸付金合
計に占める割合は、前年末から0.12パーセンテージ・ポイント上昇し、0.16%となった。

 

差押資産および減損引当金

2015年12月31日現在、当グループの差押資産残高は合計1,672百万人民元であった。減損引当金981百万人民元を控除
後の正味差押資産は691百万人民元であった。

 

貸付金に対する減損引当金の増減

当グループは、貸借対照表の日付における貸付金に対する減損の評価について、個別に評価する方法と集合的に評価
する方法という２つの方法を採用した。個別に重要であるとみなされる貸付金は、個別に減損評価された。ある貸付が
減損したことを示す客観的な証拠がある場合、減損損失額は、かかる貸付金の簿価と回収可能な将来の見積キャッ
シュ・フローの割引価値との差額として測定され、当期損益を通じて計上される。個別に重要であるとみなされない貸
付および個別に評価されたが客観的証拠に基づく減損の兆候がない貸付は、減損テストの目的上、類似の信用リスク特
性を持つ貸付ポートフォリオにまとめられた。テスト結果に基づき、ポートフォリオ・ベースで減損引当金が決定され
た。

下表は、当グループの貸付金に対する減損引当金の増減を示したものである。

（単位：百万人民元）

2015年 2014年

期首現在 65,165 48,764

当期繰入れ 59,486 32,895

当期戻入れ (1,979) (1,641)

減損貸付金割引の振戻し
(注) (1,137) (655)

過年度に償却された貸付の回収額 1,464 651

償却 (38,383) (14,917)

移入／移転 - -

為替レート変動 226 68

期末現在 84,842 65,165

 

注：時間の経過に伴う現在価値のその後の増大によって生じた減損貸付について発生する受取利息に相当する。

 

当グループは、安定的かつ保守的な引当方針を引き続き採用した。2015年12月31日現在、貸付金に対する減損引当金
残高は84.842十億人民元で、前年末から19.677十億人民元増加した。不良債権引当率は178.95%で、前年末に比べて
54.47パーセンテージ・ポイント低下した。貸付金に対する引当率は3.00%であり、前年末から0.41パーセンテージ・ポ
イント上昇した。

 

自己資本比率の分析

2015年12月31日現在、先進的手法による当グループの自己資本比率およびTier 1自己資本比率はそれぞれ12.57%およ

び10.83%であり、加重法による値をそれぞれ0.66パーセンテージ・ポイントおよび0.90パーセンテージ・ポイント上
回っていた。

（単位：百万人民元、%を除く。）

 

2015年12月31日

現在

2014年12月31日

現在

前年末からの

増減(%)

当グループ
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先進的手法による自己資本比率
(1)

1．コアTier 1自己資本純額 347,434 301,977 15.05

2．Tier 1自己資本純額 347,444 301,982 15.05

3．純資本 403,409 358,334 12.58

4．リスク加重資産（猶予期間中の最低要件

を不適用）
(2)

3,009,265 2,748,687 9.48

うち：信用リスク加重資産 2,657,383 2,471,180 7.53

市場リスク加重資産 36,972 22,610 63.52

オペレーショナル・リスク加重資産 314,910 254,897 23.54

5．リスク加重資産（猶予期間中の最低要件
を適用）

3,208,152 2,893,732 10.87

6．コアTier 1自己資本比率 10.83% 10.44% 0.39パーセンテージ

・ポイント増

7．Tier 1自己資本比率 10.83% 10.44% 0.39パーセンテージ

・ポイント増

8．自己資本比率 12.57% 12.38% 0.19パーセンテージ

・ポイント増

レバレッジ比率に関する情報
(3)

9．オンおよびオフバランスシート資産の調
整済残高

6,275,592 （注３） （注３）

10．レバレッジ比率 5.54% 4.96% 0.58パーセンテージ

・ポイント増

 

注：

(1)「先進的手法」とは、2012年６月７日にCBRCが公布した「商業銀行資本管理措置（試行）」に規定された先進的測
定手法を指す。以下も同様である。現在、先進的手法に基づく当グループおよび当行のコアTier 1自己資本比率お

よびTier 1自己資本比率は一致している。先進的手法の要件に従って、当グループの自己資本比率の計算のための

事業体の範囲には、当行およびその子会社が含まれる。当行の自己資本比率の計算のための事業体の範囲には、当
行の国内外の支店および準支店すべてが含まれる。2015年12月31日現在、当グループの自己資本比率の算定に適格
な子会社には、WLB、CMBICHC、CMBFLCおよびCMFMが含まれる。

(2)「猶予期間中の最低要件」とは、先進的資本測定手法が実施される並行期間中に、商業銀行が、資本下限要件に服
する所要資本額を求めるため、資本下限調整係数を用いて、最低資本額および準備資本額、資本控除合計額ならび
に資本に含まれうる余剰貸倒損失引当金の和と乗じてリスク加重資産の結果を調整しなければならないことを意味
する。資本下限調整係数は、並行実施期間中の１年目には95%、２年目には90%および３年目以降は80%とされる。

(3)2015年以降は、2015年２月12日にCBRCが公布した「商業銀行レバレッジ比率管理規則（改訂）」に従ってレバレッ
ジ比率が計算されており、2015年第３四半期末、第２四半期末および第１四半期末現在の当グループのレバレッジ
比率は、それぞれ5.55%、5.26%および5.51%であった。ただし、2014年のレバレッジ比率ならびにオンおよびオフ
バランスシート資産の残高は、2011年６月１日にCBRCが公布した「商業銀行レバレッジ比率管理規則」に従って計
算されていた。
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2015年12月31日現在、先進的手法による当グループの自己資本比率およびTier 1自己資本比率は、それぞれ12.15%お

よび10.38%であり、加重法に基づく値をそれぞれ0.69パーセンテージ・ポイントおよび0.94パーセンテージ・ポイント
上回っていた。

 

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年12月31日

現在

2014年12月31日

現在

前年末からの

増減(%)

当行

先進的手法による自己資本比率

1．コアTier 1自己資本純額 307,888 268,845 14.52

2．Tier 1自己資本純額 307,888 268,845 14.52

3．純資本 360,460 320,740 12.38

4．リスク加重資産（猶予期間中の最低要
件を不適用）

2,765,712 2,546,291 8.62

うち：信用リスク加重資産 2,436,307 2,285,300 6.61

市場リスク加重資産 31,699 19,123 65.76

オペレーショナル・リスク加重資
産

297,706 241,868 23.09

5．リスク加重資産（猶予期間中の最低要
件を適用）

2,966,543 2,687,891 10.37

6．コアTier 1自己資本比率 10.38% 10.00% 0.38パーセンテージ

・ポイント増

7．Tier 1自己資本比率 10.38% 10.00% 0.38パーセンテージ

・ポイント増

8．自己資本比率 12.15% 11.93% 0.22パーセンテージ

・ポイント増
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2015年12月31日現在、加重法による当グループの自己資本比率およびTier 1自己資本比率はそれぞれ11.91%および

9.93%であり、年初からそれぞれ0.17パーセンテージ・ポイントおよび0.33パーセンテージ・ポイント上昇していた。

（単位：百万人民元、%を除く。）

 

2015年

12月31日現在

2014年

12月31日現在

前年末からの

増減(%)

当グループ

加重法による自己資本比率
(1)

1．コアTier 1自己資本純額 347,434 301,977 15.05

2．Tier 1自己資本純額 347,444 301,982 15.05

3．純資本 416,834 369,532 12.80

4．リスク加重資産 3,499,231 3,146,571 11.21

5．コアTier 1自己資本比率 9.93% 9.60% 0.33パーセンテージ

・ポイント増

6．Tier 1自己資本比率 9.93% 9.60% 0.33パーセンテージ

・ポイント増

7．自己資本比率 11.91% 11.74% 0.17パーセンテージ

・ポイント増

 

注：

(1)「加重法」とは、CBRCが2012年６月７日付で発行した「商業銀行資本管理措置（試行）」の関連規定に従った、信
用リスクについては加重法、市場リスクについては標準的手法、オペレーショナル・リスクについては基礎的指標
手法をいう。以下も同様である。
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2015年12月31日現在、加重法による当行の自己資本比率およびTier 1自己資本比率はそれぞれ11.46%および9.44%で

あり、年初からそれぞれ0.19パーセンテージ・ポイントおよび0.32パーセンテージ・ポイント上昇していた。

（単位：百万人民元、%を除く。）

 

2015年

12月31日現在

2014年

12月31日現在

前年末からの

増減(%)

当行

加重法による自己資本比率

1．コアTier 1自己資本純額 307,888 268,845 14.52

2．Tier 1自己資本純額 307,888 268,845 14.52

3．純資本 373,886 331,937 12.64

4．リスク加重資産 3,261,357 2,946,283 10.69

5．コアTier 1自己資本比率 9.44% 9.12% 0.32パーセンテージ

・ポイント増

6．Tier 1自己資本比率 9.44% 9.12% 0.32パーセンテージ

・ポイント増

7．自己資本比率 11.46% 11.27% 0.19パーセンテージ

・ポイント増

 

信用リスク・エクスポージャー残高

2015年に、基礎的内部格付手法（IRB手法）に基づく当行の信用リスクは、以下の６種類のリスク・エクスポー
ジャーに分類された。すなわち、ソブリン、金融機関、企業、個人、株式保有およびその他である。各種リスク・エク
スポージャーの残高を下表に示す。

（単位：百万人民元）

リスク・

エクスポージャーの

種類 法人 グループ

基礎的IRB手法の対象部分 金融機関 576,858 576,858

企業 1,577,865 1,577,865

個人 1,443,562 1,443,562

うち：

個人向け住宅ローン 491,748 491,748

適格個人向けリボルビング 561,704 561,704

その他個人向け 390,110 390,110

基礎的IRB手法の対象ではない部分 オンバランスシート 2,426,490 2,722,954

オフバランスシート 158,050 166,857

相手方 7,350 8,927
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市場リスク資本の測定

当グループは、市場リスク資本の計算のために様々な手法を用いている。具体的には、中国本土の事業体の一般的な
市場リスク資本の計算には内部モデル手法を、中国本土の事業体のの特定の市場リスク資本の計算ならびに海外事業体
の市場リスク資本および特定市場リスク資本の計算には標準手法を用いている。2015年末現在、当グループの市場リス
ク資本は2.96十億人民元であり、リスク加重資産は36.97億人民元であった。うち、内部モデル手法により計算された
市場リスク資本は760百万人民元であり、標準手法により計算された市場リスク資本は2.20十億人民元であった。

当グループの内部モデル手法に基づく市場リスク資本は、250日間の市場実績データ、99%の信頼区間および10日の保
有期間に基づく市場リスク価値を用いて計算された。2015年末現在の当グループの市場リスク価値指標を下表に示す。

（単位：百万人民元）

番号　項目

報告期間中の

圧力下にある

リスク価値

報告期間中の

一般的リスク価値

1.　　平均価値 301 243

2.　　最大価値 815 347

3.　　最小価値 109 109

4.　　期末価値 671 234

 

セグメント別経営成績

下記のセグメント別経営成績は、事業セグメントおよび地域セグメント別に示されている。事業セグメント情報が、
当グループの事業活動をよりよく反映できるため、当グループは事業セグメント情報を主要報告様式として選択してい
る。セグメント報告のデータは主に、当行の管理会計システムの多次元的な収益性報告から得られたものである。

 

事業セグメント

当グループの主要な事業には、法人向け金融業務、個人向け金融業務および金融機関向け金融業務が含まれる。表示
期間における当グループの各事業セグメントの経営成績の概要を下表に示す。

（単位：百万人民元、%を除く。）

2015年 2014年

セグメント別

税引前利益 割合(%)

セグメント別

税引前利益 割合(%)

法人向け金融業務 12,508 16.66 30,798 41.94

個人向け金融業務 34,792 46.34 29,105 39.64

金融機関向け金融業務 22,983 30.61 16,199 22.06

その他事業 4,796 6.39 (2,671) (3.64)

合計 75,079 100.00 73,431 100.00

 

2015年、当グループの個人向け金融事業からの利益の割合は引き続き増加した。税引前利益は、前年から19.54%増の
34.792十億人民元となり、税引前利益全体に占める割合は46.34%と、前年から6.70パーセンテージ・ポイント上昇し
た。同時に、個人向け金融業務の費用収益比率（事業税および課徴金を除く。）は、前年から3.92パーセンテージ・ポ
イント低下して35.72%になった。
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地域セグメント

当グループの主要な店舗は、中国の経済的に発展した地域およびその他の地域の一部の大都市に所在している。表示
期間における当グループの地域セグメント別業績を下表に示す。

（単位：百万人民元、%を除く。）

資産合計 負債合計 税引前利益合計

2015年12月31日現在 2015年12月31日現在 2015年

金額 割合（%） 金額 割合（%） 金額 割合（%）

本店 2,105,486 38 1,808,257 35 31,968 42

長江デルタ 762,902 14 761,795 15 3,572 5

環渤海 511,402 9 503,469 10 11,163 15

珠江デルタおよび台湾海
峡西側

607,634 11 597,665 12 13,218 18

中国東北部 201,537 4 199,294 4 2,990 4

中国中部 385,401 7 382,889 7 3,683 5

中国西部 421,469 8 422,455 8 431 1

海外 142,219 3 140,900 3 1,791 2

子会社 336,928 6 296,496 6 6,263 8

合計 5,474,978 100 5,113,220 100 75,079 100

 

（単位：百万人民元、%を除く。）

資産合計 負債合計 税引前利益合計

2014年12月31日現在 2014年12月31日現在 2014年

金額 割合（%） 金額 割合（%） 金額 割合（%）

本店 1,863,145 39 1,629,954 37 1,998 3

長江デルタ 590,741 12 586,447 13 10,514 15

環渤海 425,612 9 414,438 9 14,922 20

珠江デルタおよび台湾海
峡西側

527,907 11 515,926 12 15,988 22

中国東北部 173,827 4 170,945 4 3,865 5

中国中部 333,656 7 328,146 8 7,510 10

中国西部 378,606 8 370,196 8 11,212 15

海外 126,892 3 121,176 3 2,077 3

子会社 311,443 7 279,541 6 5,345 7

合計 4,731,829 100 4,416,769 100 73,431 100

 

キャッシュ・フローの状況

2015年の営業活動によるキャッシュフローは、2014年の272,173百万人民元のインフローに対し、400,420百万人民元
のインフローであった。2015年の投資活動によるキャッシュフローは、2014年の175,979百万人民元のアウトフローに
対し、371,603百万人民元のアウトフローであった。また、2015年の財務活動によるキャッシュフローは、2014年の
21,879百万人民元のインフローに対し、124,885百万人民元のインフローであった。

2015年12月31日現在の現金残高は635,843百万人民元であり、2014年12月31日現在から164,372百万人民元増加した。
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第４【設備の状況】

 

１【設備投資等の概要】

 

「第６－１ 財務書類」に掲げる財務書類に対する注記25を参照されたい。

 

２【主要な設備の状況】

 

「第２－３ 事業の内容」および「第６－１ 財務書類」に掲げる財務書類に対する注記25を参照されたい。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

 

該当事項なし。
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第５【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

 

(1)【株式の総数等】

 

①【株式の総数】

（2015年12月31日現在）

授権株数(1) 発行済株式総数 未発行株式数(1)

－ 25,219,845,601株(2) －

 

注

(1) 中国会社法は、授権株式の制度を定めていない。

(2) Ａ株式20,628,944,429株およびＨ株式4,590,901,172株からなる。

 

②【発行済株式】

（2015年12月31日現在）

記名・無記名の別および

額面・無額面の別
種類 発行数

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

記名式額面1.00人民元 普通株式 25,219,845,601株
Ａ株式：上海証券取引所

Ｈ株式：香港証券取引所

 

(2)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

EDINET提出書類

招商銀行股イ分有限公司(E05986)

有価証券報告書

 71/406



(3)【発行済株式総数及び資本金の推移】

Ａ株式

発行済株式総数（株） 資本金（人民元）

年月日 増減数 残高 増減額 残高 摘要

2010年12月31日現在 17,666,130,885 17,666,130,885

（290,785百万円）

2011年12月31日 17,666,130,885 17,666,130,885

（290,785百万円）

2012年12月31日 17,666,130,885 17,666,130,885

（290,785百万円）

2013年９月５日 2,962,813,544 2,962,813,544

（48,768百万円）

(1)

2013年12月31日 20,628,944,429 20,628,944,429

（339,552百万円）

2014年12月31日 20,628,944,429 20,628,944,429

（339,552百万円）

2015年12月31日 20,628,944,429 20,628,944,429

（339,552百万円）

 

注(1)保有株式10株につき株主割当株式1.74株の割合による株主割当発行。

 

Ｈ株式

発行済株式総数（株） 資本金（人民元）

年月日 増減数 残高 増減額 残高 摘要

2010年12月31日 3,910,478,000 3,910,478,000

（64,366百万円）

2011年12月31日 3,910,478,000 3,910,478,000

（64,366百万円）

2012年12月31日 3,910,478,000 3,910,478,000

（64,366百万円）

2013年９月30日 680,423,172 680,423,172

（11,200百万円）

(1)

2013年12月31日 4,590,901,172 4,590,901,172

（75,566百万円）

2014年12月31日 4,590,901,172 4,590,901,172

（75,566百万円）

2015年12月31日 4,590,901,172 4,590,901,172

（75,566百万円）

 

注(1)保有株式10株につき株主割当株式1.74株の割合による株主割当発行。
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(4)【所有者別状況】

2015年12月31日現在、当行の株主数は合計266,723人であった。うち、当行Ｈ株式の株主は37,967人および当行Ａ株
式の株主は228,756人であった。かかる株式保有のうち、取引の一時停止に服するものはない。当行は、それらの株主
の所有者別状況に関する情報は保有していない。

 

(5)【大株主の状況】

2015年12月31日現在の当行の株主上位10位は以下のとおりである。

氏名 住所 株式数

持分（概算）

(%)

HKSCCノミニーズ・

リミテッド(3)

香港デ・ボー・ロード・

セントラル199、

ビクウッド・プラザ７階

538,723,917 (1) 18.00

招商局輪船股份有限公司 香港コンノート・ロード・

セントラル168-200、

信徳センター、

招商局大厦40-39階

3,289,470,337 (2) 13.04

安邦財産保険股份有限公司

－従来型保険商品

中華人民共和国北京市

西城区復興門内大街55号

2,704,596,216 (2) 10.72

中国遠洋運輸（集団）総公司 中華人民共和国北京市

西城区復興門内大街158号

遠洋大厦1128

1,574,729,111 (2) 6.24

深圳市晏清投資発展有限公司 中華人民共和国深圳市

蛇口工業区亀山路８号

明華国際会議センター

1,258,542,349 (2) 4.99

深圳市楚源投資発展有限公司 中華人民共和国深圳市

蛇口工業区亀山路８号

明華国際会議センター

944,013,171 (2) 3.74

深圳市招融投資控股有限公司 中華人民共和国深圳市蛇口

太子路海景広場32A

923,853,653 (2) 3.66

広州海運（集団）有限公司 中華人民共和国広東省

濱江中路308号

696,450,214 (2) 2.76

中国証券金融股份有限公司 中華人民共和国北京市

西城区豊盛胡同28号

中国太平洋保険大厦

598,434,742 (2) 2.37

中国交通建設集団有限公司 中華人民共和国北京市

東城区安定門外大街丙88号

450,164,945 (2) 1.78

合計 16,978,978,655 67.32

 

注：

(1)Ｈ株式

(2)Ａ株式

(3)HKSCCノミニーズ・リミテッドが保有する株式は、HKSCCノミニーズ・リミテッドの売買プラットフォーム上で取
引される当行Ｈ株式の保有者の口座内の株式合計数である。

(4)上記の株主上位10位のうち、招商局輪船股份有限公司、深圳市晏清投資発展有限公司、深圳市楚源投資発展有限
公司および深圳市招融投資控股有限公司は、招商局集団有限公司の子会社である。2015年12月31日現在、招商局
集団有限公司は、当行の発行済株式総数の合計29.97%をその子会社および当行と協調して行動する当事者を通じ
て保有していた。広州海運（集団）有限公司は、中国海運（集団）総公司の子会社および同社と協調して行動す
る当事者を通じた同社の完全所有子会社である。旧中国遠洋運輸（集団）総公司および旧中国海運（集団）総公
司は、国務院の指示によって再編され、合併して中国遠洋海運集団有限公司となった。中国遠洋海運集団有限公
司は2016年２月18日に設立された。現時点では、かかる再編は進捗中であり、両社の資産統合はまだ完了してい
ない。当行は、その他の株主間の関係については了知していない。
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２【配当政策】

当行取締役会は、当行の配当支払い（もしあれば）に関して、承認を受けるため株主総会に提案を提出する責任を負
う。当行の経営成績、キャッシュフロー、財政状態、自己資本比率、将来の事業の見通し、配当金の支払に関する法制
上の制約および当行取締役会が該当するとみなすその他要因に基づいて、配当実施の可否と配当金の金額が決定され
る。中国会社法および当行の定款に基づき、同種類の株式を保有する当行のすべての株主は、株式持分に比例して、配
当およびその他分配に対して平等な権利を有する。当行は通常、中国GAAPに基づいて決定された当行の純利益である当
行の分配可能利益から、以下を控除した上で、配当金を支払う。

・累積損失の補填

・法定剰余準備金が当行の登録資本金の50%に達するまで、当行が義務づけられている中国GAAPに基づき決定された
当行の分配可能純利益の、現在は10%に相当する法定剰余準備金への割当て

・積立てを義務づけられている規制一般準備金

・年次株主総会における株主の承認に従った任意剰余準備金への割当て

財政部の規則に従い、当行は原則として、利益分配前に、当行のリスク資産残高の1.5%以上の規制一般準備金を確保
しなければならない。かかる規制一般準備金は当行の準備金の一部を構成する。

現行の法令、自己資本比率に関する規制当局の関連要件、ならびに当行の一般運転資金、事業の発展ならびに大規模
な投資の必要性および合併買収計画に係る要件を満たすことを条件として、当行が年度ごとに分配する現金配当は、原
則として、当該年度について中国の会計基準に従って監査された税引後純利益の30%を下回ってはならない。当行は、
中間現金配当を支払うことができる。株主総会における別段の決議がない限り、当行の取締役会は、株主総会におい
て、中間配当分配方針を承認する権限を有する。当行が前会計年度に利益を計上したが取締役会が前会計年度末の後に
現金利益分配を提案しなかった場合、当行は、利益分配を行わない理由および利益剰余金の使途を定期報告書で述べる
ものとし、独立取締役がかかる事項について独立意見を申述するものとする。当行取締役会が、当行の株価が当行の株
式資本の規模に相応でないと考える場合、または取締役会が必要であるとみなす場合には、取締役会は、上記の現金配
当分配方法に従うことを条件として、株式による配当分配計画を提案し、株主総会による審議および承認後にそれを実
施することができる。

特定の年度において分配されなかった分配可能利益は留保され、翌年度以降の分配に利用することができる。ただ
し、通常、当行は分配可能利益のない年度には配当を支払わない。当行の配当の支払いは、株主総会においても承認さ
れなければならない。

2014年について、当行は、10株当たり6.70人民元（税金を含む。）の現金配当を支払った。

2015年については、10株当たり6.90人民元（税金を含む。）の現金配当の宣言を提案した。

「第６－１ 財務書類」に掲げる財務書類に対する注記46も参照されたい。

当行のＨ株式の株主名簿に記載された非居住者の法人株主（HKSCCノミニーズ・リミテッドを含む。）に分配される
配当にかかる中国企業所得税の源泉徴収については、「第１－３(1)中国における租税－配当に対する課税」を参照さ
れたい。
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３【株価の推移】

当行Ａ株式は、2002年４月９日から上海証券取引所に上場されている。当行Ｈ株式は、2006年９月22日から香港証券
取引所に上場されている。

当行のＡ株式およびＨ株式は、交換または代替が不可能である。上海証券取引所におけるＡ株式および香港証券取引
所におけるＨ株式の間で取引または決済は行われず、また、当行Ａ株式および当行Ｈ株式の市場価格は異なる可能性が
ある。

 

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

上海証券取引所（Ａ株式）

（単位：人民元）

事業年度 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

最　高
15.03 13.75 14.78 16.59 21.13

（247円） （226円） （243円） （273円） （348円）

最　低
10.90 9.58 10.15 9.46 13.91

（179円） （158円） （167円） （156円） （229円）

 

香港証券取引所（Ｈ株式）

（単位：香港ドル）

事業年度 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

最　高
21.80 17.10 18.84 19.88 25.60

（302円） （237円） （261円） （275円） （354円）

最　低
9.94 9.51 12.2420

(2)
12.22 16.90

（138円） （132円） （169円） （169円） （234円）
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(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】

上海証券取引所（Ａ株式）

（単位：人民元）

月　別 2015年７月 2015年８月 2015年９月 2015年10月 2015年11月 2015年12月

最　高
20.21 18.62 18.35 18.69 19.08 18.33

（333円） （306円） （302円） （308円） （314円） （302円）

最　低
16.70 14.71 16.16 17.73 17.04 16.92

（275円） （242円） （266円） （292円） （280円） （279円）

 

香港証券取引所（Ｈ株式）

（単位：香港ドル）

月　別 2015年７月 2015年８月 2015年９月 2015年10月 2015年11月 2015年12月

最　高
22.65 21.75 19.62 20.85 21.35 18.70

（313円） （301円） （272円） （289円） （295円） （259円）

最　低
19.30 16.90 17.52 18.82 18.22 17.36

（267円） （234円） （242円） （260円） （252円） （240円）

 

注：

(1) 上記の当行Ａ株式の株価は、上海証券取引所における当行Ａ株式の終値の高値および安値である。上記の当行Ｈ

株式の株価は、香港証券取引所における当行Ｈ株式の終値の高値および安値である。

(2) 株主割当発行による変更を反映するため調整されている。
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４【役員の状況】

2016年５月20日現在、当行の取締役、監査役および上級役員は男性30名および女性５名からなり、女性の比率は
14.29%であった。

 

（2016年５月20日現在）

当行取締役

役名

および職名

氏名

（生年月日）
略歴

所有

株式数

（2016年５月
20日現在）

会長兼非業務
執行取締役

李建紅

(LI Jianhong)

（1956年５月）

李氏は、英国のイースト・ロンドン大学にて経
営管理学修士号を、また、吉林大学にて経済管
理学修士号を取得しており、シニアエコノミス
トである。同氏は、2014年７月から当行の取締
役であり、2014年８月から当行の会長である。
また、現在は招商局集団有限公司の取締役会会
長を務めている。同氏は以前、中国遠洋運輸
（集団）総公司の副総裁ならびに招商局集団有
限公司の取締役および総裁を務めていた。ま
た、招商局国際有限公司（香港証券取引所上場
会社）の取締役会会長、中国国際海運集装箱
（集団）股份有限公司（香港証券取引所および
深圳証券取引所上場会社）の取締役会会長、招
商局資本投資有限責任公司の取締役会会長、招
商局能源運輸股份有限公司（上海証券取引所上
場会社）の取締役会会長および招商局華建公路
投資有限公司の取締役会会長を務めていた。

０株

副会長兼非業
務執行取締役

馬澤華

(MA Zehua)

(1953年１月)

馬氏は、上海海運大学（現在の上海海事大学）
から国際法修士号を取得して卒業しており、シ
ニアエコノミストである。同氏は、2014年３月
から当行の取締役であり、2014年８月から当行
の副総裁である。同氏は現在、第12回全国人民
代表大会の代表であり、外事委員会委員を務め
ている。1990年から2016年まで、同氏は、コス
コ（英国）リミテッド社長、中国遠洋運輸（集
団）総公司の発展部部長兼海外事業課課長、中
国遠洋運輸（集団）総公司の総裁補佐兼発展部
部長、コスコ・アメリカズ・インク社長、広州
遠洋運輸公司副総経理、青島遠洋運輸公司総経
理、中国遠洋運輸（集団）総公司副総裁、中国
海運（集団）総公司副総裁、中国遠洋運輸（集
団）総公司の取締役兼総経理および取締役会会
長を歴任している。

０株

EDINET提出書類

招商銀行股イ分有限公司(E05986)

有価証券報告書

 77/406



副会長兼非業
務執行取締役

李曉鵬

(LI Xiaopeng)

（1959年５月）

李氏は、武漢大学にて金融学博士号を取得して
おり、シニアエコノミストである。同氏は、
2014年11月から当行の取締役で、2015年11月か
らは当行の副会長である。同氏は現在、招商局
集団有限公司の総経理である。また同時に、招
商局国際有限公司（香港証券取引所上場会社）
の取締役会会長、招商局資本投資有限責任公司
の取締役会会長、招商局連合発展有限公司の取
締役会会長、招商局投資発展有限公司の取締役
会会長、中国旅行協会副会長、中国城市金融学
会副会長および中国農村金融学会の副会長も務
めている。同氏は、中国工商銀行股份有限公司
（以下「工商銀行」という。）の河南省支店副
支店長、工商銀行本店営業部総経理、工商銀行
四川省支店支店長、中国華融資産管理公司副総
裁、工商銀行総裁補佐兼工商銀行北京支店支店
長、工商銀行副総裁、工商銀行副総裁兼業務執
行取締役および中国投資有限責任公司監査役会
会長を含む複数の役職を歴任した。また、工銀
国際控股有限公司取締役会会長、工銀金融租賃
有限公司取締役会会長、ICBCクレディ・スイ
ス・アセット・マネジメント・カンパニー・リ
ミテッド取締役会会長、招商局能源運輸股份有
限公司（上海証券取引所上場会社）の取締役会
会長ならびに招商局華建公路投資有限公司の取
締役会会長を務めていた。

０株

業務執行取締
役兼総裁兼最
高経営責任者

田惠宇

(TIAN Huiyu)

（1965年12月）

田氏は、上海財経大学からインフラストラク
チャー財務信用学士号を取得し、コロンビア大
学から公共管理修士号を取得している。同氏
は、シニアエコノミストである。同氏は、1998
年７月から2003年７月までは中国信達資産管理
公司の信託投資支店副総裁を、2003年７月から
2006年12月までは上海銀行の業務執行副総裁
を、2006年12月から2011年３月までは中国建設
銀行股份有限公司（以下「建設銀行」とい
う。）（香港証券取引所および上海証券取引所
上場会社）上海支店副支店長ならびに建設銀行
深圳支店の責任者および支店長を歴任した。同
氏は、2011年３月から2013年５月まで建設銀行
において、本店の個人向け銀行事業総監および
北京支店支店長を務めた。同氏は、2013年５月
に当行に入行し、2013年９月に当行総裁に任命
された。同氏は、招商消費金融有限公司の取締
役会副会長も兼任している。

０株

非業務執行取
締役

李引泉

(LI Yinquan)

（1955年４月）

李氏は、中国人民銀行大学院にて経済学修士号
を、イタリアのFINAFRICAで金融学修士号を取得
しており、シニアエコノミストである。同氏
は、2001年４月より当行の取締役である。ま
た、香港特別行政区第12期全国人民代表大会代
表を務めている。同氏は、招商局集団有限公司
の取締役、招商局資本投資有限責任公司の取締
役会副会長兼最高経営責任者、招商崑崙股権投
資管理有限公司および招商局中国投資管理有限
公司の取締役会会長、招商局中国基金有限公司
（香港証券取引所上場会社）の取締役ならびに
環球医療金融・技術諮問服務有限公司の独立非
業務執行取締役を務めている。同氏は以前、招
商局集団有限公司の最高財務責任者および副社
長であった。

０株
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非業務執行取
締役

孫月英

(SUN Yueying)

（1958年６月）

孫女史は学士号を有しており、上級会計士であ
る。同女史は、2001年４月より当行の取締役を
務めている。また、中国遠洋海運集団有限公司
の主任会計士でもある。同女史は、中国遠洋控
股股份有限公司（香港証券取引所および上海証
券取引所上場会社）の非業務執行取締役、中遠
財務有限責任公司の取締役会会長ならびに招商
証券股份有限公司（上海証券取引所上場会社）
の取締役も兼任している。また、中国遠洋運輸
（集団）総公司の主任会計士であった。

０株

業務執行取締
役、常務副総
裁兼最高財務
責任者

李浩

(LI Hao)

（1959年３月）

李氏は、南カリフォルニア大学から経営管理学
修士号を取得しており、上級会計士である。同
氏は、1997年５月に当行に本店業務執行総裁補
佐として入行した。同氏は、2000年４月から
2002年３月まで当行上海支店の支店長を務め、
2001年12月より当行の業務執行副総裁および
2007年３月より当行の最高財務責任者を歴任し
た。また、2007年６月より当行の業務執行取締
役を務め、2013年５月からは当行の常務副総裁
を務めている。また、CMFM取締役会会長および
深圳市招銀前海金融資産交易中心有限公司の取
締役会副会長も兼任している。

０株

非業務執行取
締役

付剛峰

（FU Gangfeng）

（1966年12月）

付氏は、西安公路学院から財政学学士号および
経営工学修士号を取得しており、上級会計士で
ある。同氏は、2010年８月より当行の取締役で
ある。また、招商局集団有限公司の最高財務責
任者、招商局国際有限公司（香港証券取引所上
場会社）の業務執行取締役および招商局蛇口工
業区控股股份有限公司（深圳証券取引所上場会
社）の副会長も務めている。同氏は、蛇口中華
会計士事務所の副所長、招商局蛇口工業区主任
会計士室室長および副主任会計士、招商局蛇口
控股股份有限公司の最高財務責任者、招商局蛇
口工業区の最高財務責任者ならびに招商局集団
有限公司の財務部長を歴任した。

０株

非業務執行取
締役

洪小源

（HONG Xiaoyuan）

（1963年３月）

洪氏は、北京大学から経済学修士号を、オース
トラリア国立大学から科学修士号を取得してお
り、シニアエコノミストである。同氏は、2007
年６月より当行の取締役である。また、招商局
集団有限公司の総経理補佐、招商局金融集団有
限公司、深圳市招融投資控股有限公司、招商局
（英国）控股有限公司、招商局中国基金有限公
司（香港証券取引所上場会社）および深圳市招
銀前海金融資産交易中心有限公司の取締役会会
長ならびに招商局資本投資有限責任公司の取締
役会副会長でもある。

０株
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非業務執行取
締役

蘇敏

(SU Min)

（1968年２月）

蘇女史は、上海財経大学にて金融専攻学士号
を、中国科技大学にて経営管理学修士号を取得
しており、上級会計士、公認会計士および公認
資産評価士である。同女史は、2014年９月から
当行の取締役である。また、招商局金融集団有
限公司総経理、深圳招商啓航インターネット投
資管理有限公司の取締役会会長および招商局資
本投資有限責任公司の監査役も務めている。同
女史は、安徽省国有資産監督管理委員会の不動
産局副局長、安徽省能源集団有限公司の主任会
計士、徽商銀行取締役、安徽合肥皖能小額貸款
公司の取締役会会長兼総経理、安徽省能源集団
有限公司の副総経理兼主任会計士、中国海運
（集団）総公司の主任会計士兼共産党党員、中
海集団財務公司会長、ならびに中海発展股份有
限公司（香港証券取引所および上海証券取引所
上場会社）および中海集装箱運輸股份有限公司
（香港証券取引所および上海証券取引所上場会
社）の取締役を歴任した。

０株

独立非業務執
行取締役

梁錦松

(LEUNG Kam Chung,

Antony)

（1952年１月）

梁氏は、香港大学にて社会科学学士号を取得
し、ハーバード・ビジネス・スクールのプログ
ラム・フォー・マネジメント・ディベロップメ
ントおよびアドバンスト・マネジメント・プロ
グラムに参加した。同氏は、2015年１月から当
行の非業務執行取締役である。また、香港南豊
集団の最高経営責任者、慈善団体であるハイ
ファー・インターナショナル香港分会および
「惜食堂」の会長、ならびにハーバード・ビジ
ネス・スクール香港協会主席を務めている。以
前、同氏は、ブラックストーンの執行委員会委
員、常務取締役および大中華圏主席を務めた。
また、JPモルガン・チェース銀行のアジア業務
主席を務め、シティグループにおいて、香港特
別行政区および中国の業務主管、北アジア地域
財務主管、北アジアおよび西南アジア地域投資
銀行業務主管ならびにアジア地域プライベー
ト・バンキング主管を含む複数の役職を歴任し
た。同氏は以前、工商銀行、中国移動香港有限
公司およびアメリカン・インターナショナル・
アシュアランスの独立取締役、中国藍星集団の
副会長ならびに中国国家開発銀行およびヨーロ
ピアン・アドバイザリー・グループの国際諮問
委員会委員なども務めた。同氏の政府における
役職には、香港特別行政区の財政長官および行
政会議非公式会員、教育委員会委員長、大学教
育助成委員会委員長、為替基金諮問委員会委
員、香港特別行政区準備委員会および選挙委員
会委員、中国政府の香港事務顧問、香港空港管
理局理事ならびに香港先物取引所取締役が含ま
れていた。

０株
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独立非業務執
行取締役

黄桂林

(WONG Kwai Lam)

（1949年５月）

黄氏は、香港中文大学から学士号を取得し、英
国レスター大学からは博士号を取得している。
また、香港中文大学の名誉フェローでもある。
同氏は、2011年７月から当行の独立非業務執行
取締役を務めている。また、IncitAdvコンサル
タンツ・リミテッドの会長、香港歌劇院の理
事、香港中文大学戦略投資委員会委員、同大学
新アジア書院の理事会副理事長および戦略投資
委員会委員、泓富産業信託基金の管理人、嘉華
国際集団有限公司（香港証券取引所上場会社）
の独立非業務執行取締役、朗廷酒店投資有限公
司（香港証券取引所上場会社）および朗廷酒店
管理人有限公司の独立非業務執行取締役ならび
にハチソン・ポート・ホールディングス・トラ
スト（シンガポール証券取引所上場会社）の独
立非業務執行取締役も務めている。また、香港
中文大学医療中心有限公司の取締役および香港
の沙田に所在するプリンス・オブ・ウェールズ
病院の統治委員会委員でもある。同氏は以前、
メリルリンチ（アジア・パシフィック）リミ
テッドの常務取締役およびアジア太平洋投資銀
行部部長を務めていた。同氏は、香港証券先物
取引委員会の諮問委員会および同不動産投資信
託（REIT）委員会の委員ならびに香港貿易発展
局の中国委員会委員も務めていた。

０株

独立非業務執
行取締役

潘承偉

(PAN Chengwei)

（1946年２月）

潘氏は、交通部幹部管理学院から準学士号を取
得して卒業しており、会計士である。また、
2012年７月より当行の独立非業務執行取締役で
ある。同氏は現在、深圳南山熱電股份有限公司
（深圳証券取引所上場会社）および中国国際海
運集装箱（集団）股份有限公司（香港証券取引
所および深圳証券取引所上場会社）の独立非業
務執行取締役を務めている。同氏は以前、中国
遠洋運輸（集団）総公司（香港証券取引所およ
び上海証券取締役上場会社）の財務部部長、中
遠（香港）集団有限公司の財務部部長、中遠
（香港）置業有限公司の総経理、中遠（香港）
工貿控股公司の総経理、中遠香港集団深圳代表
事務所の首席代表、コスコ（ケイマン）フォー
チュン・ホールディング・カンパニー・リミ
テッドの総経理および同社香港支店の総経理な
らびに中国遠洋運輸（集団）総公司の燃料油先
物部のコンプライアンス担当部長を歴任した。

０株

独立非業務執
行取締役

潘英麗

（PAN Yingli）

（1955年６月）

潘女史は、華東師範大学にて経済学学士号を、
上海財経大学にて経済学修士号を、また華東師
範大学にて世界経済学博士号を取得している。
同女史は、2011年11月より当行の独立非業務執
行取締役である。また、現在は、上海交通大学
現代金融研究センター所長、同大学安泰経済管
理学院の教授および金融学博士課程学生の指導
教官、上海世界経済学会副会長、上海国際金融
センター研究会副会長ならびに上海市政府決策
諮詢研究基地工作室主席専門家を兼任してい
る。同女史は、華東師範大学において副教授、
教授および博士課程学生の指導教官を歴任し、
2005年11月に上海交通大学に任官した。また、
1998年から2007年まで、上海市政府から政策決
定相談に関する専門家として招聘された。

０株
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独立非業務執
行取締役

郭雪萌

(GUO Xuemeng)

（1966年９月）

郭女史は、北方交通大学（2003年に北京交通大
学に名称変更）経済学部で会計学修士号を取得
し、北京交通大学から経済学博士号を取得し
た。同女史は、2012年７月より当行の独立非業
務執行取締役である。現在、同女史は、北京交
通大学経済管理学院の教授、博士課程学生の指
導教官および大学院副院長を務めており、ま
た、中国鉄道学会運輸経済委員会の書記長、鉄
道会計学会直属学会理事、偉景行科技股份有限
公司および洛陽北方玻璃技術股份有限公司の独
立非業務執行取締役でもある。2001年７月から
2012年11月まで、同女史は、北京交通大学経済
管理学院の党委員会副書記、総務室副主任、経
済管理学院副院長兼党委員会副書記を歴任し
た。

０株

独立非業務執
行取締役

趙軍

(ZHAO Jun)

（1962年９月）

趙氏は、ハルビン工業大学造船工学部から学士
号を、上海交通大学海洋工学部から修士号を、
ヒューストン大学から土木工学博士号を、ま
た、イェール大学マネジメント・スクールから
金融管理学修士号を取得している。同氏は、
2015年１月より当行の独立非業務執行取締役で
ある。また、現在は復樸投資管理有限公司の取
締役会会長を務めている。同氏は、徳同資本管
理有限公司のマネジング・パートナーならびに
中国創業投資公司の取締役総経理および中国首
席代表でもあった。

０株

 

当行監査役

役名

および職名

氏名

（生年月日）
略歴

所有

株式数

（2016年５月
20日現在）

監査役会会長
兼従業員代表
監査役

劉元

（LIU Yuan）

（1962年１月）

劉氏は、2014年８月より当行の監査役会会長で
ある。同氏は中国人民大学から世界経済学学士
号を取得しており、エコノミストである。同氏
は、1984年８月から1991年10月までPBOCの外事
局管理課副主任職員および主任職員を、1991年
10月から1994年２月までは外国為替管理局の秘
書（副課長級）および外国為替業務室資金管理
課副課長を務めた。1994年２月から2003年７月
まで、同氏はPBOCにおいて、総務室秘書（課長
級）、銀行室監督管理第一課の研究員、銀行監
督管理第二室監督管理第三課課長および銀行監
督管理第二室監督管理第七課課長を務めた。ま
た、2003年７月から2014年7月まで、CBRCの銀行
監督第二部副主任、CBRC山西局局長、CBRC深圳
局局長、CBRCの銀行業案件監査局局長および
CBRCの銀行業消費者保護局局長を歴任した。同
氏は、2014年７月に当行本店の党委員会委員に
任命された。また、現在は、中国人民大学の客
員教授、中国上場会社協会の監査役会専門委員
会の委員長および深圳市金融発展決策諮詢委員
会の委員も兼任している。

０株
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株主代表監査
役

朱根林

(ZHU Genlin)

（1955年９月）

朱氏は、2001年４月から2003年５月まで当行の
非業務執行取締役を務め、2003年５月からは当
行の株主代表監査役である。同氏は上海財経大
学から経済学修士号を取得しており、シニアエ
コノミストおよび副研究員である。同氏は、
2002年２月から2010年８月まで上海汽車工業
（集団）の最高財務責任者を、2010年８月から
2012年１月まで同社の副社長を、2012年１月か
ら2015年６月まで上海汽車集団股份有限公司
（上海証券取引所上場会社）の副社長を務めて
いた。同氏は、上海市外商投資協会汽車分会の
副会長も兼任している。

０株

株主代表監査
役

傳俊元

(FU Junyuan)

(1961年５月)

傳氏は2015年９月より当行の株主代表監査役で
ある。同氏は、管理学の博士号を取得してお
り、上級会計士である。同氏は、2000年３月か
ら2015年９月まで当行の非業務執行取締役で
あった。また、1996年10月から2006年９月ま
で、中国港湾建設（集団）総公司の主任会計士
および中国交通建設集団有限公司の主任会計士
を務めた。また、中国交通建設股份有限公司
（香港証券取引所および上海証券取引所上場会
社）の業務執行取締役兼最高財務責任者でもあ
り、2006年９月より中交財務有限公司の会長お
よび江泰保険経紀有限公司の副会長も兼任して
いる。

０株

株主代表監査
役

劉正希

（LIU Zhengxi）

（1963年７月）

劉氏は、2012年５月より当行の株主代表監査役
である。同氏は、企業管理学を専攻して杭州商
学院を卒業した。同氏は、2000年から2004年ま
で山東省労働社会保障庁の企画財務課主任およ
び副課長ならびに労働給与課副課長を、2004年
から2011年まで山東省国有資産監督管理委員会
の分配課副課長および課長ならびに資本運用収
益管理課課長を、2011年３月から2015年８月ま
で山東省国有資産投資控股有限公司の副総裁
を、2015年５月から2015年12月まで山東省医薬
集団有限公司の法定代表人を歴任した。また、
2015年８月からは山東省国有資産投資控股有限
公司の取締役兼党委員会副書記を、2015年12月
からは山東省医薬集団有限公司の取締役会会長
（法定代表人）兼党委員会書記兼総経理を務め
ている。

０株

社外監査役 潘冀

(PAN Ji)

（1949年４月）

潘氏は、2011年５月より当行の社外監査役であ
る。同氏は、北京首都経済貿易大学を労働経済
学を専攻して卒業している。同氏は以前、国務
院国有資産監督管理委員会監事会の監事（局長
レベル）を務めていた。また、労働人事部の幹
部局事務室副主任および計画採用課副課長、国
家人事部試験採用局採用課の副課長、事務室主
任、中央課課長、巡視員補佐（副局長レベ
ル）、国務院査察特派員公署特派員補佐兼事務
室主任、中央企業工作委員会監事会専任監事兼
事務室主任、ならびに国務院国有資産監督管理
委員会監事会監事（副局長レベル）を歴任し
た。
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社外監査役 董咸徳

(DONG Xiande)

（1947年２月）

董氏は、2014年６月より当行の社外監査役であ
る。同氏は上海港湾学校を会計統計学を専攻し
て卒業しており、上級会計士である。同氏は、
1984年８月から秦皇島港務局財務課副課長を、
1985年９月から秦皇島港務局財務課課長を
（1997年12月から1998年７月までは秦皇島港務
局資金決済センター主任を兼任）、1998年６月
から2002年８月まで秦皇島港務局主任会計士を
（1998年６月から1999年３月までは秦皇島港務
局財務課課長を兼任）、2002年８月から2008年
２月まで秦皇島港務集団有限公司の取締役兼主
任会計士を務め、2008年２月に退職した。同氏
は、2002年６月から2004年４月まで当行の取締
役を、2007年６月から2010年６月まで当行の監
査役を務めた。

０株

社外監査役 靳慶軍

(JIN Qingjun)

（1957年８月）

靳氏は、2014年10月より当行の社外監査役であ
る。同氏は中国政法大学大学院から法学修士号
を取得している。また、香港および英国の弁護
士であり、1987年８月から1993年10月まで中信
律師事務所に弁護士として勤務した。1993年10
月から2002年８月までは、信達律師事務所の業
務執行パートナーであった。2002年９月以降、
同氏は、北京の金杜律師事務所の上級パート
ナーである。また同時に、中国政法大学および
中国人民大学法学院の非常勤教授、清華大学法
学院の修士学生共同指導者、深圳国際仲裁院、
上海国際仲裁センターおよびアフリカ南部仲裁
基金の仲裁員、深圳証券先物紛争解決センター
の調停員ならびにワシントンDC巡回区控訴裁判
所の中国法律顧問も務めている。同氏は現在、
国泰君安証券股份有限公司（上海証券取引所上
場会社）、金地（集団）股份有限公司（上海証
券取引所上場会社）、天津長栄印刷設備股份有
限公司（深圳証券取引所上場会社）、景順長城
基金管理有限公司、新華資産管理股份有限公
司、時代地産控股有限公司（香港取引所上場会
社）および西安達剛路面機械股份有限公司（深
圳証券取引所上場会社）の独立取締役ならびに
康佳集団股份有限公司（深圳証券取引所上場会
社）の取締役でもある。同氏は2012年に、2012
年中国最優秀弁護士10人および2012年中国証券
弁護士に選出された。

65,800株

従業員代表

監査役

熊開

(XIONG Kai)

（1971年４月）

熊氏は、2014年８月より当行の従業員代表監査
役である。同氏は、中国社会科学院大学院から
法学理論博士号を取得している。同氏は、1994
年７月から2006年４月まで公安部に勤務し、副
主任職員、主任職員および副課長を歴任した。
また、2006年４月から2014年７月までは共産党
中央弁公庁で副課長（研究員）、課長、副室長
および室長を歴任した。同氏は、2014年７月か
ら2015年８月まで当行本店の検査安全部部長を
務め、2015年８月からは当行本店の総合室主任
を務めており、当行の資産保全部部長を兼任し
ている。

０株

EDINET提出書類

招商銀行股イ分有限公司(E05986)

有価証券報告書

 84/406



従業員代表

監査役

黄丹

(HUANG Dan)

（1966年６月）

黄女史は、2015年３月より当行の従業員代表監
査役である。同女史は、華中理工大学からコン
ピューター・ソフトウェア学士号を、西南財経
大学から金融学修士号を取得しており、エンジ
ニアでもある。同女史は、1988年７月に同済医
科大学で勤務を始め、1993年４月に中国長江動
力集団公司に勤務した。1994年４月には招商銀
行に入行し、本店の人的資源部で部長補佐、副
部長、部長および上級部長を歴任した。また、
2005年４月から2014年12月まで当行本店の人的
資源部の総経理補佐および副総経理を務めた。
同女史は、2014年12月以降、当行本店の労働組
合副主任を務めている。

０株
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上級役員

役名

および職名

氏名

（生年月日）
略歴

所有

株式数

（2016年５月
20日現在）

業務執行取締
役兼総裁兼最
高経営責任者

田惠宇

(TIAN Huiyu)

（1965年12月）

上記「当行取締役」を参照されたい。 ０株

業務執行取締
役、常務副総
裁兼最高財務
責任者

李浩

(LI Hao)

（1959年３月）

上記「当行取締役」を参照されたい。 ０株

業務執行副総
裁

唐志宏

(TANG Zhihong)

（1960年３月）

唐氏は吉林大学から漢語文学学士号を取得して
おり、シニアエコノミストである。同氏は、
1995年５月に当行に入行し、沈陽支店副支店
長、深圳管理部副主任、蘭州支店支店長、上海
支店支店長、深圳管理部主任および本店業務執
行総裁補佐を歴任した。同氏は、2006年５月よ
り当行の業務執行副総裁である。

０株

業務執行副総
裁

丁偉

(DING Wei)

(1957年５月)

丁氏は杭州大学から金融管理修士号を取得して
おり、副研究員である。同氏は、1996年12月に
当行に入行した。同氏は、当行の杭州支店の事
務室主任兼営業部部長、支店長補佐および副支
店長、南昌準支店支店長、南昌支店支店長なら
びに本店人的資源部本部長および業務執行総裁
補佐を歴任した。同氏は、2008年５月より当行
業務執行副総裁を務めている。また、当行本店
労働組合委員長およびCMBICHCの取締役も兼任し
ている。

０株

業務執行副総
裁

朱琦

(ZHU Qi)

(1960年７月)

朱氏は中南財経大学から統計学修士号を取得し
ており、シニアエコノミストである。同氏は、
2008年８月に当行に入行し、2008年12月より当
行の業務執行副総裁を務めている。また、同氏
は、WLBの業務執行取締役兼最高経営責任者、鷹
君集団有限公司（香港証券取引所上場会社）の
独立非業務執行取締役、香港・日本経済委員会
の理事および招銀国際金融有限公司の取締役も
兼任している。

０株

業務執行副総
裁兼北京支店
支店長

王慶彬

（WANG Qingbin）

（1956年12月）

王氏は、中国社会科学院から修士号を取得して
おり、シニアエコノミストである。同氏は2000
年５月に当行に入行し、済南支店および上海支
店の支店長ならびに本店業務執行総裁補佐を歴
任した。同氏は2011年６月より当行の業務執行
副総裁を務めており、2013年11月より北京支店
の支店長も兼任している。

０株

業務執行副総
裁

劉建軍

(LIU Jianjun)

（1965年８月）

劉氏は、東北財経大学から国民経済学修士号を
取得しており、シニアエコノミストである。同
氏は、2000年９月より、当行の済南支店副支店
長、本店の個人向け銀行業務部部長、個人向け
銀行業務部常務副総裁および業務総監を歴任し
た。また、2013年12月からは当行の業務執行副
総裁を務めている。また、CIGNA＆CMBライフの
取締役会会長および中国銀聯股份有限公司の取
締役も兼任している。

０株
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規律委員会書
記

熊良俊

(XIONG Liangjun)

（1963年２月）

熊氏は、中南財経大学から貨幣銀行学修士号
を、長江商学院よりエグゼクティブMBAを取得し
ており、シニアエコノミストである。同氏は、
2003年９月から2014年７月まで、CBRCの深圳局
副局長、広西局局長および深圳局局長を歴任し
た。同氏は、2014年７月より当行の規律委員会
書記を務めている。

０株

業務執行副総
裁

王良

(WANG Liang)

（1965年12月）

王氏は、中国人民大学から貨幣銀行学修士号を
取得しており、シニアエコノミストである。同
氏は、当行北京支店の支店長補佐、副支店長お
よび支店長を歴任した。同氏は、2012年６月か
ら当行の業務執行総裁補佐兼北京支店支店長を
務めてきた。同氏は、2013年11月に北京支店支
店長を兼任しなくなり、2015年１月以降は当行
の業務執行副総裁を務めている。

０株

業務執行副総
裁

趙駒

(ZHAO Ju)

（1964年11月）

趙氏は、北京大学光華管理学院からエグゼク
ティブMBAを取得しており、エコノミストであ
る。同氏は、2009年12月にUBS証券有限責任公司
（北京）の投資銀行部総監および常務総経理
に、2012年７月にはUBS投資銀行（香港）の中国
担当共同主席兼アジア担当副主席に任命され
た。同氏は、2014年11月に当行に入行し、2015
年２月より当行の業務執行副総裁を務めてい
る。また、CMBICHCおよび招銀国際金融有限公司
の取締役も兼任している。

０株

業務執行総裁
補佐

連柏林

(LIAN Bolin)

（1958年５月）

連氏は安徽財貿学院から財政金融学学士号を取
得しており、シニアエコノミストである。同氏
は、2002年１月に当行に入行し、当行の合肥支
店副支店長、上海支店副支店長、済南支店支店
長および上海支店支店長を歴任した。2012年６
月以降、同氏は当行の業務執行総裁補佐兼上海
支店支店長を務めた。同氏は、2014年９月に上
海支店支店長を兼任しなくなり、現在はCMBFLC
の取締役会会長を兼任している。

０株

共同会社秘書
役兼取締役会
秘書役

許世清

(XU Shiqing)

（1961年３月）

許氏は、取締役会秘書役兼共同会社秘書役であ
る。同氏は、南カリフォルニア大学から経営管
理学博士号を取得しており、シニアエコノミス
トである。同氏は、1993年に当行に入行し、本
店総務部主任補佐、本店国際業務部部長補佐、
国際業務部副部長、本店オフショア業務部副部
長、福州支店支店長補佐、本店計画資金部副部
長、本店保管部責任者、本店計画資金部部長兼
保管部部長、本店計画資金部部長、本店戦略発
展部部長兼海外発展部部長および香港支店支店
長を歴任した。

０株
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共同会社秘書
役

沈施加美

（SENG Sze Ka Mee

Natalia）

（1956年12月）

沈女史は、当行に2006年８月に入行した。同女
史は、卓佳集団の中国・香港担当総裁、卓佳専
業商務有限公司（以下「卓佳」という。）の業
務執行取締役および卓佳企業サービスおよび中
国顧問サービスの業務主管を務めている。同女
史は勅許秘書であり、香港勅許秘書協会の元会
長（2007年－2009年）、退任理事（1996年－
2012年）および会員であり、英国勅許秘書・行
政人員協会の会員および退任理事（2010年－
2014年）であり、また、香港取締役学会および
香港税務学会の会員である。同女史は、2016年
２月から2018年１月までの２年の任期で、政府
によって会社法改革常務委員会委員および汚職
防止第三者委員会の諮問委員会委員に任命され
た。また、香港勅許秘書協会代表として、会社
条例改正諮問小委員会の委員にもなっている。
同女史は、2013年12月から2015年11月まで、政
府によって香港会計士協会の一般理事に任命さ
れており、また、2009年以降、香港税務局利用
者委員会の委員に任命されている。同女史は、
香港城市大学にて経営管理学（行政）修士号を
取得した。同女史は、当行以外の上場企業に対
しても、専門チームの支援を受けて秘書サービ
スを提供してきた。

０株

 

当行の取締役、監査役および上級役員の報酬については、「第６－１ 財務書類」に掲げる財務書類に対する注記８

および９を参照されたい。
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５【コーポレート・ガバナンスの状況等】

 

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

 

当行のコーポレート・ガバナンス構造は以下のとおりである。

 

 

取締役会

取締役会は、当行のコーポレート・ガバナンスの中核である。当行が実施しているシステムでは、取締役会の主導の
もとで総裁が完全な責任を負うことになっており、また、取締役会は当行の独立した政策決定機関であり、株主総会決
議の執行に責任を追い、当行の主要な指針、政策および発展計画を策定し、当行の業務計画、投資案および行内管理機
関の設置を決定し、年間予算、決算および利益処分計画を作成し、上級役員を任命する。当行の経営チームは、その運
営において裁量権を有しており、取締役会は、当行の日常業務および経営における特定の事項には干渉しない。

2015年12月31日現在、当行は16名の取締役を有しており、うち８名は非業務執行取締役、２名は業務執行取締役およ
び６名は独立非業務執行取締役であった。非業務執行取締役は８名全員が国有の大企業出身であり、かかる国有企業に
おいて取締役会会長、総経理、副総経理または最高財務責任者等の主要な地位に就いており、経営、財務および会計分
野において豊富な経験を有している。業務執行取締役は２名とも、財務管理において広範な経験を有している。独立非
業務執行取締役６名のうち、２名は財務会計における著名な専門家であり、２名は金融、管理および資本市場における
著名な専門家であり、２名は国際的視野を有する金融専門家および投資銀行家であって、全員が国内外の銀行業界の発
展に関する豊富な知識を有する。独立非業務執行取締役２名は香港出身であり、国際会計基準および香港の資本市場の
要件に精通している。現在、当行には４名の女性の取締役がおり、当行の他の取締役とともに、各自の分野において当
行に専門的意見を提供している。当行の取締役会の構成が多様であることは、広範な視点および高度に専門的な経験を
当行にもたらしており、また、取締役会が重要な問題を調査および検討するに当たって独立した判断や科学的な決定を
効果的に行うことができるような高い独立性が維持されている。

2015年、当行の取締役会は合計14回（対面および電話による会議６回ならびに書面により招集・投票された会議８回
を含む。）の会議を開催した。

 

独立非業務執行取締役による職務の遂行
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当行の取締役会は、６名の独立非業務執行取締役で構成されており、当行の取締役全体の３分の１以上を独立取締役
とすることを求める要件に合致している。独立非業務執行取締役の資格、員数および割合は、CBRC、CSRC、上海証券取
引所および香港証券取引所の上場規則の要件を遵守している。取締役会の指名委員会、報酬・評価委員会、監査委員会
および関連当事者取引管理委員会の委員の過半数は独立非業務執行取締役であり、かかる委員会すべての委員長は独立
非業務執行取締役である。2015年度中、６名の独立非業務執行取締役は、会議、現地訪問、調査研究および会合への本
人による出席をもって当行と継続的に連絡を取った。また、取締役会および専門委員会の会議に出席し、積極的に意見
を表明し、小中規模の株主の利益や要請に対応することで、独立非業務執行取締役としての役割を有効に果たした。

 

取締役会専門委員会

取締役会の下に、６つの専門委員会（すなわち、戦略委員会、指名委員会、報酬・評価委員会、リスク・資本管理委
員会、監査委員会および関連当事者取引管理委員会）が設置されている。

2015年、すべての取締役会専門委員会は、独立に、コンプライアンスを守りつつ、かつ効果的に職務を果たした。
2015年に、かかる専門委員会は合計34回の会議を開催し、110件の重要な問題（経営成績および利益処分、戦略実施、
取締役および上級役員の異動、リスクおよび資本管理、報酬および評価、財務監督および内部統制、重大な対外投資な
らびに重要な関連当事者間取引を含む。）を審議検討し、その監査意見および助言を議事録の提出および現地会議の開
催を通じて取締役会に報告することで、取締役会が科学的な決定を下すことを支援するというその役割を有効に果たし
た。

６つの専門委員会の構成および職務は以下のとおりである。

 

戦略委員会

戦略委員会は、株式保有取締役および上級役員の取締役からなる。同委員会の現在の委員は、李建紅氏（委員長）、
馬澤華氏、李曉鵬氏、蘇敏氏（いずれも非業務執行取締役）および田惠宇氏（業務執行取締役）である。同委員会は、
当行の中長期発展戦略および重要な投資決定を検討し、関連する提案を行うことに主に責任を負う。

同委員会の主たる権限および職務は以下のとおりである。

・当行の業務目標および中長期の発展戦略を策定し、戦略上のリスクを全般的に評価すること

・重大な投資および資金調達計画を検討し、取締役会に提案すること

・年間業務および投資計画の実施を監督および検討すること

・取締役会決議の実施を評価および監視すること

・取締役会で議論および決定される重要事項につき提案を行うこと

 

指名委員会

指名委員会の委員の過半数（委員長を含む。）は、独立非業務執行取締役である。指名委員会の現在の委員には、梁
錦松氏（委員長）、潘承偉氏、潘英麗女史（いずれも独立非業務執行取締役）、李建紅氏（非業務執行取締役）および
田惠宇氏（業務執行取締役）が含まれている。同委員会は、当行の取締役および上級役員候補を選任し、かかる選任基
準および手続きを決定し、関連する提案を行うことに主に責任を負う。

同委員会の主たる権限および職務は以下のとおりである。

・当行の事業活動、資産規模および株主構造に応じて、年１回以上、当行取締役会の構造、規模および構成（取締役の
専門技能、知識および経験を含む。）を見直し、当行の戦略を実行するために当行取締役会の変更を提案すること

・取締役および上級役員の選任基準および選任手続きを検討し、当行取締役会に提案すること

・取締役および上級役員の有資格候補者を求めて広範な調査を行うこと

・取締役および上級役員の候補者に関する予備審査を行い、取締役会に対して提案を行うこと

・取締役会が授権するその他一切の職務を実行すること

 

報酬・評価委員会

報酬・評価委員会の委員の過半数は独立非業務執行取締役であり、うち１名が委員長を務めている。同委員会の現在
の委員には、黄桂林氏（委員長）、梁錦松氏、潘英麗女史（いずれも独立非業務執行取締役）および李引泉氏（非業務
執行取締役）が含まれている。同委員会は、主に当行の取締役および上級役員の評価基準を策定し、評価を行い、当行
の取締役および上級役員の報酬方針および計画を策定し、見直すことに責任を負っている。同委員会は、取締役会に対
して説明責任を負う。

同委員会の主たる権限および職務は以下のとおりである。
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・取締役および上級役員の評価基準を検討し、評価を行い、当行の現状に基づき提案を行うこと

・当行の取締役および上級役員の報酬方針および報酬案を検討および審議し、取締役会に提案を行い、かかる提案の実
施を監督すること

・当行の報酬に関する規則および方針を見直すこと

・取締役会が授権するその他一切の職務を実行すること

 

リスク・資本管理委員会

リスク・資本管理委員会の現在の委員は、洪小源氏（委員長）、孫月英女史、蘇敏氏（いずれも非業務執行取締
役）、李浩氏（業務執行取締役）、梁錦松氏および趙軍氏（いずれも独立非業務執行取締役）である。同委員会は、当
行のリスクの統制、管理、監督および評価に主に責任を負う。

同委員会の主たる権限および職務は以下のとおりである。

・信用リスク、市場リスク、業務リスク、流動性リスク、戦略リスク、コンプライアンス・リスク、風評リスク、カン
トリー・リスクおよびその他リスクに関する当行の上級経営陣によるリスク統制状況を監督すること

・当行のリスク方針、経営状況、リスク許容能力および資本の状況を定期的に評価すること

・取締役会による授権に基づき、先進的資本測定方法に基づき関連職務を行うこと

・当行のリスクおよび資本の管理を改善するための提案を行うこと

・取締役会による授権に従って、リスク防止業務を手配および指図すること

・取締役会が授権するその他一切の職務を実行すること

 

監査委員会

監査委員会の委員の過半数および委員長は独立非業務執行取締役である。同委員会の現在の委員は、郭雪萌女史（委
員長）、黄桂林氏、潘承偉氏（いずれも独立非業務執行取締役）、付剛峰氏および孫月英女史（いずれも非業務執行取
締役）である。同委員会の委員のうち、当行の現在の監査人のパートナーを務めたことのある者はいないことが確認さ
れた。同委員会は、当行の内部および外部の監査問題に関する連絡、監督および検証に主に責任を負う。

同委員会の主たる権限および職務は以下のとおりである。

・社外監査役の任命またはその後任を提案すること

・当行の内部監査制度およびその実施を監督し、当行の内部監査部門の業務手順および業務の有効性を評価すること

・内部監査部門と社外監査役の間の連絡を調整すること

・当行の財務情報およびその開示を監査し、当行の年次監査業務（監査済財務書類に記載された情報が真実、正確、完
全かつ最新のものであるか否かに関する最終報告書の発行を含む。）に責任を負い、かかる報告書を取締役会による
検討のため提出すること

・当行の内部統制制度を検討し、当行の内部統制改善のための助言を行うこと

・当行が常に公正かつ独立の立場から内部告発問題を扱い、適切な措置を講じることを確保するために、当行の従業員
が財務報告、内部統制またはその他に関する不正行為を内部告発するための仕組みを見直し、監督すること

・当行の会計方針、財務報告手続きおよび財務状態を検査すること

・取締役会が授権するその他一切の職務を実行すること

 

関連当事者取引管理委員会

関連当事者取引管理委員会の委員の過半数および委員長は独立非業務執行取締役である。同委員会の現在の委員は、
潘承偉氏（委員長）、郭雪萌女史、趙軍氏（いずれも独立非業務執行取締役）、付剛峰氏（非業務執行取締役）および
李浩氏（業務執行取締役）である。同委員会は、当行の関連当事者取引の調査、監督および検討に主に責任を負う。

同委員会の主たる権限および職務は以下のとおりである。

・関連法令に従って当行の関連当事者取引を特定すること

・主要な関連当事者取引および経常的な関連当事者取引を検査、監督および検討し、関連当事者取引に関連するリスク
を統制すること

・当行の関連当事者取引に関する行政措置を検討し、当行の関連当事者取引管理制度の設置および改善を監督すること

・当行の関連当事者取引に関するアナウンスメントを検討すること
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監査役会

監査役会は当行の監督機関であり、株主総会に対して説明責任を有しており、当行、当行の株主、従業員、債権者お
よびその他利害関係者の合法的な権利および利益を保護するために、当行の戦略計画、財務活動、内部統制、リスク管
理、関連法令のコンプライアンスならびにコーポレート・ガバナンス、取締役会および上級役員の職務の履行を監督す
る。

当行監査役会は９名の監査役からなり、うち３名は株主代表監査役、３名は従業員代表監査役、３名は社外監査役で
ある。従業員代表監査役および社外監査役の人数は、それぞれ、監査役全体の３分の１を下回ってはならない。３名の
株主代表監査役は大手国有企業において要職を務めており、幅広い企業経営の経験と財務会計の専門知識を有してい
る。３名の従業員代表監査役は、銀行業務の運営および管理に長く携わっており、豊富な財務の業務経験を積み重ねて
きた。３名の社外監査役は、大規模国有企業のコーポレート・ガバナンスおよび財務管理ならびに法務に従事してお
り、かかる分野において豊富な経験を積み重ねてきた。当行の監査役会の構成は適切な専門性と独立性を有しているた
め、監査役会の監査の有効性が確保されている。

監査役会の下に、指名委員会および監督委員会が設置されている。

監査役会は主に、定期的に会議を開催し、株主総会、取締役会会議および専門委員会会議に出席し、上級役員が開催
する業務および経営に関する各種会議に出席し、当行が提出する様々な書類を検討し、上級役員の作業報告書および特
定の報告書を検討し、意見交換および議論を行い、当行の国内外の支店の特別調査および検査を（包括的に、または個
別に）実施し、非現場調査を行い、取締役および上級役員と職務履行状況について協議することによってかかる職務を
履行している。そのように、監査役会は、当行の業務、経営、リスク管理および内部統制ならびに取締役および上級役
員の職務履行状況を包括的に監視し、経営管理に関する建設的かつ具体的な助言および勧告ならびに監督意見を提供し
ている。

2015年、当行の監査役会は合計11回（うち５回は対面による会議および６回は書面により招集・投票された会議）の
会議を開催した。

 

監査役会専門委員会の運営

監査役会の下に、指名委員会および監督委員会が設置され、それぞれ監査役４名からなる。指名委員会および監督委
員会の委員長は社外監査役が務める。

 

監査役会の指名委員会

第９次監査役会の指名委員会の委員は、潘冀氏（委員長）、朱根林氏、董咸徳氏および黄丹氏であった。指名委員会
の主たる職務は、監査役会の規模および構成について監査役会について提言を行い、監査役選任の基準および手続きを
調査し、それを監査役会に提言し、監査役の有資格候補者を広く探し、株主が指名した監査役の候補者の資格について
予備審査を行い、取締役選任手続きを監督し、関連する提言を提供し、取締役、監査役および上級役員の職務履行を評
価し、監査役会に報告書を提出し、当行全体の報酬管理制度および方針ならびに上級役員の報酬案が科学的かつ合理的
であるか否かを監督することである。

 

監査役会の監督委員会

第９次監査役会の監督委員会の委員は、靳慶軍氏（委員長）、傳俊元氏、劉正希氏および熊開氏であった。監督委員
会の主たる職務は、監査役会の監督義務の監督履行計画を策定し、当行の財務活動の監督計画を策定して関連する検査
を実施し、取締役会が穏健な経営理念および価値基準を採択し、当行の実際の状況に沿った適切な発展戦略を策定する
のを監督し、取締役会および上級役員による重要な財務上の決定およびその実施、内部統制の管理構造およびリスク管
理全般の管理構造の策定および改善ならびに関連する当事者の職務分掌および職務履行状況を監督および評価し、必要
に応じて監査役会の授権に基づき、当行の業務上の決定、内部統制およびリスク管理を見直すための具体的な計画を策
定し、必要に応じて取締役、総裁およびその他上級役員の辞任を監査するための計画を策定することである。

 

内部統制

当行は、「企業の内部統制に関する基本原則」および関連する指針である「商業銀行向けの内部統制指針」などの法
令ならびに上海証券取引所および香港証券取引所の要件に従って、当行の経営管理のプロセス全体に対する統制力を行
使するために内部統制の目標および原則を定め、必要な要素すべてからなる内部統制体制を確立し、また、現在実施さ
れている当行の内部統制システムの統一性、合理性および有効性を継続的に強化した。

 

内部監査
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当行は、健全な内部監査機構を構築している。第一に、当行は独立した縦型の内部監査管理制度を構築した。本店に
は、９つの監査課からなる監査部が置かれている。本店の監査部は、検査、監督および評価機能を独立して実施し、取
締役会および取締役会監査委員会に報告を行う。本店の監査部長は、取締役会が任命する。年次監査計画は取締役会の
承認を要し、監査結果は取締役会に報告される。第二に、当行は「招商銀行内部監査規約」に基づき、一般規則、運用
規則および実務規範からなる一連の制度を策定し、実地検査と現地外での検査を等しく重視する検査モデルを構築し
た。

当行の監査部は、経営活動の有効性、リスク特性および当行全体（国内外の支店、事業管理部門、関連会社を含
む。）の内部統制の監督、検査および評価を行い、監査所見による是正を追跡調査し、取締役会に対して業務管理に関
する監査助言および勧告を独自に行い、監査所見の是正および実施を推進し、是正の検討および運用を強化する。

 

会計事務所の任命

2014年度年次株主総会において可決された決議に従って、当行は、2015年度にかかる国内事業の監査人としてケー
ピーエムジー華振会計士事務所を、2015年度にかかる国外事業の監査人としてケーピーエムジーを任命した。当行は、
2002年からかかる公認会計事務所２社を監査人として任用している。

2015年度末に中国GAAPおよび当グループの内部統制に基づき作成された当グループの2015年度にかかる財務書類は、
公認会計士であるケーピーエムジー華振会計士事務所により監査されており、IFRSに基づき作成された当行の2015年度
にかかる財務書類は、公認会計士であるケーピーエムジーにより監査されている。

 

(2)【監査報酬の内容等】

監査報酬総額は、約22.35百万人民元（当行の海外支店および子会社の財務書類の監査報酬を含む。）であった。う
ち、内部統制の監査報酬は約1.60百万人民元であった。監査サービスの他に、当グループがケーピーエムジー華振会計
士事務所およびケーピーエムジーに支払った非監査サービス報酬は約6.45百万人民元であった。
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第６ 【経理の状況】

 

１．本書記載の当行および当行の子会社の連結財務書類は、香港証券取引所上場規則によって認められているIFRSに準
拠して作成されたものである。かかる連結財務書類の作成に当たって当行の採用した会計原則および会計慣行と、
日本において一般に認められている会計原則および会計慣行との間の主な相違点に関しては、「４　国際財務報告
基準と日本における会計原則および会計慣行の主要な相違」に説明されている。

本書記載の連結財務書類は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）
第131条第１項の適用を受けている。

 

２．原文（英文）の連結財務書類は、外国監査法人等であるケーピーエムジーから、「金融商品取引法」第193条の２
第１項第１号に規定されている監査証明に相当すると認められる証明を受けている。

 

３．原文（英文）の連結財務書類は、人民元で表示されている。日本円への換算に当たっては、専ら読者の便宜のため
に、金額は、2016年５月６日現在の中国外貨取引センター公表の中心値に基づく１人民元＝16.46円で日本円に換
算されている。日本円の金額は、百万円単位で四捨五入して表示されている。

 

４．上記の日本円で表示された主要な換算金額および「２ 主な資産・負債及び収支の内容」、「３ その他」および

「４　国際財務報告基準と日本における会計原則および会計慣行の主要な相違」の記載は、当行の原文の連結財務
書類には含まれておらず、したがって、当行の独立監査人であるケーピーエムジーによる監査の対象にもなってい
ない。
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1【財務書類】

 

連結損益計算書

 

   12月31日に終了した事業年度

 注記  2015年  2014年（修正再表示）

   (百万人民元)  (百万円)  (百万人民元)  (百万円)

          

受取利息 3  234,722  3,863,524  228,036  3,753,473

支払利息 4  (97,993) (1,612,965) (110,834) (1,824,328)

正味受取利息   136,729  2,250,559  117,202  1,929,145

受取手数料 5  57,798  951,355  43,341  713,393

支払手数料   (4,379) (72,078) (3,847) (63,322)

正味受取手数料   53,419  879,277  39,494  650,071

その他の正味収益 6  12,018  197,816  9,671  159,185

営業収益   202,166  3,327,652  166,367  2,738,401

営業費用 7  (67,670) (1,113,848) (61,081) (1,005,393)

保険請求費用   (287) (4,724) (332) (5,465)

減損損失控除前営業利益   134,209  2,209,080  104,954  1,727,543

減損損失 11  (59,266) (975,518) (31,681) (521,469)

関連会社持分利益   2  33  2  33

共同支配企業持分利益   134  2,206  156  2,568

税引前利益   75,079  1,235,800  73,431  1,208,674

法人所得税 12  (17,061) (280,824) (17,382) (286,108)

当期利益   58,018  954,976  56,049  922,567

以下に帰属する利益          

当行株主   57,696  949,676  55,911  920,295

非支配持分   322  5,300  138  2,271

１株当たり利益          

基本的および希薄化後（人民元） 14  2.29  37.69  2.22  36.54

 

171ページから302ページ（訳注：原文のページ数である。）に記載の注記はこれらの財務諸表の一部である。
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連結損益およびその他包括利益計算書

 

   12月31日に終了した事業年度

 注記  2015年  2014年

   (百万人民元)  (百万円)  (百万人民元)  (百万円)

当期利益   58,018  954,976  56,049  922,567

当期その他包括利益（税引後および
再分類調整後）

         

将来、損益に再分類される項目          

在外子会社の財務諸表に関する換算差額   966  15,900  427  7,028

売却可能金融資産：公正価値準備金の
純変動額

  4,224  69,527  7,415  122,051

キャッシュ・フロー・ヘッジ：
ヘッジ準備金の純変動額

  404  6,650  788  12,970

持分法適用被投資会社－その他包括利益
持分

  64  1,053  35  576

   5,658  93,131  8,665  142,626

当初認識後に損益に再分類されない項目          

確定給付債務の再測定額   (53) (872) －  －

当期その他包括利益（税引後） 13  5,605  92,258  8,665  142,626

以下に帰属：          

当行株主   5,603  92,225  8,664  142,609

非支配持分   2  33  1  16

当期包括利益合計   63,623  1,047,235  64,714  1,065,192

以下に帰属：          

当行株主   63,299  1,041,902  64,575  1,062,905

非支配持分   324  5,333  139  2,288

 

171ページから302ページ（訳注：原文のページ数である。）に記載の注記はこれらの財務諸表の一部である。
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連結財政状態計算書

 

   12月31日現在

 注記  2015年  2014年

   (百万人民元)  (百万円)  (百万人民元)  (百万円)

資産          

現金   14,381  236,711  14,793  243,493

貴金属   16,099  264,990  15,222  250,554

中央銀行預け金 15  569,961  9,381,558  639,992  10,534,268

銀行およびその他金融機関に対する預け金 16  63,779  1,049,802  55,986  921,530

銀行およびその他金融機関に対する貸付金 17  185,693  3,056,507  124,085  2,042,439

売戻契約に基づいて保有する金額 18  343,924  5,660,989  344,980  5,678,371

顧客に対する貸出金 19  2,739,444  45,091,248  2,448,754  40,306,491

未収利息 20  24,934  410,414  23,560  387,798

損益を通じて公正価値評価される金融資産 21(a)  59,081  972,473  40,190  661,527

デリバティブ金融資産 54(f)  10,176  167,497  9,315  153,325

売却可能金融資産 21(b)  299,559  4,930,741  278,526  4,584,538

満期保有目的投資 21(c)  353,137  5,812,635  259,434  4,270,284

受取債権に分類される負債証券 21(d)  716,064  11,786,413  408,752  6,728,058

共同支配企業持分 23  2,732  44,969  1,465  24,114

関連会社持分 24  54  889  19  313

有形固定資産 25  31,835  524,004  27,445  451,745

投資不動産 26  1,708  28,114  1,684  27,719

無形資産 27  3,595  59,174  3,292  54,186

のれん 28  9,954  163,843  9,953  163,826

繰延税金資産 29  16,020  263,689  10,291  169,390

その他資産 30  12,848  211,478  14,091  231,938

資産合計   5,474,978  90,118,138  4,731,829  77,885,905

負債          

中央銀行からの借入金   62,600  1,030,396  20,000  329,200

銀行およびその他金融機関からの預かり金 31  711,561  11,712,294  697,448  11,479,994

銀行およびその他金融機関からの借入金 32  178,771  2,942,571  94,603  1,557,165

買戻契約に基づいて売却された金額 33  185,652  3,055,832  66,988  1,102,622

顧客からの預金 34  3,571,698  58,790,149  3,304,438  54,391,049

未払利息 35  39,073  643,142  45,349  746,445

損益を通じて公正価値評価される金融負債 21(e)  20,227  332,936  13,369  220,054

デリバティブ金融負債 54(f)  7,575  124,685  10,246  168,649

発行済負債証券 36  251,507  4,139,805  106,155  1,747,311

未払給与および福利厚生費 37(a)  6,524  107,385  6,068  99,879

未払法人所得税 38  12,820  211,017  11,656  191,858

繰延税金負債 29  867  14,271  771  12,691

その他負債 39  64,345  1,059,119  39,678  653,100

負債合計   5,113,220  84,163,601  4,416,769  72,700,018
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   12月31日現在

 注記  2015年  2014年

   (百万人民元)  (百万円)  (百万人民元)  (百万円)

株主資本          

資本金 40  25,220  415,121  25,220  415,121

資本準備金 41  67,523  1,111,429  67,523  1,111,429

投資再評価準備金 42  6,188  101,854  1,902  31,307

ヘッジ準備金 43  241  3,967  (163) (2,683)

剰余準備金 44  34,009  559,788  28,690  472,237

規制一般準備金 45  64,679  1,064,616  53,979  888,494

利益剰余金   145,887  2,401,300  121,665  2,002,606

利益処分予定額 46(b)  17,402  286,437  16,897  278,125

為替準備金 47  (343) (5,646) (1,309) (21,546)

当行株主に帰属する株主資本合計   360,806  5,938,867  314,404  5,175,090

非支配持分 57  952  15,670  656  10,798

株主資本合計   361,758  5,954,537  315,060  5,185,888

株主資本および負債合計   5,474,978  90,118,138  4,731,829  77,885,905

 

2016年３月30日の取締役会において公表が承認された。

 

李建紅 田惠宇 社印

取締役 取締役  
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連結株主持分変動計算書

 
   2015年12月31日に終了した事業年度

   当行株主帰属持分  

 注記 資本金  
資本
準備金  

投資
再評価
準備金  

ヘッジ
準備金  

剰余
準備金  

規制
一般
準備金  

利益
剰余金  

利益
処分
予定額  

為替
準備金  小計  

非支配
持分  合計

   (百万人民元)

2015年１月１日現在   25,220  67,523  1,902  (163) 28,690  53,979  121,665  16,897  (1,309) 314,404  656  315,060

当期持分変動額   ‒  ‒  4,286  404  5,319  10,700  24,222  505  966  46,402  296  46,698

(a)当期純利益   ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  57,696  ‒  ‒  57,696  322  58,018

(b)当期その他包括
利益

13  ‒  ‒  4,286  404  ‒  ‒  (53) ‒  966  5,603  2  5,605

当期包括利益合計   ‒  ‒  4,286  404  ‒  ‒  57,643  ‒  966  63,299  324  63,623

(c)株主持分の変動                          

(ⅰ)非完全所有子
会社に対する
非支配株主の
拠出

57  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  83  83

(ⅱ)非支配持分の
減少

  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  (83) (83)

(d)利益処分                          

(ⅰ)法定剰余準備
金への充当

44  ‒  ‒  ‒  ‒  5,319  ‒  (5,319) ‒  ‒  ‒  ‒  ‒

(ⅱ)規制一般準備
金への充当

45  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  10,700  (10,700) ‒  ‒  ‒  ‒  ‒

(ⅲ)2014年度に対
する配当の支
払

  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  (16,897) ‒  (16,897) (28) (16,925)

(ⅳ)2015年度に対
する配当提案
額

  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  (17,402) 17,402  ‒  ‒  ‒  ‒

2015年12月31日現在   25,220  67,523  6,188  241  34,009  64,679  145,887  17,402  (343) 360,806  952  361,758

 

   2014年12月31日に終了した事業年度

   当行株主帰属持分  

 注記 資本金  
資本
準備金  

投資
再評価
準備金  

ヘッジ
準備金  

剰余
準備金  

規制
一般
準備金  

利益
剰余金  

利益
処分
予定額  

為替
準備金  小計  

非支配
持分  合計

   (百万人民元)

2014年１月１日現在   25,220  67,523  (5,547) (951) 23,502  46,347  95,471  15,636  (1,736) 265,465  491  265,956

当期持分変動額   ‒  ‒  7,449  788  5,188  7,632  26,194  1,261  427  48,939  165  49,104

(a)当期純利益   ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  55,911  ‒  ‒  55,911  138  56,049

(b)当期その他包括
利益

13  ‒  ‒  7,449  788  ‒  ‒  ‒  ‒  427  8,664  1  8,665

当期包括利益合計   ‒  ‒  7,449  788  ‒  ‒  55,911  ‒  427  64,575  139  64,714

(c)株主持分の変動                          

(ⅰ)非完全所有子
会社に対する
非支配株主の
拠出

57  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  84  84

(ⅱ)非支配持分の
減少

  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  (38) (38)

(d)利益処分                          

(ⅰ)法定剰余準備
金への充当

44  ‒  ‒  ‒  ‒  5,188  ‒  (5,188) ‒  ‒  ‒  ‒  ‒

(ⅱ)規制一般準備
金への充当

45  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  7,632  (7,632) ‒  ‒  ‒  ‒  ‒

(ⅲ)2013年度に対
する配当の支
払

  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  (15,636) ‒  (15,636) (20) (15,656)

(ⅳ)2014年度に対
する配当提案
額

  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  (16,897) 16,897  ‒  ‒  ‒  ‒

2014年12月31日現在   25,220  67,523  1,902  (163) 28,690  53,979  121,665  16,897  (1,309) 314,404  656  315,060
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   2015年12月31日に終了した事業年度

   当行株主帰属持分  

 注記 資本金  
資本
準備金  

投資
再評価
準備金  

ヘッジ
準備金  

剰余
準備金  

規制
一般
準備金  

利益
剰余金  

利益
処分
予定額  

為替
準備金  小計  

非支配
持分  合計

   (百万円)

2015年１月１日現在   415,121  1,111,429  31,307  (2,683) 472,237
 
 
888,494  2,002,606  278,125  (21,546) 5,175,090  10,798  5,185,888

当期持分変動額   ‒  ‒  70,548  6,650  87,551  176,122  398,694  8,312  15,900  763,777  4,872  768,649

(a)当期純利益   ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  949,676  ‒  ‒  949,676  5,300  954,976

(b)当期その他包括
利益

13  ‒  ‒  70,548  6,650  ‒  ‒  (872) ‒  15,900  92,225  33  92,258

当期包括利益合計   ‒  ‒  70,548  6,650  ‒  ‒  948,804  ‒  15,900  1,041,902  5,333  1,047,235

(c)株主持分の変動   ‒                       

(ⅰ)非完全所有子
会社に対する
非支配株主の
拠出

57  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  1,366  1,366

(ⅱ)非支配持分の
減少

  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  (1,366) (1,366)

(d)利益処分                          

(ⅰ)法定剰余準備
金への充当

44  ‒  ‒  ‒  ‒  87,551  ‒  (87,551) ‒  ‒  ‒  ‒  ‒

(ⅱ)規制一般準備
金への充当

45  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  176,122  (176,122) ‒  ‒  ‒  ‒  ‒

(ⅲ)2014年度に対
する配当の支
払

  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  (278,125) ‒  (278,125) (461) (278,586)

(ⅳ)2015年度に対
する配当提案
額

  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  (286,437) 286,437  ‒  ‒  ‒  ‒

2015年12月31日現在   415,121  1,111,429  101,854  3,967  559,788  1,064,616  2,401,300  286,437  (5,646) 5,938,867  15,670  5,954,537

 

   2014年12月31日に終了した事業年度

   当行株主帰属持分  

 注記 資本金  
資本
準備金  

投資
再評価
準備金  

ヘッジ
準備金  

剰余
準備金  

規制
一般
準備金  

利益
剰余金  

利益
処分
予定額  

為替
準備金  小計  

非支配
持分  合計

   (百万円)

2014年１月１日現在   415,121  1,111,429  (91,304) (15,653) 386,843  762,872  1,571,453  257,369  (28,575) 4,369,554  8,082  4,377,636

当期持分変動額   ‒  ‒  122,611  12,970  85,394  125,623  431,153  20,756  7,028  805,536  2,716  808,252

(a)当期純利益   ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  920,295  ‒  ‒  920,295  2,271  922,567

(b)当期その他包括
利益

13  ‒  ‒  122,611  12,970  ‒  ‒  ‒  ‒  7,028  142,609  16  142,626

当期包括利益合計   ‒  ‒  122,611  12,970  ‒  ‒  920,295  ‒  7,028  1,062,905  2,288  1,065,192

(c)株主持分の変動                          

(ⅰ)非完全所有子
会社に対する
非支配株主の
拠出

57  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  1,383  1,383

(ⅱ)非支配持分の
減少

  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  (625) (625)

(d)利益処分                          

(ⅰ)法定剰余準備
金への充当

44  ‒  ‒  ‒  ‒  85,394  ‒  (85,394) ‒  ‒  ‒  ‒  ‒

(ⅱ)規制一般準備
金への充当

45  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  125,623  (125,623) ‒  ‒  ‒  ‒  ‒

(ⅲ)2013年度に対
する配当の支
払

  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  (257,369) ‒  (257,369) (329) (257,698)

(ⅳ)2014年度に対
する配当提案
額

  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  ‒  (278,125) 278,125  ‒  ‒  ‒  ‒

2014年12月31日現在   415,121  1,111,429  31,307  (2,683) 472,237  888,494  2,002,606  278,125  (21,546) 5,175,090  10,798  5,185,888
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連結キャッシュ・フロー計算書

 

  12月31日に終了した事業年度

  2015年  2014年

  (百万人民元)  (百万円)  (百万人民元)  (百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー         

税引前利益  75,079  1,235,800  73,431  1,208,674

調整：         

－貸出金に対する減損損失  57,507  946,565  31,254  514,441

－投資およびその他資産に対する減損損失  1,759  28,953  427  7,028

－割引収益のアンワインディング  (1,137) (18,715) (655) (10,781)

－有形固定資産および投資不動産の減価償却  4,086  67,256  3,535  58,186

－その他資産の償却  436  7,177  413  6,798

－負債証券および株式投資に係る正味利益  (9,008) (148,272) (4,177) (68,753)

－投資に係る受取利息  (48,175) (792,961) (37,749) (621,349)

－発行済負債証券に係る支払利息  7,150  117,689  3,921  64,540

－関連会社持分利益  (2) (33) (2) (33)

－共同支配企業持分利益  (134) (2,206) (156) (2,568)

－有形固定資産の処分に係る正味利益  (4) (66) (3) (49)

以下における変動：         

中央銀行に対する預け金  38,689  636,821  (59,267) (975,535)

顧客に対する貸出金  (347,286) (5,716,328) (331,091) (5,449,758)

その他資産  (26,683) (439,202) (32,283) (531,378)

顧客からの預金  267,260  4,399,100  529,162  8,710,007

銀行およびその他金融機関からの預かり金および
借入金

 216,945  3,570,915  66,561  1,095,594

当初満期３ヶ月超の銀行およびその他金融機関に
対する預け金および貸付金

 125,226  2,061,220  24,909  410,002

中央銀行からの借入金  42,600  701,196  20,000  329,200

その他負債  18,923  311,473  3,693  60,787

営業活動によって生じた資金  423,231  6,966,382  291,923  4,805,053

法人所得税支払額  (22,811) (375,469) (19,750) (325,085)

営業活動によって生じた正味資金  400,420  6,590,913  272,173  4,479,968

投資活動         

投資の購入に関する支出  (865,591) (14,247,628) (787,928) (12,969,295)

投資の処分による収入  451,491  7,431,542  579,100  9,531,986

投資に係る受取利益  51,407  846,159  39,675  653,051

有形固定資産およびその他資産の購入に関する支
出

 (9,079) (149,440) (8,125) (133,738)

有形固定資産およびその他資産の処分による収入  167  2,749  1,297  21,349

共同支配企業への貸付の回収  2  33  2  33

投資活動に使用した正味資金  (371,603) (6,116,585) (175,979) (2,896,614)
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   12月31日に終了した事業年度

 注記  2015年  2014年

   (百万人民元)  (百万円)  (百万人民元)  (百万円)

財務活動          

負債証券の発行による収入   200  3,292  15,395  253,402

ミディアムターム・ノートの発行による
収入

  3,046  50,137  5,076  83,551

銀行間譲渡性預金の発行による収入   290,867  4,787,671  24,155  397,591

譲渡性預金の発行による収入   23,105  380,308  29,377  483,545

非支配株主からの収入   83  1,366  84  1,383

銀行間譲渡性預金の払戻   (143,500) (2,362,010) (3,000) (49,380)

譲渡性預金の払戻   (28,812) (474,246) (31,790) (523,263)

非支配株式の償還による払戻   (83) (1,366) (38) (625)

支払配当   (16,925) (278,586) (15,656) (257,698)

発行済負債証券に係る利息支出   (3,096) (50,960) (1,724) (28,377)

財務活動によって生じた正味資金   124,885  2,055,607  21,879  360,128

現金および現金同等物の正味増加   153,702  2,529,935  118,073  1,943,482

現金および現金同等物―１月１日現在   471,471  7,760,413  349,949  5,760,161

為替レート変動の影響   10,670  175,628  3,449  56,771

現金および現金同等物―12月31日現在 49(a)  635,843  10,465,976  471,471  7,760,413

営業活動によるキャッシュ・フローは
以下を含む：

         

利息収入   189,783  3,123,828  188,752  3,106,858

利息支出   99,409  1,636,272  112,124  1,845,561
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財務諸表注記

　（単位は特に記載がない限り百万人民元）

 

1 組織および主要業務

(a) 組織

招商銀行股分有限公司（以下、「当行」という。）は、中華人民共和国（以下、「中国」という。）の深圳に

設立された商業銀行である。2002年４月９日、当行Ａ株式は中国の中国証券監督管理委員会（以下、「CSRC」とい

う。）の承認を受けて上海証券取引所に上場した。

2006年９月22日、当行のＨ株式は香港証券取引所有限公司（以下、「HKEx」という。）メインボードに上場し

た。

2015年12月31日現在、本店以外に、当行は中国本土、香港、ニューヨーク、シンガポールおよびルクセンブル

クに47の支店を有していた。また、当行は北京、ロンドン、ニューヨークおよび台北の４箇所に代表事務所を有

している。

 

(b) 主要業務

当行および子会社（以下、「当グループ」という。）の主要業務は、法人向けおよび個人向けの銀行サービス

の提供、トレジャリー業務の実施、資産運用およびその他の金融サービスの提供である。

 

2 重要な会計方針

(a) 準拠基準および作成の基礎

当財務諸表は、国際会計基準審議会（以下、「IASB」という。）が規定する国際財務報告基準（以下、

「IFRS」という。）およびその解釈指針、ならびに香港公司条例の開示要件に準拠して作成されている。当財務

諸表は、HKExによる証券上場規則のうち該当する開示規則にも準拠している。

 

(b) 会計方針の変更

当グループは、以下の変更を除き、本連結財務諸表に表示された期間について、注記２に説明されている会計

方針を一貫して適用している。

当グループは、以下のIFRSの年次改善を2015年１月１日の初度適用日に適用している。

・　確定給付制度：従業員拠出（IAS第19号の改訂）

・　IFRSの年次改善（2010年－2012年サイクル）

・　IFRSの年次改善（2011年－2013年サイクル）
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IAS第19号「従業員給付」の改訂「確定給付制度：従業員拠出」

この改訂は、確定給付制度における従業員または第三者による特定の拠出会計の複雑さを軽減するための緩和

が導入されている。拠出が改訂で示されている簡便法の対象となる場合、企業はその拠出を確定給付債務の計算

に含める代わりに、関連する勤務提供期間の勤務費用の減額として認識することが認められる。当グループが運

営している確定給付制度は、当グループの拠出によってすべて賄われており、従業員または第三者による拠出を

伴わないため、この改訂による本財務諸表への影響はない。

 

IAS第27号「個別財務諸表」の改訂「個別財務諸表における持分法」

当グループは、IAS第27号「個別財務諸表」の改訂「個別財務諸表における持分法」を、2016年１月１日を適

用日として、2015年１月１日に早期適用している。この改訂は、個別財務諸表において子会社、共同支配企業お

よび関連会社に対する投資を持分法を用いて会計処理することを認めている。この改訂は、遡及適用される。こ

の改訂の適用により、IFRSおよび中国財務部が公表した会計基準に従って作成された個別財務諸表における当グ

ループの共同支配企業および関連会社の取得後の測定の差異を解消することが可能であり、当グループの連結財

務諸表への重要な影響はない。

 

(c) 測定基準

別途記載がない限り、当財務諸表は当グループの機能通貨であり表示通貨である人民元で表示され、別途記載

がない限り、百万人民元未満の金額は四捨五入されている。

当財務諸表は歴史的原価を用いて作成されているが、損益を通じて公正価値評価される金融資産および負債

（デリバティブを含む）ならびに売却可能金融資産は公正価値で計上されている。

IFRSに準拠した当財務諸表の作成にあたり、経営陣は、適用する会計方針、ならびに資産・負債および収益・

費用の報告金額に影響を与える判断、見積りおよび仮定を行うことを要求される。見積りおよび関連する仮定

は、過去の実績およびその状況下において合理的と考えられるその他の様々な要因に基づいている。そのような

見積りおよび仮定が、その他の要素から容易に明白にならない資産および負債の帳簿価額についての判断基準と

なる。実際の結果はこれらの見積りとは異なる可能性がある。

見積りおよび関連する仮定は継続的に検証される。会計上の見積りの変更は、変更が当該年度のみに影響する

場合は見積りが変更された事業年度に認識されるが、変更が当該年度ならびに次年度以降にも影響する場合は、

見積りが変更された事業年度ならびに将来年度にわたって認識される。

IFRSの適用に際して経営陣が行った財務諸表に重大な影響をおよぼす判断、および将来の期間に重大な調整を

要する重要なリスクを伴う見積りは、注記55に記載されている。
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(d) 子会社および非支配持分

子会社とは当グループによって支配されている企業のことである。当グループは、当グループがその事業体に

関与することによって変動収益にさらされるか、または変動収益を得る権利を有していて、その事業体に対する

当グループのパワーを通じてそれらの収益に影響を及ぼす能力を有している場合、その事業体を支配している。

当グループがパワーを有しているか否かを評価する際には、当グループおよびその他の当事者が有する、実質的

な権利のみを考慮する。

子会社に対する投資は、支配が開始した日から支配が終了する日まで連結財務諸表に連結される。グループ内

残高、取引およびキャッシュ・フローならびにグループ内取引から生じた未実現利益は、連結財務諸表を作成す

る際に全額相殺消去されている。グループ内取引から生じた未実現損失は、未実現利益と同様に相殺消去される

が、減損の証拠のない範囲に限定される。

非支配持分は、当行に直接的あるいは間接的に帰属しない子会社における持分であり、当グループとそれらの

持分の保有者との間では、これらの持分に関して、全体として当グループが金融負債の定義を満たす契約上の義

務を負うことになるような追加条件は合意されていない。各企業結合において、当グループは非支配持分を公正

価値にて測定するか、あるいは子会社の識別可能資産の比例持分に基づいて測定するかを選択することができ

る。非支配持分は、連結財政状態計算書および連結株主持分変動計算書の資本の部に当行株主帰属持分とは別に

表示されている。当グループの業績に対する非支配持分は、連結損益計算書ならびに連結損益およびその他包括

利益計算書上に非支配持分と当行株主間の当期純損益および包括利益合計額の配分として表示されている。

当グループの子会社持分のうち、支配の喪失を生じない変動については、資本取引として会計処理され、関連

する持分の変動を反映するため、連結株主持分変動計算書の支配持分および非支配持分に対する調整が行われる

ものの、のれんに対する調整は行われず、損益も認識されない。

当グループが子会社の支配を喪失した場合、その子会社における持分全体が処分として会計処理され、結果と

して生じた損益は損益に認識される。支配喪失日現在の旧子会社における留保持分は、公正価値にて認識され、

当該金額は金融資産（注記２(i)を参照のこと。）の当初認識時の公正価値、あるいは必要に応じて、共同支配

企業（注記２(e)を参照のこと。）または関連会社（注記２(f)を参照のこと。）への投資の当初認識時の取得原

価として認識される。

当行の財政状態計算書（注記60を参照のこと。）上、子会社への投資は減損引当金控除後の原価で表示されて

いる。

 

(e) 共同支配企業

共同支配企業とは、当グループが共同支配する取決めであり、共同支配では当グループが資産に対する権利お

よび負債に対する義務よりもむしろ当該取決めの純資産に対する権利を有している。

共同支配とは、契約上合意した支配分担の取決めであり、関連活動に関する決定において、支配を分担してい

る当事者の満場一致の合意を要する場合のみ存在する。

共同支配の有無について判断する場合、当グループは通常、以下のケースを検討する。

－共同支配の取決めにおいて、いずれかの当事者が共同支配企業の関連活動を支配できないか否か

－共同支配企業の関連活動に関する決定において、支配を分担している当事者の満場一致の合意を要するか否

か
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連結損益計算書には、共同支配企業の当事業年度の業績に対する当グループの持分が含まれ、連結財政状態計

算書には、共同支配企業の純資産に対する当グループの持分が含まれる。

共同支配企業に対する持分は、持分法を用いて会計処理されている。当該持分は当初、取引費用を含む取得原

価で認識される。当初認識後は、重要な影響力または共同支配を喪失する日まで、共同支配企業の損益およびそ

の他包括利益に対する当グループの持分が連結財務諸表に含まれる。

共同支配企業への投資は、連結財務諸表上で持分法により会計処理されている。持分法の下では、投資は、当

初、取得原価で計上され、取得日における被投資会社の識別可能純資産の公正価値のうち、当グループ持分が投

資の取得原価を超過する部分（もしあれば）に関して調整される。その後、当該投資は、共同支配企業の純資産

の当グループ持分の取得後の変動に関して調整される。取得日において取得原価を超過する部分がある場合に

は、連結損益算書に、共同支配企業への投資に関して当事業年度に認識されたのれんの減損を含む、共同支配企

業の当事業年度の取得後の業績（税引後）に対する当グループの持分が含まれる（注記２(g)および(n)(ⅱ)参

照）。

当グループの損失の持分が共同支配企業に対する持分を超過する場合、当グループの持分はゼロまで減額さ

れ、それ以上の損失は認識されない。ただし、グループに法的あるいは実質的な義務が生じている場合またはグ

ループが共同支配企業の代わりに支払いを行っている場合を除く。これらの目的上、共同支配企業に対する当グ

ループの持分は、持分法に基づく投資の帳簿価額に当グループの共同支配企業への純投資の一部を実質的に形成

する当グループの持分を含めたものである。

当グループおよび共同支配企業間の取引から生じた未実現利益および損失は、当グループの共同支配企業に対

する持分を上限として相殺消去される。ただし、未実現損失が譲渡資産に減損が生じている証拠となる場合は、

直ちに損益に認識される。

当グループが共同支配企業に対する共同支配を中止する場合、被投資会社における全持分の処分として会計処

理され、結果として生じた利益または損失は連結損益計算書に認識される。共同支配を喪失した日の旧被投資会

社の留保持分は、公正価値で認識され、この金額は金融資産の当初認識時の公正価値とみなされるか（注記２

(i)を参照のこと。）、または、適切な場合、関連会社への投資の当初認識時における原価として認識される

（注記２(f)）を参照のこと。）。

当行の財政状態計算書（注記60を参照のこと。）上、当行の共同支配企業に対する投資は、減損控除後の原価

で表示されている。

 

(f) 関連会社

関連会社は当グループが重要な影響力を持つが、財務上および経営上の方針決定への参画を含む経営に対する

支配または共同支配を行っていない事業体を表す。

重要な影響力とは、被投資会社の財務上および経営上の方針決定への参画するが、それらの方針に対する支配

または共同支配を行っていないことである。

重要な影響力の有無について判断する場合、当グループは通常、以下のケースを検討する。

－被投資会社の取締役会または同等の管理組織の代表

－方針決定プロセスへの参加

－企業と被投資会社との間の重要な取引
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関連会社に対する持分は、持分法を用いて会計処理されている。当該持分は当初、取引費用を含む取得原価で

認識される。当初認識後は、重要な影響力または共同支配を喪失する日まで、関連会社の損益およびその他包括

利益に対する当グループの持分が連結財務諸表に含まれる。

関連会社への投資は、連結財務諸表上で持分法により会計処理されている。持分法の下では、投資は、当初、

取得原価で計上され、取得日における被投資会社の識別可能純資産の公正価値のうち、当グループ持分が投資の

取得原価を超過する部分（もしあれば）に関して調整される。その後、当該投資は関連会社の純資産の当グルー

プ持分における取得後の変動に関して調整される。取得日において取得原価を超過する部分がある場合には、連

結損益算書に、関連会社への投資に関して当事業年度に認識されたのれんの減損を含む、関連会社の当事業年度

の取得後の業績（税引後）に対する当グループの持分が含まれる（注記２(g)および(n)(ⅱ)参照）。

当グループの持分損失が関連会社に対する持分を超過する場合、当グループの持分はゼロまで減額され、それ

以上の損失は認識されない。ただし、グループに法的あるいは実質的な義務が生じている場合またはグループが

関連会社の代わりに支払いを行っている場合を除く。これらの目的上、関連会社に対する当グループの持分は、

持分法に基づく投資の帳簿価額に当グループの関連会社への純投資の一部を形成する当グループの持分を含めた

ものである。

当グループおよび関連会社間の取引から生じた未実現利益および損失は、当グループの関連会社に対する持分

を上限として相殺消去される。ただし、未実現損失が譲渡資産に減損が生じている証拠となる場合は、直ちに損

益に認識される。

当グループが関連会社に対する重要な影響力を喪失する場合、当該被投資会社における持分全体の処分として

会計処理され、結果として生じた損益は連結損益計算書に認識される。重要な影響力を喪失した日における旧被

投資会社における留保持分は、公正価値で認識され、この金額は金融資産の当初認識時の公正価値（注記２(i)

を参照のこと）とみなされる。

 

(g) のれん

のれんとは、（ⅰ）が（ⅱ）を超過した部分を表す。

（ⅰ）譲渡した対価の公正価値の累積額、被取得会社における非支配持分の金額および当グループが過去に保

有していた被取得会社の持分の公正価値

（ⅱ）取得日現在において測定された被取得会社の識別可能な資産および負債の公正価値純額

（ⅱ）が（ⅰ）よりも大きい場合、この超過部分は割引購入における利益として直ちに損益に認識される。

のれんは減損累計額控除後の原価で表示される。企業結合によって生じたのれんは、企業結合のシナジー効果

によって便益を得ることが期待される各CGUまたはCGUグループに対して配分され、毎年、減損テストが行われる

（注記２(n)(ⅱ)参照）。

期中にCGUが処分される場合、取得したのれんのうち当該現金生成単位に帰属する金額は、処分損益の計算に

含まれる。
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(h) 無形資産（のれん以外）

無形資産は、償却累計額（有限耐用年数の無形資産のみ）および減損控除後の原価で計上される（注記２(n)

(ⅱ)参照）。有限耐用年数の無形資産の償却は、資産の見積耐用年数にわたって定額法で損益に計上される。

土地使用権は原価で計上され、各リース契約期間にわたり定額法で償却される。

無形資産は、その耐用年数が無期限であると評価される場合は償却されない。2015年12月31日現在、当グルー

プの無形資産で、耐用年数が無期限であると評価されたものはない。

償却期間および償却方法はどちらも毎年見直される。

 

(i) 金融商品

(ⅰ) 当初認識および分類

すべての金融資産および金融負債は、当グループが金融商品の契約規定の当事者になった場合にのみ、連結

財政状態計算書に認識される。キャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効するか、所有に係る実質的に

すべてのリスクおよび経済価値が移転した時点で、金融資産の認識は中止される。

決済日基準を用いて認識される貸出金および非標準的債券投資を除き、その他の金融資産の売買取引は取引

日基準で認識される。公正価値で測定される金融資産または金融負債の公正価値の変動によって生じた損益

は、当該取引日から計上される。

契約で規定された義務が解除、取消しあるいは失効した時点で、金融負債の認識は中止される。

すべての金融資産および負債は当初認識時に公正価値で測定される。損益を通じて公正価値評価されていな

い金融資産または金融負債の場合は、当該金融商品の公正価値が、同じ商品（修正あるいはリパッケージ商品

は除く）のその他の観察可能な現在の市場取引との比較により裏付けされるか、あるいは観察可能な市場デー

タを含む変動要素を用いた評価方法に基づいている場合を除き、公正価値に、当該金融資産あるいは金融負債

の取得あるいは発行に直接帰属する取引費用を加算した金額で測定される。損益を通じて公正価値評価される

金融資産および負債の取引費用は、直ちに費用計上される。

当グループは、資産を取得した目的または負債が発生した理由に応じて、取引開始時に金融商品を以下のカ

テゴリーに分類している。

－　損益を通じて公正価値評価される金融資産および金融負債は、主として短期の利益獲得のために保有する

金融資産および金融負債、ならびに損益を通じて公正価値評価することを当グループが指定した金融資産

および負債を含む。

ヘッジ目的として適格でないすべてのデリバティブは当該区分に分類され、公正価値がポジティブな場合

は資産として、公正価値がネガティブな場合は負債として計上される。

金融商品は、下記の場合において当初認識時に損益を通じて公正価値評価する金融資産及び金融負債とし

て指定を受ける。
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－　資産または負債が内部的に公正価値で管理、評価および報告されている場合

－　指定することにより、当該指定を行わなかった場合に生ずる会計上の不一致を解消または著しく減少

させる場合

－　契約に基づいて要求されるキャッシュ・フローを大幅に修正する組込デリバティブが資産または負債

に含まれている場合、または

－　金融商品から当該組込デリバティブを切り離すことが禁止されていない場合

－　満期保有目的投資

満期保有目的投資は、固定満期および固定あるいは確定可能な支払額がある非デリバティブ金融資産で、

当グループが満期まで保有する積極的な意図および能力を有している資産である。

－　貸出金および受取債権

貸出金および受取債権は、固定あるいは確定可能な支払額を有するが、活発な市場での取引のない非デリ

バティブ金融資産で、当グループが直ちにあるいは近いうちに売却する意図がある資産および当初認識時

に売却可能金融資産として指定した資産を除く。

－　売却可能金融資産

売却可能金融資産は、売却可能として指定された金融資産、または損益を通じて公正価値評価される金融

資産、貸出金および受取債権あるいは満期保有目的投資として分類されなかった資産である。

－　その他の金融負債

その他の金融負債は、損益を通じて公正価値評価するものを除き、実効金利法を用いた償却原価で測定さ

れる。

 

当初認識後、金融資産および金融負債は、売却あるいはその他の処分の際に生じる取引費用を控除せずに、

公正価値で測定される。ただし、貸出金および受取債権、満期保有目的投資および損益を通じて公正価値評価

されていない金融負債は、実効金利法を用いた償却原価で測定される。

損益を通じて公正価値評価される金融資産は公正価値で測定され、受取利息または配当収入を含む、その変

動は損益に認識される。

当初認識後、損益を通じて公正価値評価される金融資産は公正価値で測定され、その変動は、減損損失およ

び負債商品に関する外貨換算差額を除き、その他包括利益に認識され、公正価値準備金に累積される。これら

の資産の認識が中止される場合、資本の部に累積された損益は、損益に再分類される。

償却原価で測定されている金融資産および負債に関する損益は、金融資産あるいは金融負債の認識が中止さ

れるか減損および償却される場合に、連結損益計算書に認識される。
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(ⅱ) 公正価値による測定の原則

公正価値は、主要な市場において、市場参加者間の秩序立った取引において、資産を売却するために受け取

るか、または負債を譲渡するために支払う、測定日現在の価格である。または、主要な市場がない場合、測定

日現在において当グループがアクセスできる最も有利な市場における価格である。負債の公正価値は、不履行

リスクを反映している。

当グループは、その商品の活発な市場における市場価格が入手可能な場合には、それを用いてその商品の公

正価値を測定する。継続的に価格情報を提供するのに十分な頻度および取引量で資産または負債に関する取引

が行われる場合に市場は活発であるとみなされる。活発な市場における市場価格がない場合、当グループは、

関連する観察可能なインプットを最大限に利用し、観察不能なインプットの使用を最小限に抑える評価技法を

使用する。選択された評価技法は、市場参加者が取引において価格設定を行う際のすべての要因を取り込む。

 

(ⅲ) ヘッジ会計

当グループは、特定のデリバティブを認識済資産または負債もしくは予定取引によって発生する可能性の高

い将来キャッシュ・フローのヘッジ（以下、「キャッシュ・フロー・ヘッジ」という。）として指定してい

る。ヘッジ会計は、一定の条件を満たしていることを条件に、キャッシュ・フロー・ヘッジのヘッジ手段とし

て指定されたデリバティブに適用される。

当グループは、ヘッジ関係開始時において、ヘッジ手段とヘッジ対象の関係、およびヘッジの実行に対する

リスク管理目的および戦略を文書化することを方針としている。当該方針はまた、ヘッジ取引で使用されたデ

リバティブが、キャッシュ・フローのリスクに起因するヘッジ対象の変動を極めて有効に相殺するかどうかに

関する評価をヘッジ開始時および継続的に文書化するよう要求している。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、適格とみなされるデリバティブの公正価値の変動の有効部分

は、その他包括利益に認識され、個別に資本の部に累積計上される。非有効部分に関する損益は、直ちに連結

損益計算書の「その他の正味収益」の中の「トレーディング収益」に認識される。

認識済資産または負債のキャッシュ・フロー・ヘッジに関連する累積損益は、当該キャッシュ・フロー・

ヘッジが損益に影響を及ぼす期間と同じ期間に資本の部から連結損益計算書に再分類される。ヘッジ手段が失

効するか、または売却される場合、もしくはヘッジがヘッジ会計の基準を満たさなくなった場合に、その時点

での累積損益は、予定取引が最終的に連結損益計算書に認識されるまで、資本の部に計上される。予定取引の

発生が予想されない場合、その他包括利益に認識された累積損益は直ちに連結損益計算書に再分類される。
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ヘッジの有効性テスト

ヘッジ会計の要件を満たすために、当グループはヘッジ契約の開始時および契約期間を通して、当該ヘッジ

が極めて有効であることを証明するための有効性の事前テストを実行する。また、実際の有効性（事後の有効

性）についても継続的に証明される。

各ヘッジ関係の文書化には、ヘッジの有効性の評価方法が記載されている。当グループがヘッジの有効性評

価に用いる方法は、当グループのリスク管理戦略によって決定される。

ヘッジの事前の有効性に関しては、ヘッジ手段がヘッジされているリスクに帰属するキャッシュ・フローの

変動を相殺することについて、ヘッジ指定期間にわたって高い有効性が認めらることが予想される。実際に

ヘッジの有効性が高いとみなされるには、キャッシュ・フローの変動が80％から125％の範囲で相殺されなけ

ればならない。

 

ヘッジ会計としての要件を満たさないデリバティブ

公正価値評価する指定を受けた金融商品と共に管理され、ヘッジ会計としての要件を満たさないデリバティ

ブの公正価値の変動によって生じたすべての損益は、直ちに連結損益計算書に認識される。これらの損益は、

「その他の正味収益」の中の「トレーディング収益」に認識される。

 

(ⅳ) 特定の項目

現金同等物

現金同等物には、銀行および中央銀行に対する預け金、ならびに価格の変動リスクが非常に少なく既知の現

金金額に容易に交換可能で、取得時における満期までの期間が３ヶ月以内の流動性の高い短期投資が含まれて

いる。

 

銀行およびその他金融機関に対する貸付金

銀行とは、中国人民銀行（以下、「PBOC」という。）およびその他の当局によって承認されたその他の銀行

を表している。その他金融機関とは、中国銀行業監督管理委員会（以下、「CBRC」という。）に登録し、その

監督下にある金融会社、投資信託会社およびリース会社、ならびにその他の規制当局に登録し、その監督下に

ある保険会社、証券会社および投資ファンド会社等を表している。銀行およびその他金融機関に対する貸付金

は、貸出金および受取債権として会計処理されている。

 

投資

株式投資は、損益を通じて公正価値評価される金融資産または売却可能金融資産として会計処理されてい

る。債券投資は、取得時におけるグループの保有目的に応じて、損益を通じて公正価値評価される金融資産、

満期保有目的投資、受取債権として分類される負債証券および売却可能金融資産に分類される。
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顧客に対する貸出金

当グループによって顧客に直接提供された貸出金、シンジケート・ローンへの参加を通じて提供された貸出

金およびファイナンス・リース債権は、顧客に対する貸出金として会計処理されている。

 

(ⅴ) デリバティブ金融商品

当グループのデリバティブ金融商品には、主に直物、先物および通貨スワップ、金利スワップならびにオプ

ション契約が含まれ、これらの取引は、顧客の需要に応じて、あるいは当グループの資産・負債管理目的で実

行されている。顧客のためのデリバティブ取引から生じるリスクをヘッジするため、当グループは、他の銀行

との間で類似するデリバティブ契約を締結している。

デリバティブ金融商品は公正価値で表示され、キャッシュ・フロー・ヘッジを除き、これらから生じた損益

は連結損益計算書に認識される。キャッシュ・フロー・ヘッジに関しては、ヘッジの有効部分から生じた損益

はその他包括利益に認識される。

 

(ⅵ) 組込デリバティブ

デリバティブは、別の契約上の取決め（主契約）に組み込まれることがある。当グループは、以下のような

場合に組込みデリバティブを主契約より区分処理している。

－主契約が損益を通じて公正価値で計上されていない場合

－デリバティブが別個の契約の場合に、組込デリバティブの条件がデリバティブの定義を満たす場合

－組込デリバティブの経済的特性およびリスクが主契約の経済的特性およびリスクと緊密に関連していない

場合

分離された組込デリバティブは、公正価値で測定され、公正価値の変動は、それらが適格キャッシュ・フ

ローまたは純投資ヘッジ関係の一部を形成する場合を除き、損益に認識される。分離された組込デリバティブ

は、主契約と共に財政状態計算書に表示される。

 

(ⅶ) 証券化

当グループは、様々な信用資産を証券化しているが、証券化により、これらの資産は特別目的事業体に売却

され、特別目的事業体は投資家に対して有価証券を発行している。証券化された金融資産に対する持分は、優

先または下位トランシェあるいはその他の残存持分の形式（以下、「留保持分」という。）で保持される場合

がある。留保持分は、当グループの財政状態計算書に公正価値で表示される。証券化に係る損益は、譲渡金融

資産の帳簿価額（資産の譲渡日の公正価値に基づき、認識を中止した金融資産と留保持分とに配分される）に

より決定される。証券化に係る損益は「その他の正味収益」に計上される。

証券化された金融資産に当該方針を適用するにあたり、当グループは譲渡した金融資産のリスクおよび経済

価値の移転する程度ならびに当該譲渡金融資産に対する当グループの支配の程度の両方を考慮している。
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－　当グループは、金融資産の所有に係る実質的にすべてのリスクおよび経済価値を移転する場合、当該金融

資産の認識を中止する。

－　当グループは、金融資産の所有に係る実質的にすべてのリスクおよび経済価値を留保する場合、引き続き

当該金融資産を認識する。

－　当グループは、金融資産の所有に係る実質的にすべてのリスクおよび経済価値を移転も留保もしない場

合、当該金融資産を支配しているか否かについて判断する。当グループが当該金融資産に対する支配力を

有していない場合、当該金融資産の認識を中止し、資産の譲渡によって発生または留保した権利および義

務について別個に資産または負債を認識する。当グループが当該金融資産に対する支配力を有している場

合、当該金融資産の当グループが継続的に関与する部分について引き続き認識する。

 

(ⅷ) 持分商品

持分商品の発行により受け取った対価（取引費用控除後）は、株主資本に認識される。当グループが発行し

た持分商品の買戻に関して当行が支払う対価および取引費用は、株主資本から控除される。

 

(ⅸ) 永久債

当初認識時に当グループは、発行済み永久債またはその構成要素を、金融資産、金融負債および持分商品の

定義を考慮した上で、契約条件および経済的実態に基づき金融資産、金融負債または持分商品に分類する。

持分商品として分類される必要のある発行済み永久債は、実際の受取額に基づき資本に認識される。当該商

品の期間中における配当または利息の支払いは、利益処分として取り扱われる。永久債が契約条件に従って償

還される場合、償還価格は資本の部に計上される。

 

(j) 有形固定資産、投資不動産および減価償却

有形固定資産および投資不動産は、減価償却累計額および減損損失控除後の原価あるいは見積り原価で計上さ

れる。オペレーティング・リースに基づいて保有している土地およびその上に建設されている建物については、

当該土地および建物に関するリース権の公正価値をリース開始時に別個に測定することが不可能で、建物がオペ

レーティング・リースに基づいて保有されていることが明確でない場合もこの項目に含まれている。
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減価償却費は、見積残存価値を考慮後の有形固定資産および投資不動産の原価を以下の見積耐用年数にわたり

定額法で償却するよう計算される。

 

建物 20年

投資不動産 20年

コンピューター機器 ３年

自動車その他 ３-５年

建物附属設備（賃貸不動産） ３年

建物附属設備（所有不動産） 見積耐用年数

 

建設仮勘定は建設中の建物を表し、減損控除後の原価で計上される。原価には直接的および間接的な建設費が

含まれる。建設仮勘定の残高は、当該資産がその使用目的のために利用可能となった時点で、有形固定資産およ

びその他資産の適切な分類に振り替えられる。建設仮勘定に関しては、減価償却を行っていない。

有形固定資産および投資不動産の帳簿価額は、回収可能価額が帳簿価額を下回るまでに下落しているかどうか

を評価するために、定期的に検証される。このような下落が生じた場合、帳簿価額は回収可能価額まで減額され

る。減損損失額は連結損益計算書に認識される。資産の回収可能価額は、処分費用控除後の公正価値および将来

予想キャッシュ・フローの現在価値のいずれか大きいほうである。使用価値を評価する際には、見積将来キャッ

シュ・フローが現在価値へ割り引かれる。

有形固定資産および投資不動産に関連して事後的に発生する支出は、当該有形固定資産に関連する将来の経済

便益を当グループが享受する可能性が高い場合にのみ資産計上される。その他のすべての支出は、発生時に費用

として連結損益計算書に認識される。

有形固定資産および投資不動産の処分に係る利益または損失は、当該有形固定資産および投資不動産の正味処

分利益と帳簿価額の差額として決定され、発生時に連結損益計算書に認識される。

 

(k) 担保権実行資産

減損貸出金の回収において、当グループは、裁判所手続または債務者による所有権の任意引渡しを通じて担保

として保有している資産の担保権を実行することができる。減損資産を順当に回収することが目的で、当グルー

プがもはや債務者からの返済を想定していない場合、担保権実行資産は「その他資産」に計上される。

担保権実行資産は、担保権実行日における公正価値で測定されている。担保権実行資産は減価償却されな

い。

当初の分類時およびその後の再測定による減損損失は、連結損益計算書に認識される。
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(l) ファイナンス・リースおよびオペレーティング・リース

(ⅰ) 分類

リースはファイナンス・リースおよびオペレーティング・リースに分類される。ファイナンス・リースと

は、資産の所有に伴う実質的にすべてのリスクおよび経済価値を移転するリースである。所有権は最終的に移

転する場合もあれば、しない場合もある。オペレーティング・リースはファイナンス・リース以外のリースで

ある。

 

(ⅱ) ファイナンス・リース

当グループがファイナンス・リースにおける賃貸人である場合、当該リースへの純投資額は「顧客に対する

貸出金」として財政状態計算書に含まれる。ファイナンス・リースに基づく未認識の財務収益は、リース契約

期間にわたって実効金利法を用いて償却される。リース支払額に内在する財務収益は、当該リース契約期間に

わたって、投資金額に比例して「受取利息」として認識される。減損は、注記２(n)(ⅰ)に説明されている会

計方針に従って会計処理される。

 

 (ⅲ) オペレーティング・リース

－　オペレーティング・リース

オペレーティング・リースに基づくリース支払額は、リース契約期間にわたり、定額法で費用として認識

される。偶発賃貸料は、実際に発生した会計期間に損益に計上される。

－　オペレーティング・リースのもとで賃貸される資産

オペレーティング・リースのもとで賃貸している有形固定資産および投資不動産は、注記２(j)に説明さ

れている減価償却方針に従って減価償却され、減損が生じている場合には、注記２(n)(ⅱ)に説明されて

いる会計方針に従って減損損失が計上される。オペレーティング・リースによる収益は、リース契約期間

にわたり、定額法で損益計算書に認識される。賃貸された資産に関して発生した当初直接費用が重要であ

る場合、当該費用は最初に資産計上され、その後はリース収益と同様の基準に基づいてリース契約期間に

わたり償却され、利益または損失に計上される。その他の場合、費用は直ちに利益または損失として計上

される。偶発リース収益は、発生した会計期間に損益に計上される。

 

(m) 売戻契約および買戻契約

売戻契約に基づく金融資産の購入に関する金額は、「売戻契約に基づいて保有する金額」として会計処理され

る。買戻契約に基づく金融資産の売却による金額は、「買戻契約に基づいて保有する金額」として会計処理され

る。

購入と売戻の対価、あるいは売却と買戻の対価の差額は取引期間にわたり実効金利法を用いて償却され、適

宜、受取利息あるいは支払利息に含まれる。
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(n) 減損

(ⅰ) 金融資産

金融資産は、各報告期間末において、当該金融資産あるいは金融資産グループが減損しているという客観的

な証拠の有無を判断するために評価される。資産の当初認識後に発生した一つあるいは複数の事象の結果とし

ての減損に係る客観的な証拠があり、またその事象（あるいは複数の事象）が金融資産あるいは金融資産グ

ループの見積将来キャッシュ・フローに影響を与え、その影響を確実に見積ることができる場合にのみ、金融

資産あるいは金融資産グループは減損しているとみなされ、減損損失が発生する。客観的な証拠には、以下が

含まれる。

－　発行者または債務者の著しい財政難

－　元利金の支払不能または遅延等の契約違反

－　債務者が破産またはその他の財務再建手続きを取る可能性

－　債務者に悪影響を与える、技術環境、市場、経済環境あるいは法的環境における重大な変化

－　財政難を原因とする金融資産に関する活発な市場の消失

－　取得原価を下回る持分商品への投資の公正価値の著しい下落または長期的な下落

 

減損損失はそれに対応する資産に対して直接償却される。ただし、償却原価で測定され、その回収に疑義が

生じているが回収可能性が低くはないと考えられている貸出金および受取債権ならびに満期保有目的投資に関

する減損損失は引当金勘定を用いて計上される。当グループが、回収の可能性が低いと判断した場合、回収不

能と見なされた金額は、貸出金および受取債権または満期保有投資に対して直接償却され、その債務者／投資

に関連する引当金勘定に計上されていた金額は戻し入れられる。過年度に引当金勘定に計上されていた金額が

その後回収された場合、その金額は、引当金勘定の戻入れとして計上される。引当金勘定のその他の変動およ

び過年度に直接償却された金額のその後の回収額は、連結損益計算書上に認識される。

 

貸出金および受取債権ならびに満期保有目的投資に係る減損損失

当グループは、個別評価および集合的評価という２種類の方法で貸出金および受取債権ならびに満期保有目

的投資に係る減損を評価している。

－　個別評価

個別に重要な貸出金および受取債権ならびに満期保有目的投資は、減損について個別評価される。

貸出金および受取債権ならびに満期保有目的投資の見積将来キャッシュ・フローに影響を与える減損に係

る客観的な証拠がある場合、個別に重要な減損貸出金および受取債権ならびに満期保有目的投資に対して

減損引当金が設定される。個別の減損貸出金は破綻懸念以下に格付けされる。
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個別に重要な減損貸出金および受取債権ならびに満期保有目的投資に対する減損引当金は、当該貸出金お

よび受取債権ならびに満期保有目的投資の帳簿価額と該当する当該貸出金および受取債権ならびに満期保

有目的投資の実効金利で割り引かれた見積将来キャッシュ・フローの現在価値との差額として測定され

る。貸出金および受取債権ならびに満期目的保有投資の帳簿価額は、減損引当金を通じて減額される。

担保付きの貸出金および受取債権ならびに満期保有目的投資に係る見積将来キャッシュ・フローの現在価

値の計算は、競売の可能性に関係なく、競売から生じるキャッシュ・フローから担保の取得および売却に

係る費用を控除したものを反映している。

－　集合的評価

減損引当金は、以下について集合的に計算される。

－　個別評価された貸出金および受取債権ならびに満期目的保有投資に関する減損の客観的な証拠が存在

しない、および

－　類似した信用リスク特性を有する個別に重要でない同種の貸出金および受取債権ならびに満期目的保

有投資グループ

 

既に発生しているが、未だ特定されていない減損

個別評価された貸出金および受取債権ならびに満期目的保有投資に関する減損の客観的な証拠がない場

合、重要性に拘わらず、当該貸出金および受取債権ならびに満期目的保有投資は集合的な減損引当金を計

算するために、信用リスクの特性が類似する貸出金プールにグループ分けされる。当該引当金は、報告期

間末において減損しているものの、将来の一定の時期までは個別に減損が特定されない貸出金および受取

債権ならびに満期目的保有投資に対して設定される。プールの中の個別貸出金および受取債権ならびに満

期目的保有投資について減損の客観的な証拠を明確に特定する情報が入手でき次第、かかる貸出金および

受取債権ならびに満期目的保有投資はプールの中から取り除かれる。減損を個別に評価された貸出金およ

び受取債権ならびに満期目的保有投資で、減損が認識されるか、あるいは認識され続けている貸出金およ

び受取債権ならびに満期目的保有投資は、減損の集合的評価に含まれない。集合的な評価に対する引当金

は、以下の点を考慮して決定される。

－　グループの貸出金ポートフォリオの構成およびリスク特性（すべての貸出金を返済する債務者の能力

を表す）ならびに主に過去の損失実績に基づく貸出金および受取債権ならびに満期目的保有投資ポー

トフォリオの個別要素に関する予想損失

－　損失の発生した時期とその損失が特定され、個別貸出金および受取債権ならびに満期目的保有投資に

係る損失に対する引当金が設定されることによって裏付けられるまでの期間

　および

－　現在の経済状況および信用状況について、固有の損失の実際の水準が過去の実績が示すものを上回る

または下回る可能性に関する経営陣の判断
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同種の貸出金および受取債権ならびに満期目的保有投資グループ

同種の貸出金および受取債権ならびに満期目的保有投資ポートフォリオは、ロール・レートあるいはヒ

ストリカル・ロス・レートの手法を用いて集合的に評価されている。延滞期間は、減損に関する主要な観

察可能な客観的証拠である。

減損は連結損益計算書において認識される。

その後の期間に、減損金額が減少し、その減少を減損の認識後に生じた事象に客観的に関連付けることがで

きる場合、以前に認識された減損は戻し入れられる。戻入れにより、貸出金および受取債権ならびに満期目的

保有投資の帳簿価額が、減損が認識されなかった場合の減損戻入日における償却原価を超過することは認めら

れない。戻入金額は、連結損益計算書に認識される。

当グループは必要な法的またはその他の手続きをすべて完了した後に、貸出金および受取債権ならびに満期

目的保有投資の合理的な回収の見込みがないと判断する場合、減損引当金に対して当該貸出金および受取債権

ならびに満期目的保有投資の償却を行う。償却済貸出金および受取債権ならびに満期目的保有投資の回収額

は、連結損益計算書において、減損損失勘定を通じて戻し入れられる。

貸出条件が再交渉された貸出金とは、債務者の財政状態の悪化により貸出条件が緩和され、グループが通常

の状況下では実施されない特別な条件を提示している貸出金のことである。貸出条件が再交渉された貸出金

は、それらの減損あるいは延滞状況が継続しているか否かを判断するために継続的な監視の対象となってい

る。

 

売却可能金融資産に係る減損損失

売却可能金融資産の公正価値の減少がその他包括利益に認識されており、当該売却可能金融資産が減損して

いるという客観的な証拠がある場合、それまでにその他包括利益に直接認識された累積損失は金融資産の認識

が中止されなくても、その他包括利益から控除され、連結損益計算書に認識される。

連結損益計算書に認識される累積損失金額は、取得原価（元本返済額および償却額控除後）と現在の公正価

値（連結損益計算書に認識済みの当該資産に係る減損損失控除後）との差額である。市場性のない持分商品の

ように公正価値が確実に測定できないため公正価値評価されていない売却可能資産の減損金額は、当該金融資

産の帳簿価額と見積将来キャッシュ・フローを類似金融資産の現在の市場収益率で割り引いた現在価値との差

額として測定される。

その後の期間に、売却可能に分類された負債商品の公正価値が増加し、当該増加を連結損益計算書における

減損の認識後に生じた事象に客観的に関連付けることができる場合、当該減損は戻し入れられ、戻入金額は連

結損益計算書に認識される。

売却可能に分類された持分商品への投資に関して連結損益計算書に認識された減損は、連結損益計算書を通

して戻し入れられることはない。これら資産の公正価値のその後の増加は資本の部に直接認識される。
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(ⅱ) その他資産

報告期間末において、その他資産の減損について、またはのれんの場合は過年度に認識された減損損失がも

はや存在しないか減少している可能性についての兆候を識別するために、内外の情報源の見直しが行われる。

もしそのような兆候がある場合、資産の回収可能価額が見積られる。さらに、のれん、まだ利用可能になっ

ていない無形資産および無期限の耐用年数を有している無形資産については、減損の兆候の有無にかかわら

ず、当グループは報告期間末に回収可能価額の見積りを行う。

－　回収可能価額の算定

　　資産の回収可能価額とは、処分費用控除後の公正価値および将来キャッシュ・フローの現在価値のいずれ

か大きいほうである。使用価値を評価する場合、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値につ

いての現在の市場評価および当該資産に特有のリスクを反映した税引前割引率を用いて、現在価値に割り

引かれる。他の資産からほぼ独立したキャッシュ・フローを生み出さない資産の回収可能価額は、他の資

産と区別可能なキャッシュ・フローが発生する最小グループの資産（現金生成単位）について決定され

る。

－　減損損失の認識

資産、または資産が属する現金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を上回る場合は常に、減損損失が連結

損益計算書に認識される。現金生成単位について認識された減損損失は、最初に、現金生成単位（または

単位グループ）に割り当てられたのれんの帳簿価額を減額させ、その後、按分計算により当該単位（また

は単位グループ）におけるその他資産の帳簿価額を減額させる。ただし、当該資産の帳簿価額は、売却費

用控除後の公正価値または使用価値（決定可能な場合）を下回ることはない。

－　減損損失の戻入

減損損失は、一旦認識されたら、戻し入れられることはない。

 

(o) 転換社債

当初認識において、転換社債の負債構成部分は、将来の利息および元本支払額を、転換オプションを有さない

類似の負債証券に対して当初認識時に適用される市場金利で割引いた現在価値として計算されている。その後、

当該負債構成部分は、転換または償還されるまで償却原価で計上される。発行代り金のうち、負債構成部分とし

て当初認識された金額を上回る部分は、実質的にオプション相当分であり、資本準備金に資本構成部分として認

識される。

転換社債が株式に転換される場合、当該負債構成部分の帳簿価額および転換時の未払利息は、額面金額で発行

された株式数に基づいて「資本金」に振り替られ、差額は資本準備金の資本剰余金として認識される。
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(p) 発行済み金融保証、引当金および偶発債務

(ⅰ) 発行済み金融保証

金融保証は、負債商品の支払期限到来時に、指定された債務者が約定返済を行わないことによりその保証の

受益者（保有者）が被った損失を弁済するために、保証人（つまり発行者）に所定の金額の支払いを要求する

契約である。

当グループが、顧客に対して金融保証を発行する場合、当該保証の公正価値（受け取った保証料）は、当初

「その他負債」の繰延収益として認識される。

当該繰延収益は、保証期間にわたって償却され、発行した金融保証からの収益として連結損益計算書に認識

される。さらに(a)当該保証に基づいて、当該保証の保有者が当グループに支払いを要求する可能性があり、

(b)当グループに対する請求金額が、その保証に関してその他負債に計上されている金額（すなわち償却累計

額控除後の当初認識額）を上回ると予想される場合、注記２(n)(ⅱ)に従って引当金が計上される。

 

(ⅱ) その他の引当金および偶発債務

発生する時期または金額が不確定な債務に対する引当金は、当グループが過去の事象の結果として生じた法

的あるいは実質的な債務を有し、当該債務の決済のために経済便益の流出が必要とされる可能性が高く、かつ

確実な見積りができる場合に認識される。貨幣の時間的価値が重要である場合、引当金は、当該債務の決済に

必要と見込まれる支出の現在価値で計上される。

経済便益の流出が必要とされる可能性が高くないか、金額を確実に見積ることができない場合は、経済便益

の流出の可能性がわずかな場合を除き、当該債務は偶発債務として開示される。将来の一つあるいは複数の事

象が発生するまでその存在が確認できない潜在的な債務についてもまた、経済便益の流出の可能性がわずかな

場合を除き、偶発債務として開示される。

 

(q) 収益の認識

(ⅰ) 受取利息

受取利息は、商品の実効金利あるいは適切な変動金利を考慮して、発生主義で連結損益計算書に認識され

る。受取利息には、ディスカウント、プレミアムまたは利付商品の当初の帳簿価額と満期日における金額との

差額の、実効金利基準で計算された償却が含まれる。

金融資産または金融資産グループに減損が生じている場合、当該減損金融資産に対する受取利息は、関連す

る減損損失を測定する目的で将来キャッシュ・フローを割り引く際に使用された利率を用いて認識される。

損益を通じて公正価値評価される金融資産として分類されている、すべての金融資産・負債の受取利息およ

び支払利息は付随的に生じていると見なされるため、ポートフォリオから生じる公正価値のその他すべての変

動と共に表示される。損益を通じて公正価値評価する指定を受けている金融商品の正味収益および正味トレー

ディング収益の内訳は、かかる金融資産および金融負債の公正価値（未払クーポン控除後）の変動によるすべ

ての損益、ならびに受取利息および支払利息、外貨換算差額、ならびにそれらの金融商品に帰属する配当収入

である。
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(ⅱ) 受取手数料

受取手数料は、該当するサービスが提供された時点で、連結損益計算書に認識される。

 

(ⅲ) 配当収入

－　上場投資からの配当収入は、原投資が配当落ちと宣言された時点で認識される。

－　投資が非上場である場合、中間配当収入は、被投資会社の取締役会によって宣言された時点で認識され

る。最終配当収入は、被投資会社の取締役会が提案した金額を、定時株主総会で株主が承認した場合にの

み認識される。

 

(ⅳ) 収入保険料

収入保険料は計上保険料総額から再保険料を差し引いた金額に未収保険料を調整した金額を表す。計上保険

料総額は、保険リスクを受け入れた日から認識される。

 

(r) 税金

当期法人所得税および繰延税金残高の変動は損益計算書に認識されるが、資本の部に直接認識される項目に対

する法人所得税については資本の部に計上される。

当期税金費用は、当事業年度の課税所得に対する法人所得税の支払予定額で、報告期間末現在において有効

な、あるいは実質的に有効な税率を用いて計算された金額に、過年度についての未払法人所得税の調整を加えた

金額である。

繰延税金は財政状態計算書に計上され、負債法を用いて、財務報告目的のための資産および負債の帳簿価額と

税務目的の当該金額との一時差異に関して計上される。また、繰延税金資産は未使用の税務上の欠損金および未

使用の税額控除からも発生する。繰延税金は、資産および負債の帳簿価額の実現あるいは決済が見込まれる金額

について、報告期間末現在において有効な、あるいは実質的に有効な税率を用いて計上される。繰延税金資産お

よび負債は割り引かれない。

繰延税金資産は、当該資産の利用対象となる将来の課税所得が発生する可能性が高い場合にのみ認識される。

繰延税金資産は、関連する税務便益が実現される見込みがなくなった金額については減額される。

当期税金残高と繰延税金残高、およびその変動は相殺されることなく、それぞれ個別に表示される。当グルー

プが、当期税金資産と当期税金負債を相殺する法的強制力のある権利を有し、かつ以下の追加条件が満たされる

場合、当期税金資産と当期税金負債、ならびに繰延税金資産と繰延税金負債は相殺される。

－　当期税金資産および負債の場合、当グループが正味金額で決済するか、あるいは資産を実現すると同時に

負債を決済することを意図している。あるいは、

－　繰延税金資産および負債の場合、それらが同じ税務当局から課税されている法人所得税に関連していて、

以下のいずれかに該当する場合。
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－　同一納税主体、あるいは

－　異なる納税主体が、相当な金額の繰延税金負債または資産が決済または回収されると見込まれるそれ

ぞれの将来の期間において、正味金額で当期税金資産を実現し当期税金負債を決済するか、あるいは

実現と決済を同時に行うことを意図している。

 

(s) 外貨換算

報告期間末における外貨建て金融資産および負債は、同日の為替レートで人民元に換算される。外貨建て非金

融資産および負債ならびに資本金については、歴史的原価で評価されているものは取引日の為替レートで人民元

に換算されるが、公正価値で計上されているものは、評価日の為替レートで人民元に換算される。外貨建て収益

および費用は、取引日の為替レートで換算される。売却可能持分商品を含む非貨幣性項目の損益が資本の部に直

接認識される場合、当該損益に係る為替要素も資本の部に直接認識される。貨幣性ならびに非貨幣性資産および

負債の決済および換算によって生じるその他のすべての換算差額は、連結損益計算書に認識される。

中国本土外の事業の資産および負債は、報告期間末の直物為替レートで人民元に換算される。「利益剰余金」

を除く資本項目は、取引日の直物為替レートまたは直物為替レートに近似するレートで人民元に換算される。海

外事業の収益および費用は、取引日の直物為替レートまたは直物為替レートに近似するレートで人民元に換算さ

れる。換算によって生じる換算差額は、その他包括利益の「為替準備金」として認識される。

海外事業の処分において、海外事業に関する換算差額の累計額は、処分に係る損益が認識される時点で資本の

部から連結損益計算書に再分類される。

 

(t) 相殺

当グループが、認識された金額の相殺に関して法的強制力のある権利を有し、当該取引を正味金額で決済する

意図がある場合、金融資産および負債は相殺され、正味金額が連結財政状態計算書に計上される。

 

(u) 従業員給付

(ⅰ) 給与および福利厚生

給与、賞与およびその他の給付は、該当するサービスが従業員により提供された期間に発生主義で計上され

る。

 

(ⅱ) 退職後給付

当グループは、様々な地方政府または独立した保険会社によって管理されている多数の確定拠出型退職年金

制度に加入している。これらの制度に係る拠出債務は、当グループおよび従業員の両方が負担しており、当グ

ループが支払った拠出額は、発生時に連結損益計算書に費用として認識される。
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確定給付型制度に関する当グループの正味債務は、当期および過年度に従業員が稼得している将来給付額を

見積り、その金額を割り引き、制度資産の公正価値を控除することによって、各制度について別々に算定され

る。

確定給付債務の計算は、毎年、予測単位積増方式を用いて有資格保険数理士によって行われる。計算の結

果、当グループの潜在的資産につながる場合、認識済資産は、制度からの将来の払戻額または制度への将来の

拠出額の減額の形態で入手可能な経済的便益の現在価値を上限とする。経済的便益の現在価値を算定するに当

たり、当該制度に対する将来の拠出額が考慮される。経済的便益の対価の現在価値を算定するに当たり、適用

可能な最低積立要件を考慮している。

数理計算上の利益および損失、制度資産の収益（利息を除く）およびアセット・シーリングの影響（もしあ

れば、また利息を除く）より構成される正味確定給付負債の再測定は、その他包括利益に即時認識される。当

グループは、拠出および給付支払の結果として当期中の正味確定給付負債（資産）の変動を考慮し、当年度期

首現在の確定給付債務の測定に使用する割引率を同日の正味確定給付負債（資産）に適用することによって、

当期の正味確定給付負債（資産）に係る正味利息費用（収益）を決定する。確定給付制度に関連した正味利息

費用およびその他の費用は、連結損益計算書の人件費に認識される。

制度の給付額が変更される場合、または予定された金額が縮小される場合、過去の勤務もしくは確定給付型

制度の縮小に関する給付額の変動によって生じた利益または損失は、損益に即時認識される。当グループは、

確定給付型制度が決済される際に、確定給付制度の決済に係る損益を認識する。

 

(ⅲ)株式報酬

当グループは、上級経営陣に対するＨ株式評価益権制度（以下、「制度」という。）という名称の株式イン

センティブを従業員に提供している。この制度は、現金決済型制度として会計処理されている。株式インセン

ティブの公正価値は、株式インセンティブが付与された時点の契約条件を考慮して、ブラック・ショールズ・

モデルを用いて付与日に測定される。従業員が株式インセンティブに対する無制限の権利を獲得するために受

給権確定条件を満たさなければならない場合、株式インセンティブの受給権が確定する可能性を考慮して、株

式インセンティブの見積公正価値の合計額は受給権確定期間にわたって計上される。

受給権確定期間中、権利が確定すると見込まれる株式インセンティブの見直しが行われる。過年度に認識さ

れた公正価値の累計額に対する調整額は、見直しを行った年度の連結損益計算書に計上される。権利確定日に

おいて、費用として認識された金額は、権利が確定した株式インセンティブの実額を反映させるために調整さ

れる。
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(v) 関連当事者

当財務諸表の目的において、もし当グループが直接あるいは間接的に当該当事者を支配するか、もしくは財務

および経営上の決定に関して重大な影響力を行使する能力を有する場合、その逆の場合、または当グループおよ

び当該当事者が共通支配もしくは共通の重要な影響下にある場合は、当該当事者は当グループに関連していると

みなされる。関連当事者は、個人（主要な経営陣メンバー、重要な株主および／またはその近親者等）あるいは

他の事業体であり、当グループの個人の関連当事者の重要な影響下にある事業体、および当グループまたは当グ

ループの関連当事者である事業体の従業員の便益のための退職後給付制度を含む。

 

(w) セグメント報告

事業セグメントおよび当財務諸表に報告されている各セグメント項目の金額は、当グループの様々な事業分野

および地理的な場所ごとに資源を配分する、および業績を評価する目的で当グループの最高幹部役員に定期的に

提供されている財務情報から特定される。

個別に重要な事業セグメントは、それらのセグメントが類似する経済的特徴を有し、製品およびサービスの性

質、製造工程の性質、顧客の種類および分類、製品の流通またはサービスの提供に用いられる手法、ならびに規

制環境の性質について類似していない限り、財務報告上集約されない。個別に重要でない事業セグメントについ

ては、これらの基準の大部分を満たしている場合には集約することができる。

 

(x) 信託事業

当グループは、委託貸付および委託投資業務において、信託活動を行っている。当グループが保有している資

産およびそれに関連した当該資産を顧客へ返還する義務は、当該資産のリスクおよび経済価値が顧客に帰属する

ため、連結財政状態計算書から除外されている。

 

(y) 配当金あるいは利益分配

配当金あるいは利益分配は、承認および宣言された年度に負債として認識される。
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3　受取利息

 

 2015年  
2014年

（修正再表示）

貸出金    

－法人向け貸付 76,943  82,168

－個人向け貸付 78,076  63,630

－割引手形 4,866  5,131

中央銀行預け金 8,598  8,318

銀行およびその他金融機関に対する預け金および貸付金 5,962  10,579

売戻契約に基づいて保有する金額 12,102  20,461

投資 48,175  37,749

損益を通じて公正価値評価されていない金融資産の受取利息 234,722  228,036

 

注: 2015年12月31日終了した事業年度について、上表には、減損貸出金に関する未収計上の受取利息1,137百万人民元（2014

年：655百万人民元）および減損負債証券投資に関する未収計上の受取利息ゼロ（2014年：ゼロ）が含まれている。

 

4 支払利息

 

 2015年  2014年

顧客からの預金 60,448  64,102

中央銀行からの借入金 1,056  142

銀行およびその他金融機関からの預かり金および借入金 26,549  41,032

買戻契約に基づく売却金額 2,790  1,637

発行済負債証券 7,150  3,921

損益を通じて公正価値評価されていない金融負債の支払利息 97,993  110,834
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5 受取手数料

 

 2015年  
2014年

（修正再表示）

銀行カード手数料 9,562  7,692

送金および決済手数料 3,799  4,116

代行サービス手数料 13,681  7,017

与信および貸付業務手数料 4,215  4,204

信託事業手数料 18,644  13,033

その他 7,897  7,279

 57,798  43,341

 

6 その他の正味収益

 

 2015年  
2014年

（修正再表示）

以下のトレーディング収益    

－外国為替売買 2,398  2,467

－債券、デリバティブおよびその他の取引活動 3,073  1,618

損益を通じて公正価値評価する指定を受けている金融商品に係る
損失（正味）

(118)  (359)

売却可能金融資産に係る利益/（損失）（正味） 611  (145)

ファンドへの投資からの分配額 4  21

賃貸収入 534  476

手形の売却益 4,519  4,238

保険収益 498  475

貴金属に係る正味トレーディング利益 188  539

その他 311  341

 12,018  9,671
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7 営業費用

 

 2015年  2014年

人件費    

－給与および賞与（注(i)） 21,548  19,968

－社会保険および企業の補足的な保険 4,779  4,426

－その他 5,067  4,785

 31,394  29,179

事業税および課徴金 11,929  10,425

有形固定資産および投資不動産の減価償却費 4,086  3,535

賃借料 3,842  3,349

その他一般管理費（注(ⅱ)） 16,419  14,593

 67,670  61,081

 

注:

(ⅰ) 上記の給与および賞与には業績連動型賞与が含まれており、その詳細は注記37(c)に開示されている。

(ⅱ) 2015年12月31日に終了した事業年度の監査人に対する報酬は22百万人民元（2014年：17百万人民元）であり、その他一般

管理費に含まれている。
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8 取締役および監査役の報酬

当事業年度における取締役および監査役の報酬は、以下のとおりである。

 
  2015年

  
取締役の
報酬

 給与、
給付および
現物給与

 
変動賞与
(ⅰ)

 
退職制度
への拠出額

 合計

  （千人民元）

業務執行取締役           

田惠宇  －  4,200  －  546  4,746

李浩  －  3,360  －  437  3,797

非業務執行取締役           

李建紅  －  －  －  －  －

馬澤華  －  －  －  －  －

李曉鵬  －  －  －  －  －

李引泉  －  －  －  －  －

孫月英  －  －  －  －  －

蘇敏  －  －  －  －  －

付剛峰  －  －  －  －  －

洪小源  －  －  －  －  －

独立非業務執行取締役および
監査役

          

黃桂林  300  －  －  －  300

梁錦松  275  －  －  －  275

潘承偉  300  －  －  －  300

潘英麗  300  －  －  －  300

郭雪萌(ⅳ)  300  －  －  －  300

趙軍  275  －  －  －  275

劉元  －  3,360  －  437  3,797

朱根林  －  －  －  －  －

傳俊元(ⅲおよびⅳ)  －  －  －  －  －

劉正希  －  －  －  －  －

潘冀(ⅳ)  375  －  －  －  375

董咸德(ⅳ)  400  －  －  －  400

靳慶軍  300  －  －  －  300

熊開  －  1,989  －  258  2,247

黃丹  －  1,685  －  219  1,904

旧業務執行取締役、非業務執行
取締役および監査役

          

張光華(ⅳ)  －  1,680  －  218  1,898

許善達(ⅳ)  －  －  －  －  －

肖玉淮(ⅳ)  －  －  －  －  －

余勇(ⅳ)  －  358  －  47  405

安路明(ⅳ)  －  －  －  －  －

  2,825  16,632  －  2,162  21,619
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注:

(ⅰ) 当グループの常勤取締役、監査役および業務執行役員の報酬総額（税引前）は、まだ確定していない。報酬残額の詳細に

ついては、報酬総額が確認された際に別個に開示される。

(ⅱ) 2015年12月31日現在、当グループは上級経営陣に対し７つのフェーズのＨ株式評価益権制度（以下、「制度」という。）

を提供している。2015年度において、付与された株式評価益権のうち、行使されたものはなかった。当該制度については

注記37(a)(ⅲ)に詳述されている。

(ⅲ) 2015年９月25日に当行の2015年度の第一回臨時株主総会において、株主代表監査役として傳俊元氏を選出することに関す

る決議が検討され、承認された。

(ⅳ) 当報告期間中に安路明氏が、任務の変更により当行の株主代表監査役を退任した。

当報告期間中に傳俊元氏が、任務の変更により当行の非業務執行取締役を退任した。

当報告期間中に張光華氏が、任務の変更により当行の副会長および業務執行取締役を退任した。

当報告期間中に余勇氏が、任務の変更により当行の監査役を退任した。

当報告期間中に郭雪萌氏が、任務の変更により当行の独立非業務執行取締役を退任した。独立非業務執行取締役が取締役

会の３分の１を構成しなければならないという要件を満たすために、郭雪萌氏の退任による欠員を補充することを目的と

して、新しい独立非業務執行取締役が株主会議で選出される予定であり、この選出は、中国銀行業監督管理機構が新しい

独立非業務執行取締役の適格性を認めた後に有効となる。それまでの間、郭雪萌氏は、関連する規則、規制および企業定

款に準拠して、独立非業務執行取締役としての任務を継続する。

当報告期間中に潘冀氏が、任務の変更により当行の外部監査役を退任した。外部監査役が監査役会の３分の１超を構成し

なければならないという要件を満たすために、潘冀氏の退任は、欠員を補充することを目的として株主総会により新たな

外部監査役が選出された後に有効となる。それまでの間、潘冀氏は、外部監査役としての任務を継続する。

当報告期間中に董咸德氏が、任務の変更により当行の外部監査役を退任した。外部監査役が監査役会の３分の１超を構成

しなければならないという要件を満たすために、董咸德氏の退任は、欠員を補充することを目的として株主総会により新

たな外部監査役が選出された後に有効となる。それまでの間、董咸德氏は、外部監査役としての任務を継続する。

2014年、許善達氏が任務の変更により当行の独立非業務執行取締役を退任し、同氏の退任は、2015年に有効となった。

2014年、肖玉淮氏が任務の変更により当行の独立非業務執行取締役を退任し、同氏の退任は、2015年に有効となった。
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  2014年

  
取締役の
報酬

 給与、
給付および
現物給与

 
変動賞与
(ⅰ)

 
退職制度
への拠出額

 合計

  （千人民元）

業務執行取締役           

田惠宇  －  4,200  1,767  546  6,513

張光華  －  3,360  1,414  437  5,211

李浩  －  3,360  1,414  437  5,211

非業務執行取締役           

李建紅(ⅱ)  －  －  －  －  －

馬澤華  －  －  －  －  －

李曉鵬(ⅱ)  －  －  －  －  －

李引泉  －  －  －  －  －

孫月英  －  －  －  －  －

蘇敏(ⅱ)  －  －  －  －  －

傳俊元  －  －  －  －  －

付剛峰  －  －  －  －  －

洪小源  －  －  －  －  －

独立非業務執行取締役および
監査役

          

黃桂林  300  －  －  －  300

梁錦松(ⅱ)  －  －  －  －  －

潘承偉  300  －  －  －  300

潘英麗  300  －  －  －  300

郭雪萌  300  －  －  －  300

趙軍(ⅱ)  －  －  －  －  －

劉元(ⅱ)  －  1,313  516  170  1,999

朱根林  －  －  －  －  －

安路明  －  －  －  －  －

劉正希  －  －  －  －  －

潘冀  225  －  －  －  225

董咸德(ⅱ)  －  －  －  －  －

靳慶軍(ⅱ)  60  －  －  －  60

熊開(ⅱ)  －  401  －  52  453

黃丹(ⅱ)  －  －  －  －  －

旧業務執行取締役、非業務執行
取締役および監査役

          

傅育寧(ⅲ)  －  －  －  －  －

王大雄(ⅲ)  －  －  －  －  －

熊賢良(ⅲ)  －  －  －  －  －

衣錫群(ⅲ)  75  －  －  －  75

許善達(ⅲ)  －  －  －  －  －

肖玉淮(ⅲ)  －  －  －  －  －

韓明智(ⅲ)  －  2,100  825  273  3,198

彭志堅(ⅲ)  150  －  －  －  150

師榮耀(ⅲ)  150  －  －  －  150

余勇(ⅲ)  －  2,138  －  278  2,416

管奇志(ⅲ)  －  1,304  －  169  1,473

  1,860  18,176  5,936  2,362  28,334
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注:

(ⅰ) 2015年９月29日、取締役会は、2014年度の当行の取締役、監査役および業務執行役員の変動賞与を承認した。2014年度の

開示（注記８、９および56(h)）はこれに応じて修正された。

(ⅱ) 2014年６月30日に当行の2013年度の定時株主総会において、非業務執行取締役として李建紅氏を選出することに関する決

議が検討され、承認された。

2014年10月20日に当行の2014年度の第二回臨時株主総会において、非業務執行取締役として李曉鵬氏を選出することに関

する決議が検討され、承認された。

2014年６月30日に当行の2013年度の定時株主総会において、非業務執行取締役として蘇敏氏を選出することに関する決議

が検討され、承認された。

2014年10月20日に当行の2014年度の第二回臨時株主総会において、独立非業務執行取締役として梁錦松氏を選出すること

に関する決議が検討され、承認された。

2014年10月20日に当行の2014年度の第二回臨時株主総会において、独立非業務執行取締役として趙軍氏を選出することに

関する決議が検討され、承認された。

2014年８月28日および29日に当行の第９回監査委員会の第14回会議において、当行の監査役会の議長として劉元氏を選出

することに関する決議が検討、承認され、当行の第９回監査委員会の議長として劉元氏を選出した。

2014年６月30日に当行の2013年度の定時株主総会において、外部監査役として董咸德氏を選出することに関する決議が検

討され、承認された。

2014年10月20日に当行の2014年度の第二回臨時株主総会において、外部監査役として靳慶軍氏を選出することに関する決

議が検討され、承認された。

2014年８月26日に当行の労働者会議において、当行の第９回監査委員会の従業員代表監査役として劉元氏および熊開氏が

検討され、選出された。

2015年３月10日に当行の労働者会議において、当行の第９回監査委員会の従業員代表監査役として黃丹氏が検討され、選

出された。

(ⅲ) 当報告期間中に傅育寧氏が、任務の変更により当行の非業務執行取締役を退任した。

当報告期間中に王大雄氏が、任務の変更により当行の非業務執行取締役を退任した。

当報告期間中に熊賢良氏が、任務の変更により当行の非業務執行取締役を退任した。

当報告期間中に衣錫群氏が、任期満了により当行の独立非業務執行取締役を退任した。

当報告期間中に許善達氏が、任務の変更により当行の独立非業務執行取締役を退任した。

当報告期間中に肖玉淮氏が、任務の変更により当行の独立非業務執行取締役を退任した。

当報告期間中に韓明智氏が、任務の変更により当行の監査役を退任した。

当報告期間中に彭志堅氏が、任務の変更により当行の監査役を退任した。

当報告期間中に師榮耀氏が、任務の変更により当行の監査役を退任した。

当報告期間中に管奇志氏が、任務の変更により当行の監査役を退任した。

2015年３月９日、余勇氏が、任務の変更により当行の監査役を退任した。
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下記の報酬範囲内に該当する取締役および監査役の人数は、以下のとおりである。

 

 2015年  2014年

0人民元－500,000人民元 20  23

500,001人民元－1,000,000人民元 －  －

1,000,001人民元－1,500,000人民元 －  －

1,500,001人民元－2,000,000人民元 1  1

2,000,001人民元－2,500,000人民元 1  －

3,000,000人民元－3,500,000人民元 －  －

3,500,001人民元－4,000,000人民元 2  －

4,000,001人民元－4,500,000人民元 －  －

4,500,001人民元－5,000,000人民元 1  －

5,000,001人民元－5,500,000人民元 －  2

6,500,000人民元－7,000,000人民元 －  1

 25  27

 

2015年12月31日に終了した事業年度中、当グループに参加するため、あるいは参加する際の就任奨励金とし

て、または離任補償金として取締役または監査役である者に当グループが支払った報酬はなかった。

2015年12月31日に終了した事業年度中、取締役または監査役が報酬を放棄したり、報酬の放棄に同意したりし

た契約はなかった。

 

9 高額報酬者

2015年12月31日に終了した事業年度における高額報酬者上位５名のうち、３名（2014年：３名）は上記の注記

８に含まれている取締役および監査役である。当事業年度において５名に支払われた報酬の合計は、以下のとお

りである。

 

 2015年  
2014年
(注記８)

 (千人民元)

給与およびその他報酬 17,844  16,800

変動賞与（注記８(i)） －  7,069

確定拠出型年金制度への拠出額 1,785  2,184

 19,629  26,053
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下記の報酬範囲内に該当する高額報酬者上位５名の内訳は以下のとおりである。

 

 2015年  
2014年
(注記８)

3,000,001人民元－3,500,000人民元 1  －

3,500,001人民元－4,000,000人民元 3  －

4,500,001人民元－5,000,000人民元 1  2

5,000,001人民元－5,500,000人民元 －  2

5,500,001人民元－6,000,000人民元 －  －

6,500,001人民元－7,000,000人民元 －  1

 

前へ　　　次へ
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10 取締役、監査役および業務執行役員への貸付

当グループの取締役、監査役および業務執行役員への貸付は以下のとおりである。

 

 2015年  2014年

事業年度末現在の当グループによる関連貸付残高合計 64  42

事業年度中の当グループによる関連貸付残高合計の最高額 79  48

 

11 減損損失

 

 2015年  2014年

顧客に対する貸出金（注記19(c)） 57,507  31,254

銀行およびその他金融機関に対する預け金（注記16(a)、注記17
(c)、注記18(d)）

257  57

投資    

－売却可能金融資産（注記21(b)） 35  40

－満期保有目的投資（注記21(c)） 20  (9)

－受取債権として分類される負債証券（注記21(d)） 947  4

その他資産 500  335

 59,266  31,681
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12 法人所得税

(a) 連結損益計算書上の法人所得税

 

 2015年  2014年

当期法人所得税費用    

－中国本土 23,415  21,470

－香港 720  738

－海外 133  120

小計 24,268  22,328

繰延税金費用 (7,207)  (4,946)

合計 17,061  17,382

 

(b) 連結損益計算書上の法人所得税費用と適用税率による算定額との調整は以下のとおりである。

 

 2015年  2014年

税引前利益 75,079  73,431

中国の法定税率25％（2014年：25％）で算定された税金 18,770  18,358

下記項目に係る税効果：    

－損金不算入費用に係る税効果 833  783

－非課税所得に係る税効果 (2,365)  (1,623)

－その他の地域で適用される異なる税率に係る税効果 (177)  (136)

法人所得税 17,061  17,382

 

注:

(ⅰ) 2015年の中国本土における当行の事業に適用される法人所得税率は25％（2014年：25％）である。

(ⅱ) 2015年の香港で適用される法人所得税率は16.5％（2014年：16.5％）である。

(ⅲ) その他の海外事業に関する税金は、各国で適用されている税率を用いて費用計上されている。
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13 その他包括利益

(a) その他包括利益の各構成要素に関連する税効果

 

 2015年  2014年

 税引前  
税務便益/
（費用）

 税引後  税引前  
税務便益/
（費用）

 税引後

売却可能金融資産：            

－公正価値準備金の
純変動額

5,637  (1,413)  4,224  9,855  (2,440)  7,415

キャッシュ・フロー・
ヘッジ：

           

－ヘッジ準備金の純
変動額

 539  (135)  404  1,051  (263)  788

換算差額 966  －  966  427  －  427

持分法適用被投資会社            

－その他包括利益持
分

64  －  64  35  －  35

準備金を通じて認識さ
れる確定給付型制度
の再測定額

(64)  11  (53)  －  －  －

その他包括利益  7,142  (1,537)  5,605  11,368  (2,703)  8,665

 

(b)その他包括利益の構成要素に関連する公正価値準備金の変動

 

  2015年  2014年

売却可能金融資産：     

当期に認識された公正価値の変動  4,645  7,270

損益に振り替えられた金額の再分類調整額:     

－処分  (421)  145

その他包括利益に認識された当期における公正価値準備金の純変動  4,224  7,415

キャッシュ・フロー・ヘッジ：     

ヘッジ手段の公正価値の変動の有効部分  395  566

損益に振り替えられた金額の再分類調整額：     

－実現損失  9  222

その他包括利益に認識された当期におけるヘッジ準備金の純変動  404  788
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14 １株当たり利益

2015年度および2014年度の基本的１株当たり利益は、当行株主帰属純利益および加重平均発行済株式数に基づ

いている。2015年度および2014年度には、発行済潜在的希薄化株式がなかったため、基本的１株当たり利益と希

薄化後１株当たり利益の間に差異はない。

 

 2015年  2014年

当行株主帰属純利益 57,696  55,911

加重平均発行済株式数（百万株）（注） 25,220  25,220

当行株主帰属基本的および希薄化後１株当たり利益（人民元） 2.29  2.22

 

注: 株式資本の変動は本連結財務諸表の注記40に記載されている。

 

15 中央銀行預け金

 

 2015年  2014年

法定預託準備金（注(ⅰ)） 464,686  503,089

余剰支払準備金（注(ⅱ)） 103,803  135,145

財政預金 1,472  1,758

 569,961  639,992

 

注:

(ⅰ) 法定預託準備金は、要求に応じてPBOCおよび中国本土外におけるその他の中央銀行に預託されており、当グループの日常

業務のために使用することはできない。2015年12月31日現在の当行の法定預託準備金は、対象となる人民元建て預かり金

および外貨建て預かり金のそれぞれ15.5％および5.0％（2014年：対象となる人民元建て預かり金および外貨建て預かり

金のそれぞれ17.5％および5.0％）として計算されている。対象となる預かり金は、政府当局およびその他の機関からの

預かり金、財政預金（予算を除く）、個人預金、法人預金、および信託業務の信用残高（正味）を含む。

(ⅱ) PBOCおよび中国本土外の中央銀行における余剰支払準備金は、主に決済を目的としたものである。
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16 銀行およびその他金融機関に対する預け金

 

 2015年  2014年

中国本土内における預け金    

－銀行 30,387  36,659

－その他金融機関 935  422

 31,322  37,081

中国本土外における預け金    

－銀行 32,570  18,971

－その他金融機関 13  8

 63,905  56,060

控除：減損引当金    

－銀行 (123)  (71)

－その他金融機関 (3)  (3)

 (126)  (74)

 63,779  55,986

 

(a) 減損引当金の変動

 

 2015年  2014年

１月１日現在残高 74  53

当期繰入額 52  21

12月31日現在残高 126  74
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17 銀行およびその他金融機関に対する貸付金

(a) 取引相手の性質別分析

 

 2015年  2014年

中国本土内における貸付金    

－銀行 66,458  57,358

－その他金融機関 47,067  32,965

 113,525  90,323

中国本土外における貸付金    

－銀行 72,219  33,808

控除：減損引当金    

－銀行 (51)  (46)

 185,693  124,085

 

(b) 残存期間別分析

 

 2015年  2014年

満期    

－１ヶ月以内 133,415  87,020

－１ヶ月超１年以内 48,449  30,226

－１年超 3,829  6,839

 185,693  124,085
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(c) 減損引当金の変動

 

 2015年  2014年

１月１日現在残高 46  10

当期繰入額 5  36

12月31日現在残高 51  46

 

18 売戻契約に基づいて保有する金額

(a) 取引相手の性質別分析

 

 2015年  2014年

中国本土内で売戻契約に基づいて保有する金額    

－銀行 128,803  205,082

－その他金融機関 215,321  139,873

 344,124  344,955

中国本土外で売戻契約に基づいて保有する金額    

－銀行 -  25

控除：減損引当金 344,124  344,980

－銀行 (200)  -

 343,924  344,980

 

(b) 残存期間別分析

 

 2015年  2014年

満期    

－１ヶ月以内 296,789  191,746

－１ヶ月超１年以内 43,575  117,135

－１年超 3,560  36,099

 343,924  344,980
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(c) 資産タイプ別分析

 

 2015年  2014年

債券 210,481  137,189

顧客に対する貸出金 －  416

手形 106,729  97,219

信託受益権 10,693  63,484

資産運用スキーム 11,381  45,492

債権者受益権 4,640  1,180

 343,924  344,980

 

(d) 減損引当金の変動

 2015年  2014年

1月1日現在 －  －

当期繰入額 200  －

12月31日現在 200  －

 

19 顧客に対する貸出金

(a) 顧客に対する貸出金

 

 2015年  2014年

法人向け貸出金 1,507,770  1,467,585

割引手形 89,815  75,007

個人向け貸出金 1,226,701  971,327

顧客に対する貸出金総額 2,824,286  2,513,919

控除：減損引当金    

－個別評価 (14,624)  (9,577)

－集合的評価 (70,218)  (55,588)

 (84,842)  (65,165)

顧客に対する貸出金純額 2,739,444  2,448,754

 

EDINET提出書類

招商銀行股イ分有限公司(E05986)

有価証券報告書

141/406



(b) 顧客に対する貸出金の分析

(ⅰ) 産業セクター別、カテゴリー別分析

中国本土内における業務

 

 2015年  2014年

製造 318,679  342,005

卸売業および小売業 236,513  259,298

不動産開発 175,912  143,952

運輸、倉庫、および郵政事業 145,473  140,548

電力、火力、ガスおよび水の生産および供給 109,942  98,514

建設 96,387  98,350

リースおよび商業サービス 80,788  49,343

鉱業 52,178  61,179

水、環境および公共事業管理 33,431  30,328

通信、ソフトウェアおよびITサービス 28,076  20,092

その他 76,477  65,045

法人向け貸出金 1,353,856  1,308,654

割引手形 89,815  75,007

個人向け住宅ローン 491,290  321,424

クレジット・カード 312,985  219,621

マイクロファイナンス貸付 308,973  336,924

その他 96,828  78,731

個人向け貸出金 1,210,076  956,700

顧客に対する貸出金総額 2,653,747  2,340,361
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中国本土外における業務

 

 2015年  2014年

金融関連業 46,585  29,410

不動産開発 37,168  36,031

卸売業および小売業 14,860  42,097

運輸および輸送機器 13,876  7,925

製造業 13,468  18,265

娯楽 3,627  431

情報技術 2,025  2,221

その他 22,305  22,551

法人向け貸出金 153,914  158,931

個人向け住宅ローン 8,165  7,754

クレジット・カード 259  267

マイクロファイナンス貸付 1,804  1,889

その他 6,397  4,717

個人向け貸出金 16,625  14,627

顧客に対する貸出金総額 170,539  173,558

 

注: 2015年12月31日現在、当グループの顧客に対する貸出金の90％超（2014年12月31日現在と同じ）が中華人民共和国

において提供されている。
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(c) 減損引当金の変動

 

 2015年

 
集合的に評価
された貸出金の
減損引当金

 

減損貸出金の減損引当金

 

合計
 集合的評価  個別評価

１月１日現在 50,855  4,733  9,577  65,165

当期繰入額（注記11） 12,194  11,603  35,689  59,486

当期戻入額（注記11） (813)  (1)  (1,165)  (1,979)

償却 －  (9,154)  (29,229)  (38,383)

割引のアンワインディング －  －  (1,137)  (1,137)

以前償却した貸出金の回収 －  625  839  1,464

換算差額 176  －  50  226

12月31日現在 62,412  7,806  14,624  84,842

 

 2014年

 
集合的に評価
された貸出金の
減損引当金

 

減損貸出金の減損引当金

 

合計
 集合的評価  個別評価

１月１日現在 38,534  3,228  7,002  48,764

当期繰入額（注記11） 12,287  5,732  14,876  32,895

当期戻入額（注記11） (22)  (1)  (1,618)  (1,641)

償却 －  (4,456)  (10,461)  (14,917)

割引のアンワインディング －  (1)  (654)  (655)

以前償却した貸出金の回収 －  231  420  651

換算差額 56  －  12  68

12月31日現在 50,855  4,733  9,577  65,165
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(d) 顧客に対する貸出金および減損引当金

 

 2015年

 

集合的に
減損評価
された
貸出金
（注(ⅰ)）

 

減損貸出金

 

合計

 
貸出金
総額に
占める
減損
貸出金の
割合(％)

 

個別に
評価された減
損貸出金に対
して
保有して
いる担保の
公正価値
（注(ⅲ)）

 集合的な
減損評価
（注(ⅱ)）  

個別
減損評価
（注(ⅱ)）

  

貸出金総額            

－金融機関 85,741  －  11  85,752  0.01  7

－金融機関以外の顧客 2,691,149  13,070  34,315  2,738,534  1.73  8,479

 2,776,890  13,070  34,326  2,824,286  1.68  8,486

控除：            

減損貸出金の減損引当金            

－金融機関 (310)  －  (4)  (314)     

－金融機関以外の顧客 (62,102)  (7,806)  (14,620)  (84,528)     

 (62,412)  (7,806)  (14,624)  (84,842)     

貸出金純額            

－金融機関 85,431  －  7  85,438     

－金融機関以外の顧客 2,629,047  5,264  19,695  2,654,006     

 2,714,478  5,264  19,702  2,739,444     
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 2014年

 

集合的に
減損評価
された
貸出金
（注(ⅰ)）

 

減損貸出金

 

合計

 
貸出金
総額に
占める
減損
貸出金の
割合(％)

 

個別に
評価された
減損貸出金
に対して
保有して
いる担保の
公正価値
（注(ⅲ)）

 集合的な
減損評価
（注(ⅱ)）  

個別
減損評価
（注(ⅱ)）

  

貸出金総額            

－金融機関 72,183  －  1  72,184  0.00  －

－金融機関以外の顧客 2,413,844  7,408  20,483  2,441,735  1.14  5,743

 2,486,027  7,408  20,484  2,513,919  1.11  5,743

控除：            

減損貸出金の減損引当金            

－金融機関 (87)  －  (1)  (88)     

－金融機関以外の顧客 (50,768)  (4,733)  (9,576)  (65,077)     

 (50,855)  (4,733)  (9,577)  (65,165)     

貸出金純額            

－金融機関 72,096  －  －  72,096     

－金融機関以外の顧客 2,363,076  2,675  10,907  2,376,658     

 2,435,172  2,675  10,907  2,448,754     

 

注：

(ⅰ) これらの貸出金には、減損に関する客観的な証拠が個別に識別されていないものが含まれている。

(ⅱ) 減損貸出金には、減損発生の客観的な証拠が特定され、減損損失が以下の方法で評価されている貸出金が含まれる。

- 　集合的に評価：同種の貸出金のポートフォリオ

- 　個別に評価

(ⅲ) 担保の公正価値は、入手可能な最新の外部評価に基づく経営陣による見積りであり、実現可能性に関する最近の実績およ

び市況を反映させるための調整が行われている。
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(e) ファイナンス・リース債権

下記の表は、当グループが賃貸人である特定の有形固定資産のリースに関するファイナンス・リース債権の分

析を示したものである。

 

 2015年  2014年

 
最低
リース料
総額

 
未収金融
収益

 
最低

リース料の
現在価値

 
最低
リース料
総額

 
未収金融
収益

 
最低

リース料の
現在価値

１年以内 38,512  (4,126)  34,386  35,411  (4,678)  30,733

１年超５年以内 65,430  (6,177)  59,253  63,895  (6,773)  57,122

５年超 13,044  (1,048)  11,996  10,461  (716)  9,745

 116,986  (11,351)  105,635  109,767  (12,167)  97,600

控除：減損引当金            

－個別評価     (169)      (92)

－集合的評価     (1,692)      (1,626)

ファイナンス・リース債権
投資（正味）

    103,774      95,882

 

注：2015年12月31日現在、「貸出金」に含まれる当グループのファイナンス・リース投資 (正味)は、ゼロ（2014年：ゼロ）で

あった。

 

20 未収利息

 

  2015年  2014年

負債証券  13,075  11,668

顧客に対する貸出金  8,765  7,691

その他  3,094  4,201

  24,934  23,560

 

前へ　　　次へ
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21 投資

 

 注記 2015年  2014年

損益を通じて公正価値評価される金融資産 21(a) 59,081  40,190

デリバティブ金融資産 54(f) 10,176  9,315

売却可能金融資産 21(b) 299,559  278,526

満期保有目的投資 21(c) 353,137  259,434

受取債権として分類される負債証券 21(d) 716,064  408,752

  1,438,017  996,217

 

(a) 損益を通じて公正価値評価される金融資産

 

 注 2015年  2014年

トレーディング目的保有金融資産 (ⅰ) 50,809  33,022

損益を通じて公正価値評価する指定を受けた
金融資産

(ⅱ) 8,272  7,168

  59,081  40,190
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(ⅰ) トレーディング目的保有金融資産

 

  2015年  
2014年

（修正再表示）

上場     

中国本土内     

－中国国債  17,543  5,351

－政策銀行発行債券  9,622  6,165

－商業銀行およびその他金融機関発行債券  4,513  5,358

－その他負債証券  13,472  12,744

－株式投資  4  －

－ファンドへの投資  1  －

中国本土外     

－商業銀行およびその他金融機関発行債券  1,347  1,100

－その他負債証券  2,535  1,580

－株式投資  740  712

  49,777  33,010

非上場     

中国本土外     

－ファンドへの投資  5  －

  5  －

貴金属関連契約の買い持ちポジション  1,027  12

  50,809  33,022
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(ⅱ) 損益を通じて公正価値評価する指定を受けた金融資産

 

  2015年  
2014年

（修正再表示）

上場     

中国本土内     

－中国国債  304  299

－政策銀行発行債券  3,874  3,970

－その他負債証券  66  63

中国本土外     

－商業銀行およびその他金融機関発行債券  420  735

－その他負債証券  2,536  1,257

  7,200  6,324

非上場     

中国本土外     

－商業銀行およびその他金融機関発行債券  235  31

－その他負債証券  837  813

  1,072  844

  8,272  7,168

（ⅲ）発行者別分析     

  2015年  
2014年

（修正再表示）

発行者：     

－政府  17,847  5,651

－銀行およびその他金融機関  21,784  18,018

－法人企業  19,450  16,521

  59,081  40,190
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(b) 売却可能金融資産

 

  2015年  
2014年

（修正再表示）

上場     

中国本土内     

－中国国債  94,381  77,265

－PBOC発行債券  －  99

－政策銀行発行債券  66,726  90,921

－商業銀行およびその他金融機関発行債券  37,742  20,454

－その他負債証券  49,238  61,294

－株式投資  311  －

－ファンドへの投資  20  243

中国本土外     

－中国国債  48  －

－商業銀行およびその他金融機関発行債券  5,912  3,468

－その他負債証券  8,246  3,945

－株式投資  1,273  1,258

－ファンドへの投資  62  20

  263,959  258,967

控除：減損引当金  (239)  (169)

  263,720  258,798
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  2015年  
2014年

（修正再表示）

非上場     

中国本土内     

－PBOC発行債券  94  －

－政策銀行発行債券  －  302

－商業銀行およびその他金融機関発行債券  12,602  3,393

－その他負債証券  1,214  2,376

－株式投資  1,091  835

－ファンドへの投資  723  29

中国本土外     

－政策銀行発行債券  2,096  －

－商業銀行およびその他金融機関発行債券  9,979  6,875

－その他負債証券  8,030  6,213

－株式投資  231  122

－ファンドへの投資  207  25

  36,267  20,170

控除：減損引当金  (428)  (442)

  35,839  19,728

  299,559  278,526
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  2015年  2014年

発行者：     

－政府  102,761  83,346

－銀行およびその他金融機関  135,896  125,911

－法人企業  60,902  69,269

  299,559  278,526

 

減損引当金の変動

 

  2015年  2014年

１月１日現在  611  574

当期繰入額  35  43

当期戻入額  －  (3)

償却額  (2)  (14)

換算差額  23  11

12月31日現在  667  611
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(c) 満期保有目的投資

 

  2015年  
2014年

（修正再表示）

上場     

中国本土内     

－中国国債  170,540  109,428

－政策銀行発行債券  165,890  133,197

－商業銀行およびその他金融機関発行債券  12,656  8,822

－その他負債証券  865  2,816

中国本土外     

－中国国債  488  491

－商業銀行およびその他金融機関発行債券  1,542  588

－その他負債証券  729  803

  352,710  256,145

控除：減損引当金  (95)  (71)

  352,615  256,074

非上場     

中国本土内     

－その他負債証券  376  －

中国本土外     

－商業銀行およびその他金融機関発行債券  16  －

－その他負債証券  130  3,360

  522  3,360

控除：減損引当金  －  －

  522  3,360

  353,137  259,434
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  2015年  2014年

発行者：     

－政府  171,115  113,350

－銀行およびその他金融機関  180,402  142,583

－法人企業  1,620  3,501

  353,137  259,434

上場負債証券の公正価値  372,158  261,326

 

2015年12月31日に終了した事業年度において、当グループが満期前に処分した満期保有目的に分類される負債

証券はなかった（2014年：ゼロ）。

 

減損引当金の変動

 

  2015年  2014年

１月１日現在  71  78

当期償却額  20  －

当期戻入額  －  (9)

換算差額  4  2

12月31日現在  95  71
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(d) 受取債権として分類される負債証券

 

  2015年  2014年

非上場     

中国本土内     

－中国国債  747  594

－商業銀行およびその他金融機関発行債券  11,089  21,167

－その他負債証券  20,389  21,335

－保険資産運用計画  48,198  56,330

－信託受益権  78,067  112,038

－ブローカー資産運用スキーム  245,053  111,393

－ファンド資産運用管理スキームおよびその他  313,473  85,901

中国本土外     

－商業銀行およびその他金融機関発行債券  65  62

  717,081  408,820

控除：減損引当金  (1,017)  (68)

  716,064  408,752

     

発行者：     

－政府  747  594

－銀行およびその他金融機関  694,928  386,823

－法人企業  20,389  21,335

  716,064  408,752

 

減損引当金の変動

 

 2015年  2014年

１月１日現在 68  63

当期繰入額 947  4

換算差額 2  1

12月31日現在 1,017  68
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(e) 損益を通じて公正価値評価される金融負債

 

 注  2015年  2014年

トレーディング目的保有金融負債 (ⅰ)  3,348  1,007

損益を通じて公正価値評価する指定を受けた金融
負債

(ⅱ)  16,879  12,362

   20,227  13,369

 

(ⅰ) トレーディング目的保有金融負債

 

  2015年  2014年

上場     

－公正価値評価される持分証券  18  30

貴金属関連金融負債  3,330  977

  3,348  1,007

 

(ⅱ) 損益を通じて公正価値評価する指定を受けた金融負債

 

  2015年  2014年

中国本土内     

－他の銀行からの貴金属関連契約  2,087  2,029

－その他  2,352  2,214

中国本土外     

－譲渡性預金  3,985  3,020

－発行済負債証券  8,455  5,099

  16,879  12,362

報告期間末現在において、損益を通じた公正価値評価が指定された当グループの金融負債の公正価値と満期時

における契約上の債務との差異は重要ではなかった。信用リスクの変動に起因するこれらの金融負債の公正価値

の変動は、表示期間中においても、2015年および2014年12月31日現在の累計においても重要ではないとみなされ

ている。
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(f) 公正価値評価される金融商品

多くの当グループの会計方針および開示では、金融および非金融資産および負債について公正価値の測定を求

めている。

当グループは、公正価値の測定を統括する管理の枠組みを設定している。これには、３つのレベルの公正価値

を含むすべての重要な公正価値測定の監視に全責任を負い、直接経理担当者に報告する評価チームが含まれる。

評価チームは定期的に、重要な観察不能なインプットおよび評価調整の見直しを行っている。公正価値の測定

にブローカーの相場やプライシング・サービスなどの第三者の情報が用いられる場合には、評価チームは、こう

した評価がIFRSの要件（こうした評価が分類される公正価値階層のレベルを含む）を満たしているという結論を

裏付けるために第三者から取得した証拠を評価している。

重要な評価に関する問題は取締役会の監査委員会に報告される。

資産または負債の公正価値を測定する際、当グループは可能な限り観察可能な市場データを使用する。公正価

値は、以下のとおり、評価技法で用いられるインプットに基づき公正価値階層の異なるレベルに分類される。

下記の表は、各貸借対照表日に継続的に公正価値で測定される当グループの資産および負債に関して、報告期

間末における公正価値の情報および公正価値の階層を表している。公正価値測定が分類されるレベルは、公正価

値測定全体に対して重要である最も低いレベルのインプットの公正価値階層のレベルで決定される。このレベル

は以下のとおり定義されている。

・　レベル１のインプット－同一の資産または負債について測定日に観察可能な活発な市場における相場価格

（未調整）

・　レベル２のインプット－原資産または負債のインプットについて直接的または間接的に観察可能なレベル

１に含まれる相場価格以外のインプット

・　レベル３のインプット－資産または負債に関する観察不能なインプット

当グループは、公正価値階層のレベル間の振替を、その変更が行われた報告期間末現在で認識している。

公正価値で測定される当グループの資産および負債は継続的に測定される。当グループは公正価値で測定され

る資産のまたは負債のうち、継続的に測定されないものを保有していない。
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下記の表は、公正価値階層のレベル別に、報告期間末に公正価値で測定された金融商品を分析したものであ

る。

 

 2015年

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産        

トレーディング目的保有金融資産        

－負債証券 6,028  43,004  －  49,032

－貴金属関連契約の買い持ちポジショ
ン

－  1,027  －  1,027

－株式投資 744  －  －  744

－ファンドへの投資 1  5  －  6

 6,773  44,036  －  50,809

損益を通じて公正価値評価する指定を受
けた金融資産

       

－負債証券 3,469  4,803  －  8,272

デリバティブ金融資産 －  10,172  4  10,176

売却可能金融資産        

－負債証券 33,538  262,205  －  295,743

－株式投資 1,638  80  1,104  2,822

－ファンドへの投資 66  790  138  994

 35,242  263,075  1,242  299,559

 45,484  322,086  1,246  368,816

負債        

トレーディング目的保有金融負債        

－貴金属関連の金融負債 －  3,330  －  3,330

－持分証券の売り持ちポジション 18  －  －  18

 18  3,330  －  3,348

損益を通じて公正価値評価する指定を受
けた金融負債

       

－他の銀行との貴金属関連契約 －  2,087  －  2,087

－譲渡性預金 －  1,683  2,302  3,985

－発行済負債証券 －  8,455  －  8,455

－その他 －  2,352  －  2,352

 －  14,577  2,302  16,879

デリバティブ金融負債 －  7,575  －  7,575

 18  25,482  2,302  27,802
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 2014年

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産        

トレーディング目的保有金融資産        

－負債証券 3,988  28,310  －  32,298

－株式投資 712  －  －  712

－貴金属関連契約の買い持ちポジショ
ン

－  12  －  12

 4,700  28,322  －  33,022

損益を通じて公正価値評価する指定を受
けた金融資産

       

－負債証券 1,454  5,589  125  7,168

デリバティブ金融資産 －  9,300  15  9,315

売却可能金融資産        

－負債証券 26,737  249,357  －  276,094

－株式投資 1,316  71  728  2,115

－ファンドへの投資 263  29  25  317

 28,316  249,457  753  278,526

 34,470  292,668  893  328,031

負債        

トレーディング目的保有金融負債        

－貴金属関連の金融負債 －  977  －  977

－持分証券の売り持ちポジション 30  －  －  30

 30  977  －  1,007

損益を通じて公正価値評価する指定を受
けた金融負債

       

－他の銀行との貴金属関連契約 －  2,029  －  2,029

－譲渡性預金 －  410  2,610  3,020

－発行済負債証券 －  5,099  －  5,099

－その他 －  2,214  －  2,214

 －  9,752  2,610  12,362

デリバティブ金融負債 －  10,246  －  10,246

 30  20,975  2,610  23,615

 

当事業年度において、公正価値階層のレベル１およびレベル２間の金融商品の重要な振替は行われなかった。
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(ⅰ) レベル１に分類される継続的な公正価値測定に関する市場価格決定の基礎

活発な市場での相場価格のある金融商品に関しては、ブルームバーグの相場価格が使用されている。

 

(ⅱ)レベル２に分類される継続的な公正価値測定に用いられた評価技法ならびに主要パラメーターの定性的および

定量的情報

中国債券価格決定システムで評価日の価値が入手可能な人民元建て債券の公正価値は、中国債券価格決定シス

テムによって公表された最新の評価結果を使用して測定される。

活発な市場での相場価格のない外貨建て債券の公正価値は、ブルームバーグによって公表された包括的評価を

使用して測定される。

デリバティブ金融資産における先物外国為替契約の公正価値は、当該先物外国為替予約の約定価格と市場価格

との差額を割り引くことによって測定される。使用される割引率は、報告期間末現在で適用される人民元建てス

ワップ・イールド・カーブである。

外国為替オプションの公正価値は、適切な外国為替直物レート、外国為替イールド・カーブおよび外国為替

レートのボラティリティを適用して、ブラック・ショールズ・モデルを使用して測定される。使用される上記の

市場データは、ブルームバーグ、ロイターおよびその他の相場情報提供者によって提供される活発な市場の相場

価格である。

デリバティブ金融投資における金利スワップの公正価値は、報告期間末に当該スワップが解約されたとの仮定

に基づき予想受取額または予想支払額を割り引くことによって測定される。使用される割引率は、報告期間末現

在の関連する人民元建てスワップ・イールド・カーブである。

 

(ⅲ)レベル３に分類される継続的な公正価値測定に用いられた評価技法ならびに主要パラメーターの定性的および

定量的情報

レベル３の公正価値測定の定量的情報は以下のとおりである。

 

  
2015年12月31日
現在の公正価値  評価技法  観察不能なインプット

売却可能非上場株式投資  346  市場比較法  流動性ディスカウント

売却可能非上場株式投資  758  割引キャッシュフロー  リスク調整後の割引率

売却可能非上場ファンドへの投資 138  割引キャッシュフロー  リスク調整後の割引率

非上場デリバティブ金融商品  4  二項モデル  ボラティリティ

損益を通じて公正価値評価する指
定を受けた金融負債

      

－発行済譲渡性預金  2,302  割引キャッシュフロー  リスク調整後の割引率
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(１) 重要な観察不能なインプットを用いた金融商品の評価

下記の表は、公正価値階層のレベル３における公正価値測定の期首残高から期末残高への調整を示したも

のである。

 

資産

 

 
デリバティブ
金融資産

 

損益を
通じて
公正価値
評価する
指定を
受けた
金融資産－
負債証券

 
売却可能
金融資産

 合計

2015年１月１日現在 15  125  753  893

損益        

－損益 (3)  －  20  17

－その他包括利益 －  －  21  21

購入 －  －  570  570

処分および満期支払い (8)  (125)  (122)  (255)

2015年12月31日現在 4  －  1,242  1,246

報告期間末現在における保有資産に関して連
結損益計算書に計上された未実現損益合計

(3)  －  20  17

 

負債

 

 

損益を通じて公正価値
評価する指定を受けた
金融負債－発行済
譲渡性預金

2015年１月１日現在 2,610

損益 122

発行 －

処分および満期支払い (430)

2015年12月31日現在 2,302

報告期間末現在における保有負債に関して連結損益計算書に計上された未実現損益合計 121
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資産

 

 
デリバティブ
金融資産

 

損益を
通じて
公正価値
評価する
指定を
受けた
金融資産－
負債証券

 
売却可能
金融資産

 合計

2014年１月１日現在 31  125  702  858

損益        

－損益 －  －  (36)  (36)

－その他包括利益 －  －  (4)  (4)

購入 －  －  91  91

処分および満期支払い (16)  －  －  (16)

2014年12月31日現在 15  125  753  893

報告期間末現在における保有資産に関して連
結損益計算書に計上された未実現損益合計

－  －  －  －

 

負債

 

 

損益を通じて公正価値
評価する指定を受けた
金融負債－発行済譲

渡性預金

2014年１月１日現在 5,296

損益 45

発行 1,056

処分および満期支払い (3,787)

2014年12月31日現在 2,610

報告期間末現在における保有負債に関して連結損益計算書に計上された未実現損益合計 39
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(２) 継続的に公正価値で測定されるレベル３の金融商品に関する観察不能なインプットの変動に対する公

正価値測定の感応度

 

  2015年

  損益またはその他包括利益への影響

  有利な影響  (不利な影響)

売却可能金融資産     

－株式投資  111  (111)

－ファンドへの投資  13  (13)

損益を通じて公正価値評価する指定を受けた金融負債     

－発行済譲渡性預金  230  (230)

 

  2014年

  損益またはその他包括利益への影響

  有利な影響  (不利な影響)

損益を通じて公正価値評価する指定を受けた金融資産     

－負債証券  13  (13)

デリバティブ金融資産  1  (1)

売却可能金融資産     

－株式投資  73  (73)

－ファンドへの投資  2  (2)

損益を通じて公正価値評価する指定を受けた金融負債     

－発行済譲渡性預金  261  (261)
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(３) 継続的に公正価値で測定される金融商品のレベル間の振替、振替の理由およびレベル間の振替である

とみなされるタイミングを決定する方針

2015年12月31日に終了した事業年度において、継続的に公正価値で測定される金融商品のレベル間の振替

はなかった。当グループは、変更が生じた報告期間の期末にレベル間の振替を認識する。

 

(４) 評価技法の変更および変更を行う理由

2015年12月31日に終了した事業年度において、当グループは上記の継続的に公正価値で測定される金融資

産の評価技法を変更していない。
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22 子会社に対する投資

 

下記の表は、主に当グループの業績、資産または負債に影響を及ぼす子会社のみに関する詳細を表示してい

る。特に記載がない限り、すべての保有株式の種類は普通株式である。これらの会社はすべて注記２(d)に定義

されている子会社であり、当グループの連結財務諸表の適用範囲に含まれている。

 

会社名  
設立地および
営業地

 
発行済および
払込済資本

 
当行の
所有比率

 主要業務  経済的性質  法定代表者

招銀国際金融控股有限
公司（注(ⅰ)）

 香港  1,000百万香港ドル  100％  
ファイナンシャ
ル・アドバイザ
リー・サービス

 有限責任会社  田惠宇

招銀金融租賃有限公司
（注(ⅱ)）

 上海  6,000百万人民元  100％  
ファイナンス・
リース

 有限責任会社  連柏林

永隆銀行有限公司
（注(ⅲ)）

 香港  1,161百万香港ドル  100％  銀行業務  有限責任会社  田惠宇

招商基金管理有限公司
（注(ⅳ)）

 深圳  210百万人民元  55％  資産運用  有限責任会社  李浩

 

(ⅰ) 招銀国際金融控股有限公司（以下、「CMBICHC」という。）、旧称江南財務有限公司および招銀国際金融有限公司は、

PBOCの銀複（1998年）第405号により承認された当行の完全所有子会社である。2014年に当行は、CMBICHCに対して750百

万香港ドルの追加資本拠出を行った。CMBICHCの資本は1,000百万香港ドルに増加し、当行の持株比率に変動はない。

取締役会は、2015年７月28日に「CMBICHCの増資および再編に関する決議」を検討の後に可決し、当行はその主要子会社

であるCMBICHCに対し400百万米ドル相当の資本拠出に合意した。資本拠出は2015年12月31日までに完了せず、2016年１月

20日に完了した。

(ⅱ) 招銀金融租賃有限公司（以下、「CMBFLC」という。）はCBRCの銀監複（2008年）第110号により承認された当行の完全所

有子会社であり、2008年４月に業務を開始した。2014年に当行は、CMBFLCに対して2,000百万人民元の追加資本拠出を

行った。CMBFLCの資本は6,000百万人民元に増加しており、当行の持株比率に変動はない。

(ⅲ) 永隆銀行有限公司（以下、「WLB」という。）は、2008年に、合意により買収した当行の完全所有子会社である。当該買

収は2009年１月15日に完了した。WLBは、2009年１月16日付で香港証券取引所において上場廃止となっている。

(ⅳ) 2012年に、当行は、旧関連会社である招商基金管理有限公司（以下、「CMFM」という。）の21.6％の株式持分を、INGア

セット・マネジメントB.V.から63,567,567.57ユーロの対価で取得した。上記現金対価の決済後、2013年に当行のCMFMへ

の持株比率は33.4％から55.0％に増加した。これにより、当行はCMFMに対する支配を獲得し、CMFMは2013年11月28日に当

行の子会社となった。

 

23 共同支配企業持分

 

  2015年  2014年

非上場株式、取得原価  －  －

純資産持分  2,727  1,458

共同支配企業への貸付  5  7

  2,732  1,465

当事業年度持分利益  134  156

当事業年度その他包括利益に対する持分  64  35

 

EDINET提出書類

招商銀行股イ分有限公司(E05986)

有価証券報告書

166/406



当グループの主な共同支配企業持分の詳細は以下のとおりである。

 

共同支配企業名  
事業
形態  

設立
および
営業地  

発行済および払込済資
本の詳細  

当グループの
実質的所有割合  主要業務

招商信諾人壽保険有限公司（注
(ⅰ)）

 有限責任会社  深圳  1,450,000
千人民元

 50.00％  生命保険事業

銀連控股有限公司
（注(ⅱ)）

 有限責任会社  香港  150,000
千香港ドル

 13.33％  退職制度に係る受託、
管理、保管サービ
スの提供

銀連通宝有限公司
（注(ⅲ)）

 有限責任会社  香港   10,024
千香港ドル

 2.88％  ＡＴＭネットワーク
サービスの提供

香港人寿保険有限公司  有限責任会社  香港  420,000
千香港ドル

 16.67％  生命保険

銀和再保険有限公司  有限責任会社  香港  200,000
千香港ドル

 21.00％  再保険

アイ－テック　ソリューションズリ
ミテッド

 有限責任会社  香港   6,000
千香港ドル

 50.00％  電子文書処理

深圳市招銀協同基金管理
有限公司

 有限責任会社  深圳  10,000
千人民元

 51.00％  資金運用

深圳市協同禾盛併購基金  パートナー
シップ
企業

 深圳  484,160
千人民元

 5.16％  投資

深圳市聯招信息科技
有限公司

 有限責任会社  深圳  40,000
千人民元

 50.00％  コンピューター・ネッ
トワーク・サービ
ス

招連消費金融有限公司（注（ⅳ））  有限責任会社  深圳  2,000,000
千人民元

 50.00％  消費者金融

深圳市招銀前海金融資産交易中心
有限公司

 有限責任会社  深圳  100,000
千人民元

 49.00％  金融資産交換プラット
フォームおよびア
ド バ イ ザ リ ー ・
サービス

 

注：

（ⅰ）当グループは招商信諾人壽保険有限公司（以下、「招商信諾人壽保険」という。）の株式持分の50.00％を保有してお

り、ライフ・インシュアランス・カンパニー・オブ・ノース・アメリカ（以下、「INA」という。）も招商信諾人壽保険

の株式持分の50.00％を保有している。招商信諾人壽保険は、当行レベルで唯一の共同支配企業である。当行とINAは、

上記の持分比率に基づき同共同支配企業の利益、リスクおよび損失を分担する。招商信諾人壽保険に対する当行の投資

は、共同支配企業への投資として会計処理される。

（ⅱ）当行の子会社であるWLBは、銀連控股有限公司の普通株式の14.29％を所有しており、支払配当金の13.33％の権利を有す

る。

（ⅲ）当行の子会社であるWLBは、銀連通宝有限公司を創設した５社のうちの１社であり、同社を共同支配している。WLBは銀

連通宝有限公司の普通株式の20.00％を所有しており、支払配当金の2.88％の権利を有する。

（ⅳ）当行の子会社であるWLBと中国聯合通信有限公司の子会社である中国聯合網絡通信有限公司（以下、「CUNC」という。）

は、招連消費金融有限公司（以下、「MUCFC」という。）を共同で設立した。CBRCは、2015年３月３日にMUCFCの業務を

承認した。WLBとCUNCはMUCFCの株式持分の50.00％を保有し、上記の持分比率に基づきリスク、利益および損失を分担す

る。
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当グループにとって個別に重要な共同支配企業の要約財務情報は、以下のとおりである。

 

（ⅰ）招商信諾人壽保険有限公司

 

 資産  負債  資本  収益  損益
 

その他
包括利益  

包括利益
合計  

現金および
現金同等物  

減価
償却費  

法人
所得税

2015年                    

100パーセント 18,164  15,408  2,756  8,062  297  54  351  370  23  85

当グループの実
質持分

9,082  7,704  1,378  4,031  149  27  176  185  11  42

2014年                    

100パーセント 14,448  12,039  2,409  5,194  219  69  288  456  20  68

当グループの実
質持分

7,224  6,020  1,204  2,597  110  34  144  228  10  34

 

(ⅱ) 招連消費金融有限公司

 

 資産  負債  資本  収益  損益
 

その他
包括利益  

包括利益
合計  

現金および
現金同等物  

減価
償却費  

法人
所得税

2015年                    

100パーセント 2,105  190  1,915  131  (84)  －  (84)  80  2  －

当グループの実
質持分

1,053  95  958  66  (42)  －  (42)  40  1  －

 

当グループにとって個別に重要でない共同支配企業（その他）の要約財務情報

 

 
当期損益

 
その他包括利益  包括利益合計

2015年      

100パーセント 199
 
 

209  408

当グループの実質持分 28  37  65

2014年      

100パーセント 206
 
 

6  212

当グループの実質持分 30  1  31
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24 関連会社持分

 

  2015年  2014年

純資産持分  52  17

のれん  2  2

  54  19

当事業年度持分利益  2  2

 

下記の表は、主に当グループの業績または資産に影響を及ぼす未上場の関連会社に関する2015年12月31日現在

の情報を表示したものである。

 

関連会社名  事業形態  
設立および
営業地  

発行済および
払込済資本の
詳細  

当グループの
実質的所有割

合  主要業務

專業責任保険代理
有限公司

 
有限責任
会社

 香港  
3,000

千香港ドル
 27.00％  保険引受

北京中関村瞪羚投
資基金管理有限
公司

 
有限責任
会社

 北京  
30,000
千人民元

 25.00％  資金運用

上海朱雀甲午投资

中心
 

有限責任
パート
ナーシッ
プ

 上海  
86,500
千香港ドル

 49.00％  投資

 

当グループにとって個別に重要でない関連会社の要約財務情報

 

 
当期損益

 
その他包括利益  包括利益合計

2015年      

100パーセント 5
 
 

－  5

当グループの実質持分 1  －  1

2014年      

100パーセント 7
 
 

－  7

当グループの実質持分 2  －  2
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25 有形固定資産

 

 土地および
建物  建設仮勘定  

コンピューター
機器  

建物付属
設備  

航空機
および船舶  

自動車
および
その他  合計

原価:              

2015年１月１日現在 17,166  6,806  7,238  4,914  1,872  5,985  43,981

増加 68  1,772  1,270  761  3,765  733  8,369

再分類および振替 4,291  (4,444)  1  30  －  8  (114)

処分/償却 (38)  －  (259)  (108)  －  (452)  (857)

換算差額 137  －  4  11  115  5  272

2015年12月31日現在 21,624  4,134  8,254  5,608  5,752  6,279  51,651

減価償却累計額：              

2015年１月１日現在 4,947  －  4,947  2,316  227  4,099  16,536

減価償却費 1,102  －  1,081  720  220  836  3,959

再分類および振替 (40)  －  1  (1)  －  1  (39)

処分/償却 (15)  －  (130)  (83)  －  (448)  (676)

換算差額 (16)  －  (5)  4  50  3  36

2015年12月31日現在 5,978  －  5,894  2,956  497  4,491  19,816

正味帳簿価額：              

2015年12月31日現在 15,646  4,134  2,360  2,652  5,255  1,788  31,835

2015年１月１日現在 12,219  6,806  2,291  2,598  1,645  1,886  27,445
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 土地および
建物  建設仮勘定  

コンピューター
機器  

建物付属
設備  

航空機
および船舶  

自動車
および
その他  合計

原価:              

2014年１月１日現在 16,879  4,241  5,989  6,185  1,408  5,533  40,235

増加 343  2,598  2,692  819  －  1,021  7,473

再分類および振替 (18)  (1)  18  29  464  (54)  438

処分/償却 (112)  (33)  (1,490)  (2,125)  －  (548)  (4,308)

換算差額 74  1  29  6  －  33  143

2014年12月31日現在 17,166  6,806  7,238  4,914  1,872  5,985  43,981

減価償却累計額：              

2014年１月１日現在 4,106  －  4,317  3,670  153  3,790  16,036

減価償却費 836  －  1,016  716  74  774  3,416

再分類および振替 5  －  (12)  29  －  (23)  (1)

処分/償却 (33)  －  (402)  (2,108)  －  (468)  (3,011)

換算差額 33  －  28  9  －  26  96

2014年12月31日現在 4,947  －  4,947  2,316  227  4,099  16,536

正味帳簿価額：              

2014年12月31日現在 12,219  6,806  2,291  2,598  1,645  1,886  27,445

2014年１月１日現在 12,773  4,241  1,672  2,515  1,255  1,743  24,199
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(a) リース残存期間による分析

報告期間末現在における土地および建物の正味帳簿価額は、以下のようにリースの残存期間により分析され

る。

 

  2015年  2014年

中国本土で保有     

－長期リース(50年超)  335  374

－中期リース(10-50年)  13,439  9,832

  13,774  10,206

香港で保有     

－長期リース(50年超)  999  1,069

－中期リース(10-50年)  855  925

  1,854  1,994

海外で保有     

　－自由保有  18  19

  15,646  12,219

 

(b) 2015年12月31日現在において、取締役会は、有形固定資産に関する減損は発生していない（2014年：ゼロ）

と判断した。

(c) 2015年12月31日現在において、正味帳簿価額総計270百万人民元（2014年：560百万人民元）の当グループ不

動産に関して、登録免許を取得する手続きは引き続き進行中であった。

(d) 2015年12月31日現在において、当グループが保有している重要な未使用の有形固定資産はない（2014年：ゼ

ロ）。
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26 投資不動産

 

  2015年  2014年

原価:     

１月１日現在  2,477  2,379

振替  140  68

換算差額  77  30

12月31日現在  2,694  2,477

減価償却累計額：     

１月１日現在  793  678

減価償却費  127  119

振替  41  (14)

換算差額  25  10

12月31日現在  986  793

正味帳簿価額：     

12月31日現在  1,708  1,684

１月１日現在  1,684  1,701
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(a) リース残存期間による分析

報告期間末現在における投資不動産の正味帳簿価額は、以下のようにリースの残存期間により分析される。

 

  2015年  2014年

中国本土で保有     

－中期リース(10-50年)  550  596

  550  596

香港で保有     

－長期リース(50年超)  99  －

－中期リース(10-50年)  1,059  1,088

  1,158  1,088

  1,708  1,684

 

(b) 当グループの投資不動産は、主に、WLBの賃貸不動産およびオペレーティング・リースに基づいて賃貸され

ている、または賃貸可能な不動産としての深圳における当行本店の一部である。2015年12月31日現在、当該

不動産の公正価値は、4,784百万人民元であった（2014年：4,216百万人民元）。当グループの解約不能オペ

レーティング・リースに関する将来最低リース料総額の受取債権は以下のとおりである。

 

 2015年  2014年

１年以内 192  193

１年超５年以内 206  257

５年超 14  21

 412  471
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27 無形資産

 

 
土地
使用権  

ソフト
ウェア  

コア
預金  合計

原価／評価額：        

2015年１月１日現在 1,532  2,424  1,059  5,015

増加 6  709  －  715

振替 (24)  －  －  (24)

換算差額 3  2  43  48

2015年12月31日現在 1,517  3,135  1,102  5,754

償却：        

2015年１月１日現在 207  1,271  245  1,723

増加 35  360  32  427

振替 1  －  －  1

換算差額 －  2  6  8

2015年12月31日現在 243  1,633  283  2,159

正味帳簿価額：        

2015年12月31日現在 1,274  1,502  819  3,595

2015年１月１日現在 1,325  1,153  814  3,292
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土地
使用権  

ソフト
ウェア  

コア
預金  合計

原価／評価額：        

2014年１月１日現在 1,297  1,991  1,034  4,322

増加 220  432  －  652

振替 6  －  －  6

換算差額 9  1  25  35

2014年12月31日現在 1,532  2,424  1,059  5,015

償却：        

2014年１月１日現在 171  956  199  1,326

増加 35  314  41  390

振替 1  －  －  1

換算差額 －  1  5  6

2014年12月31日現在 207  1,271  245  1,723

正味帳簿価額：        

2014年12月31日現在 1,325  1,153  814  3,292

2014年１月１日現在 1,126  1,035  835  2,996
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28 のれん

 

 
１月１日
現在

 当期増加額  当期戻入額  
12月31日
現在

 減損損失
 

12月31日現在
の正味価額

WLB（注(ⅰ)） 10,177  －  －  10,177  (579)  9,598

CMFM（注(ⅱ)） 355  －  －  355  －  355

CMBICHC（注(ⅲ)） －  1  －  1  －  1

合計 10,532  1  －  10,533  (579)  9,954

 

注：

（ⅰ）2008年９月30日に当行は、WLBの53.12％の資本を取得した。取得日現在におけるWLBの識別可能純資産の公正価値は

12,898百万人民元で、当行はこのうち6,851百万人民元を占める。識別可能純資産の公正価値を上回る合併費用の超過分

10,177百万人民元は、のれんとして認識された。WLBの詳細については注記22を参照のこと。

（ⅱ）2013年11年28日に当行は、CMFMの55.00％の資本を取得した。取得日現在におけるCMFMの識別可能純資産の公正価値は

752百万人民元で、当行はこのうち414百万人民元を占める。識別可能純資産の公正価値を上回る合併費用の超過分355百

万人民元は、のれんとして認識された。CMFMの詳細については注記22を参照のこと。

（ⅲ）2015年４年１日にCMBICHCは、招银融博科技有限公司（以下「招银融博」という。）の100％の資本を取得した。取得日

現在における招银融博の識別可能純資産の公正価値は2.60百万人民元であった。識別可能純資産の公正価値を上回る合

併費用の超過分１百万人民元は、のれんとして認識された。招银融博の主要事業は、コンピューター・ソフトウェアお

よびハードウェアの開発および販売、通信機器およびOA機器の販売、コンピューター技術および情報のアドバイザ

リー・サービスである。

 

のれんを含むCGUの減損テスト

のれんは、当グループのCGUである2008年９月30日に取得したWLBおよび2013年11月28日に取得したCMFMに配分

される。

CGUの回収可能価額は、使用価値の計算に基づいて決定される。これらの計算には、経営陣に承認された５年

間の財務予測に基づくキャッシュ・フロー予測が用いられる。６年目以降のキャッシュ・フローは、一定の成長

率を用いて推定されている。この成長率が、CGUが従事する事業の長期平均成長率を超えることはない。

のれんの減損評価において、当グループはWLBおよびCMFMの主要事業分野の国内総生産長期予測に沿って期間

成長を仮定した。割引率（税引前）は12％および15％（2014年：12％および12％）を用いた。
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29 繰延税金資産、繰延税金負債

 

 2015年  2014年

繰延税金資産 16,020  10,291

繰延税金負債 (867)  (771)

純額 15,153  9,520

 

(a) 繰延税金資産および負債の性質別分析

繰延税金資産/負債の構成要素は、以下のとおりである。

 

 2015年  2014年

 
将来減算/(加算)
一時差異

 繰延税金  
将来減算/(加算)
一時差異

 繰延税金

繰延税金資産        

顧客に対する貸出金およびその他資産
の減損引当金

63,217  15,783  36,647  9,150

投資再評価準備金 (7,614)  (1,905)  (2,203)  (550)

未払給与および福利厚生費 9,669  2,417  5,290  1,322

その他 (1,087)  (276)  1,512  369

合計 64,185  16,020  41,246  10,291

繰延税金負債        

顧客に対する貸出金およびその他資産
の減損引当金

249  42  212  34

投資再評価準備金 (252)  (61)  (13)  (3)

その他 (5,304)  (848)  (5,022)  (802)

合計 (5,307)  (867)  (4,823)  (771)
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(b) 繰延税金の変動

 

 

顧客に対する
貸出金および
その他資産の
減損引当金

 
投資再評価
準備金

 
未払給与
および
福利厚生費

 その他  合計

2015年１月１日現在 9,184  (553)  1,322  (433)  9,520

損益に計上 6,638  －  1,096  (527)  7,270

その他包括利益に
計上

－  (1,413)  －  (124)  (1,537)

換算差額 3  －  －  (40)  (37)

2015年12月31日現在 15,825  (1,966)  2,418  (1,124)  15,153

 

 

顧客に対する
貸出金および
その他資産の
減損引当金

 
投資再評価
準備金

 
未払給与
および
福利厚生費

 その他  合計

2014年１月１日現在 4,009  1,887  1,621  (223)  7,294

損益に計上 5,174  －  (299)  71  4,946

その他包括利益に
計上

－  (2,440)  －  (263)  (2,703)

換算差額 1  －  －  (18)  (17)

2014年12月31日現在 9,184  (553)  1,322  (433)  9,520

 

30 その他資産

 

  2015年  2014年

未決済金額  4,919  3,883

前払リース料  1,091  913

担保権実行資産（注(a)）  691  455

保証金  463  926

再保険会社からの回収可能額  229  225

前払リース物件改良費および雑費  158  325

未収保険料  129  135

確定給付型制度（注記37(b)）  27  70

その他  5,141  7,159

合計  12,848  14,091
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(a) 担保権実行資産

 

 2015年  2014年

居住用不動産 1,044  746

その他 628  652

合計 1,672  1,398

控除：減損引当金 (981)  (943)

正味担保権実行資産 691  455

 

注：

(ⅰ) 2015年において、当グループは、原価合計73百万人民元(2014年：444百万人民元)の担保権実行資産を処分している。

(ⅱ) 当グループは、担保権実行資産を競売、入札および譲渡により処分する予定である。

 

31 銀行およびその他金融機関からの預かり金

 

 2015年  2014年

中国本土内    

－銀行 176,934  203,283

－その他金融機関 527,101  386,030

 704,035  589,313

中国本土外    

－銀行 7,526  108,135

 711,561  697,448
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32 銀行およびその他金融機関からの借入金

 

 2015年  2014年

中国本土内    

－銀行 165,471  77,917

－その他金融機関 1,100  －

 166,571  77,917

中国本土外    

－銀行 12,200  16,686

 178,771  94,603

 

33 買戻契約に基づいて売却された金額

(a) 契約相手方の性質別分析

 

 2015年  2014年

中国本土内    

－銀行 173,439  56,279

－その他金融機関 9,060  5,426

 182,499  61,705

中国本土外    

－銀行 3,153  5,283

 185,652  66,988

 

EDINET提出書類

招商銀行股イ分有限公司(E05986)

有価証券報告書

181/406



(b) 資産タイプ別分析

 

  2015年  2014年

有価証券     

－中国国債  12,833  13,328

－政策銀行発行債券  67,336  16,428

－商業銀行およびその他金融機関発行債券  1,994  3,823

－その他負債証券  1,159  1,588

  83,322  35,167

割引手形  102,330  30,908

貸出金  －  913

  185,652  66,988

 

34 顧客からの預金

 

  2015年  2014年

法人顧客     

－要求払預金  1,167,467  973,646

－定期預金  1,194,064  1,237,765

  2,361,531  2,211,411

個人顧客     

－要求払預金  835,062  644,836

－定期預金  375,105  448,191

  1,210,167  1,093,027

  3,571,698  3,304,438
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顧客の預金（保証のための証拠金としての預金を含む）は以下のとおりである。

 

  2015年  2014年

引受手形に関する保証  191,988  167,437

貸付金に関する保証  49,188  48,199

信用状発行に関する保証  56,499  54,705

保証状に関する預金  60,172  42,739

その他  57,867  51,006

  415,714  364,086

 

35 未払利息

 

  2015年  2014年

発行済負債証券  1,398  1,352

顧客の預金およびその他  37,675  43,997

  39,073  45,349

 

36 発行済負債証券

 

 注記  2015年  2014年

発行済劣後債 36(a)  32,519  32,396

発行済長期負債証券 36(b)  27,995  27,636

銀行間譲渡性預金証書   176,245  24,832

発行済譲渡性預金証書   14,748  21,291

   251,507  106,155
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(a) 劣後債

報告期間末現在において、当行が発行した劣後債は以下のとおりである。

 

債務の種類  残存期間  発行日  
金利
（年利）  額面価額  期首残高  当期発行  

ディスカウ
ントまたは
プレミアム
の償却  

当期
返済  期末残高

      （％）  
（百万
人民元）  

（百万
人民元）        

（百万
人民元）

固定金利債券
（注(ⅰ)）

 

180ヶ月  2008年
９月４日

 

5.90（当初10
年間）
8.90（11年目
以降。当行に
よって償還さ
れない場合）

 

7,000  6,994  －  1  －  6,995

固定金利債券
（注(ⅱ)）

 180ヶ月  
2012年
12月28日  5.20  11,700  11,686  －  2  －  11,688

固定金利債券
（注(ⅲ)）

 120ヶ月  
2014年
４月18日  6.40  11,300  11,286  －  1  －  11,287

          29,966  －  4  －  29,970

 

注：

(ⅰ) CBRCおよびPBOCは、当行が30,000百万人民元の劣後債を発行することを2008年８月12日（銀監復（2008年）第304号「招

商銀行による劣後債発行の承認」および銀市場許准予字（2008年）第25号「中国人民銀行による行政許可の決定」）に承

認した。2008年９月４日、当行は中国本土銀行間債券市場において、機関投資家に対し26,000百万人民元の固定金利債券

および4,000百万人民元の変動金利債券を発行した。

当行は、2013年９月４日に償還請求権を行使し、合計23,000百万人民元の劣後債を償還した。当該劣後債には、２種類の

債券（それぞれ19,000百万人民元および4,000百万人民元）が含まれている。

(ⅱ) CBRCおよびPBOCは、当行が11,700百万人民元の劣後債を発行することを2012年11月29日（銀監復（2012年）第703号「招

商銀行による劣後債発行の承認」）および2012年12月20日（銀市場許准予字（2012年）第91号「中国人民銀行による行政

許可の決定」）に承認した。2012年12月28日、当行は中国本土銀行間債券市場において、機関投資家に対し11,700百万人

民元の固定金利債券を発行した。

(ⅲ) CBRCおよびPBOCは、当行が11,300百万人民元のTier２資本債券を発行することを2013年10月29日（銀監復（2013年）第

557号「招商銀行による劣後債発行の承認」）および2014年４月15日（銀市場許准予字（2014年）第22号「中国人民銀行

による行政許可の決定」）に承認した。2014年４月18日、当行は中国本土銀行間債券市場において、11,300百万人民元の

Tier２資本債券を発行した。

 

報告期間末現在、WLBが発行した劣後債は以下のとおりである。

 

債務の種類  残存期間  発行日  
金利
（年利）  額面価額  期首残高  当期発行  

ディスカウ
ントまたは
プレミアム
の償却  

当期
返済  期末残高

      （％）   
 
（百万
人民元）        

（百万
人民元）

固定金利債券
 
144ヶ月  2009年

12月28日
 5.70

 
1,500百
万香港
ドル

 1,199  －  59  －  1,258

固定/変動金
利債券

 

120ヶ月  2012年
11月６日

 3.50（当初５
年間）
T*+2.80（６
年目以降、当
行によって償
還されない場
合）

 

200百万
米ドル

 1,231  －  60  －  1,291

          2,430  －  119  －  2,549

 

*
 Tは５年物米国債指標利回りを表す。
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(b) 長期負債証券

報告期間末現在において、当行が発行した長期負債証券は以下のとおりである。

 

債務の種類  残存期間  発行日  
金利
（年利）  額面価額  期首残高  当期発行  

ディスカウ
ントまたは
プレミアム
の償却  

当期
返済  期末残高

      （％）  
（百万
人民元）  

（百万
人民元）        

（百万
人民元）

12 CMB 01
（注（ⅰ））

 
60ヶ月  2012年

３月14日  4.15  6,500  6,495
 

－  2  －  6,497

12 CMB 02
（注（ⅰ））

 
60ヶ月

 
2012年
３月14日  R*+0.95  13,500  13,491  －  4  －  13,495

14 CMB 03
（注（ⅱ））

 36ヶ月  
2014年
４月10日  4.10  1,000  996  －  2  －  998

          20,982  －  8  －  20,990

 

* 
RはPBOCが定めた１年定期預金金利（以下、「金利」という。）を表す。2012年３月14日の金利は、3.50％であった。

注：

(ⅰ) CBRCおよびPBOCは、当行が20,000百万人民元の長期負債証券を発行することを2011年12月12日（銀監復（2011年）第557

号「招商銀行による長期負債証券発行の承認」）および2012年１月16日（銀市場許准予字（2012年）第２号「中国人民銀

行による行政許可の決定」）に承認した。2012年３月14日、当行は中国本土銀行間債券市場において、6,500百万人民元

の固定金利負債および13,500百万人民元の変動金利負債を発行した。

(ⅱ) PBOCおよび国家発展改革委員会は、当行が1,000百万人民元の金融債を発行することを2014年２月13日に銀函（2014年）

第35号「招商銀行による香港での人民元建て負債証券発行の承認」および2014年３月11日に発改外資（2014年）第412号

「招商銀行による香港での人民元建て負債証券発行の承認」にて承認した。2014年４月10日、当行は香港において、

1,000百万人民元の金融債を発行した。
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報告期間末現在、CMBFLCが発行している発行済長期負債証券は以下のとおりであった。

 

債務の種類  残存期間  発行日  
金利
（年利）  額面価額  期首残高  当期発行  

ディスカウ
ントまたは
プレミアム
の償却  

当期
返済  期末残高

      （％）  
（百万
人民元）  

（百万
人民元）        

（百万
人民元）

固定金利債券
（注(ⅲ)）  

36ヶ月  2013年
６月26日  

4.99
 

1,000  1,000  －  －  －  1,000

固定金利債券
（注(ⅲ)）  

60ヶ月
 

2013年
６月26日  

5.08
 

1,000
 

1,000
 

－
 

－
 

－
 

1,000

固定金利債券
（注(ⅲ)）  

36ヶ月
 

2013年
７月24日  

4.87
 

1,000
 

1,000
 

－
 

－
 

－
 

1,000

固定金利債券
（注(ⅲ)）  60ヶ月  

2013年
７月24日  

4.98
 

1,000
 

1,000
 

－
 

－
 

－
 

1,000

固定金利債券
（注(ⅳ)）  36ヶ月  

2015年
12月７日  

3.75
 

200
 

－
 

200
 

－
 

－
 

200

          4,000  200  －  －  4,200

 

注：

(ⅲ) 銀監複（2012年）第758号に基づくCMBFLCによる金融債の発行に係るCBRCの正式な回答および銀市場許准予字（2013年）

第33号に基づくPBOCの行政許可決定書による承認により、CMBFLCは、2013年６月26日に、2,000百万人民元の2013年金融

債の第１回トランシェを発行し、2013年７月24日に2,000百万人民元の2013年金融債の第２回トランシェを発行した。

2015年12月31日現在、当行は、CMBFLCが発行した440百万人民元の金融債を有していた。

(ⅲ) 銀監複（2015年）第551号に基づくCMBFLCによる金融債の発行に係るCBRCの正式な回答および銀市場許准予字（2015年）

第276号に基づくPBOCの行政許可決定書に基づく承認により、CMBFLCは、2015年12月７日に、200百万人民元の2015年金融

債の第１回トランシェを発行した。

 

報告期間末現在、CMBICCの子会社である招銀金融租賃有限公司（以下、「CMBIL」という。）が発行している

長期負債証券は以下のとおりであった。

 

債務の種類  残存期間  発行日  

金利

（年利）  額面価額  期首残高  当期発行  

ディスカウ

ントまたは

プレミアム

の償却  

当期

返済  期末残高

      （％）  
（百万

人民元）  

（百万

人民元）        
（百万

人民元）

固定金利債券

（注(ⅳ)）  
60ヶ月  2014年

８月11日  3.25  500  3,094  －  151  －  3,245

 

注：

(ⅴ) 2014年８月11日にCMBILは、香港証券取引所において、2019年満期の年利3.25％の保証付きノート500百万米ドルを発行し

た。
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37 従業員福利厚生制度

(a) 未払給与および福利厚生費

 

  2015年

  期首残高  
期中における
変動

 
期中における
支払／振替

 期末残高

短期従業員給付(ⅰ)  5,865  24,004  (23,615)  6,254

退職後給付         

－確定拠出型制度(ⅱ)  175  3,080  (3,023)  232

その他の長期従業員給付(ⅲ)  28  10  －  38

  6,068  27,094  (26,638)  6,524

 

  2014年

  期首残高  
期中における
変動

 
期中における
支払／振替

 期末残高

短期従業員給付(ⅰ)  5,057  19,093  (18,285)  5,865

退職後給付         

－確定拠出型制度(ⅱ)  49  2,889  (2,763)  175

その他の長期従業員給付(ⅲ)  13  15  －  28

  5,119  21,997  (21,048)  6,068
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(ⅰ) 短期従業員給付

 

  2015年

  期首残高  
期中における
変動

 
期中における
支払／振替

 期末残高

給与および賞与  4,215  17,248  (16,887)  4,576

福利厚生費  37  2,400  (2,398)  39

社会保険         

－医療保険  14  1,611  (1,545)  80

－傷害保険  1  35  (33)  3

－出産保険  3  53  (52)  4

住宅積立金  242  1,546  (1,640)  148

労働組合費および従業員教育費  1,353  1,111  (1,060)  1,404

  5,865  24,004  (23,615)  6,254

 

  2014年

  期首残高  
期中における
変動

 
期中における
支払／振替

 期末残高

給与および賞与  3,576  15,069  (14,430)  4,215

福利厚生費  36  82  (81)  37

社会保険         

－医療保険  169  1,464  (1,619)  14

－傷害保険  1  29  (29)  1

－出産保険  2  44  (43)  3

住宅積立金  108  1,548  (1,414)  242

労働組合費および従業員教育費  1,165  857  (669)  1,353

  5,057  19,093  (18,285)  5,865
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(ⅱ) 退職後給付－確定拠出型制度

 

  2015年

  期首残高  
期中における
変動

 
期中における
支払／振替

 期末残高

退職後所得保障  47  1,385  (1,353)  79

補完年金  122  1,601  (1,582)  141

失業保険  6  94  (88)  12

  175  3,080  (3,023)  232

 

  2014年

  期首残高  
期中における
変動

 
期中における
支払／振替

 期末残高

退職後所得保障  32  1,218  (1,203)  47

補完年金  13  1,580  (1,471)  122

失業保険  4  91  (89)  6

  49  2,889  (2,763)  175

 

確定拠出型年金制度

当グループは中国の規則に従い、従業員のために地方自治体および地方政府によって設立された法定年金制

度（養老保険）に加入している。2015年度において、制度に対する当グループの拠出額は地方政府により定め

られており、従業員給与の12％から35％（2014年：10％から35％）の範囲となっている。

上記の法定年金制度に加えて、当グループは、中国の企業体に対する関連年金方針に従い、従業員のために

補足的確定拠出型制度（年金保険）を設立している。2015年度において、当該制度への当グループの年間拠出

額は、従業員給与の8.33％（2014年：8.33％）となっている。

中国本土外の従業員に対して、当グループは確定拠出型退職年金制度に加入しており、拠出率は現地の慣行

および規則に従って決定されている。
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(ⅲ) その他の長期従業員給付

 

  2015年

  期首残高  
期中における
変動

 
期中における
支払／振替

 期末残高

現金決済型株式報酬取引  28  10  －  38

  28  10  －  38

 

  2014年

  期首残高  
期中における
変動

 
期中における
支払／振替

 期末残高

現金決済型株式報酬取引  13  15  －  28

  13  15  －  28

 

2015年12月31日現在、当グループは、上級経営陣に対して７つのフェーズのＨ株式評価益権制度（以下、「制

度」という。）を提供している。制度のオプションは、付与日から２年または３年後に権利確定し、８年間また

は７年間行使可能となる。各株式評価益権はＨ株式１株に対応している。

 

(１) 株式評価益権はすべて現金で支払われる。当該制度の条件は以下のとおりである。

 

 

2015年12月31日
現在の未行使
オプション数
（百万）

 行使条件  
オプションの
契約年数

2007年10月30日に付与されたオプション 0.922  
付与日から
２年

 10年

2008年11月７日に付与されたオプション 0.954  
付与日から
２年

 10年

2009年11月16日に付与されたオプション 1.110  
付与日から
２年

 10年

2011年２月18日に付与されたオプション 1.228  
付与日から
３年

 10年

2012年５月４日に付与されたオプション 1.259  
付与日から
３年

 10年

2013年５月22日に付与されたオプション 1.259  
付与日から
３年

 10年

2014年７月７日に付与されたオプション 2.070  
付与日から
３年

 10年
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(２) 株式オプション数および加重平均行使価格は以下のとおりである。

 

  2015年  2014年

  
加重平均
行使価格

 オプション数  
加重平均
行使価格

 オプション数

  （香港ドル）  （百万）  （香港ドル）  （百万）

期首残高  15.43  9.70  16.40  9.11

期中における付与  －  －  14.84  2.28

期中における失効  14.61  (0.90)  15.64  (1.69)

期末残高  14.58  8.80  15.43  9.70

期末行使可能  15.23  3.91  16.29  3.49

 

2015年12月31日現在の未行使オプションは、加重平均行使価格14.58香港ドル（2014年：15.43香港ドル）で

あり、加重平均残存契約期間は5.67年（2014年：6.76年）であった。

制度に定められた要件に従い、配当金が支払われ、資本準備金の株式への転換、株式分割あるいは希薄化が

生じた場合、行使価格の調整が行われる。

 

(３) 株式オプションの公正価値および仮定

株式オプションの付与と引き換えに提供された役務の公正価値は、付与された株式オプションの公正価値を

参照して測定される。付与された株式オプションの見積公正価値は、ブラック・ショールズ・モデルに基づき

測定される。オプションの契約期間が当該モデルへのインプットとして用いられる。

 

 2015年

 
フェーズ
Ｉ

 
フェーズ
Ⅱ

 
フェーズ
Ⅲ

 
フェーズ
Ⅳ

 
フェーズ
Ⅴ  

フェーズ
Ⅵ  

フェーズ
Ⅶ

測定日現在の公正価値
　（人民元）

1.82  10.26  4.25  4.61  5.09  4.81  4.63

株価（香港ドル） 18.30  18.30  18.30  18.30  18.30  18.30  18.30

行使価格（香港ドル） 24.00  5.46  16.69  15.56  13.36  13.93  13.99

予想ボラティリティ 43％  43％  43％  43％  43％  43％  43％

オプション年数（年） 1.83  2.85  3.85  5.14  6.35  7.39  8.52

予想配当率 6.25％  6.25％  6.25％  6.25％  6.25％  6.25％  6.25％

無リスク金利 1.41％  1.41％  1.41％  1.41％  1.41％  1.41％  1.41％
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 2014年

 
フェーズ
Ｉ

 
フェーズ
Ⅱ

 
フェーズ
Ⅲ

 
フェーズ
Ⅳ

 
フェーズ
Ⅴ  

フェーズ
Ⅵ  

フェーズ
Ⅶ

測定日現在の公正価値
　（人民元）

1.16  10.22  3.25  3.60  4.22  3.90  3.74

株価（香港ドル） 19.46  19.46  19.46  19.46  19.46  19.46  19.46

行使価格（香港ドル） 24.85  6.31  17.54  16.40  14.21  14.78  14.84

予想ボラティリティ 26％  26％  26％  26％  26％  26％  26％

オプション年数（年） 2.83  3.83  4.83  6.17  7.33  8.42  9.58

予想配当率 5.27％  5.27％  5.27％  5.27％  5.27％  5.27％  5.27％

無リスク金利 2.58％  2.58％  2.58％  2.58％  2.58％  2.58％  2.58％

 

予想ボラティリティは、過去のボラティリティ（株式オプションの加重平均残存期間に基づき算定）に基づ

いており、公表されている情報により将来ボラティリティの予想変動に関する調整を行っている。予想配当金

は、過去の配当金に基づいて決定される。主観的なインプットの仮定の変動は、見積公正価値に重大な影響を

与える可能性がある。

株式オプションは、役務条件に基づいて付与される。当該条件は、提供された役務の付与日における公正価

値を測定する際には考慮されていない。株式オプションの付与に際して市場数値に関する条件は付されなかっ

た。
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(４)上級経営陣のメンバーに付与された株式評価益権数

 

 2015年

 
フェーズＩ
付与された
株式数

 
フェーズⅡ
付与された
株式数

 
フェーズⅢ
付与された
株式数

 
フェーズⅣ
付与された
株式数

 
フェーズⅤ
付与された
株式数

 
フェーズⅥ
付与された
株式数

 
フェーズⅦ
付与された
株式数

 
行使
された
株式数

 
 

株式数
合計

 （千株）

馬蔚華 318  318  326  307  307  307  －  －  1,883

張光華 159  159  163  200  200  200  240  －  1,321

李浩 159  159  163  200  200  200  240  －  1,321

唐志宏 159  159  163  184  184  184  210  －  1,243

丁偉 127  159  163  184  184  184  210  －  1,211

王慶彬 －  －  131  153  184  184  210  －  862

田惠宇 －  －  －  －  －  －  300  －  300

劉建軍 －  －  －  －  －  －  210  －  210

王良 －  －  －  －  －  －  150  －  150

連柏林 －  －  －  －  －  －  150  －  150

許世清 －  －  －  －  －  －  150  －  150

合計 922  954  1,109  1,228  1,259  1,259  2,070  －  8,801

 

 2014年

 
フェーズＩ
付与された
株式数

 
フェーズⅡ
付与された
株式数

 
フェーズⅢ
付与された
株式数

 
フェーズⅣ
付与された
株式数

 
フェーズⅤ
付与された
株式数

 
フェーズⅥ
付与された
株式数

 
フェーズⅦ
付与された
株式数

 
行使
された
株式数

 
 

株式数
合計

 （千株）

馬蔚華 318  318  326  307  307  307  －  －  1,883

張光華 159  159  163  200  200  200  240  －  1,321

李浩 159  159  163  200  200  200  240  －  1,321

唐志宏 159  159  163  184  184  184  210  －  1,243

丁偉 127  159  163  184  184  184  210  －  1,211

湯小青 －  －  163  153  184  184  210  －  894

王慶彬 －  －  131  153  184  184  210  －  862

田惠宇 －  －  －  －  －  －  300  －  300

劉建軍 －  －  －  －  －  －  210  －  210

王良 －  －  －  －  －  －  150  －  150

連柏林 －  －  －  －  －  －  150  －  150

許世清 －  －  －  －  －  －  150  －  150

合計 922  954  1,272  1,381  1,443  1,443  2,280  －  9,695

 

注: 2015年において、株式評価益権を行使した上級経営陣はいなかった（2014年：ゼロ）。
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(ｂ) 退職後給付－確定給付型制度

当グループの子会社であるWLBは、従業員のための確定給付型制度（以下、「制度」という。）を有してい

る。制度には確定給付型制度および確定給付年金部分が含まれている。制度の拠出額は有資格保険数理士によ

る制度の資産および負債の定期的評価に基づいて決定される。制度においては、加入者の最終給与に基づいて

給付を行う。当該費用はWLBによってのみ積み立てられている。

制度に対する最新の保険数理評価はIASBが発行したIAS第19号に従って、2015年12月31日付けで保険数理業

を専門とするウィリス・タワーズ・ワトソン・リミテッドによって行われた。確定給付債務および制度の現在

勤務費用の現在価値は予測単位積増方式に基づいて算出される。評価日現在、制度の積立水準は108％（2014

年：122％）であった。

 

2015年12月31日現在、財政状態計算書に認識された金額の分析は以下のとおりである。

 

 2015年  2014年

制度資産の公正価値 367  386

確定給付債務の現在価値 (340)  (316)

財政状態計算書に認識された純資産 27  70

 

上記資産の一部は、一年以上経過した後に回収される見込みである。しかし、将来の拠出額は将来提供され

る役務ならびに保険数理上の仮定および市況の変動と関連するため、今後12ヶ月の受取金から上記金額を切り

離すことは実務的でない。2016年には制度への拠出は予定されていない。

2015年および2014年12月31日に終了した事業年度に、制度の改正、縮小または清算による影響はなかった。

 

連結損益計算書に認識された金額は以下のとおりである。

 

 2015年  2014年

現在勤務費用 (12)  (11)

正味受取利息 1  2

退職給付費用に含まれる当期正味費用 (11)  (9)

 

2015年12月31日に終了した事業年度における制度資産の実現損失は４百万人民元であった（2014年：実現損

失１百万人民元）。
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当事業年度における確定給付債務の変動は以下のとおりである。

 

 2015年  2014年

債務の現在価値（１月１日現在） 316  294

現在勤務費用 12  11

利息費用 5  6

支払給付 (29)  (22)

負債の実績による保険数理上の損失 29  18

財務上の仮定の変更による保険数理上の損失 7  9

人口統計上の仮定の変更による保険数理上の利益 －  －

12月31日現在の債務実額 340  316

 

当事業年度における制度資産の公正価値の変動は以下のとおりである。

 

 2015年  2014年

制度資産の公正価値（１月１日現在） 386  400

受取利息 6  8

利差損以外の制度資産の期待収益 (9)  (10)

支払給付 (29)  (22)

換算差額 13  10

12月31日現在の制度資産の公正価値 367  386

 

制度資産の主な分類は以下のとおりである。

 

 2015年  2014年

 金額  （％）  金額  （％）

株式 236  64.3  249  64.5

債券 63  17.2  63  16.3

現金 68  18.5  74  19.2

合計 367  100  386  100
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制度資産には、当行に対する預け金は含まれていない（2014年：ゼロ）。

 

評価に適用した主な保険数理仮定は以下のとおりである。

 

 2015年  2014年

 （％）

割引率    

－確定給付型制度 1.4  1.7

－確定給付型年金制度 0.6  0.9

制度の長期平均給与上昇率 5.0  5.0

確定給付型年金制度の年金増加率 3.0  3.0

 

(c) 従業員給与およびインセンティブ制度

業績連動型賞与は、取締役会の承認に基づき、該当年度の純利益に対する固定比率として計上され、営業費用

として会計処理された。

 

38 未払税金

 

  2015年  2014年

法人所得税  9,840  8,383

未払事業税および課徴金  2,633  2,745

その他  347  528

  12,820  11,656
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39 その他負債

 

  2015年  2014年

清算および決済勘定  12,294  7,001

給与リスク積立金（注）  8,000  3,700

保険負債  1,866  1,709

支払および回収勘定  1,295  1,369

戻り小切手および送金  15  116

その他  40,875  25,783

  64,345  39,678

 

注：給与リスク積立金は、当行の上級経営陣を除く従業員の年間報酬から差し引かれ、リスク管理を目的として支払いが留保

される特定目的資金である。当該資金は、短期的および長期的利益を考慮し、業績評価とリスク管理結果に基づいて分配

される。資産の質の低下、リスク特性および収益性の急激な悪化、訴訟問題の発生、もしくは規制当局によって重大な規

制違反の指摘がなされた場合には、関連従業員に対するこれら積立金の分配は制限される。

 

40 資本金

 

種類別

 

 登録済株式数

 （百万株）

 2015年  2014年

上場株式    

－Ａ株式 20,629  20,629

－Ｈ株式 4,591  4,591

 25,220  25,220
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Ｈ株式はすべて普通株式であり、Ａ株式と同格に位置づけられている。これらの株式について制限条件はな

い。

 

 資本金

 
株式数
（百万株）

 金額

2015年１月１日および2015年12月31日現在 25,220  25,220

 

41 資本準備金

資本準備金は、主に当行の資本剰余金である。資本準備金は、株主の承認に基づき、株式の発行に利用するこ

とができる。

 

  2015年  2014年

2015年１月１日および2015年12月31日現在  67,523  67,523

 

42 投資再評価準備金

投資再評価準備金は、売却目的で保有する金融資産の公正価値評価（繰延税金控除後）に関して採用した会計

方針に従って、会計処理されている。

投資再評価準備金の変動は以下のとおりである。

 

  2015年  2014年

期首残高  1,902  (5,547)

共同支配企業の投資再評価準備金持分  64  35

売却可能金融資産の処分に係る実現（利益）／損失（繰延
税金控除後）

 (421)  145

売却可能金融資産の公正価値の変動（繰延税金控除後）  4,643  7,269

期末残高  6,188  1,902

 

43 ヘッジ準備金

ヘッジ準備金は、注記２(i)(ⅲ)に記載されているキャッシュ・フロー・ヘッジに適用された会計方針に従っ

てヘッジ対象のキャッシュ・フローが認識されるまでの、キャッシュ・フロー・ヘッジに使用したヘッジ手段の

公正価値の純変動額の累積額のうち、ヘッジが有効な部分からなる。
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44 剰余準備金

法定剰余準備金は、「企業会計準則」および財政部（以下、「MOF」という。）により公表されたその他の関

連規則の要件に従って、監査済税引後利益の10％が積み立てられる。剰余準備金は、株主の承認に基づき、累積

損失の補填に利用するか、または払込済資本金として資産計上することができる。

 

 2015年  2014年

１月１日現在 28,690  23,502

法定剰余準備金 5,319  5,188

12月31日現在 34,009  28,690

 

45 規制一般準備金

関連するMOFの通達に準拠して、中国本土における当行および当グループの金融サービス子会社は、資産に対

する潜在的な損失を補填するために、税引後利益を通じてリスク資産総額の期末残高の一定割合を一般準備金に

設定することが要求されている。2012年７月１日より、５年間の移行期間のうちに、最低一般準備金残高はリス

ク資産総額の期末残高の1.5％まで増額しなくてはならない。2015年12月31日現在、中国本土における当行およ

び当グループの金融サービス子会社は、当該規定に準拠している。

 

  2015年  2014年

１月１日現在  53,979  46,347

法定一般準備金  10,700  7,632

12月31日現在  64,679  53,979

 

46 利益処分

(a) 株主により承認／宣言された配当金

 

 2015年  2014年

承認および宣言された2014年度中の配当：10株当たり6.70人民元 16,897  －

承認および宣言された2013年度中の配当：10株当たり6.20人民元 －  15,636
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(b) 利益処分予定額

 

 2015年  2014年

法定剰余準備金 5,319  5,188

規制一般準備金 10,700  7,446

配当    

－現金配当：10株当たり6.90民元（2014年：10株当たり6.70人民
元）

17,402  16,897

合計 33,421  29,531

 

2015年度の利益処分は、2016年３月30日に開催された取締役会における決議に基づき提案され、承認を得るた

め2015年度株主総会に提出される予定である。

 

47 為替準備金

為替準備金は中国本土外の事業に関する財務諸表の換算によって生じるすべての換算差額より構成されてい

る。
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48 資本、準備金および配当金

当グループの連結株主持分の各要素の期首残高と期末残高との調整は、連結株主持分変動計算書に記載されて

いる。当行の個々の構成要素の変動については、以下に詳述されている（注：当行はIAS第27号「個別財務諸表

における持分法」を早期適用しているため、2014年12月31日に終了した事業年度の株主持分変動計算書および

2015年１月１日現在の株主持分の残高は修正再表示されている）。

 

 
注記  資本金  

資本
準備金  

投資
再評価
準備金  

ヘッジ
準備金  

剰余
準備金  

規制
一般
準備金  

利益
剰余金  

利益
処分
予定額  

為替
準備金  合計

   (百万人民元)

2015年１月１日現在残高
（修正再表示）

60  25,220  76,681 1,673  (163) 28,690  53,208 109,043  16,897  2  311,251

2015年度における変動額：   ‒  ‒ 4,096  404  5,319  10,720 19,748  505  (2) 40,790

当期純利益   ‒  ‒ ‒  ‒  ‒  ‒ 53,189  ‒  ‒  53,189

当期その他包括利益   ‒  ‒ 4,096  404  ‒  ‒ ‒  ‒  (2) 4,498

当期包括利益合計   ‒  ‒ 4,096  404  ‒  ‒ 53,189  ‒  (2) 57,687

利益処分                      

法定剰余準備金への充当   ‒  ‒ ‒  ‒  5,319  ‒ (5,319) ‒  ‒  ‒

規制一般準備金への充当   ‒  ‒ ‒  ‒  ‒  10,720 (10,720) ‒  ‒  ‒

2014年度に対する配当の支払   ‒  ‒ ‒  ‒  ‒  ‒ ‒  (16,897) ‒  (16,897)

2015年度に対する配当提案額   ‒  ‒ ‒  ‒  ‒  ‒ (17,402) 17,402  ‒  ‒

2015年12月31日現在残高 60  25,220  76,681 5,769  241  34,009  63,928 128,791  17,402  ‒  352,041

 

 
注記  資本金  

資本
準備金  

投資
再評価
準備金  

ヘッジ
準備金  

剰余
準備金  

規制
一般
準備金  

利益
剰余金  

利益
処分
予定額  

為替
準備金  合計

   (百万人民元)

2014年１月１日現在残高
（修正再表示）

60  25,220  76,681 (5,649) (951) 23,502  45,762 86,697  15,636  (4) 266,894

2014年度における変動額：   ‒  ‒ 7,322  788  5,188  7,446 22,346  1,261  6  44,357

当期純利益   ‒  ‒ ‒  ‒  ‒  ‒ 51,877  ‒  ‒  51,877

当期その他包括利益   ‒  ‒ 7,322  788  ‒  ‒ ‒  ‒  6  8,116

当期包括利益合計   ‒  ‒ 7,322  788  ‒  ‒ 51,877  ‒  6  59,993

利益処分                      

法定剰余準備金への充当   ‒  ‒ ‒  ‒  5,188  ‒ (5,188) ‒  ‒  ‒

規制一般準備金への充当   ‒  ‒ ‒  ‒  ‒  7,446 (7,446) ‒  ‒  ‒

2013年度に対する配当の支払   ‒  ‒ ‒  ‒  ‒  ‒ ‒  (15,636) ‒  (15,636)

2014年度に対する配当提案額   ‒  ‒ ‒  ‒  ‒  ‒ (16,897) 16,897  ‒  ‒

2014年12月31日現在残高
（修正再表示）

60  25,220  76,681 1,673  (163) 28,690  53,208 109,043  16,897  2  311,251
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49 連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記

(a) 現金および現金同等物の残高の内訳（当初満期３ヶ月以内）

 

 2015年  2014年

現金および中央銀行預け金 118,184  149,938

銀行およびその他金融機関に対する預け金 56,014  47,336

銀行およびその他金融機関に対する貸付金 147,714  68,983

売戻契約に基づく保有金額 296,458  190,039

負債証券投資 17,473  15,175

 635,843  471,471

 

(b) 重要な非現金取引

当事業年度において、その他の重要な非現金取引はない。

 

50 事業セグメント

当グループの主要な事業活動は、商業貸出および預金業務である。現在保有している個人向けおよび法人向け

貸付金の資金調達源は、主に顧客からの預金である。

当グループは、事業分野と地域双方の組み合わせにより組織された部門ごとに事業を管理している。

当グループは、法人向けファイナンス、個人向けファイナンス、銀行間ファイナンスおよびその他業務という

セグメント別に事業判断、報告および業績評価を行っている。2015年において、資金運用業務による利益／損失

は、その他業務から法人向けファイナンス、個人向けファイナンスおよび銀行間ファイナンスに比例配分され

た。当グループの主な報告セグメントは以下のとおりである。

 

－　法人向けファイナンス業務

企業および政府機関に提供されている金融サービスには、貸出および預金業務、決済およびキャッシュ・

マネジメント・サービス、貿易金融およびオフショア業務、投資銀行業務、ならびにその他のサービスが

含まれる。

－　個人向けファイナンス業務

個人顧客に提供されている金融サービスには、貸出および預金業務、銀行カード業務、資産運用サービ

ス、プライベート・バンキング業務ならびにその他のサービスが含まれる。

－　銀行間ファイナンス業務

このセグメントでは、銀行間貸出および買戻業務、資産の保護預り業務および金融市場業務等の銀行間取

引を行う。
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－　その他業務

その他業務では、投資不動産、子会社、関連会社および共同支配企業への投資、ならびにその他の関連業

務を行う。これらの業務のいずれも、現時点で報告セグメントの決定に必要な量的基準値を満たしてはい

ない。

事業セグメント分析においては、外部正味受取／支払利息は外部当事者に提供される銀行サービスからの正味

受取利息または支払利息を表している。内部正味受取／支払利息は、内部資金移転価格制度による想定損益を表

している。内部資金移転価格制度は、資産および負債ポートフォリオの構成および市場収益率を考慮している。

費用配賦は、各報告セグメントに帰属する直接費用および関連要因への分配に基づいている。
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(a) セグメント実績、資産および負債

 

 
 法人向け

ファイナンス業務
 個人向け

ファイナンス業務
 銀行間ファイナンス業

務
 

その他業務
 

合計

 
 

2015年  2014年
 

2015年  
2014年
(修正再表
示)

 

2015年  2014年
 

2015年  2014年
 

2015年  
2014年
(修正再表
示)

外部正味受取
利息

 
41,675  42,793  67,527  51,279  8,513  7,144  19,014  15,986  136,729  117,202

内 部 正 味 受
取／(支払)
利息

 
16,581  18,063  (5,121)  (453) 2,953  2,084  (14,413)  (19,694) －  －

正 味 受 取 ／
（支払）利
息

 
58,256  60,856  62,406  50,826  11,466  9,228  4,601  (3,708) 136,729  117,202

正味受取手数
料

 
13,613  12,942  25,860  16,765  8,972  5,672  4,974  4,115  53,419  39,494

その他の正味
収益

 
2,622  3,623  920  993  6,010  3,953  2,466  1,102  12,018  9,671

営業収益
 

74,491  77,421  89,186  68,584  26,448  18,853  12,041  1,509  202,166  166,367

営業費用
 

                   

－減価償却費
 

(1,222)  (1,265) (2,104)  (1,719) (182)  (142) (578)  (409) (4,086)  (3,535)

－その他
 
(20,890)  (22,192) (35,954)  (30,149) (3,121)  (2,487) (3,619)  (2,718) (63,584)  (57,546)

保険請求費用
 

－  －  －  －  －  －  (287)  (332) (287)  (332)

 
 
(22,112)  (23,457) (38,058)  (31,868) (3,303)  (2,629) (4,484)  (3,459) (67,957)  (61,413)

減損損失控除
前報告セグ
メ ン ト 利
益／
（損失）

 

52,379  53,964  51,128  36,716  23,145  16,224  7,557  (1,950) 134,209  104,954

減損損失
 
(39,871)  (23,166) (16,336)  (7,611) (162)  (25) (2,897)  (879) (59,266)  (31,681)

関連会社およ
び共同支配
企業持分利
益

 

－  －  －  －  －  －  136  158  136  158

税引前報告セ
グメント利
益 ／（ 損
失）

 

12,508  30,798  34,792  29,105  22,983  16,199  4,796  (2,671) 75,079  73,431

設備投資(注)
 

1,691  2,908  2,911  3,951  252  326  4,230  940  9,084  8,125

報告セグメン
ト資産

 
1,398,748  1,380,976  1,265,735  1,022,060  1,246,526  886,272  1,527,731  1,411,906  5,438,740  4,701,214

報告セグメン
ト負債

 
2,244,895  2,169,013  1,147,024  1,028,265  989,926  702,617  678,269  483,362  5,060,114  4,383,257

関連会社および
共同支配企業
持分

 
－  －  －  －  －  －  2,786  1,484  2,786  1,484

 

注: 設備投資は、長期セグメント資産の取得にかかる合計額を表す。
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(b) 報告セグメントの収益、損益、資産、負債およびその他の重要項目の調整

 

  2015年  2014年

収益     

報告セグメントの収益合計  202,166  166,367

その他収益  －  －

連結収益  202,166  166,367

利益     

報告セグメントの損益合計  75,079  73,431

その他利益  －  －

法人所得税控除前連結利益  75,079  73,431

 

  2015年  2014年

資産     

報告セグメントの資産合計  5,438,740  4,701,214

のれん  9,954  9,953

無形資産  819  1,059

繰延税金資産  15,538  9,880

その他未配分資産  9,927  9,723

連結資産合計  5,474,978  4,731,829

負債     

報告セグメントの負債合計  5,060,114  4,383,257

当期税金  11,874  10,854

その他未配分負債  41,232  22,658

連結負債合計  5,113,220  4,416,769
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(c) 地理別セグメント

当グループは主として中国の主要な省、自治区および中央政府直轄の市に所在する銀行支店において業務を

行っている。当グループはまた、香港、ニューヨーク、シンガポールおよびルクセングルクに支店、香港および

上海に子会社を有し、ロンドン、ニューヨークおよび台北に代表事務所を置いている。

地理別のセグメント情報における営業収益は、収益を計上した支店の場所を基準として配分されている。セグ

メント別資産および非流動資産は、対象資産の地理的な場所に基づいて配分されている。

当行の業務および経営陣の評価を裏付けるため、地理別セグメントは、以下のとおり定義されている。

 

－　「本店」は、当グループの本店が直轄する支店レベルの特別目的事業体、関連会社ならびに共同支配企業

であり、本店、クレジット・カード・センターを含む。

－　「長江デルタ地域」は、上海直轄市、浙江省および江蘇省に所在する支店。

－　「環渤海地域」は、北京直轄市、天津直轄市、山東省および河北省に所在する支店。

－　「珠江デルタおよび西海岸地域」は、広東省および福建省に所在する支店。

－　「東北地域」は、遼寧省、黒竜江省および吉林省に所在する支店。

－　「中部地域」は、河南省、安徽省、湖南省、湖北省、江西省、山西省および海南省に所在する支店。

－　「西部地域」は、四川省、重慶直轄市、貴州省、雲南省、陜西省、甘粛省、寧夏回族自治区、新彊ウイグ

ル自治区、広西壮族自治区、内モンゴル自治区、青海省およびチベット自治区に所在する支店。

－　「海外」は、香港、ニューヨーク、シンガポールおよびルクセンブルクに所在する海外支店ならびにロン

ドン、ニューヨークおよび台北に所在する代表事務所。

－　「子会社」は、WLB、CMBICHC、CMBFLCおよびCMFMを含む、当グループが完全所有または支配している子会

社。
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 資産合計  負債合計

地理別情報 2015年  2014年  2015年  2014年

本店 2,105,486  1,863,145  1,808,257  1,629,954

長江デルタ地域 762,902  590,741  761,795  586,447

環渤海地域 511,402  425,612  503,469  414,438

珠江デルタおよび西海岸
地域

607,634  527,907  597,665  515,926

東北地域 201,537  173,827  199,294  170,945

中部地域 385,401  333,656  382,889  328,146

西部地域 421,469  378,606  422,455  370,196

海外 142,219  126,892  140,900  121,176

子会社 336,928  311,443  296,496  279,541

合計 5,474,978  4,731,829  5,113,220  4,416,769

 

 非流動資産  税引前利益  収益

地理別情報 2015年  2014年  2015年  2014年  2015年  2014年

本店 24,225  23,340  31,968  1,998  58,343  25,146

長江デルタ地域 2,914  2,657  3,572  10,514  31,057  30,436

環渤海地域 2,529  2,522  11,163  14,922  25,823  25,521

珠江デルタおよび西海
岸地域

1,819  1,862  13,218  15,988  30,122  28,664

東北地域 1,420  1,473  2,990  3,865  7,910  8,078

中部地域 2,736  2,798  3,683  7,510  16,788  16,917

西部地域 2,832  2,827  431  11,212  19,487  20,205

海外 91  68  1,791  2,077  2,230  2,517

子会社 11,312  6,311  6,263  5,345  10,406  8,883

合計 49,878  43,858  75,079  73,431  202,166  166,367
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51 担保として供された資産

以下の資産は、買戻条件付契約に基づく負債に関する担保として供されている。

 

  2015年  2014年

買戻条件付契約に基づく売却金額  185,652  66,988

担保資産     

－売却可能金融資産  13,367  3,022

－満期保有目的投資  67,980  29,050

－トレーディング資産   2,752   3,853

－その他資産  102,330  31,821

  186,429  67,746

 

これらの買戻条件付契約に基づく取引は、通常の貸付業務および有価証券借入・貸付業務において適用される

一般的かつ慣習的な条件に基づいて行われている。
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52 偶発債務および契約債務

(a) クレジット・コミットメント

当グループは随時、信用供与に関する契約債務を有している。これらの契約は、承認済の貸出金およびクレ

ジット・カード限度額という形式をとっている。

当グループは、第三者に対して顧客の契約履行を保証するための金融保証および信用状を提供している。引受

手形は、顧客宛に振り出された手形の支払いを約束する当グループの引受業務を表している。当グループは、ほ

とんどの引受手形は顧客からの弁済と同時に決済されると予想している。

契約債務および偶発債務の分類別の契約金額は以下の表に記載されている。以下の表の契約債務に反映されて

いる金額は、約定金額を全額実行したと想定している。以下の表の債務保証および信用状に反映されている金額

は、契約相手方が完全に契約不履行となった場合に、報告期間末に認識されうる潜在的最大損失額を示してい

る。

 

  2015年  2014年

契約債務     

取消不能債務保証  235,692  249,322

取消不能信用状  188,469  279,857

引受手形  363,035  399,489

取消不能貸付コミットメント     

－１年以内満期  5,979  4,062

－１年超満期  33,029  23,694

クレジット・カード・コミットメント  338,012  266,094

その他  5,884  2,610

  1,170,100  1,225,128

 

取消不能貸付コミットメントに含まれるのは、海外支店によるオフショア顧客に対する信用限度額ならびにオ

ンショアおよびオフショアのシンジケート・ローンに関する信用限度額のみである。

取消不能貸付コミットメントを除き、当グループは、2015年12月31日現在、1,496,021百万人民元の貸付コ

ミットメント（2014年：1,725,348百万人民元）を有していた。これらは、当グループが無条件で取消すことが

可能か、または該当する貸付契約に基づき、借り手の信用度の悪化により自動的に取消可能となる。当グループ

はこれらの信用限度額の未使用部分に係るリスクには晒されないと考えている。よって、当該残高は上記の偶発

債務および契約債務に含まれていない。
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これらの契約債務および偶発債務は、オフバランスの信用リスクを伴う。契約債務が履行されるか失効するま

で、経営陣は予想損失額を評価し、適切な引当金を計上する。与信枠は実際に利用される前に失効することがあ

るため、契約金額合計は将来予想される資金流出を表すわけではない。

 

  2015年  2014年

偶発債務および契約債務の信用リスク加重金額  346,816  398,937

 

当グループは、CBRCが公表した商業銀行の資本に係る行政措置（試行）の要件に従い、偶発債務および契約債

務の信用リスク加重金額を算定した。2014年４月にCBRCが承認した範囲内の金額は、内部格付に基づくアプロー

チを使用して算定されており、内部格付に基づくアプローチを使用することが適格でないとされる金額の算定に

は、リスク加重アプローチが使用される。

 

(b) 資本投資契約

承認済みの資本投資契約は、以下のとおりであった。

 

  2015年  2014年

有形固定資産購入     

－契約済み  4,380  1,965

－承認済みであるが契約済みではない  251  572

  4,631  2,537

 

(c) オペレーティング・リース契約

不動産の解約不能オペレーティング・リース契約に基づく将来最低リース料総額は以下のとおり支払われる。

 

  2015年  2014年

１年以内  2,613  2,293

１年超５年以内  8,117  7,991

５年超  2,293  2,674

  13,023  12,958

 

当グループは、オペレーティング・リース契約に基づき特定の不動産を賃貸している。当該リースの当初の契

約期間は一般的に１年から５年であるが、すべての条件を再交渉して契約を更新するオプションが含まれている

場合がある。リース料には偶発賃貸料は含まれていない。
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(d) 未解決の訴訟

2015年12月31日現在、当グループは銀行業務から発生した特定の係争中の訴訟の被告となっており、その請求

総額は1,100百万人民元（2014年：595百万人民元）であった。取締役会は、これらの係争中の訴訟の結果、当グ

ループに対する重要な損失は発生しないと考えており、よって財務諸表において引当金は設定されていない。

 

(e) 償還債務

中国国債の引受業者として、当グループは保有者が債券の早期償還を希望する場合、販売した債券を買い戻す

責任がある。満期日前の債券の償還価格は、クーポン価値に、償還日までに発生した未払利息を加えた金額に基

づいている。債券保有者に対する未払利息は、財政部およびPBOCの関連規定に従って計算される。償還価格は、

償還日に取引されている類似の金融商品の公正価値とは異なる場合がある。

下記の償還債務は、当グループが引き受けて売却した国債のうち、報告期間末において満期を迎えていない国

債の額面価額を示している。

 

 2015年  2014年

償還債務 26,729  23,497

 

当グループは、これらの国債のうち満期日前に当グループを通じて償還される金額は重要ではないと考えてい

る。

 

53 顧客を代理する取引

(a) 委託貸付業務

当グループの委託貸付業務は、当グループが貸出金の活用を監視し、貸出金の回収を手助けすることにより、

政府機関、事業体および個人等の貸付主体が資金を提供し、特定の対象に対して、特定の条件に従って、当グル

--プが代理して貸付を行う活動を言う。当該委託貸付業務によって、当グループが信用リスクに晒されることは

ない。当グループは、これらの貸付主体の指示に基づいて単に当該資産および負債を保有し管理するエージェン

トであり、提供したサービスに対して手数料を請求している。

委託貸付は当グループの資産ではないため、財政状態計算書に計上されない。サービスの提供に関する収入

は、損益計算書に受取手数料として認識される。

報告期間末における委託資産および負債は以下のとおりであった。

 

 2015年  2014年

委託貸付 320,110  243,797

委託資金 (320,110)  (243,797)
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(b) 資産運用業務

当グループの顧客に対する資産運用業務は、法人向け銀行業務および個人向け銀行業務顧客に対して資産運用

商品を販売することである。資産運用業務から得た資金は、国債、PBOC発行債券、政策銀行発行債券、短期社債

および委託貸付などの投資商品に投資される。当グループは資産運用商品の提供を開始した。これらの商品に伴

う投資リスクは、これらの商品に投資している顧客が負担する。当グループはこれらの資産運用商品を連結して

いない。当グループは、保護預り、販売および運用などのサービス提供に関連した手数料を顧客より稼得する。

資産運用商品および資金は、当グループの資産および負債ではないため、財政状態計算書に計上されない。ま

だ投資されていない資産運用業務の資金は、その他負債に計上される。

報告期間末における資産運用業務によって顧客から得た資金は以下のとおりであった。

 

 2015年  2014年

資産運用業務による顧客からの受取資金 1,820,694  831,473

 

前へ　　　次へ
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54 リスク管理

(a) 信用リスク

信用リスクとは、契約相手方または債務者の当グループに対する債務または契約の不履行から生じうる潜在的

損失である。すべての契約相手方がひとつの業界または地域に集中した場合、同一地域または同一業界に属する

様々な契約相手方が同一の経済的状況により影響を受け、その結果としてその返済能力に影響を及ぼす可能性が

あるため、信用リスクは高くなる。

当グループは、信用リスクを効果的に特定、評価、および管理するという目的をもって組織の枠組み、与信方

針およびプロセスを構築している。取締役会により設置および任命されたリスクおよび資本管理委員会は様々な

リスク管理機能の構築、組織的構造、作業過程および有効性を管理および評価する責任を担っている。

日常業務に関しては、リスクおよび資本管理委員会の指示に基づき、リスク管理部が各事業単位および法務コ

ンプライアンス部を含むその他のリスク管理機能の業務に参加し、そうした業務を調整および監視している。当

グループは、貸付前評価、与信枠の承認および貸付後監視を含む与信プロセス全体を通じて信用リスクを管理し

ている。

法人向け金融業務の信用リスク管理について、当グループは、法人クライアントおよび機関投資家クライアン

ト向けの与信方針に関するガイドラインを策定し、与信引受・解消方針を強化しており、信用エクスポージャー

の質を改善するために融資限度枠管理策を導入する。

個人向け金融業務の信用リスク管理について、当グループは、申請者の信用評価に基づき貸出承認を行ってい

る。顧客関係担当マネージャーは、申請者の所得水準、信用実績、および返済能力を審査する必要がある。当グ

ループは、借り手の返済能力、担保状況、および担保価値の変動に焦点を置いて貸付後の状況を監視している。

貸出金の返済が延滞した場合、当グループは標準的な個人向け貸出金回収手続きに従って回収プロセスを開始す

る。

リスクを軽減するために、当グループは必要に応じて、顧客に対して担保と保証を提供するよう求めている。

また、特定の種類の担保の受容性または信用リスクの相殺に関する特定のガイドラインを定めている。担保の内

容および契約条項は、所与のリスクをカバーできること、および市場慣行と一致していることを確認するために

定期的に見直される。

貸出金の分類に関して当グループは、リスク・ベースの貸出金分類法を導入している。現在、当グループは、

内部のリスク区分管理（正常（グレード１～５）、要注意（グレード１～２）、破綻懸念、実質破綻および破

綻）を精密にするため、10段階の貸出金分類基準に基づいて貸出金を分類している。１つまたは複数の損失事象

に基づく減損の客観的証拠が存在し、多額の減損損失を発生させる貸出金は、減損貸出金として分類されてい

る。減損貸出金に対する減損引当金は、必要に応じて、集合的にまたは個別に評価される。

偶発債務および契約債務に関連するリスクは、主として顧客に対する貸出金に伴う信用リスクと同じである。

そのため、これらの取引は、融資を申請する顧客と同じ与信申請、貸付実行後の監視、および担保要件の対象と

なる。
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信用リスクの集中：一定数の顧客が、同一業種に属する、同一地域に所在する、あるいはその業界が類似する

経済的特長を有する場合、顧客の債務返済能力は、同じ経済的変化の影響を受ける可能性がある。信用リスクの

集中度は、特定業界または地理的地域に対する当グループの業績の感応度を反映する。信用リスクの集中を回避

することを目的として、当グループは貸出金ポートフォリオの監視および分析のための割当限度枠管理方針を策

定している。

業界および貸出金ポートフォリオごとの貸出金の分析は、注記19に記載されている。

デリバティブ金融資産に関する当グループの信用リスク管理方針は、その他の取引に関するものと同じであ

る。金融デリバティブから発生する信用リスクを軽減するために、当グループは、特定の契約相手方との間で

ヘッジ契約を締結している。

 

(ⅰ) 最大エクスポージャー

保有する担保またはその他の信用補完を考慮しない当グループの信用リスクに対する最大エクスポージャー

は、貸借対照表上に開示されている関連金融資産（デリバティブを含む）の帳簿価額および注記52(a)に開示

されているオフバランスシート項目の帳簿価額の合計額である。2015年12月31日現在、当グループの関連する

オンバランスシート項目およびオフバランスシート項目の信用リスクに対する最大エクスポージャーは、

8,043,986百万人民元（2014年：7,597,633百万人民元）である。
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(ⅱ) 顧客に対する貸出金の信用の質に関する分析は以下のとおりである。

 

 2015年  2014年

顧客に対する減損貸出金    

減損引当金が個別評価されているもの    

総額 34,326  20,484

控除：減損引当金 (14,624)  (9,577)

帳簿価額 19,702  10,907

減損引当金が集合的に評価されているもの    

総額 13,070  7,408

控除：減損引当金 (7,806)  (4,733)

帳簿価額 5,264  2,675

延滞しているが減損していない    

－３ヶ月以内 31,689  25,105

－３ヶ月超６ヶ月以内 2,217  752

－６ヶ月超１年以内 254  －

－１年超 282  6

総額 34,442  25,863

控除：減損引当金－集合的評価 (3,600)  (2,640)

帳簿価額 30,842  23,223

延滞も減損もしていない    

総額 2,742,448  2,460,164

控除：減損引当金－集合的評価 (58,812)  (48,215)

帳簿価額 2,683,636  2,411,949

帳簿価額合計 2,739,444  2,448,754

 

貸出条件が再交渉されなければ延滞、または減損となっていた貸出金は、2015年12月31日現在、4,531百万

人民元であった（2014年：996百万人民元）。
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(ⅲ) 債券投資の信用の質

報告期間末における、社外の指定信用格付機関であるスタンダード・アンド・プアーズによる債券投資の信

用の質の分析は、以下のとおりである。

 

 2015年  2014年

減損が個別評価されている債券投資総額 668  662

減損引当金 (601)  (619)

小計 67  43

延滞も減損もしていない    

AAA 7,095  8,667

AA-からAA+（注） 540,986  441,823

A-からA+ 14,671  5,543

A-以下 15,763  7,574

 578,515  463,607

格付けなし 159,815  154,334

合計 738,397  617,984

 

注： 当グループが保有する中国政府、PBOCおよび中国政策銀行によって発行された債券532,353百万人民元（2014年：428,082

百万人民元（信用の質：AA-））が含まれている。

 

(ⅳ) 担保およびその他の信用補完

延滞しているが減損していない金融資産に対して保有されている担保およびその他の信用補完の見積公正価

値は、以下のとおりである。

 

 2015年  2014年

以下に対して保有されている担保およびその他の信用補完の見積公
正価値

   

－顧客に対する貸出金 115,400  88,929
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(b) 市場リスク

市場リスクは、当グループの金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フローが為替レート、金利、コモ

ディティ価格、株価およびその他の観察可能な市場要因の変化により変動し、そのため当グループに損失が発生

する可能性のあるリスクである。金利および為替レートは当グループに関する２つの主要な市場リスク要因であ

る。当グループは、トレーディング勘定および銀行勘定の金融商品を通じて市場リスクに晒されている。トレー

ディング勘定の金融商品はトレーディング目的またはトレーディング勘定のポジションから生じるリスクをヘッ

ジする目的で保有されており、これらの金融商品は活発な市場で取引される。銀行勘定の金融商品は安定的かつ

算定可能なリターンのために、または銀行勘定のポジションから生じるリスクをヘッジする目的で保有される資

産および負債である。銀行勘定の金融商品には、当グループのオンバランスシートおよびオフバランスシートの

エクスポージャーの両方が含まれ、当該商品の市場価値は相対的に安定している。

 

(ⅰ) 為替リスク

為替リスクは、外貨建て資産、負債および資本項目、ならびに為替レートの不利な変動があった場合に当グ

ループが損失に晒される可能性のある外貨および外貨建てデリバティブのポジションにより生じる。当グループ

の機能通貨は人民元である。当グループの資産および負債は人民元建てであり、その他の通貨は主に米ドルおよ

び香港ドルである。当グループは、職務分掌の原則に基づき為替リスク管理およびガバナンスに関する枠組みを

設定している。この枠組みでは、為替リスクの設定、履行および監督といった責任を分離している。当該枠組み

は、為替リスクの管理において、当行の取締役会、監査役、上級経営陣、指定委員会および関連部署の役割、責

任および指揮命令系統を規定している。当グループは為替リスクの管理において慎重な戦略を取っており、自主

的に為替リスクを取ることはない。この姿勢は当グループの現在の動向に合うものである。当グループの現在の

為替リスク管理方針および手続きは規制上の要件および為替リスク管理における当グループの要件を満たしてい

る。

2015年12月に、IMFは、人民元を特別引出権（SDR）に加えることを発表し、続いてPBOCが、人民元の対ドル相

場固定の解除プロセスを加速させ、段階的に通貨バスケットを参照する人民元の為替レート指数を公表した。人

民元為替レート形成メカニズムは透明性が増し、将来的に人民元の流動性および安定性をさらに増大させること

になる。フェデラル・レートの引き上げおよび米中の経済発展の動向の違いに伴い、第４四半期末に米ドルは大

幅に上昇し、資本流出が人民元に対する米ドル高を後押しした。現在の条件緩和の下、PBOCの介入がなければ、

米ドル、香港ドル、日本円およびその他の通貨に対する人民元の為替レートは引き続き低い水準にとどまる可能

性がある。
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(１) トレーディング勘定

当グループは、一元管理目的上、トレーディング勘定の為替レート・リスクを定量化するために、為替レー

ト・リスクを含む、トレーディング勘定の市場リスク構造およびシステムを設定している。トレーディング勘定

の為替レート・リスクの構造、プロセスおよび手法は、トレーディング勘定の金利リスクと整合している。

当グループは、管理目的で、エクスポージャー指標、市場バリュー・アット・リスク指標（以下、「VaR」と

いう。金利、為替レートおよびコモディティ価格のリスク要因を含む。）、為替レート・シナリオのストレス・

テストに関する損失指標、為替レートの感応度指標、累積損失指標等を含む定量的指標を導入しており、管理手

法には、事業上の権利の行使、割当限度枠の設定、日次の監視、継続的な報告等が含まれる。

2015年８月11日以降、人民元の切り下げの加速およびボラティリティの増加に伴い、当グループは、トレー

ディング勘定における当グループの為替リスク・エクスポージャーを効果的に管理するために、為替エクスポー

ジャーの低減およびリスク限度閾値の引き下げを行い、通貨市場の変動の追跡を強化すると共に、リスク監視水

準の改善を行った。そうすることにより、当グループのトレーディング勘定における為替リスク・エクスポー

ジャーは、効果的に管理されている。慎重なトレーディング戦略および厳密なリスク管理手法により、為替業務

のトレーディング勘定は安定した状態を保ち、リスク指標は良好であった。

 

(２) 銀行勘定

当グループの銀行勘定の為替リスクはすべて本店によって管理されている。資産および負債管理部は当行のト

レジャラーとして、銀行勘定の為替リスク管理を担当している。当該トレジャラーは慎重なアプローチを用いて

銀行勘定の為替リスクを管理し、規制上の要件に準拠する責任を担い、限度額、管理対象の調整および予算の管

理を通じて為替リスクを管理している。

当グループの銀行勘定の為替リスクは、人民元建て以外の資産と負債のミスマッチから生じる。当グループ

は、許容水準内で為替リスクを管理するために、為替リスクのエクスポージャーを厳重に監視している。

当グループは、為替エクスポージャーの分析、シナリオ・シミュレーション分析およびストレス・テストを用

いて為替リスクの管理および分析を行っている。当グループは、銀行勘定の為替リスクを軽減するために、為替

リスクのエクスポージャーの変動を定期的に測定・分析し、限度額に関する枠組みに基づき為替リスクを月次で

監視・報告し、為替レートの変動の動向に基づき為替エクスポージャーを調整している。

2015年上半期において、当グループは銀行勘定の為替リスク測定手法をさらに最適化した。この手法は、経営

上の意思決定に関する論理的参照情報を提供する。当グループは、リスク・エクスポージャーを合理的な範囲に

収めるために、引き続き銀行勘定における為替リスクの監視および承認限度額の管理を強化している。
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主要通貨別の資産および負債は以下のとおりである。

 

 2015年  

   百万人民元相当    元の通貨（百万ドル）

 人民元  米ドル  香港ドル  その他  合計  米ドル  香港ドル  

資産               

現金および中央銀行預け金 509,747  44,537  28,345  1,713  584,342  6,852  33,796  

銀行およびその他金融機関
に対する預け金

465,757  109,509  7,011  11,119  593,396  16,848  8,359  

顧客に対する貸出金 2,473,949  158,776  87,923  18,796  2,739,444  24,428  104,832  

投資（デリバティブを含
む）

1,582,388  (135,718)  5,666  (11,533)  1,440,803  (20,880)  6,756  

その他資産 102,365  7,728  6,446  454  116,993  1,189  7,686  

 5,134,206  184,832  135,391  20,549  5,474,978  28,437  161,429  

負債               

銀行およびその他金融機関
からの預かり金

1,051,084  78,385  4,640  4,475  1,138,584  12,060  5,532  

顧客からの預金 3,135,623  254,346  114,031  67,698  3,571,698  39,131  135,962  

損益を通じて公正価値評価
される金融負債（デリバ
ティブを含む）

215,920  (168,451)  (5,163)  (14,504)  27,802  (25,916)  (6,156)  

発行済負債証券 235,039  10,425  6,043  －  251,507  1,604  7,205  

その他負債 119,943  864  3,131  421  123,459  133  3,733  

 4,756,709  175,569  122,682  58,090  5,113,050  27,012  146,276  

正味オンバランスシート・
ポジション

377,497  9,263  12,709  (3,541)  361,928  1,425  15,153  

正味オフバランスシート・
ポジション：

              

与信コミットメント（注） 725,713  76,905  24,916  24,088  851,622  11,832  29,708  

デリバティブ：               

－先物買受 347,450  495,820  61,572  93,045  997,887  76,282  73,414  

－先物売渡 (417,201)  (482,020)  (52,239)  (56,359)  (1,007,819)  (74,159)  (62,286)  

－正味通貨オプション・
ポジション

－  (15,074)  8  (194)  (15,260)  (2,319)  10  

 (69,751)  (1,274)  9,341  36,492  (25,192)  (196)  11,138  
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 2014年  

   百万人民元相当    元の通貨（百万ドル）

 人民元  米ドル  香港ドル  その他  合計  米ドル  香港ドル  

資産               

現金および中央銀行預け金 621,938  18,874  13,327  646  654,785  3,044  16,669  

銀行およびその他金融機関
に対する預け金

458,014  52,091  4,886  10,060  525,051  8,402  6,111  

顧客に対する貸出金 2,139,783  214,718  77,640  16,613  2,448,754  34,632  97,111  

投資（デリバティブを含
む）

940,676  34,184  17,652  3,705  996,217  5,514  22,079  

その他資産 95,413  3,487  7,538  572  107,010  562  9,428  

 4,255,824  323,354  121,043  31,596  4,731,817  52,154  151,398  

負債               

銀行およびその他金融機関
からの預かり金

799,722  74,400  3,064  1,853  879,039  12,000  3,832  

顧客からの預金 2,892,528  210,658  174,441  26,811  3,304,438  33,977  218,188  

損益を通じて公正価値評価
される金融負債（デリバ
ティブを含む）

5,352  3,823  14,356  84  23,615  617  17,956  

発行済負債証券 83,601  15,962  6,592  －  106,155  2,575  8,245  

その他負債 94,687  3,892  4,532  411  103,522  628  5,669  

 3,875,890  308,735  202,985  29,159  4,416,769  49,797  253,890  

正味オンバランスシート・
ポジション

379,934  14,619  (81,942)  2,437  315,048  2,357  (102,492)  

正味オフバランスシート・
ポジション：

              

与信コミットメント（注） 829,782  110,738  (39,226)  7,947  909,241  17,861  (49,063)  

デリバティブ：               

－先物買受 283,065  429,980  178,230  50,907  942,182  69,352  222,927  

－先物売渡 (384,466)  (439,124)  (79,240)  (49,483)  (952,313)  (70,826)  (99,112)  

－正味通貨オプション・
ポジション

－  151  7  (674)  (516)  24  9  

 (101,401)  (8,993)  98,997  750  (10,647)  (1,450)  123,824  

 

注:　 与信コミットメントは、通常、実行前に失効するため、上記の正味ポジション（差し入れた担保控除後）は、将来

キャッシュ・フローの必要額を表すものではない。
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現行の管理フロート制のもとで当グループは、当グループの純損益に対する為替レートの変動の潜在的影響を

測定するために感応度分析を用いている。以下の表は、2015年12月31日および2014年12月31日現在における資産

および負債についての当グループの為替リスク感応度分析の結果を示している。

 

  2015年  2014年

  
為替レートの変動

（ベーシス・ポイント）
 

為替レートの変動
（ベーシス・ポイント）

  (100)  100  (100)  100

年換算した純利益の増加／（減少）  94  (94)  37  (37)

 

上記の感応度分析は、資産および負債の静的な為替エクスポージャー・プロファイルに基づいている。人民元

の為替体制の性質上、当該分析は以下の仮定に基づいている。

 

(ⅰ)為替レートの感応度は、人民元に対する外国為替レートの標準的な100ベーシス・ポイントの変動によっ

て認識される為替差損益である。

(ⅱ)すべての外国通貨の人民元に対する為替レートは同時に同じ方向に変動する。

(ⅲ)計算された為替リスクへのエクスポージャーには、直物為替エクスポージャー、先物為替エクスポー

ジャー、およびオプションのすべてが含まれる。

 

上記の仮定に基づき、為替レートの変動から生じる当グループの正味為替差損益の実際の変動は、当該感応度

分析の結果と異なる場合がある。

 

(ⅱ) 金利リスク

金利リスクは金利および満期特性の不利な変化によって生じるリスクで、当グループが保有している金融商品

およびポジションの利益および市場価値に対して損失を生じさせることがある。

 

(１)トレーディング勘定

当グループは、金利リスク、為替リスクおよびコモディティ価格リスクを対象とする、トレーディング勘定の

市場リスク・ガバナンスの枠組みを設定している。当グループのトレーディング勘定の市場リスク・ガバナンス

の枠組みは、トレーディング勘定の市場リスク管理の有効性を確保するために、取締役会、上級経営陣、指定委

員会および関連部署の役割、責任および指揮命令系統を規定している。当行の全体的なリスク管理室下の市場リ

スク管理部は、トレーディング勘定の金利リスク管理を実施する責任を担っている。
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当グループは、トレーディング勘定の金利リスク、為替リスクおよびコモディティ価格リスクを対象とする、

市場リスク限度額管理の枠組みを設定している。この枠組みにおける最高水準の指標は、当グループのトレー

ディング勘定の市場リスク選好に関する定量的指標でもあり、VaRおよびポートフォリオ・ストレス・テスト手

法を適用しており、当行の純資本に直接関連している。さらに、サブ・ポートフォリオの商品の種類、トレー

ディング戦略およびリスク特性に応じて、最高水準の指標は、より低い水準の指標および各フロント・オフィス

に割り当てられる。これらの指標は日次で監視・報告される。

2015年、当グループは、既存の慣行に基づき、引き続きトレーディング勘定の市場リスク管理の枠組みを強化

した。当グループは、市場リスクの測定および監視のための手続き、プロセスおよびツールを最適化し、市場リ

スク管理における管理ツールの適用を強化した。

当グループは、管理目的で、エクスポージャー指標、市場バリュー・アット・リスク指標（以下、「VaR」と

いう。金利、為替レートおよびコモディティ価格のリスク要因を含む。）、為替レート・シナリオのストレス・

テストに関する損失指標、為替レートの感応度分析、累積損失指標等を含む定量的指標を導入しており、管理手

法には、事業上の権利の行使、割当限度枠の設定、日次の監視、継続的な報告等が含まれる。VaRには、ヒスト

リカル・シミュレーションを用いて算出された一般的な市場バリュー・アット・リスクおよび高圧的な市場バ

リュー・アット・リスクが含まれる。

2015年、市場金利が下降し、あらゆる種類の債券のイールドカーブが大幅に下落した結果、人民元建て債券市

場は「上げ相場」となった。当グループはマクロ経済、金融政策および市況について包括的な調査を実施すると

共に適時に追跡調査を行い、それに従ってトレーディング戦略を展開した。トレーディング勘定のリスク指標は

すべて良好であった。

 

(２)銀行勘定

当グループは、銀行勘定の金利リスク管理方針に基づきガバナンスおよび管理の枠組みを設定している。この

枠組みは、金利リスク管理の有効性を確保するために、取締役会、上級経営陣、指定委員会および関連部署の役

割、責任および指揮命令系統を規定している。当グループの銀行勘定の金利リスクは、資産および負債管理部に

よって集中的に管理されている。

当グループは、銀行勘定の金利リスクの測定および分析に、主にシナリオ・シミュレーション分析、金利更改

ギャップ分析、デュレーション分析およびストレス・テストを用いている。資産および負債分析のミーティング

および報告に関する枠組みを通じて、当グループは銀行勘定の金利リスクの原因を分析し、管理に関する助言を

提供し、管理の取組みを実施する。

2015年、当グループは、外部の金利環境の変化に細心の注意を払い、景気循環ベースでの金利変動を予測し、

正味受取利息の変動のモニタリング分析および計画/予算のギャップ分析を強化した。マクロ予測および上記の

内部管理の改善を基礎として、当グループは資産および負債を最適化する予測プログラムを提示し、全体的な金

利リスク水準を管理目的内にとどめ、正味受取利息の安定を維持するための措置を講じた。
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2015年、PBOCは５回の金利引き下げを行い、１年間の基準預金金利は合計125ベーシス・ポイント引き下げら

れ、１年間の基準貸出金利も125ベーシス・ポイント引き下げられた。同時に、PBOCは預金金利の上限を完全に

開放した。金利の引き下げおよび預金金利の上限による悪影響を軽減するため、当グループは以下を含む積極的

な対策を講じた。すなわち、金利リスク管理および資金移転価格管理（以下、「FTP」という。）を調整し、貸

付金の期間の調整を続け、金利の感応度分析および顧客の価格設定に関する行動分析に基づき、預金の差別的価

格形成メカニズム、価格設定感応度および適切性を改善し、負債のコストに関する比較優位性を維持しながら仕

組預金およびその他の関連する高コスト預金を合理的に管理した。今後、当グループは、システム、プロセス、

評価面における銀行勘定の金利リスクの適切な管理能力を高め、正味受取利息および経済的価値を安定的に増加

させるために、引き続き複数の措置を講じていく。

 

以下の表は、報告期間末における資産および負債の次の金利更改日(または満期日のいずれか早い方)を表示し

ている。

 

  2015年

   合計  
３ヶ月以内
(延滞額を
含む)

 
３ヶ月超
1年以内  

１年超
５年以内  ５年超  無利息

資産              

現金および中央銀行預け金   584,342  544,820  ̶  ̶  ̶  39,522

銀行およびその他金融機関に対す
る預け金

  593,396  535,143  45,374  10,168  702  2,009

顧客に対する貸出金 (注)   2,739,444  1,647,629  905,992  176,721  9,102  ̶

投資（デリバティブを含む）   1,438,017  493,957  252,123  380,022  296,912  15,003

その他資産   119,779  ̶  ̶  ̶  ̶  119,779

資産合計   5,474,978  3,221,549  1,203,489  566,911  306,716  176,313

負債              

銀行およびその他金融機関からの
預かり金

  1,138,584  871,075  254,003  9,202  ̶  4,304

顧客からの預金   3,571,698  2,596,345  603,585  357,570  6,088  8,110

損益を通じて公正価値評価される
金融負債（デリバティブを含
む）

  27,802  6,620  6,228  6,551  388  8,015

発行済負債証券   251,507  97,439  108,411  21,425  24,232  ̶

その他負債   123,629  102  22  68  26  123,411

負債合計   5,113,220  3,571,581  972,249  394,816  30,734  143,840

資産・負債ギャップ   361,758  (350,032)  231,240  172,095  275,982  32,473
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  2014年

   合計  
３ヶ月以内
(延滞額を
含む)

 
３ヶ月超
1年以内  

１年超
５年以内  ５年超  無利息

資産              

現金および中央銀行預け金   654,785  632,518  ̶  ̶  ̶  22,267

銀行およびその他金融機関に対す
る預け金

  525,051  394,447  86,569  41,218  ̶  2,817

顧客に対する貸出金 (注)   2,448,754  1,294,461  962,393  150,223  41,677  ̶

投資（デリバティブを含む）   996,217  147,862  244,913  378,652  212,029  12,761

その他資産   107,022  ̶  ̶  ̶  ̶  107,022

資産合計   4,731,829  2,469,288  1,293,875  570,093  253,706  144,867

負債              

銀行およびその他金融機関からの
預かり金

  879,039  663,147  193,298  20,526  ̶  2,068

顧客からの預金   3,304,438  2,278,910  681,858  335,500  1,444  6,726

損益を通じて公正価値評価される
金融負債（デリバティブを含
む）

  23,615  6,035  927  6,213  165  10,275

発行済負債証券   106,155  20,793  38,380  15,817  31,165  ̶

その他負債   103,522  23  61  917  94  102,427

負債合計   4,416,769  2,968,908  914,524  378,973  32,868  121,496

資産・負債ギャップ   315,060  (499,620)  379,351  191,120  220,838  23,371

 
注:2015年12月31日および2014年12月31日現在、顧客に対する貸出金の「３ヶ月以内」のカテゴリーには、延滞金額（減損引当金控除後）が含まれてい

る。延滞金額は、貸出金の元本または利息の全額または一部が延滞していることを示している。

 

当グループは、金利の変動による当グループの正味受取利息への潜在的影響を測定するために感応度分析を用

いている。以下の表は、2015年12月31日および2014年12月31日現在における資産および負債についての当グルー

プの金利感応度分析の結果を表したものである。

 

  2015年  2014年

  
金利の変動

（ベーシス・ポイント）
 

金利の変動
（ベーシス・ポイント）

  25  （25）  25  （25）

年換算した正味受取利息の（減少）／増加  (1,042)  1,042  (995)  995
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感応度分析は、資産および負債の静的な金利リスクのプロファイルに基づいている。この分析は、１年以内で

の当グループの資産および負債の金利更改を反映し、年換算された受取利息に対する１年以内の金利変動の影響

のみを測定するものである。当該分析は以下の仮定に基づいている。

 

(ⅰ)１年以内に金利更改予定、または期日が到来するすべての資産および負債は、各期首において金利更改が

実施されるか期日が到来する。

(ⅱ)イールド・カーブおよび金利は平行移動している。

(ⅲ)ポートフォリオにその他の変動がない。

 

金利変動によって生じた当グループの正味受取利息の実際の変動は、当該感応度分析の結果と異なる場合があ

る。

 

(c) 流動性リスク

流動性リスクは、当グループが、期限の到来した債務、新規貸出および合理的な資金提供について顧客の資金

引出し要求を満たすことができない、あるいは顧客のニーズを通常の費用で満たすことができない場合に生じ

る。

当グループは、流動性リスク管理の方針に沿って、監督義務に関する職務分掌の原則を定め、実施している。

また当グループは、流動性リスク管理の有効性を確保するために取締役会、監査役、上級経営陣、指定委員会お

よび関連部署の役割、責任および指揮命令系統が規定されている管理の枠組みについても整備している。当グ

ループは当該リスクの管理において慎重であり、この姿勢は当グループの現在の動向に、より整合している。基

本的に、当グループの既存の流動性リスク管理の方針およびシステムは規制上の要件および当グループ自身の管

理ニーズを満たしている。

当グループの流動性リスク管理は本店により調整され、支店はそれに一致した行動を取る。資産および負債管

理部は、当グループのトレジャラーとして活動し、日常的な流動性リスク管理を担当している。当該トレジャ

ラーは、規制上の要件に基づき慎重に流動性を管理し、割当管理、予算管理、イニシアチブ債務管理および内部

資金移転価格設定を通じて集中的な流動性管理を行う責任を担っている。

当グループは、短期準備金ならびにデュレーション構成および偶発事象ごとに流動性リスクの測定、監視およ

び特定を行う。当グループは、一定期間ごとに各種限度額指標を厳密に監視し、極端な環境で流動性のニーズに

対応できるかどうかを判断するために定期的にストレス・テストを実施している。また、当グループは、流動性

危機に備えて流動性に関する危機管理計画を策定し、流動性危機管理演習を行っている。
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2015年上半期は、春節中に季節変動要因による周期的な緊縮段階が見受けられただけで、全体的な市場の流動

性は、より緩和されていた。為替エクスポージャーが減少し続けたにもかかわらず、適時に金利を引き下げ、公

開市場のリバース・レポ・レートを引き下げるというPBOCのガイダンスに基づいて、金融機関による市場の見通

しは、資金調達面では安定し、銀行間資金調達は緩和水準に維持されるというものであった。当グループの流動

性は中程度から低水準にとどまっていた。下半期においては、PBOCの金融政策は金利および人民元預金準備率

（以下、「RRR」という。）の引き下げの継続により重点が置かれ、PBOCは預金準備評価システムの刷新および

金利回廊の設定を行い、中長期の市場金利の引き下げを誘導した。全体的な市場の流動性は引き続き中立かつ緩

和されたままであった。事業年度末において、中期貸出ファシリティの満期、預金の乖離評価および季節的要因

に影響を受けたことにより、市場の流動性は若干変動し、当グループは、当グループの運用全般を円滑に進める

ために前もって流動性対策を講じた。

当グループは、当行の流動性の円滑な運用を確保するために、 (1)FTP規制メカニズムを使用して負債の期間

および総額を緩和し、資金源と資金の利用のバランスを取るよう支店を誘導する、(2)手形事業およびその他の

関連事業の資産および負債管理を強化し、満期のミスマッチの状況を改善する、(3)銀行間預金および預金証書

の発行ならびに資金調達、流動性の調整および負債コストに関する中央銀行の金融政策手段の利用等の短期およ

び長期のイニシアチブ負債を柔軟に実行し、当グループの資金源を確保する、(4)資産担保証券における安定的

な進展を目指す、といった当事業年度の流動性リスク特性に対処するための様々な措置を講じた。2015年に発行

した資産担保証券の合計額は23,020百万人民元であり、当該金額には、住宅ローンに関する7,200百万人民元お

よび車両に関するクレジット・カード債権15,820百万人民元が含まれている。また、(5)当グループは、コスト

を削減し収益を増加させるために、積極的なリスク管理を通じて、将来キャッシュ・フローの動的な予測に基づ

き投資および資金調達戦略を展開した。
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以下の表は、残存期間別の当グループの資産および負債の内訳を示している。

 

  2015年

  要求払  
1ヶ月
以内

 
1ヶ月超
３ヶ月
以内

 
３ヶ月超
１年以内

 
１年超
５年以内

 ５年超  無期限  合計

現金および中央銀行預け金(注(i))  118,184  －  －  －  －  －  466,158  584,342

銀行およびその他金融機関に対する
預け金

 12,173  463,243  61,785  45,004  10,480  －  711  593,396

顧客に対する貸出金 (注(ⅱ))  19,954  124,077  421,499  972,196  609,807  553,893  38,018  2,739,444

投資(注(ⅲ))                 

-損益を通じて公正価値評価され
る金融資産（デリバティブを
含む）

 －  7,975  5,992  12,926  27,836  3,791  10,737  69,257

-売却可能金融資産  －  12,234  11,847  49,199  163,821  59,912  2,546  299,559

-満期保有目的投資  －  1,327  2,364  15,016  106,212  228,206  12  353,137

-受取債権として分類される負債
証券

 －  383,659  49,024  145,463  121,629  16,286  3  716,064

その他資産  11,988  4,641  5,435  10,980  2,052  1,065  83,618  119,779

資産合計  162,299  997,156  557,946  1,250,784  1,041,837  863,153  601,803  5,474,978

                 

銀行およびその他金融機関からの預
かり金

 378,326  339,324  146,406  247,988  22,805  3,735  －  1,138,584

顧客からの預金（注(ⅳ)）  2,009,673  306,603  294,047  603,543  357,544  288  －  3,571,698

損益を通じて公正価値評価される金
融負債（デリバティブを含む）

 3,330  1,637  1,135  3,857  9,781  388  7,674  27,802

発行済負債証券  －  31,016  65,659  95,056  27,257  32,519  －  251,507

その他負債  63,634  22,662  7,666  13,531  11,503  2,518  2,115  123,629

負債合計  2,454,963  701,242  514,913  963,975  428,890  39,448  9,789  5,113,220

（売り持ち）/買い持ちポジション  (2,292,664) 295,914  43,033  286,809  612,947  823,705  592,014  361,758
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  2014年

  要求払  
1ヶ月
以内

 
1ヶ月超
３ヶ月
以内

 
３ヶ月超
１年以内

 
１年超
５年以内

 ５年超  無期限  合計

現金および中央銀行預け金(注(i))  149,938  －  －  －  －  －  504,847  654,785

銀行およびその他金融機関に対する
預け金

 8,481  327,078  75,539  69,849  43,562  －  542  525,051

顧客に対する貸出金 (注(ⅱ))  1,532  118,394  388,499  970,897  518,480  427,737  23,215  2,448,754

投資(注(ⅲ))                 

-損益を通じて公正価値評価され
る金融資産（デリバティブを
含む）

 －  3,815  11,041  7,540  15,872  1,476  9,761  49,505

-売却可能金融資産  －  7,542  10,711  38,749  183,495  35,863  2,166  278,526

-満期保有目的投資  －  792  3,163  15,147  78,302  162,019  11  259,434

-受取債権として分類される負債
証券

 －  33,693  41,529  152,693  152,995  27,837  5  408,752

その他資産  11,916  5,735  5,868  9,142  901  324  73,136  107,022

資産合計  171,867  497,049  536,350  1,264,017  993,607  655,256  613,683  4,731,829

                 

銀行およびその他金融機関からの預
かり金

 4,569  419,093  234,423  193,695  26,765  494  －  879,039

顧客からの預金（注(ⅳ)）  1,618,482  196,234  447,982  681,507  357,289  2,944  －  3,304,438

損益を通じて公正価値評価される金
融負債（デリバティブを含む）

 977  2,380  1,622  670  7,332  359  10,275  23,615

発行済負債証券  －  5,859  31,757  9,145  28,610  30,784  －  106,155

その他負債  40,836  25,641  12,450  13,100  8,005  1,193  2,297  103,522

負債合計  1,664,864  649,207  728,234  898,117  428,001  35,774  12,572  4,416,769

（売り持ち）/買い持ちポジション  (1,492,997) (152,158) (191,884) 365,900  565,606  619,482  601,111  315,060

 
注:

(ⅰ) 中央銀行預け金のうち、期間が無期限の金額は、PBOCに預託している法定預託準備金および財政預金残高を示している。

(ⅱ) 顧客に対する貸出金のうち、期間が無期限の金額は、元本または利息の全額または一部の支払が１ヶ月超延滞したものを示している。無期限金額

は、関連する減損引当金を控除後の金額で表示されている。

(ⅲ) 投資に含まれる損益を通じて公正価値で評価される金融資産の満期までの残存期間は、当グループがそれらを満期まで保有する意思を示すもので

はない。

(ⅳ) 顧客からの預金の要求払の金額には、満期を迎えた顧客からの指図待ちの定期預金が含まれている。
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以下の表は、報告期間末における当グループの非デリバティブ金融資産、負債および貸付コミットメント総額

の割引前の約定キャッシュ・フローの分析を示している。これらの金融商品に関する当グループの予測キャッ

シュ・フローは、この分析と著しく異なる場合がある。

 

  2015年

  帳簿価額  合計  要求払  
1ヶ月
以内

 
1ヶ月超
３ヶ月
以内

 
３ヶ月超
１年以内

 
１年超
５年以内

 ５年超  無期限

非デリバティブ金融
資産

                  

現金および中央銀行
預け金

 584,342  584,342  118,184  －  －  －  －  －  466,158

銀行およびその他金融機
関に対する預け金

 593,396  597,368  11,544  465,863  62,507  45,870  10,856  －  728

顧客に対する貸出金  2,739,444  3,311,031  21,943  131,985  439,169  1,034,042  788,968  855,004  39,920

投資                   

-損益を通じて公正価値
評価される金融資産

 59,081  65,591  －  8,262  6,289  13,543  31,642  5,094  761

-売却可能金融資産  299,559  362,387  －  12,823  12,878  52,637  199,827  81,673  2,549

-満期保有目的投資  353,137  502,642  －  2,255  3,869  18,881  131,033  346,591  13

-受取債権として分類さ
れる負債証券

 716,064  727,709  －  383,829  49,586  146,600  126,064  21,586  44

その他資産  16,914  16,485  9,390  1,163  797  1,715  371  33  3,016

  5,361,937  6,167,555  161,061  1,006,180  575,095  1,313,288  1,288,761  1,309,981  513,189

非デリバティブ金融
負債

                  

銀行およびその他金融機
関からの預かり金

 1,138,584  1,152,224  379,034  341,555  148,542  254,747  24,491  3,855  －

顧客からの預金  3,571,698  3,690,568  2,018,276  312,800  305,339  637,988  415,583  582  －

損益を通じて公正価値
評価される金融負債

 20,227  20,227  3,330  1,657  1,188  3,865  9,781  388  18

発行済負債証券  251,507  271,745  －  31,286  66,230  97,416  43,477  33,336  －

その他負債  85,202  86,797  54,350  19,267  1,537  3,919  4,648  1,010  2,066

  5,067,218  5,221,561  2,454,990  706,565  522,836  997,935  497,980  39,171  2,084

貸付コミットメント総額    377,020  377,020  －  －  －  －  －  －
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  2014年

  帳簿価額  合計  要求払  
1ヶ月
以内

 
1ヶ月超
３ヶ月
以内

 
３ヶ月超
１年以内

 
１年超
５年以内

 ５年超  無期限

非デリバティブ金融
資産

                  

現金および中央銀行
預け金

 654,785  654,785  149,938  －  －  －  －  －  504,847

銀行およびその他金融機
関に対する預け金

 525,051  532,092  9,660  329,040  77,311  71,531  44,008  －  542

顧客に対する貸出金  2,448,754  2,915,660  1,532  128,084  408,216  1,031,943  659,299  662,767  23,819

投資                   

-損益を通じて公正価値
評価される金融資産

 40,190  44,355  －  4,018  11,312  7,920  18,306  2,077  722

-売却可能金融資産  278,526  346,918  －  8,066  11,784  42,673  227,113  55,094  2,188

-満期保有目的投資  259,434  378,053  －  1,553  4,393  17,684  98,688  255,724  11

-受取債権として分類さ
れる負債証券

 408,752  421,755  －  33,909  42,134  154,585  157,185  33,937  5

その他資産  17,313  17,313  8,741  1,650  350  490  276  70  5,736

  4,632,805  5,310,931  169,871  506,320  555,500  1,326,826  1,204,875  1,009,669  537,870

非デリバティブ金融
負債

                  

銀行およびその他金融機
関からの預かり金

 879,039  903,677  5,787  422,184  242,362  203,853  28,945  546  －

顧客からの預金  3,304,438  3,413,620  1,633,583  202,376  463,474  712,440  398,580  3,167  －

損益を通じて公正価値
評価される金融負債

 13,369  13,425  977  2,393  1,659  676  7,332  388  －

発行済負債証券  106,155  110,672  －  5,942  31,895  10,896  30,880  31,059  －

その他負債  58,174  58,174  23,741  21,529  1,218  3,338  5,410  1,072  1,866

  4,361,175  4,499,568  1,664,088  654,424  740,608  931,203  471,147  36,232  1,866

貸付コミットメント総額    293,850  293,850  －  －  －  －  －  －
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(d) 業務リスク

業務リスクは、技術、手続き、インフラストラクチャーおよび人事に関する不備により直接あるいは間接的に

被る損失ならびに業務に影響を及ぼすその他のリスクから生じる。業務リスクには法的リスクが含まれるが、戦

略リスクおよびレピュテーション・リスクは含まれない。

報告期間中、当グループは、業務リスク管理の枠組みおよび手法のさらなる改善、業務リスクの査定および評

価メカニズムの強化、主要分野における業務リスクの特定、評価および監視の向上、ならびに業務リスクを経済

的資本管理の対象とすることにより、引き続き業務リスク管理を強化した。さまざまな主要リスク指標は、当グ

ループのリスク選好要件に準拠していた。

内部および外部の業務や管理の課題に対して、当グループはそのリスク選好に基づき継続的にリスク管理能力

を向上させ、業務リスクの監視およびコントロールを強化し、業務リスクによる損失の防止および削減に取り組

んでいく。

 

(e) 資本管理

当グループの資本管理の目的は以下のとおりである。

・　自己資本比率を妥当な水準に維持し、資本特有の規制上の規定および政策要件を継続的に満たし、事業拡

大および包括的かつ調和のとれた持続可能な成長のための戦略的計画の実施を支援するために強固な資本

基盤を維持すること

・　自己資本要件に準拠し、内部の自己資本比率評価手続きを行い、資本管理に関する情報を公開し、すべて

のリスクを完全にカバーし、グループ全体の安全な運営を保証すること

・　様々なリスク特有の定量的成果物を完全に適用することによって、経済的な資本集約型の銀行価値管理シ

ステムを設置し、意思決定プロセスおよび管理応用体制を向上させ、資本抑制および資本インセンティブ

メカニズムを強化し、クライアントの価格決定および意思決定を促進する能力を増強し、資本配備の効率

性を増加させること

・　あらゆる種類の資本商品を合理的に利用し、継続的に資本力をを向上させ、資本構成を改善し、資本の質

を高め、資本コストを減らし、株主に最善のリターンを創出すること。

 

当グループは、資本構成を管理し、経済的状況および業務のリスク特性に基づき資本構成を調整する。当グ

ループは、資本構成の維持または調整のために利益配分方針を変更し、株式、その他のTier１資本商品、適格

Tier２資本商品および転換社債の発行または買戻しを行う可能性がある。当グループの経営陣は定期的に、CBRC

が規定するアプローチに基づき、自己資本比率を監視している。当グループおよび当行は、要求された情報を半

年ごとおよび四半期ごとにCBRCに提出している。

当グループの自己資本比率の計算は、当行およびその子会社を対象としている。当行の自己資本比率の計算

は、当行のすべての支店を対象としている。2015年12月31日現在、自己資本比率に関して連結計算書の範囲に含

まれている当グループの子会社は、WLB、CMBICHC、CMBFLCおよびCMFMである。
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2013年１月１日から、当グループは、CBRCの商業銀行の資本に係る行政措置（試行）およびその他の関連規制

に準拠して自己資本比率を算出している。2014年４月18日、CBRCは、当行が先進的な資本管理アプローチを適用

することを承認した。CBRCの承認の範囲内で、当行は法人および金融機関のリスク・エクスポージャーの算定に

主要な内部格付に基づくアプローチを、個人顧客のリスク・エクスポージャーの算定に内部格付に基づくアプ

ローチを、市場リスクの算定に内部モデル・アプローチを、業務リスクの算定に標準化されたアプローチを使用

することが可能であった。同時にCBRCは、先進的なアプローチを使用して資本を算定することについて承認を得

た商業銀行のために移行期間を設けた。移行期間中、そうした商業銀行は先進的アプローチとその他のアプロー

チの両方を用いて自己資本比率を算定し、最低資本要件を遵守しなければならない。当期において、当グループ

は規制当局が設定した資本要件を遵守している。

当グループの資本管理は、自己資本比率管理に焦点を当てている。自己資本比率は、当グループの健全な業務

およびリスク耐性を反映するものである。当グループの自己資本比率管理の目的は、実際のリスク特性に従い、

他の世界的な主要銀行の自己資本比率水準および当グループの業務状況を考慮に入れながら、規制当局が法的に

要求する自己資本比率を慎重に決定することである。

当グループは、戦略的事業展開計画、事業拡大状況およびリスク変動のトレンドなどの要因を考慮しながらシ

ナリオ・シミュレーションおよびストレス・テストを使用することによって、自己資本比率を予測、計画および

管理している。

 

(f) デリバティブの使用

デリバティブは、外国為替および金利市場において当グループが実施している先渡、スワップおよびオプショ

ン取引を含む。当グループのデリバティブ金融商品はすべて店頭取引市場で取引される。

当グループは、資金運用業務ならびに資産および負債の管理目的で、金利、為替およびその他の金融デリバ

ティブ取引を行っている。当グループのデリバティブ金融商品は、損益を通じて公正価値評価する指定を受けた

金融商品と併せて管理されるトレーディング目的デリバティブ金融商品、キャッシュ・フロー・ヘッジ金融商品

およびデリバティブ金融商品に分けることができる。

当グループは、当グループの資産および負債の金利／為替レートのリスク・プロファイル、ならびに将来の金

利／為替レート変動に関する当グループの分析および判断を踏まえて適切なヘッジ戦略およびツールを選択す

る。

当グループは、資産または負債が外貨建てである場合にリスクに晒されている。そうしたリスクは為替予約ま

たは為替オプション契約を利用することによって相殺することができる。

キャッシュ・フロー・ヘッジにおいては、当グループは、ヘッジ手段として金利スワップを用いて人民元建て

貸付および銀行間資産ポートフォリオの金利リスクから生じるキャッシュ・フローをヘッジしている。

 

以下の表は、残存期間ごとに分類した当グループのデリバティブの想定元本およびそれに対応する報告期間末

における公正価値の分析を示している。デリバティブの想定元本は、報告期間末における取引残高を示してお

り、リスクの金額を示しているわけではない。
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 2015年

 以下の残存期間の想定元本  公正価値

 
３ヶ月
以内

 
３ヶ月
から１年

 
１年から
５年

 ５年超  合計  資産  負債

トレーディング目的保有
デリバティブ

             

金利デリバティブ              

金利スワップ 256,954  817,880  75,345  409  1,150,588  465  (492)

為替デリバティブ              

直物 35,908  －  －  －  35,908  30  (17)

先物 249,564  460,622  19,885  －  730,071  5,536  (4,400)

為替スワップ 133,169  133,294  2,687  －  269,150  3,123  (1,682)

買建オプション 27,528  18,238  716  －  46,482  634  －

売建オプション 33,865  20,185  588  －  54,638  －  (876)

 480,034  632,339  23,876  －  1,136,249  9,323  (6,975)

その他デリバティブ              

クレジット・デフォル
ト・スワップ

－  97  －  －  97  －  (1)

買建株式オプション 64  －  －  －  64  5  －

売建株式オプション 56  －  －  －  56  －  (1)

 120  97  －  －  217  5  (2)

キャッシュ・フロー・
ヘッジ目的のデリバテ
ィブ

             

金利デリバティブ              

金利スワップ 1,700  9,800  18,010  －  29,510  336  (14)

損益を通じて公正価値
評価する指定を受けた
金融商品と併せて管理
されるデリバティブ

             

金利デリバティブ              

金利スワップ 1,037  867  13,226  395  15,525  38  (32)

為替デリバティブ              

為替スワップ 1,325  1,409  2,863  －  5,597  9  (60)

 2,362  2,276  16,089  395  21,122  47  (92)

合計           10,176  (7,575)
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 2014年

 以下の残存期間の想定元本  公正価値

 
３ヶ月
以内

 
３ヶ月
から１年

 
１年から
５年

 ５年超  合計  資産  負債

トレーディング目的保有
デリバティブ

             

金利デリバティブ              

金利スワップ 161,828  107,663  29,995  752  300,238  204  (240)

為替デリバティブ              

直物 20,019  －  －  －  20,019  874  (793)

先物 285,302  395,102  46,906  －  727,310  5,362  (4,142)

為替スワップ 138,277  77,173  3,332  －  218,782  1,393  (1,270)

買建オプション 16,626  5,883  －  －  22,509  1,233  －

売建オプション 21,331  6,921  －  －  28,252  －  (3,365)

 481,555  485,079  50,238  －  1,016,872  8,862  (9,570)

その他デリバティブ              

クレジット・デフォル
ト・スワップ

－  775  93  －  868  1  (2)

買建株式オプション 53  29  24  36  142  15  －

売建株式オプション 29  －  －  －  29  －  －

 82  804  117  36  1,039  16  (2)

キャッシュ・フロー・
ヘッジ目的のデリバテ
ィブ

             

金利デリバティブ              

金利スワップ 6,300  13,540  29,510  －  49,350  143  (360)

損益を通じて公正価値
評価する指定を受けた
金融商品と併せて管理
されるデリバティブ

             

金利デリバティブ              

金利スワップ 124  515  9,941  377  10,957  73  (29)

為替デリバティブ              

為替スワップ －  343  3,286  －  3,629  17  (45)

 124  858  13,227  377  14,586  90  (74)

合計           9,315  (10,246)
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(ⅰ)信用リスク加重金額

これらのデリバティブの信用リスク加重金額は以下のとおりである。これらの金額は双務的相殺契約の影響を

考慮している。

 

 2015年  2014年

契約相手方の信用リスク加重資産    

金利デリバティブ 442  214

為替デリバティブ 4,205  3,003

その他デリバティブ 3  2

信用評価調整リスク加重資産 10,518  5,830

合計 15,168  9,049

 

注: デリバティブに関する信用リスク加重金額は、CBRCが公表している商業銀行の資本に係る行政措置（試行）に従って

算定される金額で、契約相手方の債務不履行リスク加重資産および信用評価調整リスク加重資産をカバーしている。

2014年４月にCBRCが承認した範囲内の金額は内部格付に基づくアプローチを用いて算定され、内部格付に基づくアプ

ローチを使用することが適格でない金額の算定にはリスク加重アプローチが適用される。

 

(g) 公正価値情報

(ⅰ) 金融資産

当グループの金融資産には主に現金、中央銀行預け金、銀行およびその他金融機関に対する預け金および貸

付金、売戻契約に基づいて保有する金額、顧客に対する貸出金ならびに投資が含まれる。

貸出金および満期保有目的の投資を除く金融資産のほとんどは１年以内に満期を迎えるか、またはすでに公

正価値で表示されており、帳簿価額はその公正価値に近似している。

貸出金は、減損引当金控除後の償却原価で表示されている（注記19）。貸出金は、通常、PBOCの金利に近い

変動金利で設定され、少なくとも年一回、市場金利で更改されており、減損貸出金の帳簿価額を見積回収可能

価額まで引き下げるよう減損引当金が設定される。したがって、貸出金の帳簿価額はその公正価値に近いもの

となっている。

満期保有目的投資は、減損控除後の償却原価で表示されており、満期保有目的投資として分類される上場負

債証券の公正価値については注記21(c)に開示されている。

公正価値で測定または開示されない満期保有目的投資の帳簿価額、公正価値および公正価値階層については

以下に記載されている。
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レベル１の公正価値測定は、ブルームバーグによって公表された活発な市場における外貨建て債券の相場価

格に基づいている。レベル２については、中国債券価格決定システムによって公表された最新の評価結果を用

いて、人民元建て債券の公正価値の測定が行われる。レベル２のカテゴリーには、活発な市場の相場価格のな

い外貨建て債券が含まれ、これらの債券はブルームバーグの包括的な評価によって測定される。レベル３につ

いては公正価値の測定に予測キャッシュ・フローの評価技法が適用される。

 

 2015年  2014年

 帳簿価額  公正価値  レベル１  レベル２  レベル３  帳簿価額  公正価値

満期保有目的投資 353,137  372,697  1,332  371,353  12  259,434  264,612

 

(ⅱ) 金融負債

金融負債には主に、顧客からの預金、銀行およびその他金融機関からの預かり金および当グループ発行の負

債証券が含まれる。開示対象年度の報告期間末において、下記を除く金融負債の帳簿価額は公正価値に近似し

ている。

 

 2015年  2014年

 帳簿価額  公正価値  レベル１  レベル２  レベル３  帳簿価額  公正価値

発行済劣後債 32,519  34,680  ̶  34,680  ̶  32,396  32,898

発行済長期負債証券 27,995  28,146  ̶  28,146  ̶  27,636  27,248

 60,514  62,826  ̶  62,826  ̶  60,032  60,146

 

55 重要な会計上の見積りおよび判断

資産および負債の帳簿価額を決定するにあたり、当グループは不確実な将来の事象がこれらの資産および負債

に与える影響を報告期間末に見積っている。これらの見積りは、キャッシュ・フローおよび使用される割引率に

関する仮定を含んでいる。当グループの見積りおよび仮定は、過去の経験や将来の事象の予測に基づいており、

定期的に見直しが行われている。将来の事象の仮定および見積りに加えて、当グループの会計方針を適用する過

程においては判断も必要となる。
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(a) 貸出金および受取債権に関する減損損失

貸出金ポートフォリオは、減損の有無および減損が存在する場合にはその金額について定期的に評価されてい

る。減損の客観的な証拠は、個々の貸出金および受取債権からの見積将来キャッシュ・フローの著しい減少が存

在することを示す観察可能なデータを含む。減損の客観的証拠については、重要な会計方針２(n)(i)に記載され

ている。個別に減損の評価が行われている貸出金および受取債権の減損は、当該貸出金および受取債権の見積将

来キャッシュ・フローの減少である。貸出金および受取債権が集合的に減損評価される場合、当該貸出金および

受取債権と類似の信用リスクの特性を有する資産の過去の損失実績に基づいて見積りが行われる。過去の損失実

績は、現在の経済状況を反映した関連する観察可能なデータに基づいて調整されている。経営陣は、見積損失と

実際の損失の差異を減少させるために、将来キャッシュ・フローの見積りに利用される方法および仮定を定期的

に評価している。

 

(b) 売却可能金融資産の減損

売却可能金融資産については、公正価値の原価を下回る重要または長期的な下落は、減損の客観的証拠とみな

される。公正価値の低下が重要または長期的であるかどうかを決定する際には判断が要求される。この判断を行

うにあたり、当グループは市場ボラティリティに関する過去のデータおよび特定の金融資産の過去の価格、なら

びに産業部門の実績および投資先の財務情報等の他の要因を考慮している。

 

(c) 金融商品の公正価値

いくつかの金融商品には、活発な市場における市場価格が存在しない。これらの金融商品の公正価値は、様々

な評価方法を用いて決定されている。評価方法には、最近の独立企業間市場取引の利用、類似する金融商品の最

近の公正価値の参照および割引キャッシュ・フロー分析ならびにオプション価格モデルが含まれる。当グループ

は、評価方法が適格な人員によって構築され、構築した部門から独立した人員によって有効性の確認および評価

が行われるようにプロセスを設けている。評価方法は適用される前に認定され、評価結果に実際の市況が反映さ

れるように修正が加えられている。当グループが設定した評価モデルは、市場情報を最大限に利用し、当グルー

プ特有のデータには出来る限り依存しないものとなっている。しかしながら、信用リスク、相手先リスク、リス

ク相関などの一部の情報は経営陣の見積りを必要とすることに留意が必要である。経営陣の見積りおよび仮定は

定期的に見直され、必要に応じて調整されている。
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(d) 満期保有目的投資

支払いが固定または確定可能であり満期が固定されているデリバティブ以外の金融資産は、当グループがこれ

らを満期まで保有する意思および能力を有している場合には満期保有目的投資に分類される。金融資産を満期保

有目的投資に分類するための要件が満たされているかどうかを評価する際に、経営陣は重要な判断を行う。当グ

ループが特定の投資を満期まで保有する意思および能力を有しているかどうかを正しく評価できなかった場合に

は、すべてのポートフォリオを売却可能金融資産に再分類することになる可能性がある。

 

(e) 法人所得税

法人所得税繰入額を決定する際には、特定の取引に関する将来の税務処理についての判断が必要となる。当グ

ループは、各取引の税務上の取り扱いを慎重に評価し、これに応じて法人所得税繰入額を決定している。このよ

うな取引の税務処理は、税務規定の変更をすべて考慮に入れるために定期的に再検討される。繰延税金資産は、

未使用の税務上の欠損金および将来減算一時差異に対して認識されている。これらの繰延税金資産は、未使用の

税務控除が利用可能となるような将来の課税所得が見込まれる場合にのみ認識されるため、将来の課税所得の発

生可能性を評価する際には経営陣の判断が必要となる。経営陣の評価は定期的に見直され、将来の課税所得に

よって繰延税金資産の回収が可能となる場合には、追加的な繰延税金資産が認識される。

 

(f) 確定給付制度

保険数理上の仮定は注記37(b)に記載されているとおり、将来の年金債務の評価時に行われている。これらの

仮定が将来的に正しいか否かは不明確である。これらの仮定は定期的に見直され、必要に応じて修正される。

 

(g) 保険契約に基づく請求から生じる最終的な債務

保険契約に基づく請求から生じる最終的な債務の見積りは、当グループの重要な会計上の見積りのうちの１つ

である。見積りおよび判断は、報告期間末において既に発生しているが未だ当グループに報告されていない（以

下、「既発生未報告」という。）損失事象の予測を含めて、過去の実績およびその他の要因に基づいて継続的に

評価される。既発生未報告の請求に関する見積りは通常、当グループにすでに通知されている請求（この場合、

請求事象についての情報が入手可能である）の処理費用に関する見積りに比べて不確実性が高い。既発生未報告

の請求は、請求の要因となる事象の発生から長年が経過するまで、被保険者に明らかにならない場合がある。
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特定の債務の請求に関する最終的な費用の見積りは複雑なプロセスを経る場合がある。当グループが最終的に

このような請求に対して負担する債務を見積る際には、不確実性をもたらす様々な要因について考慮する必要が

ある。特に、従業員補償およびその他の賠償責任保険から生じる請求に関しては、調査に時間がかかる可能性が

あり、見積りが困難である。当グループは確立された保険数理法を用いて請求から生じる債務を見積るために独

立した保険数理士を指名している。この保険数理法は、実際は統計的なもので、様々な要因の影響を受ける可能

性がある。債務の見積りの信頼性に影響を与え得るさらに重要な要因として、当グループが発行した保険契約に

おいて提示された保険の趣旨および適用範囲を広げ得る法学、実際の請求結果が過去の実績と乖離する範囲およ

び事象が発生してから当グループに報告されるまでの時間差が挙げられる。

 

(h) 引当金

当グループは、各報告日において過去の事象の結果として、現在、法律上または契約上の債務を有しているか

否かを評価するために判断を用いている。判断は、当該債務を決済するために経済的便益を含む資金の流出が必

要となる可能性があるかどうかを決定するため、および当該債務金額の信頼性のある見積りを算定するために使

用される。
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56　重要な関連当事者取引

(a) 重要な関連当事者情報

当行の筆頭株主およびその親会社ならびに当行の子会社

 

会社名  
登記
所在地

 

発行済
および
全額払込済
資本

 
各社の
当行所有
比率

 
当行の
各社所有比

率
 業務内容  

当行との
関係

 法定形式  
法定
代表者

             
 

   

招商グループ
(CMG）

 北京  13,750百万
人民元

 29.97％
(注(ⅰ)
および
(ⅲ))

 ̶  運輸、海運、倉庫および保管、
リース、工場および設備製
造、修理および請負、販売、
業務管理サービス

 筆頭株
主の親
会社

 有限責任
会社

 李建紅

                 

招商局輪船股份有
限公司(CMSNCL)

 北京
 

 5,900百万
人民元

 13.04％
(注(ⅱ))

 ̶  運輸、営繕、調達、サプライ・
チェーン・マネジメントおよび販
売、海運サービス

 筆頭株主  株式会社  李建紅

                 

招銀国際金融控股
有限公司
（CMBICHC）

 香港  1,000百万
香港ドル

 ̶  100％  ファイナンシャル・アドバイザリー・
サービス

 子会社  有限責任
会社

 田惠宇

                 

招銀金融租賃有限
公司（CMBFLC）

 上海  6,000百万
人民元

 ̶  100％  ファイナンス・リース  子会社  有限責任
会社

 連柏林

                 

永隆銀行有限公司
（WLB）

 香港  1,161百万
香港ドル

 ̶  100％  銀行業務  子会社  有限責任
会社

 田惠宇

                 

招商基金管理有限
公司（CMFM）

 深川  210百万
人民元

 ̶  55％  資産運用  子会社  有限責任
会社

 李浩

 
注:

(ⅰ) CMGは子会社を通して当行の持分29.97％（2014年：20.00％）を保有している。

(ⅱ) 2015年12月31日現在、CMGの子会社であるCMSNCLは筆頭株主として当行の持分13.04％（2014年：12.54％）を保有している。

(ⅲ) 2015年12月28日、国務院国有資産監督管理委員会（以下、「国務院SASAC」という。）は、中国外運長航集団有限公司（以下、「中国外運長航」と

いう。）が対価ゼロでCMGに割当てられることを承認する承認状を発行した。2016年２月24日、中国外運長航の企業産権登記表が国務院SASACに

よって確認され、CMGが中国外運長航の後援者として登録されていることが裏付けられた。中国外運長航およびその子会社である武漢長江輪船公司

（以下、「武漢長江輪船」という。）が保有する当行の株式は、CMGが間接的に保有する（以下、「株式保有の変更」という。）。これにより、株

主持分の変更が完了すると、合算で当行の資本金合計の30.00％超がCMGによって保有されることになる。CMG（中国外運長航および武漢長江輪船を

含む）は、合計30.06％の実株を支配することができる。「上場企業の取得に関する行政規則」に従い、投資家は上場企業の議決権の30％超を実際

に支配することが可能であり、上場企業を支配する。

取得に関して、未実行となっている行政手続きは次のとおりである。 (a)当該取得によって生じる運営者の集中には、商務部の審査および回答が

求められ、「禁止事項ではない」という回答を得る必要がある。(b)当該取得によって生じる主要株主の保有割合の変動に関する事項は、CBRCの審

査の対象となる。(c)　CMGは、一般募集を行う義務の免除を中国証券監督管理委員会に申請する必要がある。
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各会社の登録資本の変動

 

関連当事者の名称  2015年  2014年

CMG  13,750,000,000人民元  11,550,000,000人民元

CMSNCL  5,900,000,000人民元  4,300,000,000人民元

CMBICHC  1,000,000,000香港ドル  1,000,000,000香港ドル

CMBFLC  6,000,000,000人民元  6,000,000,000人民元

WLB  1,160,950,575香港ドル  1,160,950,575香港ドル

CMFM  210,000,000人民元  210,000,000人民元

 

筆頭株主の当行所有比率および当行の子会社所有部分の変動

 

  
筆頭株主の
当行所有

 当行の子会社所有

  CMSNCL  CMBICHC  CMBFLC  WLB
 

CMFM

  人民元  ％  
香港
ドル

 ％  人民元  ％  
香港
ドル

 ％
 

人民元  ％

2015年1月1日
現在

 3,162,424,323 12.54 1,000,000,000 100.00 6,000,000,000 100.00 1,160,950,575 100.00
 
115,500,000

 
55.00

変動  127,046,014 0.50 － － － － － －
 

－ －

2015年12月31日
現在

 3,289,470,337 13.04 1,000,000,000 100.00 6,000,000,000 100.00 1,160,950,575 100.00
 
115,500,000

 
55.00

 

(b) 取引条件

各事業年度において、当グループは通常の銀行業務において関連当事者との間で、貸付、投資、預金、有価証

券売買、代理サービス、信託サービス、およびオフバランス取引等を行っていた。取締役は、当グループの重要

な関連当事者取引はすべて通常の商業取引条件で締結されていると考えている。銀行業務における取引は、各取

引実行時の市場価格で行われていた。貸出金および預金に対する金利はPBOCにより設定された以下の基準金利に

従って決定するよう求められている。

 

 2015年  2014年

 (年利)

短期貸出金 4.35％  5.60％

中長期貸出金 4.75％から4.90％  6.00％から6.15％

要求払預金 0.35％  0.35％

定期預金 1.10％から2.75％  2.35％から4.00％

 

当事業年度中に関連当事者向けに実施された貸出金に対する個別評価された減損引当金はなかった。
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(c) 株主およびその関連会社

2015年12月31日現在、当行の筆頭株主であるCMSNCLおよびその関連会社は、当行株式の29.97％(2014年：

20.00％)を保有している(このうち、CMSNCLによる保有は13.04％(2014年：12.54％))。CMSNCLおよびその関連会

社と当グループとの取引および残高は、以下に開示されている。

 

 2015年  2014年

貸借対照表項目：    

- 顧客に対する貸出金 5,124  4,395

- 投資 12,346  5,282

- 顧客からの預金 119,679  40,038

オフバランスシート項目：    

- 取消不能債務保証 1,849  1,237

- 取消不能信用状 93  1,186

- 引受手形 58  47

受取利息 496  318

支払利息 1,151  487

正味受取手数料 580  175

その他の正味収益 37  6
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(d) 上記の注記56(c)に記載された会社以外の取締役および監査役が支配している会社

 

 2015年  2014年

貸借対照表項目：    

- 顧客に対する貸出金 6,110  8,390

- 投資 1,425  2,149

- 顧客からの預金 30,929  10,454

オフバランスシート項目：    

- 取消不能債務保証 1,076  1,320

受取利息 220  200

支払利息 737  546

正味受取手数料 204  144

その他の正味収益 1  －

 

(e) 上記の注記56(c)に記載された会社以外の関連会社および共同支配企業

 

 2015年  2014年

貸借対照表項目：    

- 顧客に対する貸出金 5  7

- 顧客からの預金 442  102

支払利息 36  4

正味受取手数料 454  349
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(f) 株式を５％超保有するその他の株主

 

 2015年  2014年

貸借対照表項目:    

- 投資 1,700  200

- 顧客からの預金 10,287  3,520

オフバランスシート項目：    

－取消不能保証 6,000  6,000

受取利息 9  6

支払利息 20  13

正味受取手数料 915  71
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(g) 子会社

 

 2015年  2014年

貸借対照表項目：    

- 銀行およびその他金融機関に対する預け金 5,588  2,439

- 銀行およびその他銀行に対する貸付金 28,102  29,826

- 顧客に対する貸出金 325  310

- 投資 440  440

- 銀行およびその他金融機関からの預り金 13,497  18,688

- 銀行およびその他金融機関からの借入金 93  164

- 顧客からの預金 1,657  1,374

オフバランスシート項目：    

- 取消不能保証 3,269  117

- 引受手形 －  112

受取利息 31  661

支払利息 426  354

正味受取手数料 1,494  868

その他の正味収益 (4)  (2)

 

当行およびその子会社間の重要な残高および取引は、連結財務諸表では相殺されている。
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(h) 主な経営陣

主な経営陣は、直接的または間接的に当グループの活動を計画、指示および管理する権限と責任を有する者

で、取締役、監査役および執行役員を含む。

 

 2015年  
2014年
(注記８)

 (千人民元)

給与およびその他報酬 46,236  42,534

変動賞与（注記８(i)） －  14,751

株式報酬 9,556  15,169

確定拠出型年金制度への拠出額 5,475  5,427

 61,267  77,881

 

上記の株式報酬は、当行のＨ株式評価益権制度に基づき上級経営陣に付与された株式評価益権（注記37(a)

(ⅲ)）の見積公正価値を表している。当該公正価値は、ブラック・ショールズ・モデルを用いて、注記２(u)

(ⅲ)に記載されている会計方針に従って測定されており、金額は連結損益およびその他包括利益計算書に費用計

上されている。株式オプションは行使されずに失効することがあるため、取締役は、開示されている金額は上級

経営陣が実際に受け取った、あるいは受け取る予定のキャッシュ・フローを示すものではないと考えている。

 

(i) 年金制度

年金制度に対する確定拠出債務および通常の銀行業務における取引とは別に、2015年および2014年12月31日に

終了した事業年度において、当グループと年金制度との間で実行されたその他の取引はなかった。

 

57 非支配持分

非支配持分は、当グループが非完全保有会社において保有していない持分を表している。当報告期間におい

て、重要な非支配持分を有する当グループの子会社はない。

 

58 金融資産の譲渡

当グループは、一般的な商取引において、認識済みの金融資産を第三者または特定目的信託に譲渡する取引を

締結している。場合によっては、これらの譲渡により、関連する金融資産の全部または一部の認識が中止される

ことがある。また、譲渡した資産に係る実質的にすべてのリスクおよび経済価値を当グループが保持しているた

め、これらの資産が認識の中止の要件を満たしていない場合には、当グループは引き続き譲渡した資産を認識す

る。

 

EDINET提出書類

招商銀行股イ分有限公司(E05986)

有価証券報告書

246/406



信用資産の証券化

当グループは信用資産を特定目的信託に売却し、当該特定目的信託は投資家に対して資産担保証券を発行す

る。

2015年12月31日に終了した事業年度において、譲渡日における当グループの証券化信用資産の帳簿価額は

47,565百万人民元である。信用資産の証券化に係る上位トランシェの資産価値は、グループレベルで898百万人

民元である。信用資産の証券化に係る劣後トランシェの資産価値は、グループレベルで194百万人民元である。

 

59 非連結の組成された事業体に対する持分

(a) 第三者機関がスポンサーとなっている組成された事業体に対する持分

当グループは、第三者機関がスポンサーとなっている一部の組成された事業体により発行されたノートへの投

資を通じてこれらの組成された事業体に対する持分を保有している。こうした組成された事業体には、資産運用

商品、資産運用スキーム、信託受益権、資産担保証券およびファンドへの投資が含まれ、当グループはこれらの

組成された事業体を連結していない。これらの組成された事業体の性質および目的は、投資家に代って資産を運

用して手数料を生み出すことであり、投資家に対してノートを発行することにより資金調達されている。

以下の表は、2015年12月31日および2014年12月31日現在、第三者機関がスポンサーとなっている組成された事

業体において当グル―プが保有している持分の帳簿価額の分析、ならびに2015年12月31日および2014年12月31日

現在、第三者機関がスポンサーとなっている組成された事業体における当グループの持分に関連して資産が認識

されている財政状態計算書の表示科目の分析を示している。

 

  2015年

  帳簿価額

  

売戻契約に
基づいて
保有する
金額

 
売却可能
金融資産

 
満期目的
保有投資

 

受取債権
として分類
される
負債証券

 合計  
最大

エクスポー
ジャー

資産運用商品  ̶  ̶  ̶  300  300  300

資産運用スキーム  11,381  ̶  ̶  606,424  617,805  617,805

信託受益権  10,693  ̶  ̶  78,067  88,760  88,760

資産担保証券  ̶  2,773  2,672  118  5,563  5,563

ファンドへの投資  ̶  992  ̶  ̶  992  992

  22,074  3,765  2,672  684,909  713,420  713,420
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  2014年

  帳簿価額

  

売戻契約に
基づいて
保有する
金額

 
売却可能
金融資産

 
満期目的
保有投資

 

受取債権
として分類
される
負債証券

 合計  
最大

エクスポー
ジャー

資産運用商品  ̶  ̶  ̶  6,140  6,140  6,140

資産運用スキーム  45,492  ̶  ̶  247,484  292,976  292,976

信託受益権  63,484  ̶  ̶  112,038  175,522  175,522

資産担保証券  ̶  2,135  1,367  ̶  3,502  3,502

ファンドへの投資  ̶  317  ̶  ̶  317  317

  108,976  2,452  1,367  365,662  478,457  478,457

 

資産担保証券の劣後トランシェおよびファンドへの投資に係る当グループが保有する最大エクスポージャー

は、報告日現在において当該資産の公正価値である。資産運用商品、資産運用スキーム、信託受益権および資産

担保証券の上位トランシェに係る最大エクスポージャーは、財政状態計算書に認識されている当該資産の表示科

目に従い報告日現在当グループが保有している資産の償却原価である。

 

(b) 当グループがスポンサーとなっている非連結の組成された事業体に対する持分

当グループがスポンサーとなっている非連結の組成された事業体には、非元本保証型資産運用商品が含まれて

いる。これらの組成された事業体の性質および目的は、投資家に代って資産を運用して手数料を生み出すことで

ある。これらの組成された事業体は、投資家へ投資商品を発行することによって資金調達されている。当グルー

プが保有する持分には、提供した管理サ―ビスに関して請求した手数料が含まれている。

2015年12月31日現在、当グループがスポンサーとなっている非連結の非元本保証型資産運用商品の金額は、

1,820,694百万人民元（2014年：831,473百万人民元）である。

2015年12月31日現在、当グループと当グループがスポンサーとなっている非元本保証型資産運用商品との売戻

取引および短期金融市場貸付の残高は、それぞれ208,150百万人民元（2014年：117,333百万人民元）および

5,723百万人民元（2014年：11,470百万人民元）である。上記の取引は、通常の取引条件に従って行われた。

2015年度において、当グループが非元本保証型資産運用商品の当該カテゴリーから受け取った受取手数料の金

額は、7,728百万人民元（2014年：5,373百万人民元）である。

2015年１月１日以降に当グループが発行した、満期日が2015年12月31日より前の非元本保証型資産運用商品の

合計額は、2,622,189百万人民元（2014年：2,420,525百万人民元）であった。
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60 当行の財政状態計算書

 

 2015年  
2014年

(修正再表示)

資産    

現金 13,783  14,290

貴金属 16,099  15,176

中央銀行預け金 543,228  630,661

銀行およびその他金融機関に対する預け金 55,927  47,015

銀行およびその他金融機関に対する貸付金 202,534  137,848

売戻契約に基づいて保有する金額 342,928  343,955

顧客に対する貸出金 2,506,618  2,222,388

未収利息 23,648  22,411

損益を通じて公正価値評価される金融資産 54,960  37,218

デリバティブ金融資産 9,607  8,346

売却可能金融資産 276,846  262,942

満期保有目的投資 351,704  254,708

受取債権に分類される負債証券 715,864  408,504

子会社投資 40,664  39,664

共同支配企業持分 1,391  1,223

有形固定資産 24,091  23,510

投資不動産 535  581

無形資産 2,596  2,279

繰延税金資産 15,626  9,962

その他資産 9,388  8,434

資産合計 5,208,037  4,491,115
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 注記  2015年  
2014年

(修正再表示)

負債      

中央銀行からの借入金   62,600  20,000

銀行およびその他金融機関からの預かり金   702,862  700,042

銀行およびその他金融機関からの借入金   112,659  40,059

買戻契約に基づいて売却された金額   185,285  66,075

顧客からの預金   3,421,403  3,158,746

未払利息   37,559  43,873

損益を通じて公正価値評価される金融負債   19,786  12,929

デリバティブ金融負債   7,084  9,266

発行済負債証券   235,854  84,559

未払給与および福利厚生費   5,363  5,367

未払法人所得税   12,100  11,105

その他負債   53,441  27,843

負債合計   4,855,996  4,179,864

株主資本 48(a)     

資本金   25,220  25,220

資本準備金   76,681  76,681

投資再評価準備金   5,769  1,673

ヘッジ準備金   241  (163)

剰余準備金   34,009  28,690

規制一般準備金   63,928  53,208

利益剰余金   128,791  109,043

利益処分予定額   17,402  16,897

為替準備金   ̶  2

株主資本合計   352,041  311,251

株主資本および負債合計   5,208,037  4,491,115

 

2016年３月30日の取締役会において公表が承認された。

 

李建紅  田惠宇  社印

取締役  取締役   
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61 2015年12月31日に終了した事業年度には未だ有効になっていない公表済みの改訂、新基準および解釈指針によ

る潜在的な影響

本財務諸表の公表日までに、IASBは、2015年12月31日に終了した事業年度においては発効前であるため財務諸

表には採用されていない、以下の改訂、新基準および解釈指針を公表している。

 

  

 以下の日付以降に開始する会計期間に適用

IFRS第９号「金融商品」 2018年１月１日

IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」 2017年１月１日

 

これまでのところ、IFRS第９号「金融商品」を除き、当グループは、その他の基準の適用が当グループの経営

成績および財政状態に重要な影響を及ぼす可能性はないと結論付けている。当グループは、IFRS第９号の適用に

よる全般的な影響を評価中であるため、当グループの経営成績および財政状態への影響について定量化すること

はできない。

 

62 修正を要しない後発事象

注記22、注記46(b)および注記56(a)に開示されている以外に、本財務諸表の承認日現在において、当グループ

には報告期間末以降の重要な後発事象はない。

 

63 比較数値

当事業年度中に当行は、クレジット・カード保有者の分割払い収益を手数料収益から利息収益に再分類してお

り、これに相当する比較数値を調整している。

2015年にCBRCは、中国国家開発銀行を商業銀行およびその他金融機関から政策銀行に分類変更しており、これ

に対応する投資が再分類され、注記21に記載されている比較数値は調整されている。

当行の財政状態計算書（注記60）に記載されている株主資本は、IAS第27号「個別財務諸表」の改訂「個別財

務諸表における持分法」（注記２(b)）の早期適用により修正再表示されている。
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２【主な資産・負債及び収支の内容】

「１ 財務書類」を参照されたい。

 

３【その他】

 

(1)　後発事象

「１ 財務書類」に掲げる財務書類に対する注記62を参照されたい。

 

(2)　訴訟等

「１ 財務書類」に掲げる財務書類に対する注記52(d)を参照されたい。

 

４【国際財務報告基準と日本における会計原則および会計慣行の主要な相違】

 

「１ 財務書類」に掲げる連結財務書類は、香港証券取引所の上場規則によって認められている国際財務報告基準に

準拠して作成されている。当行の会計方針と、日本において一般に認められている会計原則との主要な相違は以下の通
りである。

 

(1）連結

連結財務諸表には、親会社および親会社が支配する会社（すなわち、特別目的事業体を含む子会社）の財務諸表が含
まれている。国際財務報告基準では、すべての被支配企業に適用される単一の連結モデルであるIFRS第10号が適用され
る。IFRS第10号において、投資者は、投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャーまたは権利
を有し、かつ、投資先に対するパワーにより当該リターンに影響を及ぼす能力を有している場合には、投資先を支配し
ているため連結する。

連結財務諸表は、統一した会計方針を使用して作成される。

日本の会計基準でも連結範囲は支配に基づき判断される。支配は一定割合の議決権の所有に加えてその企業の意思決
定機関を支配している場合に存在する。一定のSPEについては、一定の要件を満たす場合に子会社に該当しないものと
して推定され、連結することが求められない。

親会社および子会社が連結財務諸表を作成するために採用する会計方針は、原則として統一されなければならない、
「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」によれば、在外子会社の所在地国の会計原
則に準拠して作成された財務諸表は原則として親会社の会計方針（日本の会計原則）に修正する必要があるが、在外子
会社の財務諸表がIFRSまたは米国会計基準に準拠して作成されている場合は、のれんの償却、退職給付会計における数
理計算上の差異の費用処理、研究開発費の支出時費用処理、ならびに投資不動産の時価評価および固定資産の再評価等
の一定の項目の修正を除き、これを連結決算手続上利用できることと規定されている。

 

(2) 受取利息の認識

当グループは、受取利息の認識の際に、実効金利法を用いている。

日本の会計基準上、受取利息の認識は利息法が原則であるが、一定の条件の下で簡便法としての定額法の採用も認め
られている。

 

(3) 有形固定資産の減損

資産の帳簿価額は、取締役によって定期的に見直され、減損の兆候の有無が判断されている。減損の兆候があった場
合は、当該資産の回収可能価額が見積られる。回収可能価額は、資産の処分による予想現金受取額または将来現金流入
額の現在価値である。当該資産の正味帳簿価額がその回収可能価額を超過した場合には、減損損失が連結損益計算書に
認識される。過年度に認識された減損損失がもはや存在しない、あるいは減少したという証拠が存在する場合、それが
認識された事業年度の連結損益計算書に減損戻入金額が貸記される。

日本では、長期性資産の割引前見積将来キャッシュ・フローが帳簿価額より低い場合に、当該帳簿価額と回収可能価
額の差額が減損損失として計上される。日本の会計基準では減損損失の戻し入れは認められていない。
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(4)支払承諾

支払承諾はオフ・バランスシート取引として会計処理され、偶発債務および契約債務として開示されている。

日本の会計基準においては、支払承諾は負債として貸借対照表に、同額の資産である支払承諾見返と共に計上され
る。

 

(5)金融資産移転時の認識の中止

金融資産を譲渡したときは、金融資産のリスクと経済価値が実質的にすべて他に移転したか、譲受人が自由処分権を
取得している場合に、金融資産の認識は中止される。

日本の会計基準においては、財務構成要素アプローチに基づき、金融資産の契約上の権利に対する支配が他に移転し
た場合に、金融資産の認識は中止される。

 

(6)損益を通じて公正価値評価される金融資産および負債

トレーディング目的以外の金融資産負債について、一定の条件を満たす場合、当グループは、損益を通じて公正価値
評価される金融資産および負債として指定することが出来る。当該金融資産および負債は公正価値評価され、公正価値
の変動による損益は、発生した時点で連結損益計算書に計上される。

日本の会計基準においては、このような公正価値オプションに関する規定はない。

 

(7) 退職給付債務

当グループは、確定給付型年金制度の累積未認識損益が貸借対照表日現在の債務の現在価値の10%を超過した場合、
超過部分を損益計算書に認識する「回廊アプローチ」を採用していたが、2013年１月１日より適用されたIAS第19号の
改訂は、これを廃止している。IAS第19号の改訂では、すべての数理計算上の差異を直ちにその他包括利益に認識しな
ければならない。制度資産からの収益は、資産に対して割引率を適用することで計算される。

日本の会計基準においては、数理計算上の差異は、発生年度に費用処理するか、平均残存勤務期間内の年数で按分し
て費用処理する。

 

(8) のれん

国際財務報告基準のもとでは、企業結合で取得したのれんは償却される代わりに毎年減損についてテストを実施す
る。

日本の会計基準においては、企業結合により発生するのれんは20年以内の期間にわたり定額法その他の合理的方法に
より規則的に償却され、必要に応じて減損テストの対象となる。

 

(9) ヘッジ会計

国際財務報告基準のもとでは、一定の条件が満たされた場合は、下記の種類のヘッジ関係に係るヘッジ会計が認めら
れている。

・公正価値ヘッジ（すなわち、特定のリスクに起因し、損益に影響を与える可能性がある、公正価値の変動に対する
エクスポージャーのヘッジ） － ヘッジ会計上、ヘッジ手段の損益は損益計算書に認識されている。また、ヘッジ

されたリスクに起因するヘッジ対象の損益はヘッジ対象の帳簿価額により調整され、損益計算書に認識されてい
る。

・キャッシュ・フロー・ヘッジ（すなわち、特定のリスクまたは発生の可能性の高い予定取引に起因し、損益に影響
を与える可能性がある、キャッシュ・フローの変動可能性に対するエクスポージャーのヘッジ） － ヘッジ会計

上、ヘッジ手段の損益のうち有効なヘッジと判断される部分は資本の部において直接認識され、非有効部分は損益
計算書に認識されている。

日本の会計基準においては、デリバティブ金融商品について、会計基準により定められたヘッジ会計の要件を満たす
場合には、原則として、「繰延ヘッジ会計」（ヘッジ手段の損益を貸借対照表の「純資産の部」に計上し、ヘッジ対象
が損益認識されるのと同一の会計期間に損益計算書に認識する。）を適用し、ヘッジ対象である資産または負債に係る
相場変動等を会計基準に基づき損益に反映させることができる場合には、「時価ヘッジ会計」（ヘッジ手段の損益を発
生時に認識するとともに、同一の会計期間にヘッジ対象の損益も認識する。）を適用できる。
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第７【外国為替相場の推移】

 

１【最近５年間の事業年度別為替相場の推移】

 

決算年月 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

最高 13.05 13.77 17.31 19.78 20.37

最低 11.94 12.07 13.89 16.39 18.55

平均 12.34 12.65 15.80 17.23 19.35

期末 12.33 13.69 16.74 19.47 18.56

 

単位：１人民元の円相当額（円／人民元）

出典：中国外貨取引センターが公表している人民元／100円のデータを基に、円／人民元ベースに換算したものであ
る。

 

２【最近６月間の月別為替相場の推移】

 

月別 2015年７月 2015年８月 2015年９月 2015年10月 2015年11月 2015年12月

最高 20.25 20.33 18.99 19.07 19.37 19.26

最低 19.67 18.55 18.70 18.73 19.06 18.55

平均 20.08 19.53 18.87 18.91 19.23 18.87

 

単位：１人民元の円相当額（円／人民元）

出典：中国外貨取引センターが公表している人民元／100円のデータを基に、円／人民元ベースに換算したものであ
る。

 

３【最近日の為替相場】

16.18円（2016年６月13日）

 

単位：１人民元の円相当額（円／人民元）

出典：中国外貨取引センターが公表している人民元／100円のデータを基に、円／人民元ベースに換算したものであ
る。
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第８【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

 

以下は、Ｈ株式に関する株式事務、権利行使の方法および関連事項の概要である。

 

１　本邦における株式事務等の概要

 

(1)　株式の名義書換取扱場所および名義書換代理人

日本においては、Ｈ株式の名義書換取扱場所または名義書換代理人は存在しない。

Ｈ株式の取得者（以下「実質株主」という。）は、その取得窓口となった証券会社（以下「窓口証券会社」とい
う。）との間に外国証券取引口座約款（以下「約款」という。）を締結する必要があり、当該約款により、実質株主の
名義で外国証券取引口座（以下「取引口座」という。）が開設される。売買取引の実行、売買代金の決済、証券の保管
および株式に関するその他の取引に関する事項はすべてこの取引口座を通じて処理される。この場合、取引の実行、売
買代金の決済および株式の取引に関するその他の支払についての各事項はすべて当該契約の各条項に従い処理される。

 

(2)　株主に対する特典

なし

 

(3)　株式の譲渡制限

Ｈ株式に譲渡制限はない。

 

(4)　その他株式事務に関する事項

(a)　株券の保管

取引口座を通じて保有されるＨ株式は、窓口証券会社を代理する香港における保管機関（以下「現地保管機関」
という。）またはその名義人の名義で登録され、現地保管機関により保管される。

 

(b)　配当等基準日

当行から配当等を受取る権利を有する実質株主は、当行取締役会が配当支払等のために定めた基準日現在、Ｈ株
式を実質的に所有する者である。

 

(c)　事業年度の終了

毎年12月31日

 

(d)　公告

日本においてはＨ株式に関する公告を行わない。

 

(e)　実質株主に対する株式事務に関する手数料

実質株主は、窓口証券会社の定めるところにより、約款に規定された手続および行為のための手数料および費用
として、取引口座を維持するための管理料を支払う。さらに、実質株主は、約款に規定されたその他の費用を支払
う可能性もある。
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２　日本における実質株主の権利行使方法

(1)　実質株主の議決権の行使に関する手続

議決権の行使は、実質株主が窓口証券会社を通じて行う指示に基づき、現地保管機関またはその名義人が行う。ただ
し、実質株主が指示をしない場合、現地保管機関またはその名義人は実質株主のために保有されているＨ株式について
議決権を行使しない。

 

(2)　配当請求に関する手続

(a)　現金配当の交付手続

約款に従い、現金配当は、窓口証券会社が現地保管機関またはその名義人から一括受領し、取引口座を通じて実
質株主に交付する。

 

(b)　株式配当等の交付手続

株式分割により割当てられた株式は、現地保管機関またはその名義人の名義で登録され、窓口証券会社はかかる
株式を取扱口座を通じて処理する。ただし、実質株主から別段の要請がない限り、売買数が香港における売買単位
未満の端数の株式については、窓口証券会社を代理する現地保管機関により香港で売却され、その純手取金は、窓
口証券会社が現地保管機関またはその名義人から一括受領し、取引口座を通じて実質株主に支払う。

株式配当により割当てられた株式は、実質株主から別段の要請がない限り、窓口証券会社を代理する現地保管機
関により香港で売却され、その純手取金は、窓口証券会社が現地保管機関またはその名義人から一括受領し、取引
口座を通じて実質株主に支払う。

 

(3)　株式の譲渡に関する手続

実質株主がその持ち株の売却注文をなす際の実質株主と窓口証券会社との間の決済は円貨または窓口証券会社が応じ
うる範囲内の外貨による。窓口証券会社は、国内店頭取引についてのＨ株式の決済を口座の振替によって行い、Ｈ株式
の取引の結果として現地保管機関のＨ株式数残高に増減が生じた場合には、Ｈ株式の名義書換の手続に従って香港の登
録機関において関係Ｈ株式の譲渡手続がとられる。

 

(4)　新株引受権

Ｈ株式について新株引受権が与えられる場合には、新株引受権は、通常、窓口証券会社を代理する現地保管機関によ
り香港で売却され、その純手取金は、窓口証券会社が現地保管機関またはその名義人から一括受領し、取引口座を通じ
て実質株主に支払う。

 

(5)　本邦における配当等に関する課税上の取扱い

本邦における課税上の取扱いの概要は以下の通りである。

 

(a)　配当金

日本において実質株主に対して支払われる配当金は、原則、配当所得として20%（所得税15%、住民税5%）の税率
で源泉徴収により課税される。

申告不要の特例を利用する場合は、当該配当所得の金額の多寡にかかわらず源泉徴収で課税関係が終了する。申
告分離課税を選択した場合は、一定の要件のもとに上場株式等の譲渡損失および一定の公社債の譲渡損失との損益
通算が可能である。

日本の法人である実質株主の場合には、支払を受けた利益の配当は税法上益金として課税される。なお、日本に
おける支払の取扱者からその交付を受ける際に源泉徴収された税額については、日本の税法に従って税額控除を受
けることができる。

 

(b)　売買損益

日本国居住者である実質株主が株式を譲渡した場合には、その譲渡所得は申告分離課税の対象となる。

株式の譲渡に適用される税率は、譲渡所得等の金額の20％（所得税15％、住民税5％）である。また、その年分
の譲渡損益について一定の要件を満たす場合には、その年分の上場株式等に係る配当所得の金額、譲渡損益等の金
額および一定の公社債の利子所得、譲渡損益等との損益通算が可能である。また、一定の要件のもとに損益通算し
てもなお控除しきれない損失の金額については、翌年以降3年間にわたり繰越控除することができる。
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日本の法人である実質株主が株式を譲渡した場合には、その譲渡損益は課税所得計算に算入する。

なお、上記の税金に加え、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特
別措置法により平成25年１月１日から平成49年12月31日までの間、源泉所得税が徴収される際、各記載の所得税率
に基づく所得税額に2.1％の税率を乗じて得られる金額の復興特別所得税が課される。

 

(c)　相続税

相続または遺贈によってＨ株式を取得した日本国居住者の実質株主には、相続税法によって相続税が課される。
ただし、一定の場合には外国税額控除を受けることができる。

 

具体的な課税上の取扱いについては、投資家各自の税務顧問に確認されたい。

 

(6)　実質株主に対する諸通知

当行が登録株主に対して行う通知および通信は、現地保管機関またはその名義人に対してなされる。現地保管機関は
これを窓口証券会社に送付する義務があり、窓口証券会社はこれをさらに各実質株主に送付する義務がある。実費は実
質株主に請求される。ただし、実質株主がその送付を希望しない場合または当該通知もしくは通信の性格上重要性が乏
しい場合には、送付することなく窓口証券会社の店頭に備え付け、実質株主の閲覧に供される。
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第９【提出会社の参考情報】

 

１　【提出会社の親会社等の情報】

該当事項なし

 

２　【その他の参考情報】

最近事業年度の開始日から本書提出日までの間において、当行は下記の書類を関東財務局長に提出している。

 

提出書類 提出日

臨時報告書および添付書類

（企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２
項第４号に基づくもの）

平成27年１月15日

有価証券報告書および添付書類 平成27年６月23日

半期報告書および添付書類 平成27年９月28日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし
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Independent auditor’s report to the shareholders of
China Merchants Bank Co., Ltd
 
(a joint stock company incorporated in the People’s Republic of China with limited liability)
 
We have audited the consolidated financial statements of China Merchants Bank Co., Ltd (the “Bank”)
and its subsidiaries (together the “Group”) set out on pages 151 to 317 which comprise the consolidated
and Bank statements of financial position as at 31 December 2014, the consolidated statement of profit or
loss, the consolidated statement of profit or loss and other comprehensive income, the consolidated and
Bank statements of changes in equity and the　 consolidated cash flow statement for the year then ended
and a summary of significant accounting policies and other explanatory information.

Directors’ responsibility for the financial statements
The directors of the Bank are responsible for the preparation of consolidated financial statements that give
a true and fair view in accordance with International Financial Reporting Standards issued by the
International Accounting Standards Board and the disclosure requirements of the Hong Kong Companies
Ordinance, and for such internal control as the directors determine is necessary to enable the preparation
of consolidated financial statements that are free from material misstatement, whether due to fraud or
error.

Auditor’s responsibility
Our responsibility is to express an opinion on these consolidated financial statements based on our audit. 
This report is made solely to you, as a body, and for no other purpose. We do not assume responsibility
towards or accept liability to any other person for the contents of this report.
 
We conducted our audit in accordance with International Standards on Auditing.  Those standards require
that we comply with ethical requirements and plan and perform the audit to obtain reasonable assurance
about whether the consolidated financial statements are free from material misstatement.
 
An audit involves performing procedures to obtain audit evidence about the amounts and disclosures in
the consolidated financial statements.  The procedures selected depend on the auditor’s judgement,
including the assessment of the risks of material misstatement of the consolidated financial statements,
whether due to fraud or error.  In making those risk assessments, the auditor considers internal control
relevant to the entity’s preparation of the consolidated financial statements that give a true and fair view
in order to design audit procedures that are appropriate in the circumstances, but not for the purpose of
expressing an opinion on the effectiveness of the Bank’s internal control.  An audit also includes
evaluating the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates
made by the directors, as well as evaluating the overall presentation of the consolidated financial
statements.
 
We believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for
our audit opinion.
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Independent auditor’s report to the shareholders of
China Merchants Bank Co., Ltd (continued)
 
 

Opinion
In our opinion, the consolidated financial statements give a true and fair view of the state of affairs of the
Bank and of the Group as at 31 December 2014, and of the Group’s profit and cash flows for the year
then ended in accordance with International Financial Reporting Standards and have been properly
prepared in accordance with the disclosure requirements of the Hong Kong Companies Ordinance.
 
 
 
/s/ KPMG
Certified Public Accountants
 
8th Floor, Prince’s Building
10 Chater Road
Central, Hong Kong
 
18 March 2015
 
（※）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものです。そ

の原本は本有価証券報告書提出会社が別途保管しております。
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Independent auditor’s report to the shareholders of
China Merchants Bank Co., Ltd
 

(a joint stock company incorporated in the People’s Republic of China with limited liability)
 

We have audited the consolidated financial statements of China Merchants Bank Co., Ltd (the “Bank”)
and its subsidiaries (together the “Group”) set out on pages 164 to 302 which comprise the consolidated
statements of financial position as at 31 December 2015, the consolidated statement of profit or loss, the
consolidated statement of profit or loss and other comprehensive income, the consolidated statements of
changes in equity and the consolidated cash flow statement for the year then ended and a summary of
significant accounting policies and other explanatory information.
 

Directors’ responsibility for the consolidated financial statements
The directors of the Bank are responsible for the preparation of consolidated financial statements that give
a true and fair view in accordance with International Financial Reporting Standards issued by the
International Accounting Standards Board and the disclosure requirements of the Hong Kong Companies
Ordinance, and for such internal control as the directors determine is necessary to enable the preparation
of consolidated financial statements that are free from material misstatement, whether due to fraud or
error.
 

Auditor’s responsibility
Our responsibility is to express an opinion on these consolidated financial statements based on our audit. 
This report is made solely to you, as a body, and for no other purpose. We do not assume responsibility
towards or accept liability to any other person for the contents of this report.
 

We conducted our audit in accordance with International Standards on Auditing. Those standards require
that we comply with ethical requirements and plan and perform the audit to obtain reasonable assurance
about whether the consolidated financial statements are free from material misstatement.
 

An audit involves performing procedures to obtain audit evidence about the amounts and disclosures in
the consolidated financial statements. The procedures selected depend on the auditor’s judgement,
including the assessment of the risks of material misstatement of the consolidated financial statements,
whether due to fraud or error. In making those risk assessments, the auditor considers internal control
relevant to the entity’s preparation of the consolidated financial statements that give a true and fair view
in order to design audit procedures that are appropriate in the circumstances, but not for the purpose of
expressing an opinion on the effectiveness of the Bank’s internal control. An audit also includes
evaluating the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates
made by the directors, as well as evaluating the overall presentation of the consolidated financial
statements.
 

We believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for
our audit opinion.
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Independent auditor’s report to the shareholders of
China Merchants Bank Co., Ltd (continued)
 
 
Opinion
In our opinion, the consolidated financial statements give a true and fair view of the financial position of
the Group as at 31 December 2015, and of the Group’s financial performance and cash flows for the year
then ended in accordance with International Financial Reporting Standards and have been properly
prepared in compliance with the disclosure requirements of the Hong Kong Companies Ordinance.
 

 

 

/s/ KPMG
Certified Public Accountants
 

8th Floor, Prince’s Building
10 Chater Road
Central, Hong Kong
 

30 March 2016
 

（※）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものです。そ
の原本は本有価証券報告書提出会社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

(翻訳)

 

 

招商銀行股份有限公司株主各位

（中華人民共和国において有限責任株式会社として設立）

 

我々は、151ページから317ページ（訳注：原文のページ数である。）に記載の招商銀行股份有限公司（以下、

「当行」という。）およびその子会社（以下、総称して「当グループ」という。）の連結財務諸表の監査を行っ

た。当該財務諸表は、2014年12月31日現在の連結および当行財政状態計算書ならびに2014年12月31日に終了した事

業年度の連結損益計算書、連結損益およびその他包括利益計算書、連結および当行株主持分変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、ならびに重要な会計方針の要約およびその他の説明情報で構成されている。

 

財務諸表における取締役の責任

当行の取締役には、国際会計基準審議会が公表した国際財務報告基準および香港公司条例の開示規定に従って

真実かつ公正な概観を示す連結財務諸表を作成し、不正または誤謬による重要な虚偽記載のない連結財務諸表を作

成するために取締役が必要と判断する内部統制を整備する責任がある。

 

会計監査人の責任

我々の責任は、我々の監査に基づいてこれらの連結財務諸表について意見を表明することにある。本報告書

は、株主全体を唯一の報告先として作成されている。我々は本報告書の内容に関して、他者に対する責任を負うこ

ともなく、また認めるものでもない。

我々は、国際監査基準に準拠して監査を行った。それらの基準は、我々が倫理要件に準拠し、連結財務諸表に

重要な虚偽の記載がないことについて合理的な保証を得るための監査を計画し、実行することを要求している。

監査には、連結財務諸表の数値および開示に関する監査証拠を得るための手続の実施が含まれている。手続

は、監査人の判断によって選定され、不正または誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽記載のリスクの評価が含ま

れている。監査人は、それらのリスク評価を行う際にその事業体の真実かつ公正な概観を示す連結財務諸表の作成

に関する内部統制を考慮しているが、これはその状況下において適切な監査手続を整備するためであり、当行の内

部統制の有効性に関して意見を表明するためではない。また監査には、取締役により採用された会計方針の妥当性

および取締役の行った会計上の見積りの合理性を検討すること、ならびに連結財務諸表全般の表示を検討すること

が含まれる。

我々が得た監査証拠は、我々の監査意見表明のための十分かつ適切な基礎を提供していると判断している。
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監査意見

我々の意見では、当該連結財務諸表は2014年12月31日現在の当行および当グループの財政状態ならびに2014年

12月31日に終了した事業年度の当グループの業績およびキャッシュ・フローに関して、国際財務報告基準に従って

真実かつ公正な概観を示しており、香港公司条例の開示規定に従って適切に作成されている。

 

 

 

ケーピーエムジー(署名)

公認会計士

香港、セントラル

チャターロード10

プリンス・ビルディング 8階

 

2015年３月18日
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独立監査人の監査報告書

(翻訳)

 

 

招商銀行股份有限公司株主各位

（中華人民共和国において有限責任株式会社として設立）

 

我々は、164ページから302ページ（訳注：原文のページ数である。）に記載の招商銀行股份有限公司（以下、

「当行」という。）およびその子会社（以下、総称して「当グループ」という。）の連結財務諸表の監査を行っ

た。当該財務諸表は、2015年12月31日現在の連結財政状態計算書ならびに2015年12月31日に終了した事業年度の連

結損益計算書、連結損益およびその他包括利益計算書、連結株主持分変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、ならびに重要な会計方針の要約およびその他の説明情報で構成されている。

 

連結財務諸表における取締役の責任

当行の取締役には、国際会計基準審議会が公表した国際財務報告基準および香港公司条例の開示規定に従って

真実かつ公正な概観を示す連結財務諸表を作成し、不正または誤謬による重要な虚偽記載のない連結財務諸表を作

成するために取締役が必要と判断する内部統制を整備する責任がある。

 

会計監査人の責任

我々の責任は、我々の監査に基づいてこれらの連結財務諸表について意見を表明することにある。本報告書

は、株主全体を唯一の報告先として作成されている。我々は本報告書の内容に関して、他者に対する責任を負うこ

ともなく、また認めるものでもない。

我々は、国際監査基準に準拠して監査を行った。それらの基準は、我々が倫理要件に準拠し、連結財務諸表に

重要な虚偽の記載がないことについて合理的な保証を得るための監査を計画し、実行することを要求している。

監査には、連結財務諸表の数値および開示に関する監査証拠を得るための手続の実施が含まれている。手続

は、監査人の判断によって選定され、不正または誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽記載のリスクの評価が含ま

れている。監査人は、それらのリスク評価を行う際にその事業体の真実かつ公正な概観を示す連結財務諸表の作成

に関する内部統制を考慮しているが、これはその状況下において適切な監査手続を整備するためであり、当行の内

部統制の有効性に関して意見を表明するためではない。また監査には、取締役により採用された会計方針の妥当性

および取締役の行った会計上の見積りの合理性を検討すること、ならびに連結財務諸表全般の表示を検討すること

が含まれる。

我々が得た監査証拠は、我々の監査意見表明のための十分かつ適切な基礎を提供していると判断している。
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監査意見

我々の意見では、当該連結財務諸表は2015年12月31日現在の当グループの財政状態ならびに2015年12月31日に

終了した事業年度の当グループの財務業績およびキャッシュ・フローに関して、国際財務報告基準に従って真実か

つ公正な概観を示しており、香港公司条例の開示規定に準拠して適切に作成されている。

 

 

 

ケーピーエムジー(署名)

公認会計士

香港、セントラル

チャターロード10

プリンス・ビルディング 8階

 

2016年３月30日
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